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1. 序論 
 

1.1 まえがき 
原子力規制委員会原子力規制庁（以下「規制庁」という。）は、東京電力株式会社福島第一原

子力発電所（以下「1F」という。）事故によって発生した燃料デブリの処理・処分に係る規制

要件の整備に向け、これまでのガラス固化体等の地層処分(以下「地層処分」という。) を対象

として蓄積された知見を基礎として、デブリの性状等を考慮した新たな技術的知見を蓄積する

必要がある。 

本事業では、地層処分分野の規制庁委託事業においてこれまで開発してきた総合的安全評価

手法を用い、現時点での情報に基づく燃料デブリの処分を想定した安全評価解析を試行するこ

とにより、燃料デブリ処分の際の留意点及び避けるべき要素（処分時の影響が著しく大きい核

種及び廃棄体特性、 回避すべき地質環境等）並びに処理における要求事項を抽出するため、以

下に示す業務を行う。 

 

（１）燃料デブリ諸性状の調査に基づく仮想燃料デブリの設定 
（２）燃料デブリ固有の特性を踏まえたシナリオ設定及び予察的解析 
（３）核種移行データの取得 
（４）総合的な安全評価コード・モデルの整備 
（５）燃料デブリ処分時の評価に対応した総合的安全評価手法の整備 
 

1.2 実施内容 
 
（１）燃料デブリ諸性状の調査に基づく仮想燃料デブリの設定 

1F1 号機～3 号機に残存する燃料デブリの発生状況や物理・化学的性状に関する既往の情報

を整理し、総合的安全評価解析を進める上で必要となる燃料デブリの諸条件を推定し「仮想デ

ブリ」として設定した。 
燃料デブリの性状に関する調査においては、国内において模擬デブリ制作実績のある日本原

子力研究開発機構、東京電力株式会社等、燃料デブリに関する知見を多く有すると考えられる

者からの情報を調査対象とした。また、米国スリーマイル島原子力発電所事故により生じた燃

料デブリに関する情報についても、1F 事故との違いを考慮しつつ、必要に応じ調査対象とした。 
「仮想デブリ」設定のための燃料デブリの条件としては、インベントリ、発生量、幾何学形

態、化学形態、発熱量等とし、推定に当たってはこれらの条件に係る不確実性を含めて検討を

行うものとした。その際、燃料ペレットと炉内構造材との混合を伴う溶結、溶結体と海水成分・

下部セメント成分等との反応を考慮した。 
 
（２）燃料デブリ特有の特性を踏まえたシナリオ設定及び予察的解析 
従来の地層処分との違いという観点から、以下に示す 7 つの特性・事象について国内外の既

往の情報（諸外国における直接処分の既往研究の情報を含む）に基づく調査・検討を行った。

また、容器内外での臨界の発生に対しては、予察的解析等による定量的な検討を行い、（３）に

おける評価手法の整備・改良結果を適宜フィードバックしつつ、仮想デブリの処分において安

全性への影響が懸念される特性及びその影響の連鎖（シナリオ）を抽出した。さらに、それら

の影響が懸念される特性及びシナリオに対し、実験的及び解析的な方法論における課題を分析

した。 



 
 

-1-2- 
 

【本項目で調査・対象とする特性・事象】 
 ・廃棄体からの発熱 
 ・仮想デブリからの核種溶出 
 ・放射線による人工バリア材の劣化 
 ・水の放射線分解等によるガス発生 
 ・海水成分、セメント成分等の溶出による処分環境への化学的影響 
 ・容器内外での臨界の発生 
 ・処分場閉鎖後 10 万年以上の長期にわたる人工バリアの変質挙動 
 

（３）核種移行データの取得 
核種移行特性については、核燃料元素である U および Pu を対象として、処分環境を考慮し

た環境での分配係数データ取得に関する予備的な試験を実施した。U については、地下の還元

環境において安定な U(Ⅳ)の放射性保存液の調整方法を検討し、分配係数データ取得に資した。

Pu については、砂岩に含まれる粘土鉱物を対象とした収着試験を実施して分配係数データを取

得するとともに、砂岩及び粘土鉱物に対する収着挙動のモデル化のための検討を行った。 
 

（４）総合的な安全評価コード・モデルの整備 
地層処分分野における原子力規制庁の委託事業では、平成 26 年度までに廃棄体・人工バリア

の挙動モデル及び物質移行－変質連成解析コードの開発・整備、地質・気候関連事象が処分環

境中の特性変化に与える影響評価のためのモデル・コードを整備してきた。 
本項目では燃料デブリの処理に関する要求事項を抽出するため、現在我が国の地層処分で想

定されている人工バリア概念（オーバーパック及び緩衝材）に基づき、緩衝材劣化に係る現象

（特に、緩衝材中におけるイオン種の拡散）に関して、処分環境を想定した拡散試験等を実施

し、実験的及び理論的な科学的根拠を有するモデルを整備した。さらに、燃料デブリ廃棄体に

よる緩衝材への影響を考慮可能とするため、物質移行－変質連成解析コードへの上記モデルの

導入等の機能拡張を行った。 
また、地質・気候関連事象の発生による影響評価のためのモデル・コードの整備として、長

期的な地質環境の変化による地下水流動への影響を連続的に評価するための機能拡張を行った。

さらに、核種移行・線量評価コードに対して燃料デブリに特有の特性を踏まえたコードの拡張

を行い、総合的な安全評価コードの整備を実施した。 
 

（５）総合的な核種移行評価手法の整備 
本項目では、（４）において整備した地質・気候関連事象の発生による影響評価のためのモデ

ル・コードと廃棄体・人工バリアに係る挙動モデル・コード及び核種移行・線量評価コードと

のリンケージの方法論を検討し、総合的な安全評価手法としての拡張・整備を行った。 
また、（１）の性状調査結果を踏まえた廃棄物の条件における主要な核種を対象に、仮想デブ

リ及びガラス固化体を仮想的な堆積岩地域に処分した場合の安全評価解析を実施し、その解析

結果の比較から燃料デブリの処分の安全性を著しく損なう可能性のある地質環境及び人工バリ

アの設計を含む条件や事象を抽出した。この際、燃料デブリに対する人工バリアの構成及び設

計は既存のガラス固化体処分の場合と同様とし、処分環境の条件は平成 25 年度及び 26 年度の

規制庁委託事業「地層処分の安全審査に受けた評価手法の整備」における内容を基本として設

定した。 
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1.3 成果概要 
 

1.3.1 燃料デブリ諸性状の調査に基づく仮想燃料デブリの設定 
仮想的な燃料デブリの処分を想定し、処分の安全評価試解析のため廃棄体に関する条件を 7

月末までに「仮想燃料デブリ Ver.1」として設定し、その後も調査を継続し最終的に平成 27 年

度末までに廃棄体に関する条件を「仮想燃料デブリ H27」として再設定した。 
 

（１）仮想燃料デブリ Ver.1 の設定 
1F 燃料デブリについて、「仮想燃料デブリ Ver.1」を次の通り設定した。 

1) インベントリ 
・50 年後の放射性核種量  ： 表 1.3-1 

（I と Cs については、全量の 40％がデブリへ移行すると仮定） 
・1 号機～3 号機の総ウラン量 ： 257 Ton 
・235U 平均濃縮度  ： 3.7 wt % 
 

2) 発生量 （廃棄体容器の仕様は、表 1.3-2 参照） 
・燃料デブリの総発生量  ： 670 Ton 
・廃棄体容器の数量  ： 4,139 本 （平均ウラン装荷量 62.09 kg） 
・燃料デブリ質量／容器  ： 162 kg  （≒ 670 Ton÷4,139 本） 
 

3) 幾何学形態 
・廃棄体容器の外寸  ： φ355.6 mm×1,350 mm 
・最大燃料デブリ寸法  ： <φ345.6 mm×L 867.4 mm 
・燃料デブリの形態  ： 小石状、塊状、切株状、MCCI 生成物 

 
4) 化学形態 

・酸化物相   ： (U, Zr) O2   or   U3O8 
・金属相   ： Zr (O)   or   Fe2 (Zr, U) 
・MCCI 生成物   ： (U, Zr) O2   (U, Zr) SiO4   CaAl2Si2O8,  CaSiO3 

 
5) 発熱量 

50 年後の廃棄体の最大発熱量 ： 42 W／廃棄体容器（表 1.3-3 参照） 
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表 1.3-1 1F 燃料デブリの 50 年後の放射性核種量（Ver.1）(1)(2) 

分類 核種(2) 
原子炉圧力容器内 廃棄体容器 

１号機(1) 
（GBq） 

２号機(1) 
（GBq） 

３号機(1) 
（GBq） 

炉内合計 
（GBq） 移行率 最大 U 装荷

（kg） 
1 基当り 
（GBq） 

4N 
系列 

Pu-240 8.89E+05 1.04E+06 1.36E+06 3.29E+06 1.00  114.9  1.47E+03 
U-236 5.80E+02 7.17E+02 6.85E+02 1.98E+03 1.00  114.9  8.86E-01 
Th-232 1.54E-06 1.84E-06 1.76E-06 5.14E-06 1.00  114.9  2.30E-09 

4N+1
系列 

Cm-245 3.08E+02 3.61E+02 2.90E+02 9.59E+02 1.00  114.9  4.29E-01 
Pu-241 2.01E+07 2.53E+07 2.84E+07 7.38E+07 1.00  114.9  3.30E+04 
Am-241 6.93E+06 8.48E+06 9.56E+06 2.50E+07 1.00  114.9  1.12E+04 
Np-237 6.08E+02 7.35E+02 6.97E+02 2.04E+03 1.00  114.9  9.12E-01 
U-233 1.44E-01 1.72E-01 1.63E-01 4.79E-01 1.00  114.9  2.14E-04 
Th-229 8.14E-04 6.43E-04 6.13E-04 2.07E-03 1.00  114.9  9.25E-07 

4N+2
系列 

Cm-246 5.06E+01 5.86E+01 4.46E+01 1.54E+02 1.00  114.9  6.88E-02 
Am-242m 1.85E+04 1.40E+04 1.78E+04 5.03E+04 1.00  114.9  2.25E+01 

Pu-242 2.85E+03 3.41E+03 3.96E+03 1.02E+04 1.00  114.9  4.57E+00 
Pu-238 3.44E+06 3.42E+06 4.11E+06 1.10E+07 1.00  114.9  4.90E+03 
U-238 8.12E+02 1.11E+03 1.11E+03 3.03E+03 1.00  114.9  1.36E+00 
U-234 6.45E+02 6.33E+02 9.37E+02 2.22E+03 1.00  114.9  9.90E-01 
Th-230 1.66E-01 1.61E-01 2.73E-01 6.00E-01 1.00  114.9  2.68E-04 
Ra-226 1.31E-03 1.26E-03 2.38E-03 4.95E-03 1.00  114.9  2.21E-06 
Pb-210 4.12E-04 3.90E-04 7.87E-04 1.59E-03 1.00  114.9  7.10E-07 

4N+3
系列 

Am-243 2.51E+04 2.96E+04 2.84E+04 8.31E+04 1.00  114.9  3.72E+01 
Pu-239 7.07E+05 8.94E+05 1.05E+06 2.65E+06 1.00  114.9  1.19E+03 
U-235 8.89E+01 1.36E+02 1.35E+02 3.60E+02 1.00  114.9  1.61E-01 
Pa-231 1.01E-01 1.49E-01 1.48E-01 3.98E-01 1.00  114.9  1.78E-04 
Ac-227 5.25E-02 7.63E-02 7.59E-02 2.05E-01 1.00  114.9  9.15E-05 

非系

列 

Se-79 7.40E+01 9.04E+01 8.57E+01 2.50E+02 1.00  114.9  1.12E-01 
Zr-93 3.72E+03 4.54E+03 4.30E+03 1.26E+04 1.00  114.9  5.62E+00 
Sr-90 4.48E+07 5.72E+07 5.41E+07 1.56E+08 1.00  114.9  6.98E+04 

Nb-93m 3.18E+03 3.86E+03 3.65E+03 1.07E+04 1.00  114.9  4.78E+00 
Nb-94 2.75E-01 3.78E-01 3.48E-01 1.00E+00 1.00  114.9  4.47E-04 
Tc-99 2.71E+04 3.34E+04 3.15E+04 9.20E+04 1.00  114.9  4.11E+01 

Pd-107 1.90E+02 2.27E+02 2.13E+02 6.30E+02 1.00  114.9  2.82E-01 
Sn-126 1.23E+03 1.48E+03 1.40E+03 4.11E+03 1.00  114.9  1.84E+00 
I-129 6.20E+01 7.51E+01 7.10E+01 2.08E+02 0.40  114.9  3.72E-02 

Cs-135 1.05E+03 1.14E+03 1.10E+03 3.29E+03 0.40  114.9  5.88E-01 
Cs-137 6.39E+07 8.06E+07 7.61E+07 2.21E+08 0.40  114.9  3.95E+04 
Sm-151 4.66E+05 6.11E+05 6.25E+05 1.70E+06 1.00  114.9  7.61E+02 

C-14 2.01E+02 2.43E+02 2.28E+02 6.72E+02 1.00  114.9  3.00E-01 
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1F 廃棄体容器は、次の 3 点を想定して設定した。 
①米国スリーマイル島原子力発電所（以下「TMI-2」と称す）事故の際使用された破損燃

料容器（キャニスター）と同様に、破砕燃料デブリを直接収納することを想定した。 
②TMI-2 キャニスターに設置されている上下部のデブリ捕獲機構や、水素ガス対策の為の

ベント機構を有する非密封構造となることを想定した。 
③深地層処分時の人工バリアの構成及び設計は既存のガラス固化体処分の場合と同様にす

ることを想定した。 
 

表 1.3-2 1F 廃棄体容器の仕様（Ver.1）(3)(4) 

 1F 廃棄体容器（Ver.1） TMI-2 (3) 人工バリア (4) 

キャニスター（容器）

サイズ 

直径 355.6 mm 
高さ 1,350 mm 

装荷有効高さ 867.4 mm 

 355.6  mm 
3,803.65 mm 
3,321.05 mm 

 440 mm 
1,350 mm 

 
ウラン量（最大） 114.9  kg／容器 441.9  kg／容器  
ウラン量（平均）  62.09 kg／容器 238.82 kg／容器  
ウラン量（総量） 69 + 94 + 94 = 257 Ton 81.437 Ton  

容器数 4,139 本 341 本 4 万本 
（2020 年分まで） 

 
 

表 1.3-3 燃料デブリの発熱量（Ver.1）(1) 

経過

年数 

原子炉圧力容器内 廃棄体容器 

１号機 (1) ２号機 (1) ３号機 (1) 炉内合計 
（W） 移行率 最大 U  

装荷 (kg) 
１基当り 
（W) 

0 8.67E+07 1.50E+08 1.49E+08 3.86E+08 1.00  114.9  1.72E+05 
10 5.50E+04 6.86E+04 6.68E+04 1.90E+05 1.00  114.9  85  
20 4.40E+04 5.44E+04 5.37E+04 1.52E+05 1.00  114.9  68  
50 2.70E+04 3.30E+04 3.38E+04 9.38E+04 1.00  114.9  42  
100 1.46E+04 1.77E+04 1.91E+04 5.14E+04 1.00  114.9  23  

 
 
 

（２）仮想燃料デブリ H27 の設定 
1F 燃料デブリについて、「仮想燃料デブリ H27」を次の通り設定した。 

1) インベントリ 
・50 年後の放射性核種量  ： 表 1.3-4 

（炉内からデブリへの核種移行率を I は 42％、Cs は 40％、Sr は 90％と仮定） 
・1 号機～3 号機の総ウラン量 ： 257 Ton 
・235U 平均濃縮度  ： 3.7 wt % 
（参考）Zry 部材の初期総表面積 ： 38,741 m2 （3.96 m2 ／廃棄体容器） 

初期総質量 ： 146 Ton （14.9 kg ／廃棄体容器） 
 

2) 発生量 （廃棄体容器の仕様は、表 1.3-5 参照） 
・燃料デブリの総発生量  ： 670 Ton 
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（内訳）炉内構造物起因デブリ重量  ：530 Ton 
  海水起因難溶性･不溶性沈殿物重量 ： 80 Ton 
  反応コンクリート重量   ： 60 Ton 
・廃棄体容器の数量  ： 9,772 本 （平均ウラン装荷量 26.3 kg） 
（臨界評価（形状管理）要求より、廃棄体の直径を 225mm に再設定した。） 
・燃料デブリ質量（平均値）／容器： 68.6 kg （≒670 Ton÷9,772 本） 
 

3) 幾何学形態 
・TMI-2 燃料キャニスター仕様模擬 1F 廃棄体容器内 

塊状切断物：小石状、塊状、切株状、溶融固化物状 
形   状：球体の場合 （ < Sφ225 mm ） 

円柱体の場合 （ <φ225 mm×Ｌ857 mm ） 
直方体の場合 （ < □159 mm×Ｌ857 mm ） 

・TMI-2 ノックアウトキャニスター仕様模擬 1F 廃棄体容器内 
フィルター捕獲物：砂状～小石状（140μm～ペレット） 

・TMI-2 フィルターキャニスター仕様模擬 1F 廃棄体容器内 
フィルター捕獲物：微細粒子状（0.5～800μm） 
 

4) 化学形態 
圧力容器内 
・酸化物   ： UO2、U3O8、(U, Zr) O2 
・炭化物   ： B4C、ZrC 
・金属    ： Zr、Zr (O)、Fe、Fe2 (Zr, U) 
・制御棒との反応物質  ： (Fe, Cr, Ni)2B、ZrB2 
・海水塩との反応物質  ： (Ca, Na) UO4-X 

格納容器内 
・MCCI 生成物(酸化物)  ： (U, Zr) O2 +SiO2、Fe2O3 

・MCCI 生成物(ケイ酸塩) ： (U, Zr) SiO4 
・MCCI 生成物(コンクリート部) ： CaAl2Si2O8、CaSiO3 
 

5) 発熱量 
50 年後の廃棄体の最大発熱量 ： 19.5 W ／廃棄体容器（表 1.3-6 参照） 
 

6) 留意事項 
① 燃料デブリ外寸について 

TMI-2 キャニスターの臨界評価では、中性子吸収材の装着による評価がなされてい

るが(5)、1F 廃棄体容器では装着を想定せずに臨界評価を行い、直径を決定した。今後

色々な観点から検討が行われ、それを反映した仮想燃料デブリの設定の見直しが行わ

れることが望ましい。また高さについても、本研究では処分場の設計をガラス固化体

の場合から大きく変えないようにするためにキャニスターの外寸高さをガラス固化体

に合わせたが、必ずしもそうする必要はなく、今後設定の見直しが行われることが望

ましい。 
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② 廃棄体中の水分量について 
TMI-2 キャニスターは、保管前に水抜き及び乾燥処理が行われたが (6)、輸送中の水

素ガス発生による内圧上昇を防止するために再結合触媒が設置され、また保管中はベ

ントシステムを使い水素ガス発生による内圧上昇を防止している(7)。 
1F の廃棄体容器にも同様にベントがなされた状態で保管されると想定されるが、処

分までには密封することが必要となる。乾燥処理により完全に水を除去して密封する

ことが可能なのか、ある程度の水の残留（内圧上昇、腐食）を許容することが必要な

のかは、今後検討されると考えられる。 
 

③ 燃料デブリ中の U3O8酸化物について 
燃料デブリ中の U が U3O8に酸化されていた場合、核分裂生成物（FP）の地下水へ

の溶出速度が大きくなり、地下水シナリオへの評価に影響がある。 
分析による U3O8の同定は難しく(8)、又 U3O8以外の酸化物形態の可能性もある(9)。 

 
④ 燃料デブリに含まれる有機物について 

TMI-2 では、フィルターキャニスターの目詰まり防止のために有機凝集剤が使用さ

れ、デブリと一緒に回収された(10)。 
1F の場合も同様の方法が採られた場合、デブリに有機物が含まれることになり、無

機化処理をしない限り、有機物影響（化学反応、核種移行への影響等）を考慮する必

要が生じる。 
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表 1.3-4 1F 燃料デブリの 50 年後の放射性核種量（H27） 

分類 核種(2) 
原子炉圧力容器内 廃棄体容器 1 基当り 

炉内合計(1) 
(GBq) 

不確実性(率) 不確実性を考慮 (GBq) 
移行率 

U 装荷 (kg) 不確実性を考慮 (GBq) 
上限 下限 上限 ～ 下限 最大 最少 上限 ～ 下限 

4N 
系列 

Pu-240 3.29E+06 1.10  0.90  3.62E+06 ～ 2.96E+06 1.00  48.6  0  6.84E+02 ～ 0  
U-236 1.98E+03 1.10  0.90  2.18E+03 ～ 1.78E+03 1.00  48.6  0  4.12E-01 ～ 0  
Th-232 5.14E-06 1.10  0.90  5.65E-06 ～ 4.63E-06 1.00  48.6  0  1.07E-09 ～ 0  

4N+1
系列 

Cm-245 9.59E+02 1.10  0.90  1.05E+03 ～ 8.63E+02 1.00  48.6  0  1.99E-01 ～ 0  
Pu-241 7.38E+07 1.10  0.90  8.12E+07 ～ 6.64E+07 1.00  48.6  0  1.54E+04 ～ 0  
Am-241 2.50E+07 1.10  0.90  2.75E+07 ～ 2.25E+07 1.00  48.6  0  5.19E+03 ～ 0  
Np-237 2.04E+03 1.10  0.90  2.24E+03 ～ 1.84E+03 1.00  48.6  0  4.24E-01 ～ 0  
U-233 4.79E-01 1.10  0.90  5.27E-01 ～ 4.31E-01 1.00  48.6  0  9.96E-05 ～ 0  
Th-229 2.07E-03 1.10  0.90  2.28E-03 ～ 1.86E-03 1.00  48.6  0  4.31E-07 ～ 0  

4N+2
系列 

Cm-246 1.54E+02 1.10  0.90  1.69E+02 ～ 1.38E+02 1.00  48.6  0  3.20E-02 ～ 0  
Am-242m 5.03E+04 1.10  0.90  5.53E+04 ～ 4.53E+04 1.00  48.6  0  1.05E+01 ～ 0  

Pu-242 1.02E+04 1.10  0.90  1.12E+04 ～ 9.20E+03 1.00  48.6  0  2.13E+00 ～ 0  
Pu-238 1.10E+07 1.10  0.90  1.21E+07 ～ 9.87E+06 1.00  48.6  0  2.28E+03 ～ 0  
U-238 3.03E+03 1.10  0.90  3.34E+03 ～ 2.73E+03 1.00  48.6  0  6.31E-01 ～ 0  
U-234 2.22E+03 1.10  0.90  2.44E+03 ～ 1.99E+03 1.00  48.6  0  4.61E-01 ～ 0  
Th-230 6.00E-01 1.10  0.90  6.60E-01 ～ 5.40E-01 1.00  48.6  0  1.25E-04 ～ 0  
Ra-226 4.95E-03 1.10  0.90  5.45E-03 ～ 4.46E-03 1.00  48.6  0  1.03E-06 ～ 0  
Pb-210 1.59E-03 1.10  0.90  1.75E-03 ～ 1.43E-03 1.00  48.6  0  3.31E-07 ～ 0  

4N+3
系列 

Am-243 8.31E+04 1.10  0.90  9.14E+04 ～ 7.48E+04 1.00  48.6  0  1.73E+01 ～ 0  
Pu-239 2.65E+06 1.10  0.90  2.92E+06 ～ 2.39E+06 1.00  48.6  0  5.51E+02 ～ 0  
U-235 3.60E+02 1.10  0.90  3.96E+02 ～ 3.24E+02 1.00  48.6  0  7.49E-02 ～ 0  
Pa-231 3.98E-01 1.10  0.90  4.38E-01 ～ 3.58E-01 1.00  48.6  0  8.28E-05 ～ 0  
Ac-227 2.05E-01 1.10  0.90  2.25E-01 ～ 1.84E-01 1.00  48.6  0  4.26E-05 ～ 0  

非系

列 

Se-79 2.50E+02 1.10  0.90  2.75E+02 ～ 2.25E+02 1.00  48.6  0  5.20E-02 ～ 0  
Zr-93 1.26E+04 1.10  0.90  1.38E+04 ～ 1.13E+04 1.00  48.6  0  2.61E+00 ～ 0  
Sr-90 1.56E+08 1.10  0.90  1.72E+08 ～ 1.40E+08 0.90  48.6  0  2.92E+04 ～ 0  

Nb-93m 1.07E+04 1.10  0.90  1.18E+04 ～ 9.62E+03 1.00  48.6  0  2.22E+00 ～ 0  
Nb-94 1.00E+00 1.10  0.90  1.10E+00 ～ 9.01E-01 1.00  48.6  0  2.08E-04 ～ 0  
Tc-99 9.20E+04 1.10  0.90  1.01E+05 ～ 8.28E+04 1.00  48.6  0  1.91E+01 ～ 0  

Pd-107 6.30E+02 1.10  0.90  6.93E+02 ～ 5.67E+02 1.00  48.6  0  1.31E-01 ～ 0  
Sn-126 4.11E+03 1.10  0.90  4.52E+03 ～ 3.70E+03 1.00  48.6  0  8.55E-01 ～ 0  
I-129 2.08E+02 1.10  0.90  2.29E+02 ～ 1.87E+02 0.42  48.6  0  1.82E-02 ～ 0  

Cs-135 3.29E+03 1.10  0.90  3.62E+03 ～ 2.96E+03 0.40  48.6  0  2.74E-01 ～ 0  
Cs-137 2.21E+08 1.10  0.90  2.43E+08 ～ 1.99E+08 0.40  48.6  0  1.84E+04 ～ 0  
Sm-151 1.70E+06 1.10  0.90  1.87E+06 ～ 1.53E+06 1.00  48.6  0  3.54E+02 ～ 0  

C-14 6.72E+02 1.10  0.90  7.39E+02 ～ 6.05E+02 1.00  48.6  0  1.40E-01 ～ 0  
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表 1.3-5 1F 廃棄体容器の仕様（H27） 

 1F 廃棄体容器（H27） 1F 廃棄体容器（Ver.1） TMI-2 (3) ガラス固化体  

キャニスター 
（容器）サイズ 

   外寸直径   235 mm    355.6 mm   356 mm   430 mm 
   外寸高さ 1,340 mm  1,350 mm 3,804 mm 1,340 mm 

内寸直径   225 mm    345.6 mm   343 mm   420 mm 
装荷有効高さ  857 mm    867.4 mm 3,321 mm － 

ウラン量（最大） 48.6 kg／容器 114.9 kg／容器 441.9 kg／容器 － 
ウラン量（平均）  26.3 kg／容器   62.09 kg／容器 238.8 kg／容器 － 
ウラン量（総量） 69 + 94 + 94 = 257 Ton 69 + 94 + 94 = 257 Ton 81.437 Ton － 

容器数 9,772 本 4,139 本 341 本 4 万本 
（2020 年分まで） 

 
 

表 1.3-6 燃料デブリの発熱量（H27） 

経過

年数 

原子炉圧力容器内 廃棄体容器１基当り 
炉内合計 (1) 

（W） 
不確実性(率) 不確実性を考慮 (W) 

移行率 U 装荷 (kg) 不確実性を考慮 (W) 
上限 下限 上限 ～ 下限 最大 最少 上限 ～ 下限 

0 3.86E+08 1.10  0.90  4.24E+08 ～ 3.47E+08 1.00  48.6  0  8.02E+04 ～ 0  
10 1.90E+05 1.10  0.90  2.09E+05 ～ 1.71E+05 1.00  48.6  0  39.6  ～ 0  
20 1.52E+05 1.10  0.90  1.67E+05 ～ 1.37E+05 1.00  48.6  0  31.6  ～ 0  
50 9.38E+04 1.10  0.90  1.03E+05 ～ 8.44E+04 1.00  48.6  0  19.5  ～ 0  

100 5.14E+04 1.10  0.90  5.65E+04 ～ 4.63E+04 1.00  48.6  0  10.7  ～ 0  
 
 

1.3.2 燃料デブリ特有の特性を踏まえたシナリオ設定及び予察的解析 
（１）燃料デブリ特有の特性を踏まえたシナリオ設定 
（ a ）仮想デブリからの核種溶出 

1F1～3 号機の格納容器内に落下したと考えられている燃料デブリについては、その取出しに

向けて調査が進められているが、処理・処分に向けた燃料デブリの性状把握、特に燃料デブリ

からの核種溶出については実際の燃料デブリサンプルを取得して分析・評価される必要がある。 
燃料デブリからの核種の溶出については、基本的に使用済み燃料と同様に、U と Zr の溶融固

化物のマトリクス溶解に支配されると考えられる。これまでに汚染水への核種溶出の観点から、

模擬燃料デブリ(U,Zr)O2の過酸化水素水溶液への溶出反応、処理・処分へ向けた検討のために、

中性子照射した模擬燃料デブリからのウランおよび FP の溶出挙動について、研究が行われて

おり、これらの結果は今後の燃料デブリの核種溶出データ整備に向けた足がかりになるものと

期待される。しかしながら、現状において、燃料デブリに直接適用可能な核種溶出データの情

報は得られていない。そこで、使用済み燃料の直接処分について検討を進めている外国の取り

組み、わが国における検討などを参考に、燃料マトリクスからの溶出に関するデータを整理し

た。 
Nagra(11)は使用済み燃料の直接処分の検討において、燃料マトリクスの溶解速度の時間変化

を設定した。アルファ線による放射線分解において酸化種が発生することにより溶解速度が律

速され、埋設初期には 10-4 /y と高いが、放射線の減衰に伴って 100 万年後には溶解速度は 10-8 /y
程度まで減少するとしている。 
直接処分第一次とりまとめ(12)では、これまでにいくつかの外国の機関で取得されたデータか

ら長期的な評価に用いる燃料マトリクスの溶解速度として 10-7 y が適切であるとしている。 
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しかしながら、燃料マトリクスの溶解速度の設定には 3 桁以上の幅があり、この不確実性に

よる核種移行への影響を定量的に把握しておく必要がある。また、直接処分では埋設後に浸入

する地下水への瞬時放出成分が大きく寄与すると考えられるが、燃料デブリはすでに事故後に

冷却水にさらされており、そうした瞬時放出成分の不確実性も想定される。したがって、以上

の整理結果をもとに、第 6 章において核種溶出率や瞬時放出成分割合に関して適宜不確実性の

幅を設定した感度解析を行い、これらの不確実性が核種移行に与える影響を予察的に検討した。 
 
（ b ）放射線による人工バリア材の劣化 

平成 22 年度～平成 26 年度の事業において、ガラス固化体の地層処分を対象として構築した

FEP データベースを対象とし、人工バリア材の安全性に影響の可能性のある事象のうち、放射

線の影響について調査を実施した。最新の「安全性への影響の可能性」における理解の現状と

それに対する JAEA の判断から、「放射線が地下水の組成を変化（酸化還元反応、ガス発生等）

させる可能性」、「放射線が緩衝材に対し放射線影響を及ぼす可能性」、「放射線が緩衝材中での

コロイド形成に影響を及ぼす可能性」が抽出されたものの、いずれの可能性も放射能の高いオ

ーバーパック（以下、OP）の早期破損を前提とする限定的なものであった。また、早期破損時

であっても「地下水組成変化、コロイド形成への影響の可能性が残される、または現在の知見

では不明」にとどまっていた。 
廃棄体 1 体あたりの放射能が高いガラス固化体であっても、緩衝材自体への影響は OP が健

全な時点では小さく、早期破損時においては不明と判断されていることから、デブリの場合に

は早期破損時のみ、地下水組成変化、コロイド形成への影響の可能性が残されるものと考えら

れた。特にデブリ廃棄体固有の要因として廃棄体内でのガス発生の可能性が高いことと、初期

欠陥や水分除去の見逃しにより OP 早期破損へと連鎖するシナリオが想定されたため、OP 早期

破損による影響評価を実施した。 
福島第一原子力発電所 1号機から 3号機に存在すると考えられている燃料デブリ全量の放射

能インベントリがガラス固化体のキャニスター1 本に収納されているとし、リファレンスケー

スの人工バリア設計条件で、OP 寿命を 100 年、1,000 年、4,000 年の 3 ケース設定した解析を

降水系地下水環境下の設定で実施した。なお、この解析は、仮想燃料デブリ Ver.1 が設定され

る前に実施したものであるため、インベントリは仮想デブリ Ver.1 と異なっている。解析の結

果、Se-79、Cs-135、4n+1 核種全てで、早期破損に伴う人工バリアからのフラックスの立ち上

がりへの影響はあるものの、ピークフラックスへの影響はほとんど見られなかった（図 1.3-1）。 
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図 1.3-1 OP 寿命の違いによる人工バリアからのフラックス変化 

 
今後の課題として、燃料デブリからの核種の溶出率等のデータの適用や、4n+1 系列以外の

核種を含めた解析、ガス放出による緩衝材性能の劣化、放射線影響として想定される地下水の

化学組成などによる核種移行パラメータ（溶解度や分配係数など）の変化も含めた検討が必要

になってくる。この課題への対応のひとつとして、広範囲なパラメータを対象とした感度解析

は、シナリオに対する今後のパラメータ設定の検討に有効であると考え、実施することとした

（第 6 章 3 節）。 
 
（ c ）処分場閉鎖後 10 万年以上の長期にわたる人工バリアの変質挙動 

10 万年以上の人工バリア（OP と緩衝材）の変質挙動を評価する必要性が生じる状況を判断

する際のポイントとして、「10 万年時点で、核種の一定割合（例えば少なくとも半分以上）が

人工バリア内に存在し、かつ、浸出抑制・移行抑制の何れかの機能が喪失していない場合」を

導出した。 
上記「」内の状態が、これまで実施した調査事業の解析結果において、どのようになってい

たかを検討し、シナリオ設定に関する情報を抽出した。平成 25 年度、平成 26 年度を合わせ、

人工バリア変遷解析を全46ケース実施し、その内核種移行解析を引き続き26ケース実施した。

これら 26 ケースについて人工バリアからの核種移行フラックスを検討した結果、ガラス固化体

を対象とした高レベル廃棄物の地層処分においては、OP 寿命が解析上の現設定である 4,000 年

の場合、Se-79、Cs-135 は 10 万年以上の長期にわたる人工バリアの変質挙動のシナリオ設定に

は影響されず設定の必要性は低いこと、Np-237（4n+1 系列核種）は設定の必要性を検討する意

義があることが明らかになった（図 1.3-2）。 
 

Se-79

4n+1
100年 1000年 4000年

100年 1000年 4000年

100年 1000年 4000年

Cs-135
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図 1.3-2 Np-237 の人工バリアからの移行フラックスの経時変化 

（支保工厚は、ケース 1＝60cm、ケース 22＝50cm、ケース 23＝40cm、 
ケース 24＝30cm、ケース 25＝20cm、ケース 26＝10cm） 

 
ガラス固化体と燃料デブリとの相違として、スウェーデンにおけるキャニスターに対する安

全機能指標基準として設定される 100 万年の閉じ込め機能を設定した場合やガラス固化体の溶

解モデルと燃料デブリの溶解モデルが異なる場合については、Se-79、Cs-135 も人工バリアから

のフラックスが 10 万年以降も継続する可能性があり、溶解速度、OP 寿命の不確実性を含めた

パラメータを対象とした感度解析が今後のシナリオの絞り込みやパラメータ設定の検討に有効

であると考え、予察的な解析を実施することとした（第 6 章 3 節）。 
また、これまでデフォルトとして「10 万年時の人工バリアの変遷に関する設定をそれ以降

も継続させる」となっている設定が合理的かを検討するため、10 万年時点で緩衝材性能が喪失

するとしたシナリオ設定が抽出された。これら 2 つの設定で 10 万年以降の人工バリアからのフ

ラックスにどの程度の違いがあるのかについて影響解析を行うため、性能が喪失した人工バリ

ア（緩衝材）の性能設定について検討し、有効モンモリロナイト密度ゼロとそれを基にした核

種移行パラメータ設定をすることなどを提示した（表 1.3-7）。これらのシナリオ設定の違いに

よる影響解析を実施することとした（第 6 章 2 節） 
 

表 1.3-7 緩衝材の性能が喪失した状態における設定 

設定項目 緩衝材の性能が喪失した状態における設定 
有効モンモリロナイト密度 ゼロ 

間隙率 初期間隙率である 0.4 

透水係数 
有効モンモリロナイト密度ゼロの 47℃時の値であ

る 2.16×10-7m/s 

核種拡散係数 
47℃の自由水の拡散係数と間隙率 0.4 から 
2×10-10m/s2 

核種分配係数 ゼロ 
pH 外部地下水と同値（降水系 8.5、海水系 8） 
Eh 外部地下水と同値（降水系-280mV、海水系-300mV） 

核種溶解度 外部地下水の pH、Eh に応じて設定 
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（ d ）廃棄体からの発熱 
HLW 地層処分においては、ガラス固化体からの発熱の影響の最優先条件を緩衝材中の最高温

度とし、これを 100℃未満とするための検討が実施された。その手順として、熱伝導解析を実

施する前に、空洞安定性からの制限として、隣接する処分坑道または処分孔どうしが有意な力

学的影響を受けない処分坑道離間距離または処分孔間隔が確保される必要性について検討を実

施している。その結果、処分孔竪置き方式の処分体系に対する解析に基づく坑道離間距離およ

び処分孔間隔が以下のように求められている。 
・処分坑道離間距離＝2D（硬岩系岩盤）、＝2.6D（軟岩系岩盤）、 

ここで D：処分坑道直径＝5m、 
・廃棄体ピッチ＝2d（硬岩系岩盤）、＝3d（軟岩系岩盤）、 

ここで d：処分孔径＝2.22m、 
この最も廃棄体の充填密度が高くなる配置で 3 次元体系の熱伝導解析が有限要素法汎用解析

コード FINAS により実施され、その結果、緩衝材中の最高温度は 100℃以下で、最も温度の上

昇した硬岩系の場合でも、最高温度 80℃強であり、定置後 10～20 年で到達していた。 
ガラス固化体と同じ処分孔竪置き方式の処分体系にてデブリ廃棄体を処分する限り、デブリ

の方が発熱は小さいため、緩衝材の最高温度は 100℃を超えない。また、処分孔竪置き方式の

場合には空洞安定性を担保するためには、上記体系以上に高密度の体系となる処分設計は不適

切になるため実現できない。一方、処分孔横置き方式の処分体系は、処分孔竪置き方式と比較

して空洞安定性を満たす棄体の配置を処分坑道離間距離は約 2.3 倍、廃棄体ピッチは 1.4 倍（～

軟岩系では 2.1 倍）高く配置することが可能である（表 1.3-8）。 
 

表 1.3-8 処分孔竪置き方式、横置き方式における処分坑道、廃棄体の間隔(13) 

 
 
ガラス固化体の場合には、この配置で熱伝導解析を実施した結果からは、緩衝材の最高温度

が、硬岩系で約 165℃、軟岩系で約 135℃まで上昇することが示されているが、燃料デブリの場

合にはガラス固化体よりも発熱量が低いため、この配置であっても緩衝材の最高温度が 100℃
を超えない可能性はある。これらのことから、デブリ廃棄体を処分した場合の緩衝材の最高温

度の変遷は「ガラス固化体リファレンスケース相当～処分時に既に地温相当まで低下」の範囲

の想定ができる。したがって、予察的解析のための設定として、この範囲の両端に相当する 2
ケースを検討することとした。すなわち、 
・ これまでのガラス固化体の発熱による緩衝材温度変遷を踏襲したケース 
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・ 処分深度の地温（47℃）一定とするケース 
これらのシナリオ設定の違いによる影響解析を実施することとした（第 6 章 2 節）。 

 
（ e ）海水成分、セメント成分等の溶出による処分環境への化学的影響 

格納容器下部に落下した溶融燃料は、コンクリート基礎とコア・コンクリート反応（MCCI：
Molten Core Concrete Interaction）を引き起こす。コンクリートは、MCCI の影響を受けることで

CaAl2Si2O8（灰長石・anorthite）、CaSiO3（硅灰石・wollastonite）が生成する。 
MCCI 生成物を格納容器底部等から回収する際には、廃棄物を全量回収するため、MCCI 生

成物周囲の MCCI の影響を受けていないコンクリート部分を含めて回収することが考えられる。

また、MCCI 生成物や燃料デブリが周囲のコンクリート部分に飛散した場合にも、同様に、熱

の影響を受けていないコンクリート部分も含めて回収することが考えられる。このため、廃棄

体に MCCI 生成物とともにセメント成分が混入する可能性をシナリオとして排除することは難

しいと思われる。そこで、廃棄体に封入される MCCI 生成物の量が増加するとともに、セメン

ト成分も増加するシナリオを想定し、下記の 3 ケースで影響解析を実施することとした（第 6
章 2 節）。 
・ 廃棄体に MCCI 生成物の混入なし（＝ガラス固化体と同じ設定） 
・ 廃棄体に MCCI 生成物 15％、普通セメント 15％が混入 
・ 廃棄体に MCCI 生成物 30％、普通セメント 30％が混入 
海水による冷却により溶融体表面析出反応物として(Na, Ca)UO4-x、また、高熱の影響を受け

ていない海水塩の成分（NaCl、MgCl2、MgSO4、CaSO4、KCl または Mg(OH)2、MgCO3、Ca(OH)2、

CaCO3など）は、燃料デブリ取出し時や廃棄物容器への収納時に極力取り除かれると考えられ

るものの、廃棄体に混入する可能性を完全には否定できない。前者はU酸化物の塩析物であり、

デブリの U の溶出速度の設定に影響を与える可能性はあるものの、直接的に人工バリアの変質

へ影響する可能性は現時点で不明なため、後者の緩衝材性能への影響について、今年度は予察

的に降水系地下水と海水成分を含む降水系地下水を想定した地下水として海水系地下水の 2 つ

の地下水を対象として、下記の体系により検討することとした（第 6 章 2 節）。 
・ 緩衝材と降水系地下水とが直接接触する体系設定（支保工無し） 
・ 緩衝材と海水系地下水とが直接接触する体系設定（支保工無し） 

 
（２）燃料デブリ特有の特性を踏まえた予察的解析 
（ a ）水の放射線分解等によるガス発生解析 
本年度は、現状の燃料デブリに関する情報に基づいて、水の放射線分解及び金属の腐食によ

るガス発生について、ガス発生速度ならびに発生量の試算を行い、どのようなガス影響が起こ

り得るかについてシナリオの検討を行った。 
 
①オーバーパック内側での内圧上昇による早期破損の可能性 
オーバーパック内側に関しては、水の放射線分解によるガス発生速度が支配的となり、水の

存在量が有限であることを考慮して、水の枯渇する期間（約半年）までガス発生が継続するも

のとして累積ガス発生量を求めた結果、水 1L を仮定した場合、ガス発生量はおよそ 1.9 m3と

なった。また、廃棄体容器における燃料デブリの充填率を 90%（空間割合 10%）と保守的に仮

定した場合、発生したガスによる蓄積圧力は約 14MPa（図 1.3-3）となり、オーバーパックの

設計圧力である約 55MPa を超えることはないものと判断された。 
 



 
 

-1-15- 
 

 

図 1.3-3 オーバーパック内側でのガス蓄積圧力 

 
②ガス蓄圧による力学的影響の可能性及び間隙水押出しの可能性 
オーバーパック外側に関しては、処分後経過時間により 3 つの期間に分けてガス発生速度を

設定した。すなわち、オーバーパック破損時期である 4,000 年までは、オーバーパック外側で

の金属の嫌気的腐食によるガス発生のみであり、4,000 年から 19,000 年（腐食による金属の消

失）まではそこにオーバーパック内側での放射線分解及び金属腐食によるガス発生が付加され、

オーバーパックが腐食により消失する 19,000 年後では、オーバーパック内側での放射線分解の

みが継続するものとした。 
ガス蓄積の可能性について検討するため、それらのガス発生速度に関して、地下応力条件と

拡散係数をパラメータとしたときの溶存水素ガスの拡散移行速度との比較を行った。その結果、

ほぼすべての条件において、水素ガス発生速度が溶存水素ガスの拡散移行速度を上回っており、

オーバーパックと緩衝材の界面に蓄積する可能性が示唆された。また、保守的に溶存水素ガス

の拡散移行を考慮せず、発生したガスがすべてオーバーパックと緩衝材の界面に蓄積するとし

た場合のガス蓄積圧力を評価した結果、数千年から 1 万数千年で諸外国において想定されてい

る地圧（スウェーデン：15～25MPa、スイス：35MPa）や、ガス発生が停止すると考えられる

平衡圧力（50～100MPa）(14)を超えてしまう結果（4,000 年で約 35MPa、6,000 年で約 55MPa、
14,000 年で約 101MPa）となった（図 1.3-4）。このようにオーバーパックと緩衝材の界面にお

いてガス蓄積が生じる場合には、人工バリア及び周辺岩盤への力学的影響の可能性を検討する

必要がある。 
しかし、実際には、緩衝材はガスがある一定の圧力（破過圧）に達すると破過することが知

られており、一般にその破過圧は地圧よりは低いため、ガスは緩衝材や周辺岩盤に力学的な影

響を与える前に、緩衝材を破過すると考えられる（棚井ほか（1996）(15)）ことから、本計算結

果のようにガス蓄積圧力が上昇し続けることはないものと考えられた。そこで、今後の課題と

して、破過圧や力学的影響を考慮したガス移行解析により、緩衝材や周辺岩盤への構造力学的

安定性への影響の可能性や間隙水押出し等による核種移行への影響について検討を行う必要が

あるものとした。 
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図 1.3-4 オーバーパックと緩衝材の界面におけるガス蓄積圧力の経時変化 

 
（ b ）燃料デブリの処分容器内における臨界可能性に関する検討 

1F 燃料デブリの処分にあたっては、水素発生対策のために、処分容器内から十分に水分が排

除されると想定され、それによって、仮想燃料デブリ Ver. 1 においては臨界が発生するおそれ

はない。しかし、埋設処分後、長期間経過すると、オーバーパックの閉じ込め機能が失われ、

収納容器内に地下水が浸入し、容器内が地下水で満たされる可能性がある（図 1.3-5）。処分容

器内で臨界になれば、核分裂連鎖反応が継続的に発生し、熱エネルギーが発生して温度が上昇

するとともに、核分裂性生成ガスが発生して、処分場からの核種移行挙動に大きな影響を及ぼ

すことが想定される。 
 

 

図 1.3-5 燃料デブリ処分容器内に埋設後地下水が浸入するイメージ図 

 
そのため仮想燃料デブリ Ver. 1 の収納容器（直径 35.56cm、高さ 86.74cm、図 1.3-6）を用い

る場合に、処分環境で地下水が浸入しても未臨界を維持できるかについて、臨界解析を行った。

解析では濃縮度 4.9%の燃料が 5%以上含まれること、最小燃焼度は 3.3GWd/t であるが長期的な

ビルドアップを考慮して、燃焼度 0 の新燃料相当の計算も実施した。収納容器外を炭素鋼製の

オーバーパックで取り囲む体系とし、臨界の観点から保守的にオーバーパック厚さを 100cm と
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仮定した。収納容器内部は密度の燃料球が面心立方構造で配置されるものとし、Vm/Vf を 0.35
～20 の範囲で、計算コードは MVP を、核データライブラリは JENDL-4.0 を用いて評価した。 

 

 

図 1.3-6 燃料デブリ収納容器に対する臨界解析体系 

 
その結果、仮想燃料デブリ Ver. 1 の容器に収納すると仮定した場合、非均質体系では新燃料

相当の燃焼度だけでなく、14GWd/t の燃焼度の燃料デブリについても、中性子実効増倍率が 1
を超えて臨界となり、均質体系の 14GWd/t の燃焼度だけが未臨界を維持できた（図 1.3-7）。 
 

 

図 1.3-7 均質体系、14GWd/t 燃焼燃料の実効増倍率 
 
いかなる Vm/Vf でも未臨界を維持できる容器直径を探るため、35.56cm から 2.5cm ずつ容器

直径を小さくして、評価を行った。その結果、均質体系及び非均質体系の新燃料相当（図 1.3-8、
図 1.3-9）、非均質体系の 3GWd/t の燃料デブリについては、22.5cm の容器直径である必要があ

る。均質体系では 3GWd/t の燃料デブリについては 25.0cm、非均質体系の 14GWd/t については

32.5cm となった。 
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図 1.3-8 均質体系、5wt%UO2の収納容器直

径別の実効増倍率 

 

図 1.3-9 非均質体系、5wt%UO2の収納容器

直径別の実効増倍率 

 
以上のことから、今後格納容器から回収して最終処分される際の燃料デブリの収納容器の直

径は、4.9％の濃縮度を持つ燃料棒を起源とする燃料デブリだけで構成されることが否定できな

い場合は、22.5cm 以下であることで処分環境において未臨界を維持できる。これは中性子吸収

材などを処分容器に用いない場合の評価値である。今後、格納容器内に散乱している燃料デブ

リの性状や濃縮度、燃焼度など核的な情報が調査によって明らかになれば、臨界を防止するた

めの容器形状の見直しや中性子吸収材の使用といった工学的対策を含めた検討を行う必要があ

る。 
 
（ c ）天然バリア中における臨界発生可能性に関する検討 

1F 燃料デブリの処分にあたっては、HLW と比較して放射能インベントリ中のウラン量が多

いことから、処分容器内で臨界を排除できても、長期間にウランが処分場から漏出して、天然

バリア中のある場所に集積して、臨界条件に到達する可能性が指摘されている。臨界になれば

熱及び FP ガスの発生など、核種移行を促進させ、天然バリア出口における核種移行フラック

スを上昇させることが懸念される。そこで、核種移行の観点から、ウランが天然バリア中で臨

界条件を達成する程度集積する可能性があるかについて、解析的に検討を行った。 
まず、既往の研究より、砂岩中で臨界に到達するのに最低限のウラン質量を見積もった。30%

の間隙率をもつ地質媒体中で 2.25%濃縮ウラン 1 トンが集中的に濃集すれば、臨界になる最低

限の条件を満たすことから、燃料デブリ中の総ウラン量 257 トンのウランが、どのような条件

で1トンを超えて濃集するかをGSRW-PSAによる一次元核種移行解析によって評価した。また、

各ウラン核種の濃集量から、濃縮度の時間変化についてもあわせて評価した。なお、ウラン量

1 トンは臨界となる最低限の必要条件であり、臨界に最適な形状で配置されなければ臨界とは

ならない。 
堆積岩サイトである幌延サイトの水質条件を想定して、種々のパラメータの組合せを仮定し

たケース設定により核種移行解析を行った（表 1.3-9）。 
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表 1.3-9 濃集量評価のためのケース設定 

ケース 浸出率 (1/y) 処分場環境 
人工バリア中 

U 溶解度 
濃集点 
溶解度 

濃集点までの移

行距離 

Case 1 1.0×10-7 還元性 3.1×10-6 1.1×10-5 100m 

Case 2 1.0×10-7 酸化性 5.0 1.1×10-5 100m 

Case 3 1.0×10-7 
還元性 → 酸化性

（10 万年で切替） 
3.1×10-6  → 

5.0 
1.1×10-5 100m 

Case 4 1.0×10-7 酸化性 5.0 1.1×10-5 1,000m 

Case 5 1.0×10-6 還元性 3.1×10-6 1.1×10-5 100m 

Case 6 1.0×10-7 還元性 3.1×10-6 1.1×10-7 100m 

Case 7 1.0×10-7 還元性 3.1×10-5 1.1×10-5 100m 

 
その結果を以下に示す。 
 
 酸化性環境ではウランの溶解度が高く、人工バリア出口のフラックスが還元性環境と比

較して 2 桁程度高くなった（Case 2、図 1.3-10）。地下水中のウラン濃度もそれと比例

して高くなり、濃集点の U 溶解度に支配されてウラン濃集量は 66.2 トンと 1 トンを大

きく上回る結果となった。さらに当初還元性環境で 10 万年後に酸化性環境に変化する

場合でも、同様の結果となり、10 万年程度の時間遅れでは濃集点のウラン濃集量に影

響を及ぼさなかった（Case 3）。一方、酸化性環境でも濃集点までの移行距離が 10 倍に

なることで濃集点のピーク出現時間が後退し、それに核分裂性核種の崩壊によって、濃

集量の最大値は 300g 程度と解析ケース中最小値を示した（Case 4）。 
 また、還元性環境を維持するケースでも、濃集点における U 溶解度が非常に小さい条

件（標準ケースの 1/100）では、濃集量は 1 トンを大きく超え、221 トンと全ウラン量

の 86%が濃集し、解析ケース中最大となった（Case 6、図 1.3-11）。このほか、人工バ

リアの U 溶解度が高い場合にも 1 トンを超える濃集量となった（Case 7）。 
 一方、燃料デブリの浸出率が高いケースでも、人工バリア中の溶解度によって、人工バ

リア出口のフラックスが律速されるため、ウラン濃集量へは影響がなかった（Case 5）。 
 濃縮度の時間変化については、濃集量が 1 トンを超えるケースでは、その時点では 2%

をわずかに超える程度となるが、濃集量が最大となる時点（1～4 億年程度）では 2%以

下となり、ウランが十分な量濃集したとしても濃縮度が低下することにより臨界可能性

が低下していると考えられる。一方、浸出率が上昇するケースで溶解度の高い Np-237
が U-233 のフラックスを上昇させ、1g 未満が濃集する時期ではあるが、濃縮度が一時

的に 4%程度まで上昇する結果が示された。 
 
以上のことから、天然バリアにおける水質環境の切替わりにおいて、U 溶解度が極端に小さ

くなる条件がウラン濃集量に大きな影響を与えるパラメータとなった。これは処分場が酸化性

環境でも還元性環境でも、1 トン以上のウラン濃集量が得られるものである。 
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本解析では、いかなる条件でもウラン濃集量が 1 トンに満たないということを示せず、臨界

となる最低限の濃集量がいくつかのケースで得られる結果となった。一方、濃集点でのウラン

濃縮度の時間変化を評価することにより、1 トンを超える十分な濃集量があっても、最小臨界

質量の前提である濃縮度 2.25%よりも低くなるケースもあり、臨界解析と組み合わせた評価が

今後必要となる。さらに、上述したように、1 トンを超えるウランの濃集が直ちに臨界条件を

満たすものではない。濃集する場合のウランの配置、核種移行経路の 3 次元的な広がり、水質

が切り替わる境界面などに着目し、必要に応じて臨界解析を実施して、臨界発生の可能性につ

いて検討を行う必要がある。 
 

 

図 1.3-10 濃集点におけるウラン核種の濃集量及び濃縮度の経時変化（Case 2） 

 

図 1.3-11 濃集点におけるウラン核種の濃集量及び濃縮度の経時変化（Case 6） 
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1.3.3 核種移行特性データ取得 
核燃料元素のウラン（U）やプルトニウム（Pu）の核種移行特性データの 1 つである収着分

配係数（Kd）について、系統的な収着試験によって得られたデータが少なく(16)、実験条件の情

報（詳細）が明らかになっていない文献が多い。そのため、燃料デブリを含む地層処分の安全

評価のために Kd を評価するのは困難な状況にある。そこで、系統的な収着試験を実施し、Kd
データを取得する必要がある。 
今年度は、U の Kd データの取得のために、地層処分の地下の還元環境を想定し、U(+4)の収

着試験実施方法を検討した。昨年度の結果より、特に U(+4)の保存液の調整が重要であること

が分かっており、U の酸化還元を実験的に制御できること、天然ウランを用いて保存液が調整

できることを確認するために、昨年度実施した文献調査結果に基づいて、U(+4)保存液の調整方

法を予備的に試験した。U(+4)の調整方法は、主に 2 つあり、硝酸（HNO3）の U 溶液を電気分

解して U(+4)に還元して調整する方法(17)(18)(19)（電気分解法）と UO2の沈殿を作り分離後溶解し

て U(+4)保存液を作成する方法(20)(21)（沈殿法）である。文献からは試薬の濃度条件等は判明で

きるものの、例えば試薬を加える順番等不明な点が多く、調整方法の解明が必要であり、今年

度は、Ar 雰囲気制御グローブボックス（GB）の空間的制限から、電解槽等の大がかりな設備

を必要としない沈殿法で実施し、GB 内での試験操作で、U の沈殿を目視で確認でき、U の酸

化還元を実験的に制御できること、天然ウランを用いて保存液が調整できることを確認した。

溶液を添加する順番によって生成物の違いは見られなかった。固液分離に遠心分離器を使用す

る方法では、還元剤の量が少なく、還元が不十分となり U(+6)の存在が確認された。一方、固

液分離に吸引ろ過を使用する方法では U(+6)から U(+4)に還元され、U(+4)の保存液を作ること

ができた。 
また、Pu の Kd データの取得として、日本の代表的な堆積岩である砂岩を対象に Pu の収着

試験を実施した。砂岩の Kd は、pH 8.5〜9.75 で石英よりも大きいことが昨年度の結果より分か

っており、石英以外の鉱物が砂岩に対する Pu の Kd を支配すると想定された。したがって、今

年度は、Pu の収着を支配する砂岩の構成鉱物の確認、特に、含有量は少ないが、Kd が大きい

と想定される粘土鉱物（緑泥石等）に着目し、炭酸塩濃度と pH を系統的に変化させた収着試

験を実施した。 
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図 1.3-12 砂岩及びその構成鉱物に対する Pu の Kd 

 
全炭酸塩濃度が 0.1 M の場合、砂岩と緑泥石に対する Pu の Kd の変化は、pH 8.5〜11.1 で同

じ傾向を示した。一方、白雲母と石英に対する Pu の Kd の変化は、pH 8.5〜9.75 で一定、pH 9.75
〜11.1 で砂岩と緑泥石に対する Pu の Kd の変化と同じ傾向を示した。緑泥石が砂岩に対する

Pu の Kd を支配する鉱物であることが確認され、pH 8.5〜9.75 で緑泥石（(Mg, Al, Fe)4-6(Si, 
Al)4O10(OH)8）と白雲母（KAl2(Si3Al)O10(OH)2）に対する Pu の収着挙動が異なるのは、緑泥石

に含まれる鉄（Fe）によるものと推定された。全炭酸塩濃度が 0.1 M から 0.3 M に上昇すると、

砂岩及びその構成鉱物に対する Pu の Kd は、1〜1.5 桁低下した。 
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1.3.4 総合的な安全評価コード・モデルの整備 
 

（１）安全評価手法の全体像 
地層処分の安全評価では、人工・天然バリアの安全機能（隔離、閉じ込め）を適切に評価す

ることが重要である。そのため、その安全評価手法としては、我が国において想定される代表

的な地質、水理，熱および化学的環境を踏まえた、核種移行や被ばくに与える影響を評価でき

る体系的な手法（シナリオ設定、モデル、解析コード、パラメータ評価）の整備が必要となる。 
また、体系的な手法にとっては、評価全体の一貫性が重要になってくることから、全体とし

て「地質・気候関連事象を考慮した地下水流動条件を設定した上で、廃棄体から人工バリア、

天然バリアを経由して放出される放射性核種のフラックスおよび生物圏における被ばく量を

“ひとつながり”で評価すること」が必要であり、これを実現するため、個々の要素モデルや

コード間の適切なリンケージを図った、総合的な安全評価体系の整備が求められる。 
人工バリア領域を対象とした評価体系では、これまで我が国において想定される代表的な地

下水の化学的環境を踏まえた、放射性核種の移行や周辺公衆への被ばくに与える影響を評価す

ることのできる体系的な安全評価手法（シナリオ、モデル、コード）を整備してきた（図 1.3-13）。 
 

 
 

図 1.3-13 人工バリア領域の状態変遷を解析し、核種移行解析および地下水流動解析の入力

データを提供するための評価体系 
 
また、天然バリア領域を対象とした評価体系では、これまで、地質・気候関連事象（地震、

火山、隆起・侵食、気候変動等）を考慮した地下水流動条件を設定した上で、廃棄体から人工

バリア、天然バリアを経由して放出される放射性核種のフラックスおよび生物圏における被ば

く量を総合的に評価するために、図 1.3-14 に示すようなリンケージ評価体系を整備してきた。 
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図 1.3-14 堆積岩サイトを想定した場合のリンケージ評価体系 
 

（２）緩衝材中拡散モデルおよび物質移行－変質連成解析コードの整備 
本年度は、燃料デブリを処分する際の人工バリアとしても使用される可能性があるベントナ

イト系緩衝材中の化学環境解析のための拡散評価手法の整備に係る検討を行った。 
具体的には、平成 26 年度に提案した見かけの拡散係数（Da）をベースとしたイオン種の拡

散モデル（新拡散モデル）の検討に資するため、非放射性の Ca2+イオン、Na+イオン、Cl-イオ

ンを用いた Na 型モンモリロナイト圧縮体中の透過拡散試験を長期間に渡り行うとともに、こ

れら結果を用いて当該モデルに係る検討を実施した。 
Ca2+イオンに係る検討では、収着分配係数（Kd）が小さいケースにおいては、別の試験で得

られた Da と Kd を用いて、透過拡散試験結果（高濃度側および低濃度側タンク内の Ca 濃度変

化）を再現できる可能性が示された（図 1.3-15 右）。この結果は、既往の Kd データが存在する

陽イオンについては、その値が小さい条件下において保持因子（α）を簡易的にε+ρbKd とし

て評価することが可能であることを示している。ここで、εはモンモリロナイト圧縮体の間隙

率、ρbはモンモリロナイト圧縮体の乾燥密度である。しかしながら、Kd が大きいケースでは、

同様の方法で高濃度側タンク内の Ca 濃度変化を再現することが出来なかった（図 1.3-15 左）。

これは接液部におけるモンモリロナイト中 Ca 濃度の初期値が計算と実験で異なっていたため

だと考えられる。しかしながら一部の高濃度側データについては十分に説明することが出来ず、

高濃度側の濃度変化に関しては引続き検討を行い、必要に応じて新拡散モデルに反映させるこ

とが重要であるとした。 
Na+イオンおよび Cl-イオンに係る検討では、長期間の透過拡散試験を実施したにも関わらず

両タンク内の濃度変化が小さかった（図 1.3-16、図 1.3-17）。また、計算値については、Na+イ

オンでは見かけ上 Na 型モンモリロナイトに収着しないため、Cl-イオンでは陰イオン排除効果
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があるため、Ca2+イオンの検討で使用したα（＝ε+ρbKd）の設定では実験値を再現できなく、

αを直接変動させて実験値との整合性を確認した。その結果、高濃度側のフィッテングで得ら

れたαの値で低濃度側の実験値は再現することはできなかった。この原因としては、高濃度側

および低濃度側のαが異なっている可能性があり、接する溶液に応じたα値を設定する必要が

あることが示された。また、対となって移行する陽イオンと陰イオンは同じ拡散係数を用いる

必要があり、特に Na+イオンについては共に移行するイオン種の拡散に従うことも考えられる。 
 

 
図 1.3-15 高濃度および低濃度側タンク内の Ca 濃度の経時変化（実験値と計算値） 

 

 

図 1.3-16 高濃度および低濃度側タンク内の Cl 濃度の経時変化（実験値と計算値の比較） 
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図 1.3-17 高濃度および低濃度側タンク内の Na 濃度の経時変化（実験値と計算値の比較） 
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散データを取得すること、また、これら結果を踏まえ、必要に応じて新拡散モデルに反映させ

ることが重要であるとした。 
さらに、新拡散モデルを MC-BUFFER へ導入する際の留意点を整理するとともに、具体的な

導入方法として、元素ごとへの Da の設定方法、および緩衝材中に多量にある Na を用いた電荷

バランスの調整方法について検討した。また、その妥当性を確認するため、MC-BUFFER プ
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法の方が、系全体の pH の安定性が保たれ、当該調整方法が妥当である可能性が示された（図 
1.3-19）。今後は、同一の Da を設定する複数の元素に対する群の構成、郡ごとの移行計算、保
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中濃度への換算等についても具体的なコードへの導入方法を検討し、適宜 MC-BUFFER に取

り込むとともに、物質移行－地球化学反応を連立させた計算を実施し、その妥当性を確認する

ことが重要である。 

 
図 1.3-18 計算体系概念図 
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図 1.3-19 3.0×108秒後の元素濃度分布および pH 分布の計算結果と解析解の比較 

（電荷バランス調整方法に係る検討） 
 

（３）MIG2DF の整備 
日本原子力研究開発機構にて開発中の、多孔質媒体中での 2 次元地下水流動・核種移行評価

コード：MIG2DF に対し、長期的な地質環境の変化（隆起・侵食および断層の成長）を連続的

に評価するための拡張として、以下の 3 つの機能から成る外部プログラム：隆起・侵食解析用

入出力データセット作成コード（PASS_UANND）を作成した。 
 
 １）隆起・侵食に係る入力支援モジュール（UANDD_PRE） 

ある時刻の地質モデルデータ（地表面、地質境界、断層面の情報）から、計算時刻毎の

地質モデルデータを補間して作成する。 
 ２）節点移動機能に係るモジュール（UANDD_TRANSNODE） 

地質モデルデータをもとに解析モデルデータを更新する。地質構造の任意の形状変化に
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 ３）モデル切り替え時の計算値継承に係るモジュール（CalVaS） 

長期的な地質構造の変遷に対する非定常解析を連続的に行うにあたって、地質構造の変

化に伴う解析モデル更新時に、地層との位置関係に応じて節点の計算値を更新前のモデ

ルから継承する。 
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響を連続的に評価することが可能となる。例として、地質調査等によって過去および現在の各

時点での地質構造が得られており、これらに基づき未来の地質構造が推定されている場合にお

ける、過去～現在～未来に対する地質環境の変化の連続的な評価の流れを、図 1.3-20 に示す。 
 

 
図 1.3-20 地質環境の長期的変遷を考慮した連続的な解析の流れ 
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の流出フラックスを計算できるよう整備を行うとともに、廃棄物毎に行っていた人工バリ

ア中移行解析をまとめて行えるよう整備を行った（図 1.3-22）。 
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図 1.3-21 既存のソースタームモデルを用いた複数の廃棄物考慮解析概念図例 

 

評価
対象物
全体

浸出

モデル

浸出
モデル

浸出
モデル

フラックス

フラックス

フラックス

天

然

バ

リ

ア

フラックス

人工バリア

インベントリの

振り分け

 
図 1.3-22 新たに整備したモデルを用いた複数の廃棄物考慮解析概念図例 

 
（ b ）核種濃度の出力機能の追加 

核種移行解析によって濃集量を求め、容器外臨界の可能性を評価するために、天然バリ

アモデル（亀裂性媒体近似モデル・多孔質媒体近似モデル）に対して、指定した位置にお

ける各タイムステップの核種濃度のテキスト出力を行う機能を整備した。 
 

（ c ）要素の生成・削除による領域の長さの設定 
これまでの天然バリアモデルは、境界条件が適用されている「領域全体の長さ」を設定

し、それとは別に設定する「移行距離」が示す地点を透過するフラックスを計算するモデ
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ルとなっていた。「領域全体の長さ」は固定されており、「移行距離」を変化させることに

よって隆起侵食による移行経路の短絡などの移行経路の変化を表現していた。 
「移行距離」に合わせて下流側境界条件を設定する節点番号を変更する機能の整備を行っ

た。 
 
1.3.5 総合的な核種移行評価手法の整備 
 
（１）人工バリアの変遷シナリオを対象とした安全評価 

1.3.2 において検討を行い抽出したシナリオに基づいた人工バリアに対する影響解析を行い、

その結果より燃料デブリの処分の安全性を著しく損なう可能性のある人工バリアの設計を含む

条件や事象を抽出するため、以下の解析を実施した。 
① 廃棄体からの発熱およびセメント成分のパラメータ影響解析 
② 10 万年以降の緩衝材の状態設定に係わる影響解析 
③ 廃棄体に含まれる海水成分による緩衝材への影響解析 
 
解析①については、地下水組成、発熱考慮の有無、セメント成分、OP 寿命を組み合わせた

設定について検討を行った。解析②については、解析①の一部について、10 万年以降の設定を

変更させた設定について検討した。両者ともインベントリには仮想デブリ Ver.1 を用いた。 
解析③については、海水成分が緩衝材に与える影響を予察的にみるため、緩衝材と海水成分

とが直接接触する体系を設定した。 
 
解析①②の体系は、我が国の処分環境を考慮して地層処分研究開発第 2 次取りまとめ(22)およ

び第二次 TRU レポート(23)を参考に、平成 26 年度にも設定した HLW を模擬した１次元解析体

系とした。（図 1.3-23） 
 
解析③の海水成分による影響については、海水成分を内部からでは無く外部地下水の海水成

分を設定し、緩衝材と地下水が直接接触させ、支保工が無い解析体系とした。（図 1.3-24）地

層処分研究開発第 2 次取りまとめでは、人工バリアの外側には掘削影響領域（以下、「EDZ」と

いう。）があり、境界条件として緩衝材外側に濃度固定条件を与えることにより、常にフレッシ

ュな地下水が接する条件とし、OP 内側の境界には濃度勾配 0 の条件を与えた。 
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図 1.3-23 解析体系概念図（解析①：発熱・セメント成分、解析②：10 万年以降の設定） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.3-24 解析体系概念図（解析③：海水成分） 
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①の解析ケースは、降水系地下水と海水系地下水に対し、廃棄体の発熱考慮の有無、MCCI
生成物およびセメント成分の割合、OP 破損時期を組み合わせた 25 ケース（case１～25）を設

定した。表 1.3-10 に解析ケース一覧を示す。 

②の 10 万年以降の設定による影響に対する解析ケースは、解析①の case1～3 について、10
万年時の設定を10万以降も継続させる設定または緩衝材の性能喪失状態を想定した全6ケース

（case1～3、case 1deg～3deg）を設定した。なお、6 ケースの内 3 ケースは①の解析と同じ設定

である。表 1.3-11 に解析ケース一覧を示す。 

③の海水成分の影響に対する解析ケースは、地下水質特性を変化させた 2 ケース（case26、
27）を設定した。表 1.3-12 に解析ケース一覧を示す。 

 
表 1.3-10 解析ケース一覧（①発熱、セメント成分） 

 

 
 
 
 
 
 

ケース 
地下水 

質特性 

温度 

[℃] 

MCCI 

生成物の

割合[%] 

OP 破損 

［年］ 

緩衝材

厚さ 

［cm］ 

乾燥  

密度 

[g/cm3] 

混合率 

[Bnt.:Qtz.] 

支保工 

厚さ 

[cm] 

1 

降水系 

100～47 

0 
4,000  

70 1.6 7 : 3 60 

2 50,000  

3 100,000  

4 30 
4,000  

5 50,000  

6 60 
4,000  

7 50,000  

8 

47 

0 
4,000  

9 50,000  

10 30 
4,000  

11 50,000  

12 60 
4,000  

13 50,000  

14 

海水系 

100～47 

0 
4,000  

70 1.6 7 : 3 60 

15 50,000  

16 30 
4,000  

17 50,000  

18 60 
4,000  

19 50,000  

20 

47 

0 
4,000  

21 50,000  

22 30 
4,000  

23 50,000  

24 60 
4,000  

25 50,000  
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表 1.3-11 解析ケース一覧（②10 万年以降の設定） 
 

ケース 
地下水 

質特性 

温度 

[℃] 

MCCI 

生成物の

割合[%] 

OP 破損 

［年］ 

10 万年以

降の設定 

緩衝材

厚さ 

［cm］ 

乾燥  

密度 

[g/cm3] 

混合率 

[Bnt.:Qtz.] 

支保工 

厚さ 

[cm] 

1 

降水系 100～47 0 

4,000  
10 万年時

を継続 

70 1.6 7 : 3 60 

2 50,000  

3 100,000  

1deg 4,000  性能が 

喪失した 

状態 

2deg 50,000  

3deg 100,000  

 
 

表 1.3-12 解析ケース一覧（③海水成分） 
 

ケース 
地下水 

質特性 

温度 

[℃] 

MCCI 

生成物の

割合[%] 

OP 破損 

［年］ 

緩衝材 

厚さ 

［cm］ 

乾燥  

密度 

[g/cm3] 

混合率 

[Bnt.:Qtz.] 

支保工

厚さ 

[cm] 

26 降水系 
100～47 0 - 70 1.6 7 : 3 0 

27 海水系 

 
 
緩衝材変質・間隙水組成の変遷の観点からは、MCCI 生成物の割合がゼロのケースでは OP

破損による廃棄体内部からの化学的影響は解析上考慮されないため、case1～case3、case8 と

case9、case14 と case15、case20 と case21 はそれぞれ同じ解析結果となる。 
それぞれの解析結果を比較、検討し、地下水質特性、廃棄体の発熱考慮の有無、MCCI 生成

物およびセメント成分の割合、OP 破損時期の違いによる緩衝材性能劣化に与える特徴的な相

違が見られるものを抽出した。また、降水系地下水に対するケース設定である case1～case3 を

基に、10 万年以降の設定の違いによる緩衝材変質・間隙水組成の変遷設定を行った。海水成分

については、降水系と海水系とで緩衝材性能劣化にどのような違いがあるかについて検討した。

なお、後述のグラフにおける緩衝材領域の経時変化分布についての各値は、緩衝材領域平均と

し、pH および Eh のグラフについては、緩衝材のオーバーパック接触領域付近における経時変

化とした。また、透水係数については、緩衝材領域における等価透水係数値を示している。 
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 (a) 地下水質の違いによる比較 (b) 海水系地下水全ケース 
 

図 1.3-25 有効モンモリロナイト密度の経時変化分布（地下水質による影響） 
［廃棄体からの発熱考慮、セメント・MCCI 成分：0%］ 

 
図 1.3-25(a)の有効モンモリロナイト密度の地下水質による比較の通り、有効モンモリロナイ

ト密度は降水系地下水のケースでは 100,000 年後においても 0.48 g/cm3残存するが、海水系地下

水のケースでは約 94,000 年後に消失する結果となった。海水系地下水のケースは線形的にモン

モリロナイトの溶解が進んでいるのに対し、降水系地下水のケースでは約 15,000 年後に有効モ

ンモリロナイト密度がやや横ばいに推移する傾向に変化している。これは緩衝材と支保工との

境界の緩衝材領域側において局所的な間隙率低下が発生し、支保工側からのアルカリ成分流 

入が抑制されたことにより、モンモリロナイトが残存する結果となったものと考えられる。 
図 1.3-25(b)の海水系地下水全ケースにおける有効モンモリロナイト密度からわかるように、

どの海水系地下水においても有効モンモリロナイト密度はほぼ線形的に低下し、100,000 年後に

は残存しないという結果となった。 
以上の地下水質による影響解析結果により、地下水質の違いによる間隙率低下の度合いが有

効モンモリロナイト密度の減少傾向に大きく影響することが示された。 
海水系地下水による影響は傾向的にほぼ一定であることから、解析結果の検討はモンモリロ

ナイトが 100,000 万年以上残存する降水系地下水のケースについて絞って示すこととする。 
 
次に、廃棄体からの発熱の有無を考慮したケースの有効モンモリロナイト密度、透水係数、

間隙率の経時変化についての比較を示す。 
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(a)有効モンモリロナイト密度 

 

 (b)透水係数 (c)間隙率 
 

図 1.3-26 緩衝材領域における経時変化分布（廃棄体からの発熱の影響） 
［降水系地下水、セメント・MCCI 成分：0%］ 

 
図 1.3-26(a)に示すとおり、有効モンモリロナイト密度は発熱を考慮したケースにおいて

100,000年間で0.48 g/cm3残存、地温一定のケースにおいても0.40 g/cm3残存する結果となった。

両ケースにおいても緩衝材領域と支保工との境界付近における局所的な間隙率低下によるもの

であるが、地温一定ケースにおいては間隙率低下の箇所が支保工側で発生していた。 
図 1.3-26(b)の透水係数について、発熱を考慮したケースにおいては、支保工付近の緩衝材領

域における局所的な間隙閉塞の影響が強く表れていることがわかる。地温一定のケースについ

ては緩衝材と支保工境界の間隙率低下が発生している箇所が支保工側であるため、緩衝材領域

の透水係数には影響を及ぼしていない。 
以上の廃棄体からの発熱による影響解析結果より、発熱の有無によって間隙率低下の発生の

度合いや発生場所等が変化し、モンモリロナイトの溶解挙動に影響をおよぼすことが示された。 
 
続いて、デブリ廃棄体からのセメント成分量を変化させたケースの有効モンモリロナイト密

度、透水係数、間隙率の経時変化についての比較を示す。 
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(a)有効モンモリロナイト密度 

 

 (b)透水係数 (c)間隙率 
 

図 1.3-27 緩衝材領域における経時変化分布（セメント・MCCI 成分の影響） 
［降水系地下水、地温一定］ 

 
図 1.3-27(a)に示すとおり、モンモリロナイトはセメント成分を含まないケースにおいて

100,000 年間で 0.40 g/cm3残存するのに対し、セメントおよび MCCI 成分を 30%含むケースでは

0.20 g/cm3、60%含むケースでは 0.19 g/cm3残存する結果となり、セメント成分を含む 2 ケース

の方が、モンモリロナイト溶解が促進される結果となった。またセメントを含む 2 ケースにお

いては含まれるセメント成分によらず似たような有効モンモリロナイト密度の減少傾向を示し

た。図 1.3-27(b)の透水係数について、3 ケース共に緩衝材と支保工の境界の局所的な間隙率低

下が発生している箇所が支保工側であるため、緩衝材領域の透水係数への影響としては現れて

いない。またこの緩衝材と支保工との境界の支保工側での間隙率低下は、3 ケースともほぼ同

じ傾向であった。 
以上のセメント・MCCI 成分の影響解析結果より、デブリに含まれるセメント成分は少量で

あってもモンモリロナイト溶解に影響をおよぼす可能性が示された。 
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10 万年以降の設定の違いによる緩衝材変質・間隙水組成の変遷設定を case1～case3 の解析結

果を基に 3.2.3 に述べたシナリオ設定により緩衝材の性能が喪失した状態を反映させ case1deg
～case3deg の設定を行った。10 万年時を継続させた場合（case1～case3）と 10 万年で喪失させ

た場合（case1deg～case3deg）の緩衝材領域における pH、Eh の経時変化を図 1.3-28 に、特性の

経時変化を図 1.3-29 に示す。 
 

 
図 1.3-28 10 万年時を継続（左）、10 万年で性能喪失（右）のシナリオ 

に基づく緩衝材領域における pH、Eh の経時変化 
 
 
 

 
図 1.3-29 10 万年時を継続（左）、10 万年で性能喪失（右）のシナリオ 

に基づく緩衝材領域における特性の経時変化 
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最後に、緩衝材の海水成分（海水系地下水）による影響解析結果の、緩衝材領域の地下水と

の境界における間隙率と、その境界を除いた緩衝材領域の有効モンモリロナイト密度の経時変

化を示す。 
 
 

 
 (a) 間隙率 (b) 有効モンモリロナイト密度 
 （地下水との境界の緩衝材領域） （地下水と接するセルを除いた緩衝材領域） 

図 1.3-30 緩衝材領域における経時変化分布（海水成分の影響） 
［廃棄体からの発熱考慮、セメント・MCCI 成分：0%］ 

 
図 1.3-30(a)の間隙率についての経時変化のとおり、地下水との境界における間隙率では大き

な傾向の違いが見られたものの、境界部を除く緩衝材領域全体においてはほぼ同じ傾向となっ

ていたことから、影響は非常に局所的であった。 
図 1.3-30(b)の有効モンモリロナイト密度への影響は、あまり大きく現れない結果となった。 
 
以上の検討内容から、地下水の水質（降水系地下水、海水系地下水）、デブリ廃棄体からの発

熱、廃棄体内のセメント成分などの組み合わせにより、緩衝材の性能劣化に対して多様な影響

が存在することが示唆された。また海水成分による影響は大きくは現れなかったが、今後は内

側に配置した廃棄体に含まれる海水成分の影響、海水成分とセメント成分の相乗的影響などに

ついての解析が必要と考えられる。 
 
人工バリアの変遷シナリオを対象とした安全評価として、解析結果より検討した 7 ケースに

ついて実施した。選定した人工バリア変遷シナリオ対象ケースを表 1.3-10、表 1.3-14 に示す。 
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表 1.3-13 人工バリア変遷シナリオ対象ケース（１） 

ケース 
地下水

質特性 

温度 

[℃] 

MCCI 生

成物の割

合[%] 

OP 破損 

［年］ 

10 万年以

降の設定 

緩衝材   

厚さ 

［cm］ 

乾燥密度 

[g/cm3] 

混合率 

[Bnt.:Qtz.] 

支保工   

厚さ 

[cm] 

1 

降水系 100～47 0 

4,000  
10万年時

を継続 

70 1.6 7 : 3 60 

2 50,000  

3 100,000  

1deg 4,000  性能が 

喪失した 

状態 

2deg 50,000  

3deg 100,000  

 
 

表 1.3-14 人工バリア変遷シナリオ対象ケース（２） 

ケース 
地下水

質特性 

温度 

[℃] 

MCCI 生成

物の割合

[%] 

OP 破損 

［年］ 

緩衝材   

厚さ 

［cm］ 

乾燥密度 

[g/cm3] 

混合率 

[Bnt.:Qtz.] 

支保工   

厚さ 

[cm] 

6 

降水系 

100～47 60 
4,000  

70 1.6 7 : 3 60 
7 50,000  

8 
47 

0 4,000  

12 60 4,000  

 
 
以上のケースについて、各評価への人工バリア変遷解析データを提供し、核種移行データを

決定した。核種移行データの設定結果に基づいて、仮想デブリ Ver.1 のインベントリに対して

確率論的安全評価コード GSRW-PSA コード)を用いて人工バリアからの核種移行フラックスを

計算した。一例として Case1 と case1deg のフラックスについて図 1.3-31(1/2)、(2/2)に示す。 
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図 1.3-31 10 万年以降の設定を継続/喪失としたときの 

核種移行フラックス（OP 破損 4,000 年）(1/2) 

 
図 1.3-31 10 万年以降の設定を継続/喪失としたときの 

核種移行フラックス（OP 破損 4,000 年）(2/2) 
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表 1.3-11 の 10 万年以降の設定による影響解析では、人工バリア材の変質挙動に対するシナ

リオ設定について、10 万年時の緩衝材の状態設定を継続するケースと 10 万以降は緩衝材性能

が喪失した状態を設定するケースとで、人工バリアからの核種フラックスが OP の破損時期の

違いを検討した。表 1.3-15 に継続/喪失の設定の違いにより、人工バリアからの核種フラック

スのピーク値が OP の破損時期の違いにより大きく異なる結果となった核種を示す。 
 

表 1.3-15 10 万年以降の設定の変更により OP 破損時間毎の 

人工バリアからのピークフラックス値が高くなった核種 
 継続設定よりも喪失設定でピークが高くなった核種 

4,000年破損 放射平衡核種：Np-237、Th-229、Th-234、Th-230、Th-227 
他の系列核種：なし 
その他の核種：Sn-126 

5万年破損 放射平衡核種：Np-237、Th-229、Th-234、Th-230、Pa-231、
Ac-227、Th-227 

他の系列核種：Pu-240、Pu-242、Am-243、Pu-239 
その他の核種：Sn-126  

10万年破損 放射平衡核種：Np-237、Th-229、Ra-225、U-238、Th-234、Th-230、
Ra-226、Pa-231、Ac-227、Th-227、Ra-223 

他の系列核種：Pu-240、Pu-242、Am-243、Pu-239 
その他の核種：Se-79、Zr93、Nb-93m、Nb-94、Tc-99、Sn-126、

Cs-135、I-129 
 
 
ガラス固化体に対する基本ケースとして OP 破損 4,000 年、10 万年以降も状態設定を継続す

るケースにおいては、Pu-240、Pu-239、Nb-93m、Tc-99、C-14、I-129 のピークが 104 Bq/y 以上

と高かった。これらのうち、Pu-240、Pu-239、C-14 については、OP 寿命を 5 万年以上に長く

することで大幅にピーク値を低減できるため、重要な設計要件となると考えられる。 
10 万年以降の人工バリアの変遷を継続/性能喪失としたことにより、多くの核種がフラック

スへの影響を大きく受ける結果が得られた。特に、性能喪失に伴い保守的に分配係数をゼロと

設定したことにより、特に OP 破損 5 万年、10 万年の設定でピーク値が大きく変化した核種が

見られた。表 1.3-16 に、設定の違いによる OP 破損時期毎のフラックス経時変化の特徴を示す。 
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表 1.3-16 10 万年以降の設定の違いによる OP 破損時間毎の 

人工バリアからのフラックス経時変化の特徴 
 継続設定 劣化設定 

4,000年破損 放射平衡核種：分配係数比に応じ親

核種と相似的な経時変化。 
他の系列核種：Pu-240、Pu-239 のピ

ークが特に高い。Pu-242、Pu-239
を除いた短半減期核種は 10万年

までに下降。 
その他の核種： Nb-93m、C-14、

I-129が 105 Bq/y近くまで到達。 

放射平衡核種：Kd ゼロを設定したため

親核種と同一の経時変化。これに伴

い Np-237、Th-229、Th-234、Th-230、
Pa-231、Th-227 は 10 万年時に上昇。

Ra-225 は 100 万年以降に再上昇。 
他の系列核種：Pu-242、Pu-239 は 10 万

年時に再上昇（Kd ゼロによる）。 
その他の核種：Sn-126 は 10 万年時に再

上昇（Kd ゼロの影響）。 
5万年破損 放射平衡核種：分配係数比に応じ親

核種と相似的なより明確な経時

変化。 
他の系列核種：Pu-242 のピークは若

干、Pu-240、Pu-239 は大きく減少。

Pu-239 のピークは 1 万年から約

20 万年に、Pu-242 は 100 万年に

後退。 
その他の核種：C-14 のみピークが減

少。  

放射平衡核種：Kd ゼロを設定したため

親核種と同一の経時変化。これに伴

い Np-237、Th229、Th-234、Th-230、
Pa-231、Th-227 は 10 万年時により

明確な上昇。 
他の系列核種：Pu-242、Pu-239 のピー

クが 10 万年直後に出現。値も継続

設定よりそれぞれ 1 桁、4 桁大きい。 
その他の核種：Sn-126 のピークが 10 万

年直後に出現。値も継続設定より 1
桁大きい。Sn-126 以外には大きなフ

ラックス変化はない。 
10万年破損 放射平衡核種：同上の傾向 

他の系列核種：同上の傾向 
その他の核種：同上の傾向 

放射平衡核種：同上の傾向 
他の系列核種：同上の傾向 
その他の核種：Sn-126 以外にも、

Nb-93m、Tc-99、Se-79、Cs-135、I-129
などの長寿命の核種で 10 万年時に

継続設定より 1桁程度大きなピーク

が発生（Kd ゼロの影響）。 
 
 
分配係数は、有効モンモリロナイトの減少、緩衝材中溶液の組成、pH、Eh に大きく影響さ

れ、燃料デブリのインベントリ元素には、Eh、pH で価数が変化する元素が多く、価数の変化

で分配係数は大きく変化する。緩衝材中溶液は周囲の地下水の pH、Eh に時間とともに置き換

えられると考えられため、どの程度の時間で切り替わるのかという観点が、重要な設計要件に

なると考えられる。 
熱・セメント成分による影響解析においては、人工バリア材の変質挙動に対する発熱のシナ

リオ設定について、ガラス固化体相当の緩衝材の熱変遷を設定するケースと発熱は無く処分深

度の地温一定と設定するケース、また、セメント成分のシナリオ設定について、デブリ廃棄体

内に MCCI 生成物、セメント成分を含まないケースとそれぞれ 30％ずつ含むケースを設定し、
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これらを組み合わせて解析を実施した。解析結果から、それぞれの影響において発熱を考慮し

た場合、セメント成分を含むケース側に見られたフラックス経時変化の特徴を表 1.3-17 に示す。 
 

表 1.3-17 発熱、セメント成分の影響による人工バリアからのフラックス経時変化の特徴 

 発熱を考慮した場合、セメント成分を含むケース側に見られた 

フラックス経時変化の特徴 

発熱による影響 放射平衡核種： 
・発熱による影響は見られなかった。 

他の系列核種： 
・Cm-245、Pu-241、Am-241 はピーク値が 2 桁程度上昇。 
・Pu-240、Pu-239、Pu-242、Am-243はピーク値が 1 桁程度上昇。 
・Cm-246 のフラックスが出現。 

その他の核種： 
・発熱による影響は見られなかった。 

セメント成分によ

る影響 
 

放射平衡核種： 
・Np-237 は立ち上がりが早くなりピーク値がやや上昇。 
・Ra-225 および Ra-226 は 104～105年にピークが出現。 

・Pu-242はセメントを含まないケースで出ていた 104年のピークが

1 桁以上低下し、105～106年のピークが上昇。 

他の系列核種：  

・Pu-240、Pu-239は 1 桁以上低下。 
・Ra-228 は立ち上がりが遅くなり、ピークはやや低下。 
・Cm-245、Pu-241、Am-241のピーク値が 2 桁程度低下。 

・Am-243のピーク値は 2桁程度低下。 

その他の核種：  

・Sn-126 は 1 桁程度上昇。 
・Cs-135 は 104～105年にピークが出現。 

 
 
セメント成分を含まず発熱の影響を考慮しないケースでは、発熱の影響を考慮するケースと

比べ、Pu、Am、Cm について溶解度制限によりピークフラックスが 1 桁以上低減された。一方

で、U-238、U-235、Cs-135、Ra-226、Ra-223 のフラックスは分配係数が低下することにより上

昇するなど、元素、核種により相反する影響となって現れる傾向が見られた。影響の大きさは、

「熱影響あり＋セメントなし」→「熱影響なし＋セメントなし」→「熱影響あり＋セメントあ

り」→「熱影響なし＋セメントあり」の順で大きくなった。これらのことから、特に、デブリ

廃棄体に含まれる核種を対象として、10 万年までの人工バリアからの核種移行フラックスのピ

ーク値や変化に影響を及ぼすパラメータとして、緩衝材中の核種分配係数、核種溶解度が挙げ

られた。したがって、これらに影響を与える緩衝材中の溶液組成、固相組成を合理的に求める

手法を提示することは重要な設計要件になると考えられる。 
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（２）人工バリア安全機能に着目した感度解析 
燃料デブリ処分において求められるバリア機能の概略的な把握を目的として、人工バリア安

全機能の各条件に対して、感度解析を実施した。はじめに標準ケースを設定し、仮想燃料デブ

リ Ver.1 を対象とした評価を行い、HLW ガラス固化体を対象としたケースと比較するとともに、

標準ケースに対して各パラメータの不確実性を考慮したパラメータ変化を与えて、感度の大き

いパラメータを抽出した。 
標準ケースは燃料デブリを対象とした解析の基本となるケースで、HLW 第二次とりまとめ(22)

のレファレンスケースを参考として核種移行解析を行った。HLW 及び燃料デブリ 1 本あたりの

放射能インベントリは、HLW については処分後 100 年時点のインベントリを、燃料デブリにつ

いては事故後 50年時点で埋設処分されると仮定した仮想燃料デブリVer. 1のインベントリであ

る。 
次に、西原ら(1)1～3 号機原子炉内インベントリデータから、格納容器内で混合していると考

えられる構造材金属と燃料デブリの放射能インベントリについて、瞬時放出成分と溶解律速成

分に分類した。また、燃料デブリ中の燃料成分については、その状態が不明で溶解速度に関す

るデータがないため、本解析では、燃料マトリクスと同様の扱いとし、Nagra が設定した燃料

マトリクスの溶解速度の時間変化(11)を参考とした。Nagra では初期に 10-4 (1/y)で 10 万年にかけ

て 10-7 (1/y)まで減少し、10 万年以降も溶解速度が減少する設定を与えているが、直接処分第一

次とりまとめ(12)では溶解速度を 1×10-7 (1/y)と与えていることから、これを下限値として、10
万年以降は 1×10-7 (1/y)が継続するものとした。また、構造材金属についてはすべてステンレス

の浸出速度 1.18×10-4 (1/y)を適用した。このほか、天然バリアにおける核種移行条件は、第 2
次取りまとめ(22)のレファレンスケースにおける母岩および断層中での核種移行解析のデータ

を参照した。亀裂内の地下水流速は、対数正規分布の累積 75%タイル値を採用し、3.7m/y とし

た。 
図 1.3-32 に標準ケースにおける 4n+2 系列核種の核種別移行フラックスの経時変化（HLW と

燃料デブリ）を示す。人工バリア出口については、ピークフラックスは総じて HLW の方が高

いが、100 万年までに放出を終えるのに対し、燃料デブリでは 1 億年にかけて継続的にほぼ一

定の値を放出する結果となった。天然バリア出口では、ピーク出現時間に大きな差はなく、燃

料デブリの方がピークフラックスの値は高くなった。これは U-238 の総インベントリが燃料デ

ブリの方が 1 桁程度高いことを反映した結果となった。 
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HLW（ガラス固化体 4 万本） 燃料デブリ（4,139 本） 

  

人工バリア 

  

天然バリア（母岩出口） 

図 1.3-32 4n+2 系列核種の HLW と燃料デブリの解析結果 

 
このほか、FP 核種については、人工バリア出口でピークフラックスは高いもので 3 桁以上

HLW の方が高くなり、天然バリア出口でも Se-79 で 4 桁程度、Cs-135 及び Nb-93m で 3 桁程度

HLW の方が高い値を示した。また、燃料デブリ含有核種（C-14, Sr-90, I-129, Cs-137）について

は、Cs-137 及び Sr-90 については半減期が 30 年程度であり、人工バリア出口フラックスには出

現しなかった。C-14 については瞬時放出成分が大きくオーバーパック破損と同時に高いピーク

を示す。I-129 についてもオーバーパック破損と同時にピークを示すが、C-14 よりもなだらか

に減少し 5,000 万年程度まで放出を継続する。天然バリア出口では 2～5 万年程度にピークフラ

ックスを示した。C-14 の半減期が 5700 年程度であり、ピーク出現時期には 1 桁以上減衰して

いることにより、I-129 とのピーク差が 1 桁以内に収まっている。 
以上の結果、HLW との比較から、燃料デブリでは、総インベントリの大きい U-238（半減期：

4.47×109y）を含む 4n+2 系列核種が人工バリア及び天然バリア出口のフラックスが大きく、そ

れ以外の系列核種では HLW を超えることはなかったことから、4n+2 系列核種のフラックスの

影響を評価することが重要となる。また、FP 核種及び燃料被覆の放射化による C-14 は人工バ

リア及び天然バリア出口フラックスにおいて大きな値を示すことから、感度解析においてその

不確かさの影響を確認するのに重要な核種と考えられる。 
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感度解析 
表 1.3-18 に感度解析ケースとパラメータ設定条件を示す。各ケースにおいて、標準ケースで

設定した値に対して、最小値、最大値の評価を行い、ピークフラックスの最大値を整理して、

パラメータの核種移行への影響について比較を行った。以下の整理では標準ケースで影響の大

きかった 4n+2 核種及び FP 核種（C-14 含む）を対象とした。 
 

表 1.3-18 感度解析ケースとパラメータ設定条件 

No 不確実性 分類 パラメータ 最小値 設定値 最大値 単位 

1 核種溶出

特性 
浸出速度 

燃料マトリクス

浸出速度 
1.0×10-7 時間変化 1.0×10-4 1/y 

構造材金属浸出

速度 
1.18×10-5 1.18×10-4 1.18×10-3 1/y 

2 瞬時放出割合 瞬時放出割合 0 元素ごと 100 % 

3 
核種閉じ

込 め 機

能・設計 
OP 破損時期 OP 破損時期 400 4,000 

40,000 
400,000*2 

年 

4 
核種移行

特性 
元素依存パラ

メータ 

溶解度 ×1/10 元素ごと ×10 mol/L 
拡散係数 ×1/10 元素ごと ×10 m2/y 
分配係数*1 ×10 元素ごと ×1/10 m3/kg 

5 
核種閉じ

込め設計 
緩衝材厚さ 設計厚さ 40 70 100 cm 

*1 分配係数は小さいほど移行しやすくなる×10 を最小値、×1/10 を最大値とした 
*2 OP の素材として銅を想定した場合の値として設定した 
 
図 1.3-33に浸出速度に対する最大フラックスの比較グラフを示す。4n+2系列核種について、

人工バリア出口フラックスでは浸出率最大の場合標準と比較してフラックスは 1 桁以上大きい。

一方、天然バリア出口フラックスでは、燃料デブリはいずれの条件でも HLW よりも数倍程度

高くなったが、浸出速度の違いがフラックスに影響しない結果となった。FP 核種について、人

工バリア出口フラックスで見ると、Zr-93, Nb-93m, Cs-135 は浸出速度が高いほどフラックスが

高いが、Se-79,C-14, I-129 は浸出速度の感度はみられなかった。天然バリア出口フラックスで見

ると燃料デブリの Se-79, Zr-93, Nb-93m, Cs-135 の最大フラックスは、いずれの条件でも HLW を

上回ることはなかった。 
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人工バリア出口（4n+2） 

 
天然バリア出口（4n+2） 

 
人工バリア出口（FP 核種） 

 
天然バリア出口（FP 核種） 

総量（HLW：4 万本、燃料デブリ：4139 本） 

図 1.3-33 浸出速度に対する最大フラックスの比較 

 
そのほかのパラメータについても同様の評価を行った結果、人工バリア出口フラックスへの

影響の観点からは、4n+2 系列核種は OP 破損時期以外のパラメータについては影響が大きく、

特に燃料デブリに特有なパラメータである浸出速度及び瞬時放出割合といった廃棄物からの核

種溶出に係る不確実性の影響は重要となることがわかった。また、半減期の比較的短い C-14, 
Se-79 については OP 破損時期が 4 万年、40 万年になると減衰の効果が認められる。 
天然バリア出口フラックスへの影響の観点からは、4n+2 系列核種については人工バリア出口

のフラックスの違いをすべて吸収してしまい、すべてパラメータについて、天然バリア出口に

は影響を及ぼさない結果となった。分配係数が小さい核種については、人工バリア出口でのフ

ラックスの違いが天然バリア出口にも反映され、特に浸出速度、瞬時放出割合について感度が

大きい。C-14, Se-79 については OP 破損時期が 4 万年、40 万年になると影響が反映される。 
以上のことから、浸出速度及び瞬時放出割合といった燃料デブリからの核種溶出に係る不確

実性の影響は重要となることがわかった。特に FP 核種に対して重要であり、系列核種は天然

バリアの性能に依存し、天然バリアの性能が低い場合には影響が現れてくる可能性がある。ま

た、半減期が比較的短い核種に対しては OP 破損時期が評価上重要であり、C-14 や Se-79 に対

しては OP の耐久年数を増加させることで有効に減衰させることが可能であることがわかった。 
今後は、燃料デブリからの核種溶出に係るモデル及びパラメータの不確実性を低減すること

で、より精度の高い評価を行うこと可能となると考えられる。また、本年度の感度解析では、

天然バリアのパラメータについては固定して評価を行った。今後は、天然バリアのバリア性能

との組合せを考慮した感度解析により、どのような天然バリア条件において人工バリアの不確

実性が顕在化するか検討する必要がある。 
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（３）海水準変動と隆起・侵食を組み合わせたシナリオを対象とした安全評価 
日本原子力研究開発機構では、処分システムに対し考慮すべき地質・気候関連事象（「火山・

火成活動」、「地震・断層活動」、「隆起・侵食」、「気候・海水準変動」）に対し、これまで主に個

別に評価を行ってきた。しかし沿岸域のサイトを対象とした場合、地形変化による汀線位置の

変化や、海水準変動に伴う海食の影響を考慮する必要があるため、「気候・海水準変動」と「隆

起・侵食」の両者を組み合わせて考慮する必要がある。 
 そこで本評価では、仮想的な沿岸域のサイトを対象に、気候・海水準変動を考慮した地形変

化シミュ―レーションに基づき、将来十数万年の気候・海水準変動および隆起・侵食による、

天然バリアにおける地下水流動および処分システムからの核種移行への影響を評価することを

目的とする。核種移行への影響評価は、核種移行解析に必要な一連の解析のパラメータをリン

クさせた総合的な安全評価体系により実施した（図 1.3-34）。 
 

 

図 1.3-34 気候・海水準変動および隆起・侵食に対する影響評価体系 

 
（ａ）地下水流動解析 
気候・海水準変動および隆起・侵食を考慮した影響を、現在～12.5 万年後（氷期・間氷期 1

サイクル経過後）までを対象に、以下の点に着目して評価した。 
 
 サイトの特性による影響の違い 
 沿岸域のサイトを対象とした場合、気候・海水準変動および隆起・侵食による影響は以下   
の観点から分類できると想定される。 
  ○処分システムが、陸側／海側のどちらにあるか 
  ○対象領域が、遠浅／急峻な領域のどちらに対応するか 
   （遠浅：地形的に平坦であり、隆起量が小さい領域 
    急峻：地形的に急峻であり、隆起量が大きい領域） 
 これらのサイトの特性の違いが、結果にどのように反映されるかを調査した。 

① 気候・海水準変動を考慮した地形変化シミュレーション

② 地下水流動解析（天然バリアへの影響評価）

③ 物質移行・変質連成解析
（人工バリアへの影響評価）

移行経路上の
地下水流速

粒子追跡線解析（PASS-TRAC）

地下水流動・塩分濃度解析（MIG2DF）

移行距離
NF岩盤の水質
（降水/塩水）

仮想的な沿岸域サイトを対象とした将来的な地形変化

：パラメータ ：解析手法（括弧内は評価コードを示す）

塩分濃度分布処分場位置 水頭・流速分布

④ 核種移行解析
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図 1.3-35 房総半島における解析断面（遠浅／急峻モデル）の選定位置 

 
 評価上重要な項目の検討 
一般に海水準変動を考慮する場合、解析上簡単のために平均化した海水準変動により評価

が行われる場合が多い（図 1.3-36）。これらの解析上の設定の違いが、結果にどのように反

映されるかを調査した。 

 

図 1.3-36 海水準変動の設定 

 
上で構築した各モデルに対して陸側／海側（現海水準から±2km）に仮想的な処分場（幅 2km、

深度 300m 以深（高透水性の層は設置されないと想定））を仮定し、処分場からの流路が放出時

刻によりどのように変化するかを調べた。流路解析は、処分場（幅 2km）に対して等間隔に発

生させた 50 点に対して実施した。粒子追跡開始時刻は 0～13 万年までの 1 万年毎とし、各時刻

ごとに非定常な地下水流動解析の結果に対して流路解析を行った。亜氷期を考慮した海水準変

動に対して流路解析を行った結果（地表到達までの平均速度）を、以下に示す。  

（単位：ｍ）

注）コンターと数値は隆起速度(mm/y）

遠浅モデル

地形的に平坦、
隆起量が小さい

急峻モデル

地形的に急峻、
隆起量が大きい

亜氷期を考慮
した海水準変動

平均的な
海水準変動
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① 遠浅モデル 

 

図 1.3-37 処分場の想定位置（遠浅モデル） 

 
処分場から地表面到達までの平均流速の計算結果を図 1.3-38 に示す。 
 

 

図 1.3-38 処分場からの移行速度（遠浅モデル：亜氷期を考慮した海水準変動） 

 
 以上より、遠浅モデルでは以下の特徴が確認された。 
 
  処分場（陸側） 

海水準変動に伴う経時的な変化は小さく、処分場内の位置によるばらつきも小さい。 
  処分場（海側） 

深度 300m では海水準変動に伴う経時的な変化、および、処分場内の位置によるばらつ

きが大きく、移行距離で最大 2 桁、平均流速で最大 1 桁程度変化する。 
これらの影響は、深度を 500m 程度に下げることで小さくなる。 

 
② 急峻モデル 

 

図 1.3-39 処分場の想定位置（急峻モデル） 

 

現在の海水準

-300m

海側

2km 2km2km

-500m

陸側

高透水性（梅ヶ瀬層：4.0E-5m/s）

難透水性（大田代層：5.0E-7m/s
黄和田層：1.0E-7m/s）
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処分場から地表面到達までの平均流速の計算結果を図 1.3-40 に示す。 
 

 

図 1.3-40 処分場からの平均流速（急峻モデル：亜氷期を考慮した海水準変動） 

 
 以上より、急峻モデルでは以下の特徴が確認された。 
 
  処分場（陸側） 

海水準変動に伴う経時的な変化、および、処分場内の位置によるばらつきは小さい。 
  処分場（海側） 

深度 500m では海水準変動に伴う経時的な変化、および、処分場内の位置によるばらつ

きが大きく、移行距離で最大 1 桁、平均流速で最大 2 桁程度変化する。 
平均流速に対する変動は、深度を 800m 程度に下げることで小さくなる。 

 
以上より、遠浅モデルでは深度 500m、急峻モデルでは深度 800m に処分場を仮定すれば、海

水準変動に伴う経時的変化や処分場内の位置によるばらつきが抑えられることがわかった。 
これらの深度に対し、平均化した海水準変動に対しても同様に流路解析を行い、亜氷期の海

水準変動を考慮した場合の平均流速の結果と比較した。以下にその結果を示す。 
 

  

図 1.3-41 亜氷期を考慮した海水準変動と平均化した海水準変動の比較 

（遠浅モデル、処分場深度 500m） 
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図 1.3-42 亜氷期を考慮した海水準変動と平均化した海水準変動の比較 

（急峻モデル、処分場深度 800m） 

 
図 1.3-41 および図 1.3-42 より、亜氷期を考慮した海水準と平均化した海水準では、処分場

内の位置によるばらつきの傾向が異なるものの、中央値はほぼ同様であり、海水準を平均化す

ることによる影響はそれほど大きくなかった。これは、今回の評価体系では海水準変動のモデ

ル化による汀線位置の違いが、処分場からの移行経路の範囲外に現れているためである。 
 しかし地質構造や想定する処分場の位置によっては、移行経路の範囲内において海水準変動

のモデル化による汀線位置の違いが現れることが十分想定され、そのような場合には想定する

海水準変動のモデルによって移行経路が大きく変わる可能性がある。 
 
（ｂ）核種移行解析 
地下水流動解析の結果を受け、遠浅／急峻モデル、処分場位置陸側／海側の違いによる影響

を確認するため、以下の 4 ケースについて核種移行解析を行った。ソースタームを燃料デブリ

とした場合と比較のため、ソースタームを HLW とした場合についても同じ天然バリアを設定

して解析を行った。 
 

 急峻モデル、陸側 800m、亜氷期を考慮した海水準変動 
 急峻モデル、海側 700m、亜氷期を考慮した海水準変動 
 遠浅モデル、陸側 500m、亜氷期を考慮した海水準変動 
 遠浅モデル、海側 500m、亜氷期を考慮した海水準変動 

 

図 1.3-43 に示すように、核種が人工バリアから放出される時間ごとに天然バリアの異なる経

路を移行するものとして、人工バリア出口フラックスを 1～14 の各経路に割り当てて、

GSRW-PSA による核種移行解析を実施した。そして、14 の経路別のフラックスはすべて同じ

帯水層に供給されると仮定して足し合わせたものを天然バリア出口フラックスとして評価した。

PASS-TRAC による流路解析の結果のうち、核種移行解析で用いた天然バリア移行経路を図 
1.3-44～図 1.3-47 に示す。遠浅モデルにおいては、地下水流動解析の結果によると折り返して

逆行するような経路を取るが、実際にこのような長い経路を通ることを保証できないため、核

種移行解析上は保守的に逆行する経路を無視し、太田代層を通過した時点で帯水層下限（地表

から 40m 地下）に到達したとみなすこととした。 
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図 1.3-43 人工バリア出口フラックスの各経路への割り当て方法 

 

 

図 1.3-44 移行距離（急峻モデル、陸側 800m） 

経路 1 の 4.28×103～4.29×103m は地下水 2。それ以外は地下水 1。 
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図 1.3-45 移行距離（急峻モデル、海側 700m） 

 

 

図 1.3-46 移行距離（遠浅モデル、海側 500m） 
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図 1.3-47 移行距離（遠浅モデル、海側 500m） 
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核種移行解析により得られた 4n+2 系列核種の天然バリア出口フラックスを図 1.3-48～図 
1.3-51 に示す。陸側、海側ともに急峻モデルに比べ、遠浅モデルでは移行距離が長くなるのに

加えて、地下水流速も小さくなり、さらに 4n+2 系列核種に対して分配係数の大きくなる水質

（地下水 2）を長距離移行するため、天然バリア出口フラックスを低減できることが示された。

また、燃料デブリと HLW の核種浸出モデルの違いを反映して、天然バリア出口フラックスで

もフラックスの形状に違いが現れる場合があることが示された。人工バリアから放出される時

間ごとに経路を変えることにより、経路の設定によっては燃料デブリと HLW の天然バリア出

口フラックスの大小関係はインベントリの大小関係と必ずしも一致しないことが示された。 
以上のことから、地形変化の大きい領域の沿岸地域を対象とした核種移行評価では、地形変

化と汀線位置の変動によって、移行経路（移行距離、流速、地質・水質）が大きく変動して、

核種移行への影響が大きくなることから、将来の地形変化と海水準変動を適切に組み合わせて、

評価する必要がある。 
 

燃料デブリ HLW 

  
図 1.3-48 1 本あたりの天然バリア出口フラックス（急峻モデル、陸側 800m、4n+2 系列） 

 
燃料デブリ HLW 

  
図 1.3-49 1 本あたりの天然バリア出口フラックス（急峻モデル、海側 700m、4n+2 系列） 
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燃料デブリ HLW 

  
図 1.3-50 1 本あたりの天然バリア出口フラックス（遠浅モデル、陸側 500m、4n+2 系列） 

 
燃料デブリ HLW 

  
図 1.3-51 1 本あたりの天然バリア出口フラックス（遠浅モデル、海側 500m、4n+2 系列） 
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2. 燃料デブリ諸性状の調査に基づく仮想燃料デブリの設定 

2.1 目的 

東京電力（株）福島第一原子力発電所（以下「1F」と称す）１号機から３号機に残存する燃

料デブリの発生状況や、物理・化学的性状に関する既往の情報を整理し、総合的安全評価解析

を進める上で必要となる燃料デブリの諸条件を推定し「仮想燃料デブリ」として設定すること

を目的に、国内外の燃料デブリの性状に関する情報を調査した。 
国内においては、模擬デブリ製作実績のある国立研究開発法人・日本原子力研究開発機構（以

下「JAEA」と称す）、東京電力株式会社（以下「TEPCO」と称す）等、燃料デブリに関する知

見を多く有すると考えられる者からの公開情報を調査対象とし、国外では米国スリーマイル島

原子力発電所（以下「TMI-2」と称す）事故により生じた燃料デブリに関する情報についても、

1F 事故との違いを考慮しつつ、必要に応じ調査対象とした。 
「仮想燃料デブリ」設定項目としては、廃棄体のインベントリ、発生量、幾何学形態、化学

形態、発熱量等とし、推定に当たってはこれらの条件に係る不確実性を含めて検討を行った。 そ
の際、燃料ペレットと炉内構造材との混合を伴う溶結、溶結体と海水成分・下部セメント成分

等との反応も考慮対象とした。 
 
 

2.2 実施方法及び調査内容 

国内における模擬デブリの実験経験のある JAEA 情報や、燃料デブリに関する知見を多く有

する者の公開情報、及び TMI-2 事故の情報を調査対象として、仮想燃料デブリとして安全解析

評価に必要な情報を抽出し、不確実性も含めて検討した。 
具体的な調査対象としては、技術研究組合・国際廃炉研究開発機構（以下「IRID」と称す）、JAEA、

旧独立行政法人・原子力安全基盤機構（以下「JNES」と称す）、TEPCO、一般財団法人・エネ

ルギー総合工学研究所（以下「IAE」と称す）、一般社団法人・日本原子力学会（以下「AESJ」
と称す）、経済産業省・資源エネルギー庁（以下「METI」と称す）、原子力規制委員会（以下「NRA」

と称す）等、国内の公開情報を調査した。 
又 TMI-2 事故関連資料に関しては、Web 上調査はもとより図書館資料も調査した。 
燃料デブリに関する国内外の調査結果より、廃棄体のインベントリ、発生量、幾何学形態、

化学形態、発熱量等の情報を対象に不確実性を含めて検討した。 
更に仮想的な燃料デブリの処分を想定し、処分の安全評価試解析のため廃棄体に関する条件を

7 月末までに「仮想燃料デブリ Ver.1」として設定し、その後も調査を継続し最終的に H27 年度

末までに廃棄体に関する条件を「仮想燃料デブリ H27」として再設定することとした。 
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2.3 調査結果（仮想燃料デブリ Ver.1 設定） 

2.3.1 インベントリ（Ver.1） 
西原らが 1F 各号機の 2011 年 3 月 11 日時点、及びその後の放射性核種量を ORIGEN2 コード

により評価した報告書 (1) より、地層処分の評価上重要な核種 (2) の50年後の放射能を抜き出し、

更にデブリへの移行率を考慮して次式より燃料デブリを収納した容器（廃棄体容器）１基当た

りの放射性核種量を算出し、今後のシナリオ作成時の情報として「仮想燃料デブリ Ver.1」を設

定した。放射性核種の評価に使用した 1F 炉心の条件と炉内燃料の照射履歴推定を、表 2.3-1 に

示す。 

（廃棄体容器 1 基当たりの放射性核種量） 
＝（炉内合計放射性核種量）×（廃棄体への移行率）× 

（廃棄体容器 1 基の最大装荷Ｕ量 114.9kg）÷（１～３号機の総Ｕ量 257 Ton ） 
 
廃棄体容器 1 基の最大装荷Ｕ量 114.9kg は、2.3.2 項の発生量（Ver.1）で設定した 1F 廃棄体

（Ver.1）の収納容器 1 基に含まれているウランの最大量で、TMI-2 キャニスターに収納された

最大ウラン量から容器の収納体積比を掛けて求めた値である（表 2.3-4 参照）。 
セシウム（Cs-135, 137）やヨウ素（I-129）は、事故時の炉外放出や、その後の冷却水への溶

出があり、炉内燃料デブリに含まれる量は評価報告書 (1) 記載値よりも少ないと考えられる。1F
事故に係る Katata らの報告書 (9) によると環境への放出量は約 2％とされている。 
船坂の報告書 (3) では水処理で回収したセシウム（Cs-137）は約 36％とされており、これらを除

く約 60％がデブリに含まれる可能性があるとされているが、この評価は 2013.10.30 までの放出

量で評価しており、その後の水処理装置の吸着量を見込んでいないため、50 年後の廃棄体のイ

ンベントリを評価するにはこれより小さい値が妥当ではないかと考えられる。 
これに対し、TMI-2 事故に係る米国アイダホ国立研究所（以下「INL」と称す）の報告書 (5) に

おいて、デブリとして回収されたヨウ素（I-129）及びセシウム（Cs-137）は約 40％と直接燃料

デブリの残存核種量を評価しているため、今回仮想燃料デブリ Ver.1 ではデブリへの移行率を

ヨウ素（I-129）及びセシウム（Cs-137）に関して次の通り設定した。 
・ヨウ素（I-129）： 40％ ・セシウム（Cs-135, 137）： 40％ 

この移行率を使い廃棄体容器 1 基に対する、50 年後の放射性核種量を算出したものが、表 2.3-2
である。 

表 2.3- 1 1F 炉心条件と炉内燃料の照射履歴推定 (1) 

 1 号機 2 号機 3 号機 合計 備考 

原
子
炉 

原子炉形式 － ＢＷＲ３ ＢＷＲ４ ＢＷＲ４ －  
熱出力 MW 1,380  2,381  2,381  6,142   

235U 平均濃縮度 wt % 3.7  3.7  3.7  －  
U 装荷量 TonHM 69  94  94  257   
平均燃焼度 GWd/tHM 25.8  23.1  21.8  －  

照射履歴推定 体数／燃焼度

（GWd/tHM） 

64 5.2  116  3.3  32  4.5  － 3 号機 MOX 
64 15.2  116  15.8  116  4.7  － 3 号機 UO2 
80 24.2  120  26.0  112  15.5  －  
68 33.3  120  35.2  140  28.5  －  
64 37.5  76  40.6  112  36.2  －  
60 40.2  － － 36  40.5  －  

燃料集合体数量 体／炉 400 548  548  1,496   
制御棒数量 体／炉 97  137  137  371   
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表 2.3- 2 1F 燃料デブリの 50 年後の放射性核種量（Ver.1） 

分類 核種(2) 
原子炉圧力容器内 廃棄体容器 

１号機(1) 
（GBq） 

２号機(1) 
（GBq） 

３号機(1) 
（GBq） 

炉内合計 
（GBq） 移行率 最大 U 装荷

（kg） 
1 基当り 
（GBq） 

4N 
系列 

Pu-240 8.89E+05 1.04E+06 1.36E+06 3.29E+06 1.00  114.9  1.47E+03 
U-236 5.80E+02 7.17E+02 6.85E+02 1.98E+03 1.00  114.9  8.86E-01 
Th-232 1.54E-06 1.84E-06 1.76E-06 5.14E-06 1.00  114.9  2.30E-09 

4N+1
系列 

Cm-245 3.08E+02 3.61E+02 2.90E+02 9.59E+02 1.00  114.9  4.29E-01 
Pu-241 2.01E+07 2.53E+07 2.84E+07 7.38E+07 1.00  114.9  3.30E+04 
Am-241 6.93E+06 8.48E+06 9.56E+06 2.50E+07 1.00  114.9  1.12E+04 
Np-237 6.08E+02 7.35E+02 6.97E+02 2.04E+03 1.00  114.9  9.12E-01 
U-233 1.44E-01 1.72E-01 1.63E-01 4.79E-01 1.00  114.9  2.14E-04 
Th-229 8.14E-04 6.43E-04 6.13E-04 2.07E-03 1.00  114.9  9.25E-07 

4N+2
系列 

Cm-246 5.06E+01 5.86E+01 4.46E+01 1.54E+02 1.00  114.9  6.88E-02 
Am-242m 1.85E+04 1.40E+04 1.78E+04 5.03E+04 1.00  114.9  2.25E+01 

Pu-242 2.85E+03 3.41E+03 3.96E+03 1.02E+04 1.00  114.9  4.57E+00 
Pu-238 3.44E+06 3.42E+06 4.11E+06 1.10E+07 1.00  114.9  4.90E+03 
U-238 8.12E+02 1.11E+03 1.11E+03 3.03E+03 1.00  114.9  1.36E+00 
U-234 6.45E+02 6.33E+02 9.37E+02 2.22E+03 1.00  114.9  9.90E-01 
Th-230 1.66E-01 1.61E-01 2.73E-01 6.00E-01 1.00  114.9  2.68E-04 
Ra-226 1.31E-03 1.26E-03 2.38E-03 4.95E-03 1.00  114.9  2.21E-06 
Pb-210 4.12E-04 3.90E-04 7.87E-04 1.59E-03 1.00  114.9  7.10E-07 

4N+3
系列 

Am-243 2.51E+04 2.96E+04 2.84E+04 8.31E+04 1.00  114.9  3.72E+01 
Pu-239 7.07E+05 8.94E+05 1.05E+06 2.65E+06 1.00  114.9  1.19E+03 
U-235 8.89E+01 1.36E+02 1.35E+02 3.60E+02 1.00  114.9  1.61E-01 
Pa-231 1.01E-01 1.49E-01 1.48E-01 3.98E-01 1.00  114.9  1.78E-04 
Ac-227 5.25E-02 7.63E-02 7.59E-02 2.05E-01 1.00  114.9  9.15E-05 

非系

列 

Se-79 7.40E+01 9.04E+01 8.57E+01 2.50E+02 1.00  114.9  1.12E-01 
Zr-93 3.72E+03 4.54E+03 4.30E+03 1.26E+04 1.00  114.9  5.62E+00 
Sr-90 4.48E+07 5.72E+07 5.41E+07 1.56E+08 1.00  114.9  6.98E+04 

Nb-93m 3.18E+03 3.86E+03 3.65E+03 1.07E+04 1.00  114.9  4.78E+00 
Nb-94 2.75E-01 3.78E-01 3.48E-01 1.00E+00 1.00  114.9  4.47E-04 
Tc-99 2.71E+04 3.34E+04 3.15E+04 9.20E+04 1.00  114.9  4.11E+01 

Pd-107 1.90E+02 2.27E+02 2.13E+02 6.30E+02 1.00  114.9  2.82E-01 
Sn-126 1.23E+03 1.48E+03 1.40E+03 4.11E+03 1.00  114.9  1.84E+00 
I-129 6.20E+01 7.51E+01 7.10E+01 2.08E+02 0.40  114.9  3.72E-02 

Cs-135 1.05E+03 1.14E+03 1.10E+03 3.29E+03 0.40  114.9  5.88E-01 
Cs-137 6.39E+07 8.06E+07 7.61E+07 2.21E+08 0.40  114.9  3.95E+04 
Sm-151 4.66E+05 6.11E+05 6.25E+05 1.70E+06 1.00  114.9  7.61E+02 

C-14 2.01E+02 2.43E+02 2.28E+02 6.72E+02 1.00  114.9  3.00E-01 
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2.3.2 発生量（Ver.1） 
(1) 炉内燃料デブリの発生量 

平成 26 年 5 月に IRID と IAE が刊行した事故進展解析技術の高度化による炉内状況

報告 (13)の中で、デブリの発生量を MAAP 解析により 1 号機が 180Ton (炉内 0Ton)・2
号機が 239Ton (炉内 0Ton)・3 号機が 222Ton (炉内 0Ton)と全号機共に炉内にデブリは存

在せず格納容器内へ放出された可能性がある結果となっており、SAMPSON 解析では 1
号機が160Ton (炉内72Ton)・2号機が226Ton (炉内152Ton)・3号機が226Ton (炉内144Ton)
と推定しており、MAAP 解析と Zr の酸化の進み方が異なり発熱量の少ない SAMPSON
の方が炉心部に残りやすい傾向にあることが記載されている。 
平成 26 年 12 月発行 JAEA の廃止措置及び環境回復への取組み報告 (14) の中で、処理

対象デブリの総量を約 670Ton、炉内構造物起因のデブリ重量を約 530Ton、海水起因難

溶性・不溶性沈殿物重量を約80Ton、反応コンクリート重量を約60Tonと推定している。 
以上の調査結果を表 2.3-3 に比較表として示す。 

仮想燃料デブリの発生量は、最大解析値の JAEA 報告 (14) の約 670Ton を採用する事と

した。 

表 2.3- 3 燃料デブリの発生量と分布（Ver.1） 

 １号機 ２号機 ３号機 炉内合計 参考文献 

MAAP 解析 

炉内 Ton 0 0 0 0 

 (13) IRID, IAE ペデスタル床上 Ton 91 97 58 246 
ドライウェル床上 Ton 89 142 164 395 

合 計 Ton 180 239 222 641 

SAMPSON 
解析 

炉内 Ton 72 152 144 368 

 (13) IRID, IAE ペデスタル床上 Ton 88 74 82 244 
ドライウェル床上 Ton 0 0 0 0 

合 計 Ton 160 226 226 612 
炉内構造物起因デブリ重量 Ton - - - 530  

 (14) JAEA 海水起因難溶性、不溶性沈殿物重量 Ton - - - 80  
反応コンクリート重量 Ton - - - 60  
合 計 Ton - - - 670  

 
 

(2) 1F 廃棄体の発生量 
廃棄体としての燃料デブリの発生量を設定するために、TMI-2 事故時の破損燃料容器

を参考に 1F 燃料デブリの収納容器（廃棄体容器）を設定し、その数量を算出した。 
図 2.3-1 に示す様に TMI-2 事故時の破損燃料容器には、３種類の SUS304L 製キャニ

スター（341 本）が使用され、臨界解析は集合体初期の 235U 最大量 13.72Kg で実施し、

水素ガスを逃がすためにドレインチューブが設けられた構造になっている (16)。 
キャニスターは、INEL（アイダホ国立技術研究所、現 INL）のプール内で貯蔵された

のち加熱真空乾燥システムで水を除去し、炭素鋼製乾式遮蔽容器（DSC：Dry Shielded 
Canister）へ 12 体ずつ収納して保管される構造である。DSC の蓋は、溶接接合である

がガス排出の為のフランジ付き構造（DSC には密封機能は無く、蓋のスクリーンフィ

ルターを経由して常時弁開とされる構造）である。 
・燃料キャニスター  ： フルサイズの燃料要素を収納 268 基 
・ノックアウトキャニスター ： 140μm 粒子デブリ～ペレット  12 基 
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・フィルターキャニスター ： 0.5μm～800μm 粒子デブリ  61 基 
・キャニスター容器仕様 

３種キャニスター外寸 ：φ355.6 mm (14 in)×L 3,803.65 mm (149-3/4 in) 
燃料キャニスター内寸 ：□231.8 mm (9.125 in)×L 3,465.5 mm (136-7/16 in) 
他キャニスター内寸 ：φ342.9 mm (13.5 in)×L 3,321.05 mm (130-3/4 in) 
容器肉厚  ： t 6.35 mm (0.25 in) 
（参考）収納物・PWR 燃料及び制御棒集合体：□210 mm×約 L 4,000 mm 

 
1F 廃棄体容器は、次の 3 点を想定して設定した。 

・米国スリーマイル島原子力発電所事故の際使用された破損燃料容器（キャニス

ター）と同様に、破砕燃料デブリを直接収納することを想定した。 
・TMI-2 キャニスターに設置されている上下部のデブリ捕獲機構や、水素ガス対

策の為のベント機構を有する非密封構造となることを想定した。 
・深地層処分時の人工バリアの構成及び設計は既存のガラス固化体処分の場合と

同様にすることを想定した。 
又、深地層処分時の人工バリアの構成及び設計は、既存のガラス固化体処分の場合と同

様にすることとした。オーバーパックにも DSC と同様のフランジがつけられた場合は、

地下水との接触が早まりオーバーパックからの早期漏洩及び、放射線分解等のシナリオ

への影響を検討するものとした。 
人工バリア仕様は、図 2.3-2 に示す様に次の通りである (22)。 

・容器外寸（オーバーパック内寸） ： φ440 mm×L 1,350 mm 
・容器有効内寸（＝容器外寸－肉厚） ： φ430 mm 
・容器肉厚    ：  t 5 mm 

1F 廃棄体容器は、外寸（直径）を TMI-2 キャニスターと同等に、外寸（高さ）及び容

器肉厚を人工バリア仕様と同等に、デブリ保管有効高さを TMI-2 キャニスターの有効

高さから TMI-2 外寸（高さ）と 1F 廃棄体容器外寸（オーバーパック内寸）差を引いて

設定した（TMI-2 キャニスターのフィルター及びベント構造部寸法は確保する）。 
・外寸（直径） ：φ355.6 mm 
・外寸（高さ） ： L 1,350 mm 
・内寸（直径） ：φ345.6 mm 
・装荷有効高さ ： L 867.4 mm（ = 3,321.05 - ( 3,803.65 - 1,350 ) ） 
・1F 容器の収納体積 ： TMI-2 キャニスター収納体積の 0.26 倍 

（ ≒ ( 867.4×345.6 2 )÷( 3,321.05×342.9 2 ) ） 
1F 廃棄体容器の仕様を、TMI-2 キャニスター及び人工バリア仕様と比較して表 2.3-4 に

示す。1F 廃棄体容器への装荷 U 量は、TMI-2 キャニスターの装荷 U 量に容器収納体積

比（0.26 倍）を掛けて算出した。 
・1F 廃棄体の装荷 U 量（最大）＝ 0.26 ×（441.9 kg／容器）≒ 114.9 kg 
・1F 廃棄体の装荷 U 量（平均）＝ 0.26 ×（238.82 kg／容器）≒ 62.09 kg 

1F 廃棄体容器の発生量は、廃棄体容器に平均ウラン量を装荷したとして算出すると、

容器数は 4,139 本（ ≒ 257×10 3÷ 62.09 ）となる。 
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図 2.3- 1 TMI-2 事故時の破損燃料容器 (16)  

図 2.3- 2 人工バリアの仕様 (22)  

 

表 2.3- 4 1F 廃棄体容器の仕様（Ver.1） 

 1F 廃棄体容器（Ver.1） TMI-2 (16) 人工バリア (22) 

キャニスター（容器）

サイズ 

直径 355.6 mm 
高さ 1,350 mm 

装荷有効高さ 867.4 mm 

 355.6  mm 
3,803.65 mm 
3,321.05 mm 

 440 mm 
1,350 mm 

 
ウラン量（最大） 114.9  kg／容器 441.9  kg／容器  
ウラン量（平均）  62.09 kg／容器 238.82 kg／容器  
ウラン量（総量） 69 + 94 + 94 = 257 Ton 81.437 Ton  

容器数 4,139 本 341 本 4 万本 
（2020 年分まで） 
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2.3.3 幾何学形態（Ver.1） 
武田 (2015) (23) は、燃料デブリは冷却材の喪失により原子炉燃料が溶融して原子炉構造材や

制御棒と共に冷えて固まったものと定義し、その形状を炉内上部に「小石状」、炉内中央部に「塊

状」、炉壁近くに溶融せずにのこった「切株状」、格納容器に落下しコンクリートと反応した

「MCCI 生成物（MCCI：Molten Core Concrete Interaction）」を提唱している（図 2.3-3 参照）。 
炉内溶融物を粉砕して取出し、表 2.3-4 に示した 1F 廃棄体容器に収める場合、燃料デブリの

形態は次の様になると考えられる。 
 

・廃棄体容器外寸 ： φ355.6 mm×L 1,350 mm 
・最大燃料デブリ寸法 ： <φ345.6 mm×L 867.4 mm 
・燃料デブリの形態 ： 小石状、塊状、切株状、MCCI 生成物 

 
 

図 2.3- 3 燃料デブリの幾何学形態（Ver.1） (23) 

 
 
 

2.3.4 化学形態（Ver.1） 
JAEA (2014) (14) では、1F2 号機を対象とした安全解析結果より、次の様な炉内の反応（状況）

が起きていると推定している。 
・燃料棒の崩落により上部に空洞ができ、炉心支持板上に燃料デブリが堆積する。上部に

堆積した燃料デブリには U 及び O の割合が多く、下部に堆積（炉心支持板直上に堆積）

した燃料デブリには Fe や Zr の割合が多くなることが予想される。 
・上部に堆積した燃料デブリの酸化物相が先に凝固し (U, Zr) O2 が生成され、金属相とし

ては主に酸素を固溶した Zr が生成される。 
下部に堆積（炉心支持板直上に堆積）した燃料デブリの酸化物相は (U, Zr) O2として固

相を留め、金属相は Zr (O), や Fe2 (Zr, U) の様な合金が生成される。 
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・格納容器床面における燃料デブリ（MCCI 生成物）の形態は、U 及び Zr の大部分が (U, 
Zr) O2及び (U, Zr) SiO4として存在し、コンクリート由来の成分として CaAl2Si2O8（灰長

石）及び CaSiO3（硅灰石）が生成される。 
 

よって炉内燃料デブリは、次の様な化学形態をとると考えられる。 
・酸化物相 ： (U, Zr) O2   or   U3O8 
・金属相 ： Zr (O)   or   Fe2 (Zr, U) 
・MCCI 生成物 ： (U, Zr) O2   (U, Zr) SiO4   CaAl2Si2O8,   CaSiO3  

 
酸化物相が UO2のままなのか、事故時に U3O8に酸化されているかは、デブリからの核種溶

出評価に大きく影響する。 
UO2自身はほとんど溶解せず、放射線分解で生成した酸化剤によって U3O8に酸化された部分

に含まれていた核種が溶出するため、酸化物相が UO2のままであれば使用済み燃料からの核

種溶出と同様の評価が可能であると考えられるが、U3O8に酸化されていればU (VI) とU (IV) 
の混合原子価酸化物なのでU (VI) が溶け出しやすい。U (VI)が選択的に溶け出してしまうと、

核種溶出に対するバリア性能は無くなってしまう可能性があるため、今後のシナリオ設定に

当たり検討が必要になる。 
 
 
 

2.3.5 発熱量（Ver.1） 
西原らが 1F 各号機の 2011 年 3 月 11 日時点、及びその後の放射性核種量を ORIGEN2 コード

により評価した報告書 (1) より、50 年後の記載核種すべての発熱量を合計し、安全を見てデブ

リへの核種移行率を１として、廃棄体容器１基当たりの発熱量を次式にて算出した。 
事故後 100 年までの廃棄体容器１基当たりの発熱量（計算結果）を、表 2.3-5 に示す。 
50 年後の廃棄体容器１基当たりの発熱量を、42W と設定した。 

 
（廃棄体容器 1 基当たりの発熱量） 

＝（炉内合計核種発熱量）×（廃棄体への移行率）× 
（廃棄体容器 1 基の最大装荷Ｕ量 114.9kg）÷（１～３号機の総Ｕ量 257 Ton ） 

 
 

表 2.3- 5 燃料デブリの発熱量（Ver.1） 

経過

年数 

原子炉圧力容器内 廃棄体容器 

１号機 (1) ２号機 (1) ３号機 (1) 炉内合計 
（W） 移行率 最大 U  

装荷 (kg) 
１基当り 
（W) 

0 8.67E+07 1.50E+08 1.49E+08 3.86E+08 1.00  114.9  1.72E+05 
10 5.50E+04 6.86E+04 6.68E+04 1.90E+05 1.00  114.9  85  
20 4.40E+04 5.44E+04 5.37E+04 1.52E+05 1.00  114.9  68  
50 2.70E+04 3.30E+04 3.38E+04 9.38E+04 1.00  114.9  42  
100 1.46E+04 1.77E+04 1.91E+04 5.14E+04 1.00  114.9  23  
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2.3.6 仮想燃料デブリ Ver.1 設定のまとめ 
1F 燃料デブリについて、「仮想燃料デブリ Ver.1」を次の通り設定した。 

(1) インベントリ 
・50 年後の放射性核種量  ： 表 2.3-2 

（I と Cs については、全量の 40％がデブリへ移行すると仮定） 
・1 号機～3 号機の総ウラン量 ： 257 Ton 
・235U 平均濃縮度  ： 3.7 wt % 
 

(2) 発生量 
・燃料デブリの総発生量  ： 670 Ton 
・廃棄体容器の数量  ： 4,139 本 （平均ウラン装荷量 62.09 kg） 
・燃料デブリ質量(平均値)／容器 ： 162 kg  （≒ 670 Ton÷4,139 本） 
 

(3) 幾何学形態 
・廃棄体容器の外寸  ： φ355.6 mm×1,350 mm 
・最大燃料デブリ寸法  ： <φ345.6 mm×L 867.4 mm 
・燃料デブリの形態  ： 小石状、塊状、切株状、MCCI 生成物 

 
(4) 化学形態 

・酸化物相   ： (U, Zr) O2   or   U3O8 
・金属相   ： Zr (O)   or   Fe2 (Zr, U) 
・MCCI 生成物   ： (U, Zr) O2   (U, Zr) SiO4   CaAl2Si2O8,  CaSiO3 

 
(5) 発熱量 

50 年後の廃棄体の最大発熱量 ： 42 W／廃棄体容器 
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2.4 調査結果（仮想燃料デブリ H27 設定） 

2.4.1 インベントリ（H27） 
西原らが 1F 各号機の 2011 年 3 月 11 日時点、及びその後の放射性核種量を ORIGEN2 コード

により評価した報告書 (1) より、地層処分の評価上重要な核種 (2) の50年後の放射能を抜き出し、

更にデブリへの移行率を考慮して次式より廃棄体容器１基当たりの放射性核種量を算出した。 
（廃棄体容器 1 基当たりの放射性核種量） 

＝（炉内合計放射性核種量）×（炉内評価誤差）×（廃棄体への移行率）× 
（廃棄体容器 1 基の装荷Ｕ量）÷（１～３号機の総Ｕ量 257 Ton ） 

 
廃棄体容器 1 基の装荷Ｕ量は、2.4.2 項の発生量（H27）で設定した 1F 廃棄体容器（H27）1

基に含まれているウランの量で、TMI-2 キャニスターに収納されたウラン量から容器の収納体

積比を掛けて求めた値である（表 2.4-6 参照）。 
セシウム（Cs-135, 137）やヨウ素（I-129）及びストロンチウム（Sr-90）は、事故時の炉外放

出や、その後の冷却水への溶出があり、炉内燃料デブリに含まれる量は評価報告書 (1) 記載値よ

りも少ないと考えられる。 
以下に燃料デブリに残存する核種の評価報告例を挙げるが、全ての報告には不確実性（誤差）

が含まれており、50 年後の廃棄体のインベントリを評価するのに信頼性が高いと考えられる値

を採用することとした。 
 
1F 事故に係る報告書で、炉内燃料デブリから廃棄体への放射性核種量の移行率に関して、

JAEA 船坂の報告書 (3) ではセシウム（Cs-137）の炉内残量を初期インベントリの約 60％と評価

している。この評価は 2013.10.30 までの放出量で評価しており、その後の水処理装置の吸着量

を見込んでいないため、50 年後の廃棄体のインベントリを評価するにはこれより小さい値が妥

当ではないかと考えられる。 
西原らがAESJへ投稿した滞留水への放射性核種放出に係る論文 (4) より炉内残量を算出する

と、セシウム（Cs-137）は 80％、ストロンチウム（Sr-90）は 98％である。 
論文中で「評価に使用した滞留水の試料採取の頻度は乏しく、滞留水中のインベントリ評価の

精度は十分ではない。評価で用いた滞留水量の評価日は 5 月 31 日であるが、5 月 31 日以降の

追加放出も考慮する必要があり、これらが評価の不確定要因となる。」と記載されており、50
年後の廃棄体のインベントリの推定値としては妥当ではないと考えられる。 

 
TMI-2 事故に係る INL の報告書 (5) において、事故後の炉内残量はヨウ素（I-129）が 42％、

セシウム（Cs-135, 137）が 40％、ストロンチウム（Sr-90）が 90％と評価し、溶融しなかった

健全な燃料棒の核種量を多く含み 1F での炉外放出（大気、汚染水）事故と大きな違いがある

が、閉ざされた領域での燃料デブリに含まれる核種の残量なので信頼性が高く評価用に適用で

きるものと考えられる。 
JAEA における TMI-2 事故時のデブリサンプル分析報告書 (6) では、セシウム（Cs-135, 137）

のデブリ残量を 6％以下と評価しているが、INL での評価は JAEA での評価より大きな値を示

す結果となっており、デブリの採取位置や評価手法により差が出ており JAEA 評価の過小評価

が懸念される。 
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McIsaac, C. V. らの報告書 (7) は汚染水側への溶出率を評価したものであるが、残量が全て燃

料デブリに存在していると仮定するとヨウ素（I-129）は 86％、セシウム（Cs-137）は 59％、

ストロンチウム（Sr-90）は 98％となる。Akers, D. W. らの報告書 (8) も汚染水側への溶出率を評

価したものであるが、残量が全て燃料デブリに存在していると仮定するとヨウ素（I-129）が 45％、

セシウム（Cs-137）は 45％、ストロンチウム（Sr-90）が 97％となる。 
これらの移行率をまとめると表 2.4-1 のようになり、測定核種の時期や解析手法の違い及び

実デブリ測定部位の違いなどでばらつきがあり、又 TMI-2 事故時の解析結果をそのまま 1F に

適用できるか問題が残るが、現実的な TMI-2 評価結果で直接燃料デブリの残存核種量を評価し

ている INL の報告書 (5) の値を、1F 事故時の炉内からデブリへの移行率として採用することと

した。 
・ヨウ素（I-129）  ： 42％ 
・セシウム（Cs-135, 137） ： 40％ 
・ストロンチウム（Sr-90） ： 90％ 
 

この移行率を使い廃棄体容器 1 基当たりの放射性核種量を算出したものが、表 2.4-2 である。

又、西原らは評価報告書 (1) の中で、「炉内放射能核種量は、ORIGEN2 コードと JENDL-3.3 を

使い解析されたもので、評価対象は被照射燃料中のウラン燃料及び放射化されたジルカロイ被

覆管である。この手法による誤差は、主要な核分裂生成物、アクチノイド核種に対して 10％以

下であり、Cm-244 等の高次アクチノイド核種に対しては 20％程度の過小評価が見込まれる。」

としているため、炉内インベントリの不確実性の幅を±10％として表内に併記した。更に廃棄

体容器にはウランが 0kg から最大装荷量までばらついて存在するため（表 2.4-6 参照）、廃棄体

のインベントリをウラン装荷量によるバラツキ幅を持たせて記載した。 
 
燃料デブリの処分の安全評価試解析のための廃棄体に関す条件として、水の放射線分解によ

るガス発生に関与すると考えられるジルカロイ部材（端栓等の特殊形状部材を除く）の初期表

面積及び質量を、BWR 燃料集合体の基本仕様 (24) (25) (26) を基に算出した結果を表 2.4-3 に示す。

ジルカロイ部材の初期総表面積は 38,741 m2 で、総質量は 146.0 Ton である。 
廃棄体容器 1 基あたりの試解析条件は、表面積 3.96 m2、質量 14.9 kg となる。 
 
 

表 2.4- 1 デブリへの核種移行率（H27） 

 ヨウ素（I-129） セシウム 
（Cs-135，137） 

ストロンチウム 
（Sr-90） 参考文献 

1F 解析 
（％） 

－ 60 － (3) (9) 
－ 80 98 (4) 

TMI-2 
分析 
（％） 

42 40 90 (5) 
－ 6 － (6) 
86 59 98 (7) 
45 45 97 (8) 
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表 2.4- 2 1F 燃料デブリの 50 年後の放射性核種量（H27） 

分類 核種(2) 
原子炉圧力容器内 廃棄体容器 1 基当り 

炉内合計(1) 
(GBq) 

不確実性(率) 不確実性を考慮 (GBq) 
移行率 

U 装荷 (kg) 不確実性を考慮 (GBq) 
上限 下限 上限 ～ 下限 最大 最少 上限 ～ 下限 

4N 
系列 

Pu-240 3.29E+06 1.10  0.90  3.62E+06 ～ 2.96E+06 1.00  48.6  0  6.84E+02 ～ 0  
U-236 1.98E+03 1.10  0.90  2.18E+03 ～ 1.78E+03 1.00  48.6  0  4.12E-01 ～ 0  
Th-232 5.14E-06 1.10  0.90  5.65E-06 ～ 4.63E-06 1.00  48.6  0  1.07E-09 ～ 0  

4N+1
系列 

Cm-245 9.59E+02 1.10  0.90  1.05E+03 ～ 8.63E+02 1.00  48.6  0  1.99E-01 ～ 0  
Pu-241 7.38E+07 1.10  0.90  8.12E+07 ～ 6.64E+07 1.00  48.6  0  1.54E+04 ～ 0  
Am-241 2.50E+07 1.10  0.90  2.75E+07 ～ 2.25E+07 1.00  48.6  0  5.19E+03 ～ 0  
Np-237 2.04E+03 1.10  0.90  2.24E+03 ～ 1.84E+03 1.00  48.6  0  4.24E-01 ～ 0  
U-233 4.79E-01 1.10  0.90  5.27E-01 ～ 4.31E-01 1.00  48.6  0  9.96E-05 ～ 0  
Th-229 2.07E-03 1.10  0.90  2.28E-03 ～ 1.86E-03 1.00  48.6  0  4.31E-07 ～ 0  

4N+2
系列 

Cm-246 1.54E+02 1.10  0.90  1.69E+02 ～ 1.38E+02 1.00  48.6  0  3.20E-02 ～ 0  
Am-242m 5.03E+04 1.10  0.90  5.53E+04 ～ 4.53E+04 1.00  48.6  0  1.05E+01 ～ 0  

Pu-242 1.02E+04 1.10  0.90  1.12E+04 ～ 9.20E+03 1.00  48.6  0  2.13E+00 ～ 0  
Pu-238 1.10E+07 1.10  0.90  1.21E+07 ～ 9.87E+06 1.00  48.6  0  2.28E+03 ～ 0  
U-238 3.03E+03 1.10  0.90  3.34E+03 ～ 2.73E+03 1.00  48.6  0  6.31E-01 ～ 0  
U-234 2.22E+03 1.10  0.90  2.44E+03 ～ 1.99E+03 1.00  48.6  0  4.61E-01 ～ 0  
Th-230 6.00E-01 1.10  0.90  6.60E-01 ～ 5.40E-01 1.00  48.6  0  1.25E-04 ～ 0  
Ra-226 4.95E-03 1.10  0.90  5.45E-03 ～ 4.46E-03 1.00  48.6  0  1.03E-06 ～ 0  
Pb-210 1.59E-03 1.10  0.90  1.75E-03 ～ 1.43E-03 1.00  48.6  0  3.31E-07 ～ 0  

4N+3
系列 

Am-243 8.31E+04 1.10  0.90  9.14E+04 ～ 7.48E+04 1.00  48.6  0  1.73E+01 ～ 0  
Pu-239 2.65E+06 1.10  0.90  2.92E+06 ～ 2.39E+06 1.00  48.6  0  5.51E+02 ～ 0  
U-235 3.60E+02 1.10  0.90  3.96E+02 ～ 3.24E+02 1.00  48.6  0  7.49E-02 ～ 0  
Pa-231 3.98E-01 1.10  0.90  4.38E-01 ～ 3.58E-01 1.00  48.6  0  8.28E-05 ～ 0  
Ac-227 2.05E-01 1.10  0.90  2.25E-01 ～ 1.84E-01 1.00  48.6  0  4.26E-05 ～ 0  

非系

列 

Se-79 2.50E+02 1.10  0.90  2.75E+02 ～ 2.25E+02 1.00  48.6  0  5.20E-02 ～ 0  
Zr-93 1.26E+04 1.10  0.90  1.38E+04 ～ 1.13E+04 1.00  48.6  0  2.61E+00 ～ 0  
Sr-90 1.56E+08 1.10  0.90  1.72E+08 ～ 1.40E+08 0.90  48.6  0  2.92E+04 ～ 0  

Nb-93m 1.07E+04 1.10  0.90  1.18E+04 ～ 9.62E+03 1.00  48.6  0  2.22E+00 ～ 0  
Nb-94 1.00E+00 1.10  0.90  1.10E+00 ～ 9.01E-01 1.00  48.6  0  2.08E-04 ～ 0  
Tc-99 9.20E+04 1.10  0.90  1.01E+05 ～ 8.28E+04 1.00  48.6  0  1.91E+01 ～ 0  

Pd-107 6.30E+02 1.10  0.90  6.93E+02 ～ 5.67E+02 1.00  48.6  0  1.31E-01 ～ 0  
Sn-126 4.11E+03 1.10  0.90  4.52E+03 ～ 3.70E+03 1.00  48.6  0  8.55E-01 ～ 0  
I-129 2.08E+02 1.10  0.90  2.29E+02 ～ 1.87E+02 0.42  48.6  0  1.82E-02 ～ 0  

Cs-135 3.29E+03 1.10  0.90  3.62E+03 ～ 2.96E+03 0.40  48.6  0  2.74E-01 ～ 0  
Cs-137 2.21E+08 1.10  0.90  2.43E+08 ～ 1.99E+08 0.40  48.6  0  1.84E+04 ～ 0  
Sm-151 1.70E+06 1.10  0.90  1.87E+06 ～ 1.53E+06 1.00  48.6  0  3.54E+02 ～ 0  

C-14 6.72E+02 1.10  0.90  7.39E+02 ～ 6.05E+02 1.00  48.6  0  1.40E-01 ～ 0  
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表 2.4- 3 ジルカロイ (Zry) 部材の初期表面積と質量（H27） 

 1 号機 2 号機 3 号機 合計 備考 

燃
料
集
合
体 

高燃焼度８×８ 体/炉 68  0  0  68    
９×９Ｂ型（NFI 製） 体/炉 332  548  0  880    
９×９Ａ型（GNFJ 製） 体/炉 0  0  516  516    

ＭＯＸ ８×８ 体/炉 0  0  32  32    
長尺燃料棒総本数 本/炉 27,984  39,456  35,976  103,416    
部分長燃料棒総本数 本/炉 0  0  4,128  4,128    
ｳｵｰﾀｰﾛｯﾄﾞ総本数 本/炉 400  548  1,064  2,012    

ジ
ル
カ
ロ
イ
部
材 

長尺燃料棒総表面積 (Zry-2) m2/炉 7,357  10,209  9,526  27,092    
部分長燃料棒総表面積 (Zry-2) m2/炉 0  0  680  680    
ｳｵｰﾀｰﾛｯﾄﾞ総表面積 (Zry-2) m2/炉 455  658  646  1,758    
ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ総表面積 (Zry-4) m2/炉 1,841  2,523  2,523  6,886    
ｽﾍﾟｰｻｰ総表面積 (Zry-2) m2/炉 615  857  852  2,324    

合  計 m2/炉 10,268  14,246  14,226  38,741    
長尺燃料棒総体積 (Zry-2) m3/炉 2.85  3.82  3.66  10.33    
部分長燃料棒総体積 (Zry-2) m3/炉 0.00  0.00  0.26  0.26    
ｳｵｰﾀｰﾛｯﾄﾞ総体積 (Zry-2) m3/炉 0.23  0.34  0.34  0.91    
ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ総体積 (Zry-4) m3/炉 2.82  3.87  3.87  10.56    
ｽﾍﾟｰｻｰ総体積 (Zry-2) m3/炉 0.09  0.13  0.13  0.35    

合  計 m3/炉 6.00  8.15  8.25  22.40    
長尺燃料棒総質量 (Zry-2) Ton/炉 18.6  24.9  23.8  67.3  Zry 密度（Ton/m3 )： 6.52  
部分長燃料棒総質量 (Zry-2) Ton/炉 0.0  0.0  1.7  1.7    
ｳｵｰﾀｰﾛｯﾄﾞ総質量 (Zry-2) Ton/炉 1.5  2.2  2.2  5.9    
ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ総質量 (Zry-4) Ton/炉 18.4  25.2  25.2  68.8    
ｽﾍﾟｰｻｰ総質量 (Zry-2) Ton/炉 0.6  0.8  0.8  2.3  廃棄体容器数： 9,772  

合  計 Ton/炉 39.1  53.1  53.8  146.0  kg / 容器 1 基： 14.9  

長
尺
被
覆
管 

 本/体 外径

(mm) 
肉厚

(mm) 
内径

(mm) 
長さ

(mm) 表面積（m2/体） 体積（m3/体） 

高燃焼度８×８ 60  12.3  0.86  10.58  4,000  17.24  7.97E-03 
９×９Ｂ型（NFI 製） 72  11.0  0.70  9.60  4,000  18.63  6.96E-03 
９×９Ａ型（GNFJ 製） 66  11.2  0.71  9.78  4,000  17.39  6.59E-03 

ＭＯＸ ８×８ 60  12.3  0.86  10.58  4,000  17.24  7.97E-03 

部
分
長
被
覆
管 

 本/体 外径

(mm) 
肉厚

(mm) 
内径

(mm) 
長さ

(mm) 表面積（m2/体） 体積（m3/体） 

高燃焼度８×８ 0  － － － － － － 
９×９Ｂ型（NFI 製） 0  － － － － － － 
９×９Ａ型（GNFJ 製） 8  11.2  0.71  9.78  2,500  1.32  4.99E-04 

ＭＯＸ ８×８ 0  － － － － － － 
ウ
オ
ー
タ
ー
ロ
ッ
ド 

 本/体 外径

(mm) 
肉厚

(mm) 
内径

(mm) 
長さ

(mm) 表面積（m2/体） 体積（m3/体） 

高燃焼度８×８ (太管) 1  34.0  1  32  4,000  0.83  4.27E-04 
９×９ Ｂ型 (角管) 1  38.5  1  37  4,000  1.20  6.16E-04 
９×９ Ａ型 (太管) 2  24.9  1  23  4,000  1.20  6.25E-04 
ＭＯＸ ８×８ (太管) 1  34.0  1  32  4,000  0.83  4.27E-04 

チ
ャ
ン
ネ
ル
ボ
ッ
ク
ス 

 個/体 外径

(mm) 
肉厚

(mm) 
内径

(mm) 
長さ

(mm) 表面積（m2/体） 体積（m3/体） 

高燃焼度８×８ (角管) 1  140  3  134  4,200  4.60  7.06E-03 
９×９ Ｂ型 (角管) 1  140  3  134  4,200  4.60  7.06E-03 
９×９ Ａ型 (角管) 1  140  3  134  4,200  4.60  7.06E-03 
ＭＯＸ ８×８ (角管) 1  140  3  134  4,200  4.60  7.06E-03 

ス
ペ
ー
サ
ー 

 個/体 幅

(mm) 
肉厚

(mm) 
高さ

(mm) 枚数/個 表面積（m2/体） 体積（m3/体） 

高燃焼度８×８ 7  133  0.3  42  18  1.41  2.11E-04 
９×９Ｂ型（NFI 製） 7  133  0.3  42  20  1.56  2.35E-04 
９×９Ａ型（GNFJ 製） 7  133  0.3  42  20  1.56  2.35E-04 

ＭＯＸ ８×８ 7  133  0.3  42  18  1.41  2.11E-04 

 NFI：原子燃料工業(株)、 GNFJ：(株)グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン 
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2.4.2 発生量（H27） 
(1) 原子炉圧力容器からの燃料デブリの落下割合 

1F 炉内燃料デブリの圧力容器からの落下割合を解析した報告を次に、詳細比較を表

2.4-4 に示す。 
平成 26 年 2 月発行 JAEA の廃止措置に向けた取り組み報告 (3) において、TEPCO 評

価（MAAP 解析）では 1 号機が 100％・2 号機が 57％・3 号機が 63％落下しており、JAEA
評価（MELCOR 解析）では 1 号機が 100％・2 号機が 70％・3 号機が 64％落下した解

析結果となっている。 
平成 27 年 7 月発行 IRID (日立ＧＥ、東芝) の MAAP 改良と事故解析報告 (11) におい

ては、1 号機が 90％・2 号機が 0％・3 号機が 77％落下しており、2 号機は炉内と圧力

容器底部に燃料デブリが留まった状況にある。 
平成 27 年 9 月発行 IAE の SAMPSON コードによる事故解析報告 (12) においては、1

号機が 95％・2 号機が 0％・3 号機が 92％落下しており、前記 IRID 報告同様 2 号機は

炉内と圧力容器底部に燃料デブリが留まった状況にある。 
 

表 2.4- 4 原子炉圧力容器からの燃料デブリの落下割合（H27） 

 １号機 ２号機 ３号機 炉内合計 参考文献 

MAAP 解析 炉内 ％ 0 43 37 -  (3) TEPCO 
ペデスタル床上 ％ 100 57 63 - 

MELCOR 解析 炉内 ％ 0 30 36 -  (3) JAEA 
ペデスタル床上 ％ 100 70 64 - 

改良版 MAAP 
解析 

炉内 ％ 0 65 0 - 
 (11) IRID RPV 底部 ％ 10 35 23 - 

ペデスタル床上 ％ 90 0 77 - 

SAMPSON 
解析 

炉内 ％ 0 50 0 - 
 (12) IAE RPV 底部 ％ 5 50 8 - 

ペデスタル床上 ％ 95 0 92 - 
 
 

(2) 炉内燃料デブリの発生量と分布 
1F 炉内燃料デブリの発生量と分布を解析した報告（Ver.1 設定以降の調査結果）を次

に、Ver.1 設定調査結果を含めた詳細比較を表 2.4-5 に示す。 
平成 27 年 9 月発行 IAE の SAMPSON コードによる事故解析報告 (12) においては、1

号機が 121Ton (炉内 6Ton)・2 号機が 87Ton (炉内 87Ton)・3 号機が 188Ton (炉内 15Ton)
と推定している。 
平成 27 年 10 月に IRID と IAE が刊行した炉内状況把握の高度化報告 (15) において、

MAAP 及び SAMPSON 解析の総合的な分析・評価結果が記載されており、MAAP 解析

では 1 号機が 152Ton (炉内 16Ton)・2 号機が 85Ton (炉内 85Ton)・3 号機が 209Ton (炉内

49Ton)と推定し、SAMPSON 解析では 1 号機が 116Ton (炉内 0Ton)・2 号機が 87Ton (炉
内 87Ton)・3 号機が 187Ton (炉内 0Ton)と推定している。 
この解析では概ね MAAP 解析結果と SAMPSON 解析が整合しており、1 号機ではデブ

リの大部分が格納容器側へ移行しており、2 号機では全量圧力容器内に残り圧力容器の

破損はない結果となり、3 号機では圧力容器に破損が発生し炉心燃料のほぼ全量が落下

した結果となっている。 
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上記の様に解析手法及び境界条件設定の違いにより解析結果に大きな差がで、又燃

料デブリの範囲をどのように定めるかでも発生量に違いが表れている。 
仮想燃料デブリH27の発生量は、Ver.1と同様に最大解析値の JAEA報告 (14) の約 670Ton 
を採用する事とした。 

 

表 2.4- 5 燃料デブリの発生量と分布（H27） 

 １号機 ２号機 ３号機 炉内合計 参考文献 

MAAP 解析 

炉内 Ton 0 0 0 0 

 (13) IRID, IAE ペデスタル床上 Ton 91 97 58 246 
ドライウェル床上 Ton 89 142 164 395 

合 計 Ton 180 239 222 641 

SAMPSON 
解析 

炉内 Ton 72 152 144 368 

 (13) IRID, IAE 
ペデスタル床上 Ton 88 74 82 244 
ドライウェル床上 Ton 0 0 0 0 

合 計 Ton 160 226 226 612 
炉内構造物起因デブリ重量 Ton - - - 530  

 (14) JAEA 海水起因難溶性、不溶性沈殿物重量 Ton - - - 80  
反応コンクリート重量 Ton - - - 60  

 合 計 Ton - - - 670  

SAMPSON 
解析 

炉内 Ton 0  2  0  2  

 (12) IAE RPV 底部 Ton 6  85  15  106  
ペデスタル床上 Ton 115  0  173  288  

合 計 Ton 121  87  188  396  

MAAP 
解析 

炉内 Ton 0  20  0  20  

 (15) IRID, IAE RPV 底部 Ton 16  65  49  130  
ペデスタル床上 Ton 136  0  160  296  

合 計 Ton 152  85  209  446  

SAMPSON 
解析 

炉内 Ton 0  2  0  2  

 (15) IRID, IAE RPV 底部 Ton 0  85  0  85  
ペデスタル床上 Ton 116  0  187  303  

合 計 Ton 116  87  187  390  
 
 

(3) 1F 廃棄体の発生量 
廃棄体としての燃料デブリの発生量を設定するために、TMI-2 事故時の破損燃料容器

を参考に 1F 燃料デブリの収納容器（廃棄体容器）を設定し、その数量を算出した。 
1F 廃棄体容器は、Ver.1 のオーバーパック内寸法からガラス固化体自体の寸法（φ430 
mm × L 1,340 mm 、肉厚 5 mm）に変更し、更に第 3 章の臨界（形状管理）要求より

廃棄体の最大外径（225 mm）を使い再設定した（小数点以下を丸めて記載）。 
・外寸（直径） ：φ235 mm 
・外寸（高さ） ： L 1,340 mm 
・内寸（直径） ：φ225 mm（臨界評価要求） 
・容器肉厚  ： t 5 mm 
・装荷有効高さ ： L 857 mm（ = 3,321 mm - ( 3,804 mm - 1,340 mm ) ） 
・1F 容器の収納体積 ： TMI-2 キャニスター収納体積の 0.11 倍 

（ ≒ ( 857×225 2 )÷( 3,321×343 2 ) ） 
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1F 廃棄体容器の仕様を、TMI-2 キャニスター及び高レベル放射性廃棄物（ガラス固化

体）容器と比較して表 2.4-6 に示す。1F 廃棄体容器への装荷 U 量は、TMI-2 容器の装

荷 U 量に容器収納体積比（0.11 倍）を掛けて算出した。 
・1F 廃棄体の装荷 U 量（最大）＝ 0.11 ×（441.9 kg／容器）≒ 48.6 kg 
・1F 廃棄体の装荷 U 量（平均）＝ 0.11 ×（238.8 kg／容器）≒ 26.3 kg 

（小数点以下第 2 位を丸める） 
 

1F 廃棄体容器の発生量は、廃棄体容器に平均ウラン量を装荷したとして算出すると、

容器数は 9,772 本（ ≒ 257×10 3÷ 26.3 ）となる。 
 

表 2.4- 6 1F 廃棄体容器の仕様（H27） 

 1F 廃棄体容器（H27） 1F 廃棄体容器（Ver.1） TMI-2 (16) ガラス固化体 (17) 

キャニスター 
（容器）サイズ 

   外寸直径   235 mm    355.6 mm   356 mm   430 mm 
   外寸高さ 1,340 mm  1,350 mm 3,804 mm 1,340 mm 

内寸直径   225 mm    345.6 mm   343 mm   420 mm 
装荷有効高さ  857 mm    867.4 mm 3,321 mm － 

ウラン量（最大） 48.6 kg／容器 114.9 kg／容器 441.9 kg／容器 － 
ウラン量（平均）  26.3 kg／容器   62.09 kg／容器 238.8 kg／容器 － 
ウラン量（総量） 69 + 94 + 94 = 257 Ton 69 + 94 + 94 = 257 Ton 81.437 Ton － 

容器数 9,772 本 4,139 本 341 本 4 万本 
（2020 年分まで） 

 
 

TMI-2 燃料デブリ収納容器（キャニスター）の臨界評価設計の特徴は、下記に示す様

に 3 種類のキャニスター共に中性子吸着材を備えている事である (16) (30) (48)。 
1) 燃料キャニスター 
・収納容積  ： □231.8 mm (9.125 in)×L 3,465.5 mm (136-7/16 in) 
・中性子吸収材： BORALTM（boron aluminide）を SUS304L で包み込んだ密封積層

板型□231.8 mm 角管（Shroud）、boron-10 表面密度≧0.040 gm/cm2 
・遮蔽物   ： LICONTM（低密度ｺﾝｸﾘｰﾄ）で内部角管と外周円管の間を充填 

2) ノックアウトキャニスター 
・収納容積  ：φ342.9 mm (13.5 in)×L 3,321.05 mm (130-3/4 in) 
・中性子吸収材： 5 本のボロンカーバイト（B4C）ペレット装荷管を保有する、 

boron-10 密度≧1.45 gm/cm3 
・中央太径管 ： B4C ペレットφ49.7 mm (1.955 in)×L 3,321.05 mm (130-3/4 in) 1 本 
・外周細径管 ： B4C ペレットφ19.6 mm (0.770 in)×L 3,327.4 mm (131 in)   4
本 

3) フィルターキャニスター 
・収納容積  ：φ342.9 mm (13.5 in)×L 3,321.05 mm (130-3/4 in) 
・中性子吸収材： 1 本のボロンカーバイト（B4C）粉末充填管を保有する、 

boron-10 密度≧1.45 gm/cm3 
・中央充填管 ： 管内径φ50.8 mm (1.999 in)×L 3,321.05 mm (130-3/4 in)  1 本 
 

全てのキャニスターは、燃料デブリ取出し・輸送・保管を通して、中性子吸収材を備え
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た状態で反応基準 Keff = 0.95 を超えないことが要求されている。 
モンテカルロ臨界コード（KENO4）に使われた計算モデルは、次の保守的な仮定であ

り、その解析結果である中性子実効増倍率（K-effective）は、図 2.4-1 の通りである (48)。 
全てのケースで、余裕を持って基準上限 Keff = 0.95 を満足していた。 
 
【臨界計算モデル上の保守的な主要仮定】 

・製造公差を含めた 235U 最大濃縮度の燃料は、全て新燃料（未燃焼燃料）であり、

炉心の 3 分の 1 を占めるものとする。 
・最適な燃料塊サイズ、状態、燃料／H2O 比を選定する。 
・ボロン又は炉心制御毒物構造体は、非溶解とする。 
・被覆管又は炉心構造物は、無しとする。 
・10℃等温状態とする。 
・複数のキャニスターは、457.2 mm 正方形無限配列配置とする。 
・保管ラック構造材料は、無しとする。 
・事故キャニスターは、接触した配置で解析する。 

 

図 2.4- 1 TMI-2 キャニスターの臨界計算結果 (48) 

 
1F 燃料デブリ収納容器（廃棄体容器）の臨界評価は、燃料デブリの形状を球形とし、

最大燃料量を充填率 74％（減速材対燃料体積比 Vm/Vf=0.35）として、球形燃料内に空

隙が含まれることを想定し、空隙率に応じて Vm/Vf を 0.35～20 の間で解析したもので

あり、「仮想燃料デブリ Ver.1」で設定したステンレス製廃棄体容器の外寸 35.56 cm で
は、中性子実効増倍率（Keff）1 以下を満足していなかった。再解析の結果では、未臨

界を維持する廃棄体の外形寸法が 22.5 cm 以下となり、「仮想燃料デブリ H27」では燃

料デブリの外寸（廃棄体容器の内寸）を 22.5 cm に変更して再設定した（臨界評価の詳
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細は第 3 章参照）。 
今回の評価は、中性子吸収体の影響を除外し、燃料デブリの形状を変化させる（ガラス

固化体等にする）事はせずに評価したものであり、今後は色々なケースについて検討を

進めていくため、「仮想燃料デブリ H27」の設定も変更していく必要がある。 
 
 

(4) 廃棄体中の水分量 
残留水の放射線分解で発生する水素ガスで破裂するのを防ぐために、燃料デブリ収

納容器にはベントが設けられている。このベントを閉止しないと、核種の早期溶出や地

下水の侵入による放射線分解等が懸念され、ベントを開けたままでは、そもそも隔離型

処分になっていないこととなる。 
 
TMI-2事故時の燃料デブリ収納容器（キャニスター）には、デブリ収納後 20 pisg ( 137.9 

KPa ) までアルゴンガスで加圧し、水抜き操作を行うためのコネクターが取付けられ 
(27)、更に残水の放射線分解によるガス発生対策として水素・酸素再結合触媒が設置さ

れている (39)。 
又、TMI-2 燃料キャニスターを使った乾燥試験報告書 (43) によると、燃料キャニスター

（有効搭載量 1,000 ポンド (453.6kg)）が水抜きだけで乾燥されないと相当量の水が、

主に燃料バケットの下部ヘッド部、デブリに付着する水、LICON と呼ばれるコンクリ

ート充填物に残留するとしている。 
燃料バケットの下部ヘッド部に残る水は 13 ポンド (5.9kg)であり、デブリに付着する水

はデブリと一緒に 3％流入すると評価し（試験では溶岩デブリで 27 ポンド (12.2kg)、
100 メッシュ砂で 70 ポンド (31.8kg) の水が残留）、LICON と呼ばれるコンクリート充

填物に 100～160 ポンド (45.4～72.6kg) 残留し、合計最大 243 ポンド (110.2kg) 残留し

ていたと報告している。 
更に 300 oF ( 148.9℃) 以下の加熱・パージング方法では完全に乾燥できない。325 oF 
( 162.8℃) 以上で 50 時間加熱すれば乾燥できるかもしれないとしている。 
 

Palmer, A. J.は、燃料デブリ収納容器の設計にあたって次の事項を検討する必要があ

ると指摘している (43) 。 
・ゴムのシール材はさける。 
・水が滞留しやすい構造は避ける。 
・水除去のあとに底部に水が残りにくい構造にする。 
・LICON のような水分を含む充填材は使用しない。 

 
これ自身を 1F 廃棄体容器の設計に反映させることは難しくないと考えられるが、水

がないことを保証することは非常に困難と思われる。 
水のたまるポケット構造を避け、下部ヘッド部を水の残らない形状に設計し、LICON
の様な水分を含む充填剤を使用しないとすれば、1F 廃棄体容器に残留する水分は、水

抜き処理だけだとデブリと一緒に流入する 3～7％（試験実績）となり、1F 廃棄体容器

1基のデブリ質量 68.6 kg（≒ 670 Ton÷9,772 本）に対して水分量は 2.1～4.8 kgとなる。

更に乾燥処理を加えると残留水分量がどうなるか、今後のシナリオ設定に当たり検討が

必要である。 
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1) 乾燥処理で残留水をなくすことが可能か 

TMI-2 事故時に使用された燃料デブリのキャニスターは、当初の計画では図 2.4-2
に示す加熱減圧乾燥システム（HVDS : Heated Vacuum Drying System）で乾燥させる

計画であった（< 8.8×10-5 g-water/cm3-fuel が当初の臨界安全解析）。 
しかし、乾燥に時間がかかりすぎる（80 時間以上）ことと、乾燥の指標としていた

炉内圧力があまり適切な指標ではないことが判明したことにより、臨界安全解析が

再度行われた（LICON が含む水はあるものとして解析された）。 
残留水が 8 Liter までなら未臨界との結果となり、貯蔵中に取り込む量を 1 Liter とし

て、デブリ中の拘束水とデブリ中の自由水をあわせて7 Liter以下とすることにした。

これなら 25 時間未満で可能であり、HVDS を合計 87 回運転して 341 本のキャニス

ターを乾燥させた (34)。なお、乾燥に 80 時間かけていては契約期間内に乾式貯蔵が

終わらないという事情もあった (35)。 
 

図 2.4- 2 加熱減圧乾燥システム（HVDS）(34) 

 
2) ガラス固化、アスファルト固化により放射線分解される水をなくすことが可能か 

TMI-2 の水処理設備のひとつであるカートリッジ型脱塩器 EPICOR-II システムは、

吸着材（有機イオン交換物質）は固形化することが認可の条件だったが、固形化さ

れなかった。容器から出すだけでも技術的に困難であり、固形化の方法も未確立で

あった。 
固形化の方法を検討し容器内固化（in-vessel solidification）ができるような容器に変

える必要があると分かったのは、大量の Cs が吸着した廃吸着塔の発生後の事であ

った (36)。 
結局コンクリート製高性能容器（HIS：High-Integrity Container）で処分することが

決まった後、米国エネルギー省（DOE：Department of Energy）による研究として、

EPICOR-II の吸着材（有機と有機＋ゼオライト）の固形化（セメントとエステル･

スチレン･ビニール）と、TMI-2 のもうひとつの水処理設備である浸漬脱塩システム
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（SDS：Submerged Demineralizer System）のゼオライトのガラス固化が行われたの

みである (37) (38)。 
 

3) 再結合触媒を入れれば、水素と酸素が再結合して水に戻ってくれるか 
TMI-2 のデブリを収納して乾式貯蔵している燃料キャニスター（図 2.4-3 左図）

には、上部と下部にそれぞれ 100 g ずつ再結合触媒が設置された。再結合触媒は、

耐放射線性に優れた Engelhard Deoxo-D （アルミナにパラジウムコーティングした

物）80 %と耐水性に優れた AECL シリコンコーティング（アルミナにプラチナコー

ティングした物）20 %から出来ている (27)。これにより、TMI-2 から INEL への輸送

の間のガス濃度の上昇はなかった (<0.1%) (39)。 
SDS（図 2.4-3 右図）についても、Johnson screen 部（ベント管フィルター部）と出

入り口管ノズルに 236 g の Engelhard Deoxo-D 触媒を詰めておくことにより、TMI-2
からハンフォードへの輸送の間にガス圧上昇はなく、その後 1200 日間にわたって

内圧がモニターされ、水素ガスの 99% 超が再結合されたことがわかった。ただし、

再結合は輸送の安全確保が目的であり、長期の貯蔵についてはベントシステムで対

応されている (39)。 
 

図 2.4- 3 再結合触媒が設置された燃料キャニスター（左）と SDS 容器（右） 

 
4) 年月が経てば水素の発生は止むか 

TMI-2 独立使用済み燃料貯蔵施設（ISFSI：Independent Spent Fuel Storage Installation）
は、INL（ISFSI への設置が行われた 2000 年～2001 年当時はアイダホ国立工学環境

研究所: INEEL）にある原子力技術及び工学センター（INTEC：Idaho Nuclear 
Technology and Engineering Center）内に設置されており、NUHOMS 使用済み燃料貯
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蔵システムを部分改良したもので NUHOMS-12T と呼ばれる燃料デブリの中間貯蔵

施設である（図 2.4-4 参照）。施設内にある 30 基の NUHOMS-12T モジュールは、横

置き貯蔵モジュール（HSM：Horizontal Storage Module）とも呼ばれ、内部に 1 基の

乾式遮蔽キャニスター（DSC）を収納しており、各 DSC 内に 12 体の TMI-2（燃料、

ノックアウト、フィルター）キャニスターが水平に乾式貯蔵可能である。貯蔵中は、

高性能微粒子（HEPA）フィルターを通して放射線分解で発生した水素ガス及びモ

ニタリングやパージングガスを放出するベントシステムを備えている (28)。 
図 2.4-5 に、HSM 中に乾式貯蔵されている DSC の水素濃度の変動を示す (29)。 

燃料デブリは、ベントを開けた状態で保管され、水素ガス発生は長期にわたって継

続すると想定される。内容物の劣化（酸化）を防ぐためにも、処分のためにも、い

ずれ密封することが望ましいが、水素ガス発生によって破裂しないことを保証する

方法は確立されていない。 
 
 

図 2.4- 4 NUHOMS-12T：TMI-2 独立使用済み燃料貯蔵施設（ISFSI）(34) 

図 2.4- 5 HSM で乾式貯蔵されている DSC 中の水素濃度 (29) 
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2.4.3 幾何学形態（H27） 
1F 原子炉内の燃料損傷状態に関して TMI-2 事故時の炉心状況より推定した報告 (18) では、炉

内上部に位置する「ルースデブリ」、炉内中央部に位置する「溶融固化物（溶融プール）」、炉壁

近くに溶融せずにのこった「切株状燃料」、圧力容器下部に落下し溶融物が固化した「溶融固化

デブリ」、同じく圧力容器下部で固化した「粒状固化体」、格納容器に落下しコンクリートと反

応した「火山状 MCCI 生成物」を TMI-2 事故時の写真等を使いその形状を示している（図 2.4-6
参照）。 
炉内溶融物を粉砕して取出し、表 2.4-6 に示した 1F 廃棄体容器に収める場合、燃料デブリの

形状は次の様になると考えられる。 
 

・TMI-2 燃料キャニスター仕様模擬 1F 廃棄体容器 
塊状切断物：小石状、塊状、切株状、溶融固化物状 
形   状：球体の場合 （ < Sφ225 mm ） 

円柱体の場合 （ <φ225 mm×Ｌ857 mm ） 
直方体の場合 （ < □159 mm×Ｌ857 mm ） 

（ 収納物・BWR 燃料  ：□140 mm×L 4,000 mm ） 
（ 収納物・BWR 制御棒：φ250 mm×L 4,500 mm ） 

・TMI-2 ノックアウトキャニスター仕様模擬 1F 廃棄体容器 
フィルター捕獲物：砂状～小石状（140μm～ペレット） 

・TMI-2 フィルターキャニスター仕様模擬 1F 廃棄体容器 
フィルター捕獲物：微細粒子状（0.5～800μm） 

 
 

図 2.4- 6 燃料デブリの幾何学形態（H27）(18) 
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2.4.4 化学形態（H27） 
(1) 燃料デブリの化学形態 

炉内燃料デブリの化学形態は、Ver.1 設定 (14) 以降の追加調査報告書 (19) (20)より次の様

な形態をとると考えられる。 
【圧力容器内】 
・酸化物   ： UO2、U3O8、(U, Zr) O2 
・炭化物   ： B4C、ZrC 
・金属    ： Zr、Zr (O)、Fe、Fe2 (Zr, U) 
・制御棒との反応物質 (19) ： (Fe, Cr, Ni)2B、ZrB2 
・海水塩との反応物質  ： (Ca, Na) UO4-X 

【格納容器内】 
・MCCI 生成物(酸化物) (20) ： (U, Zr) O2 +SiO2、Fe2O3 

・MCCI 生成物(ケイ酸塩) (20) ： (U, Zr) SiO4 
・MCCI 生成物(コンクリート部) ： CaAl2Si2O8、CaSiO3 

 
鷲谷らの報告書 (19) では、次の様な炉内の反応（状況）が起きていると推定している。 
・1F では、燃料デブリが圧力容器底部を溶融し、ペデスタル底部のコンクリート上

に落下し溶融燃料とコンクリートの高温反応 MCCI が生じたと推定されている。 
・生成する燃料デブリの化学形態は、系内の酸素量に大きく影響を受けるが、酸化

物としては (U, Zr) O2、金属としては Zr (O), Fe2 (Zr, U) が主要な形態と推定された。 
・1F に特有な事象として、炉心冷却時に用いられた海水の影響や制御材の材質 (B4C) 

の影響、ペデスタル (PCV) 底部での溶融燃料とコンクリートの反応 MCCI が挙げ

られる。又、MOX 燃料や Gd 含有燃料が使用されていたことも挙げられる。 
・海水との反応では、Mg 塩が MgO の結晶となりデブリ取出し時に表面に付着し、

もっとも反応性の高い Ca は、高酸素分圧下で高温のデブリ表面に緻密なウラン酸

塩層を形成し、低酸素分圧下ではデブリ表層に拡散固溶する可能性がある。 
・制御材の材質 (B4C) の影響として、ホウ化物 (Fe, Cr, Ni)2B 及び ZrB2の析出が挙

げられる。 
 

日高の報告書 (21) では、B4C 制御材の影響について、次の様な炉内の反応（状況）が

起きていると推定している。 
・B4C 制御棒（融点 2,620K）とステンレス被覆管（融点 1,673～1,723K）の共晶反応

により、本来の温度より低い温度で液化が始まり流下し、その溶融物は炉心下部

で冷やされ固化して留まる。又、1,500K 前後の温度から B4C 自身の酸化により反

応熱と H2が発生する。 
・BWR の炉心では、B4C に対するステンレスの割合が大きく、ほとんどの B4C はス

テンレスの中に共晶反応で融解し、その状態で低温部の下方へ移行する。 
・B4C に対するステンレスの割合が小さい場合は、B4C の健全性が維持され水蒸気に

よって酸化される可能性が高い。酸化過程では、遊離した C が CO や CO2及び CH4

となりヨウ素やセシウムとの反応の影響も考慮する必要がある。 
 
燃料デブリ中のウランが地下水に溶けにくい UO2ではなく、事故によって U3O8等に

酸化されていた場合、核分裂生成物（FP：fission products）の地下水への溶出速度が大
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きくなり、地下水シナリオの被ばく線量が高くなるので留意が必要である。 
 

1) デブリを分析すればわかるか 
TMI-2 ではコアデブリの詳細な分析がなされ、(U, Zr) O2 が同定されている。電子

線マイクロアナライザー（EPMA-WDS）やオージェ分光で UO2+x や(U, Zr) O2+x も見

つかっている。この +x は過化学量論（hyperstoichiometry）と呼ばれて注目された。

ただし、分析の誤差の可能性もあり、同定のためにはさらなる調査が必要とされた 

(42)。 
また、X 線回折によって格子定数の変化が調べられ、(U, Zr)2 の格子定数からのずれ

が見られた。これも hyperstoichiometry によるものである可能性が検討されたが、

U3O8の格子定数にはなっていないとされている (40)。 
ウラン酸化物には UO2, U4O9, U3O7, U5O13, U3O8, UO3などがある他、UO2±x U4O9-y, 
U3O7±u, U5O13±v , U3O8-zなどの不定比化合物が存在する (46) ため、分析によって同定

するのも容易ではない。 
 

2) 燃料が高温になっていた時期には格納容器内に酸素はなかったことから U3O8 等へ

の酸化を否定できるか 
UO2を空気中で加熱すると U3O8になるのはよく知られている。又、2% O2雰囲気

でも U3O8の生成が確認されている (44)。 
格納容器は、もともと不可性ガスで充填されており、地震・津波で冷却が困難にな

った後は内圧が上昇しているので、空気が流入したとは考えられず、U3O8への酸化

は起こらなかっただろうと言えるかもしれない。 
O/U 比は、通常の核分裂反応では初期の 2.00 からずれることはないとされているが 

(47)、事故時の高温状態ではジルカロイとの反応や FP の放出により 2.00 からずれる

と推定される。相図（図 2.4-7 参照）によれば高温では UO2±xの一相になりうるが、

常温に冷えると、O/U 比<2.00 であればαU と UO2の 2 相に、2.00<O/U 比<2.25 で

あれば UO2+xと U4O9-y の 2 相になり、UO2.00よりは不安定な（水に溶けやすい）形

態となる。 
 

3) TMI-2 では FP の水への溶け方はどうだったのか 
TMI-2では、燃料取り出し時の水処理で微生物を殺すために過酸化水素 (300 ppm) 

が 2 回投入された。そのたびに、冷却水中の放射性核種濃度の上昇が見られた (41)。 
デブリは、酸化還元に敏感な状態にあると考えられる（単純な UO2ではないと考え

るのが妥当）。 
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図 2.4- 7 酸化ウランの相図 (46) 

 
 

(2) 冷却水中の異物等による処分シナリオへの影響について 
TMI-2 事故で使用されたフィルターキャニスターは、管状の多孔質 SUS316 焼結体を

有し、燃料デブリ 0.5～800μm の粒子を捕獲するものである。 
使用開始直後、無機物（主に水和金属酸化物でコロイド状懸濁）がフィルターの目詰ま

りを起こしたため、有機凝集剤と珪藻土をフィルターの上流側へ投入して浮遊する微細

な無機物（コロイド）を大きく成長させ、フィルター表面に層を形成させ目詰まりを防

止する対策をとっている (36) (45)。 
有機凝集剤としては、ポリ塩化ジアリルジメチルアンモニウムや、メラミンホルムアル

デヒドが挙げられている (31) (32)。 
又、水処理において微生物の発生による水の懸濁が問題となり、過酸化水素水の投入で

防止している (33)。 
 

1F 事故においても廃棄体に有機物が含まれる可能性があるとすると、処分後に有機

物が地下水に溶解し、放射性元素の溶解度を上昇させたり、分配係数を低下させたりす

ることが懸念されるが、過酸化水素水の投入については特に処分シナリオへの影響はな

いものと考える。 
デブリ取出し時の水処理で透明度を確保するために高分子凝集剤を用いた場合、それが

デブリ廃棄物として回収され、処分の安全評価で有機物影響を考慮せざるを得ない。 
 

1) 有機凝集剤を使わなくても水処理はできるか 
処理済み水の透明度が必要なのは、水をためてデブリ取出しを行うからである。

水をためることをしなければ、有機凝集剤まで用いた水処理は不要となる可能性が

高い。格納容器に水をためるとなった場合には、TM-2 のデブリ取出し時とはけた

違いの水量となるため、凝集剤は処理に最適なものが選ばれる可能性が高い。TMI-2
では様々な対策案が比較検討され、必要な処理速度が発揮できる唯一の方法として

有機凝集剤とフィルター助剤を加える方法が選ばれた (45)。 



 
 

- 2-26 - 

なお、1F の多核種除去設備の鉄共沈プロセスでも高分子凝集剤を加えていることか

らわかるように、有機凝集剤の添加は水処理の常套手段といえる。格納容器に水を

ためなかったとしても通常の水処理の中で高分子凝集剤が用いられる可能性もあ

る。なお、凝集剤ではないのかもしれないが、1F のモバイル型ストロンチウム除去

装置においては、処理対象である RO 濃縮水に、「粉末状吸着材」を添加混合し、そ

れを SS フィルターとウルトラフィルターで濾過することにより Sr を除去している

が、その粉末状吸着材の材質は公開されていない。 
 

2) 無機化（焼却処理）が可能か 
TMI-2 の廃棄物管理で、放射能レベルの低い廃棄物の減容化の代替案として焼却

が 1981 年に検討されたが、政治的、経済的、規制上の未確定要素のために断念さ

れた。技術的な懸念として、有害なオフガスを出さないためには廃棄物の分別が必

要になること、焼却施設の耐火材の耐放射線性が不明であること、耐火材の交換修

理となった場合の被ばくがあった。技術的な懸念以外に、どれだけの廃棄物が発生

するか不明だったこと、廃棄物処分場が未定だったこと、DOE がどれだけ費用負担

するか未定だったこと、連邦政府と州政府から焼却施設の許認可を得るのが大変で

近隣住民の反対も予想されたことが影響した。最終的には、1981 年 12 月に DOE が

予算の縮小を決めたことで、焼却のような大規模実証プロジェクトはできなくなっ

た (36)。 
 
 
 

2.4.5 発熱量（H27） 
西原らが 1F 各号機の 2011 年 3 月 11 日時点、及びその後の放射性核種量を ORIGEN2 コード

により評価した報告書 (1) より、50 年後の記載核種すべての発熱量を合計し、安全を見てデブ

リへの核種移行率を１として、廃棄体容器１基当たりの発熱量を次式にて算出した。 
事故後 100 年までの廃棄体容器１基当たりの発熱量（計算結果）を、表 2.4-7 に示す。 
50 年後の廃棄体容器１基当たりの発熱量を、19.5～0W と設定した。 

 
（廃棄体容器 1 基当たりの発熱量） 

＝（炉内合計核種発熱量）×（炉内評価誤差）×（廃棄体への移行率）× 
（廃棄体容器 1 基の装荷Ｕ量）÷（１～３号機の総Ｕ量 257 Ton ） 

 

表 2.4- 7 燃料デブリの発熱量（H27） 

経過

年数 

原子炉圧力容器内 廃棄体容器１基当り 
炉内合計 (1) 

（W） 
不確実性(率) 不確実性を考慮 (W) 

移行率 U 装荷 (kg) 不確実性を考慮 (W) 
上限 下限 上限 ～ 下限 最大 最少 上限 ～ 下限 

0 3.86E+08 1.10  0.90  4.24E+08 ～ 3.47E+08 1.00  48.6  0  8.02E+04 ～ 0  
10 1.90E+05 1.10  0.90  2.09E+05 ～ 1.71E+05 1.00  48.6  0  39.6  ～ 0  
20 1.52E+05 1.10  0.90  1.67E+05 ～ 1.37E+05 1.00  48.6  0  31.6  ～ 0  
50 9.38E+04 1.10  0.90  1.03E+05 ～ 8.44E+04 1.00  48.6  0  19.5  ～ 0  

100 5.14E+04 1.10  0.90  5.65E+04 ～ 4.63E+04 1.00  48.6  0  10.7  ～ 0  
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2.4.6 仮想燃料デブリ H27 設定のまとめ 
1F 燃料デブリについて、「仮想燃料デブリ H27」を次の通り設定した。 

(1) インベントリ 
・50 年後の放射性核種量  ： 表 2.4-2 

（炉内からデブリへの核種移行率を I は 42％、Cs は 40％、Sr は 90％と仮定） 
・1 号機～3 号機の総ウラン量 ： 257 Ton 
・235U 平均濃縮度  ： 3.7 wt % 
（参考）Zry 部材の初期総表面積 ： 38,741 m2 （3.96 m2 ／廃棄体容器） 

初期総質量 ： 146 Ton （14.9 kg ／廃棄体容器） 
 

(2) 発生量 
・燃料デブリの総発生量  ： 670 Ton 
（内訳）炉内構造物起因デブリ重量  ：530 Ton 

  海水起因難溶性･不溶性沈殿物重量 ： 80 Ton 
  反応コンクリート重量   ： 60 Ton 
・廃棄体容器の数量  ： 9,772 本 （平均ウラン装荷量 26.3 kg） 
・燃料デブリ質量(平均値)／容器 ： 68.6 kg （≒670 Ton÷9,772 本） 
 

(3) 幾何学形態 
・TMI-2 燃料キャニスター仕様模擬 1F 廃棄体容器内 

塊状切断物：小石状、塊状、切株状、溶融固化物状 
形   状：球体の場合 （ < Sφ225 mm ） 

円柱体の場合 （ <φ225 mm×Ｌ857 mm ） 
直方体の場合 （ < □159 mm×Ｌ857 mm ） 

・TMI-2 ノックアウトキャニスター仕様模擬 1F 廃棄体容器内 
フィルター捕獲物：砂状～小石状（140μm～ペレット） 

・TMI-2 フィルターキャニスター仕様模擬 1F 廃棄体容器内 
フィルター捕獲物：微細粒子状（0.5～800μm） 
 

(4) 化学形態 
圧力容器内 
・酸化物   ： UO2、U3O8、(U, Zr) O2 
・炭化物   ： B4C、ZrC 
・金属    ： Zr、Zr (O)、Fe、Fe2 (Zr, U) 
・制御棒との反応物質  ： (Fe, Cr, Ni)2B、ZrB2 
・海水塩との反応物質  ： (Ca, Na) UO4-X 

格納容器内 
・MCCI 生成物(酸化物)  ： (U, Zr) O2 +SiO2、Fe2O3 

・MCCI 生成物(ケイ酸塩) ： (U, Zr) SiO4 
・MCCI 生成物(コンクリート部) ： CaAl2Si2O8、CaSiO3 
 

(5) 発熱量 
50 年後の廃棄体の最大発熱量 ： 19.5 W ／廃棄体容器 
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(6) 留意事項 

1) 燃料デブリ外寸について 
TMI-2 キャニスターの臨界評価では、中性子吸収材の装着による評価がなされてい

るが、1F 廃棄体容器では装着を想定せずに臨界評価を行い、直径を決定した。今後色々

な観点から検討が行われ、それを反映した仮想燃料デブリの設定の見直しが行われる

ことが望ましい。また高さについても、本研究では処分場の設計をガラス固化体の場

合から大きく変えないようにするためにキャニスターの外寸高さをガラス固化体に合

わせたが、必ずしもそうする必要はなく、今後設定の見直しが行われることが望まし

い。 
 

2) 廃棄体中の水分量について 
TMI-2 キャニスターは、保管前に水抜き及び乾燥処理が行われたが、輸送中の水素

ガス発生による内圧上昇を防止するために再結合触媒が設置され、また保管中はベン

トシステムを使い水素ガス発生による内圧上昇を防止している。 
1F の廃棄体容器にも同様にベントがなされた状態で保管されると想定されるが、処分

までには密封することが必要となる。乾燥処理により完全に水を除去して密封するこ

とが可能なのか、ある程度の水の残留（内圧上昇、腐食）を許容することが必要なの

かは、今後検討されると考えられる。 
 

3) 燃料デブリ中の U3O8酸化物について 
燃料デブリ中の U が U3O8に酸化されていた場合、核分裂生成物（FP）の地下水へ

の溶出速度が大きくなり、地下水シナリオへの評価に影響がある。 
分析による U3O8の同定は難しく、又 U3O8以外の酸化物形態の可能性もある。 
 

4) 燃料デブリに含まれる有機物について 
TMI-2 では、フィルターキャニスターの目詰まり防止のために有機凝集剤が使用さ

れ、デブリと一緒に回収された。 
1F の場合も同様の方法が採られた場合、デブリに有機物が含まれることになり、無機

化処理をしない限り、有機物影響（化学反応、核種移行への影響等）を考慮する必要

が生じる。 
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3 . 燃料デブリ特有の特性を踏まえたシナリオ設定及び予察的解析 
 
3.1  はじめに 
従来の再処理した使用済燃料をガラス固化した廃棄体を地層処分する場合との違いという観

点から、以下に関する燃料デブリ固有の特性・事象について国内外の既往の実験的及び解析的

研究から得られる情報（諸外国における直接処分の既往研究の情報を含む）の調査・検討を行

った。 
 
・仮想デブリからの核種溶出 
・放射線による人工バリア材の劣化 
・処分場閉鎖後 10 万年以上の長期にわたる人工バリアの変質挙動 
・廃棄体からの発熱 
・海水成分、セメント成分等の溶出による処分環境への化学的影響 
・水の放射線分解等によるガス発生 
・容器内外での臨界の発生 
 
これらのうち、仮想デブリからの核種溶出、放射線による人工バリア材の劣化、処分場閉鎖

後 10 万年以上の長期にわたる人工バリアの変質挙動、廃棄体からの発熱、海水成分、セメント

成分等の溶出による処分環境への化学的影響に対して は、可能な限り既往情報等による定量

的な検討を行い、6 章における総合的安全評価手法（予察的な解析としての人工バリアの変遷

を対象とした安全評価や人工バリア安全機能に着目した感度解析）へと反映させた。そして、

解析などの結果を踏まえ、燃料デブリの処分の安全性を著しく損なう可能性のある人工バリア

の設計を含む条件や天然バリアにおける事象を抽出した。 
また、水の放射線分解等によるガス発生、容器内外での臨界の発生に対しては、予察的解析

等による定量的な検討を行い、5 章における評価手法の整備・改良結果を適宜フィードバック

しつつ、仮想デブリの処分において安全性への影響が懸念される特性及びその影響の連鎖（シ

ナリオ）を抽出した。 
以下に、検討内容について記述する。なお、一部の項目に関する解析についての詳細につい

ては、6 章にて報告した。 
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3.2  燃料デブリ特有の特性を踏まえたシナリオ設定 
3.2.1  仮想デブリからの核種溶出 

1F1～3 号機の格納容器内に落下したと考えられている燃料デブリについては、その取出しに

向けて調査が進められている(1)が、その位置に関する情報も把握できておらず、処理・処分に

向けた燃料デブリの性状把握、特に燃料デブリからの核種溶出については実際の燃料デブリサ

ンプルを取得して分析・評価される必要がある。しかし、サンプルを取得できるのはまだ時間

を要すると見込まれており、取出し方法などを早期に検討するために、模擬燃料デブリを作製

し、その特性を分析する試みが実施されている(2)。 
燃料デブリからの核種の溶出については、U と Zr の溶融固化物のマトリクス溶解に支配され

ると考えられる。これまでに汚染水への核種溶出の観点から、模擬燃料デブリ(U,Zr)O2 の過酸

化水素水溶液への溶出反応、処理・処分へ向けた検討のために、中性子照射した模擬燃料デブ

リからのウランおよび FP の溶出挙動について、研究が行われている。 
熊谷ら(3)は、燃料デブリの冷却水への溶解挙動の推定を目指して、模擬デブリとして(U,Zr)O2

を用いて過酸化水素水溶液中でのウランの溶出を調べた。その結果、(U,Zr)O2からのウランの

溶出は酸化ウラン(IV)(UO2)に比べて遅いことが分かった。また、UO2では消費された過酸化水

素の約 70%がウランの溶出に寄与するのに対して、(U,Zr)O2では 1%程度しか寄与しないことが

分かった。これらの結果から、(U,Zr)O2表面ではウランの酸化に寄与しない過酸化水素の分解

反応が進行し、ウランの溶出が抑制されることが示唆された 
Sasaki ら(4)は、中性子照射した模擬燃料デブリ（UO2-ZrO2固溶体：U/Zr モル比を 90:10, 50:50, 

10:90の 3種設定）を用いた海水への溶出実験を行った。浸漬液中にはアルカリ土類金属(Ba-140) 
や 4 価金属(Zr-95)など複数種の FP、およびウランや Pu-239 の親核種である Np-239 などのアク

チニド元素が確認され、多くの核種の浸漬試料からの溶出率は時間とともに増加する傾向が見

られた。酸化処理した試料の溶出率は還元処理したそれらよりも高く、U/Zr モル比が 90/10 お

よび 50/50 試料には U3O8相が見られたが、ZrO2が過剰となる 10/90 試料ではウランの酸化が抑

制されており、試料の相状態が核種の溶出率に影響することが分かった。 
これらの結果は今後の燃料デブリの核種溶出データ整備に向けた足がかりになるものと期待

されるが、今後の処分形態に向けた検討を行うためには、十分とは言えない。そこで、使用済

み燃料の直接処分について検討を進めている外国の取り組み、わが国における検討などを参考

に、燃料マトリクスからの溶出に関するデータを整理した。 
Nagra(5)は使用済み燃料の直接処分の検討において、燃料マトリクスの溶解速度の時間変化を

設定した。アルファ線による放射線分解において酸化種が発生することにより溶解速度が律速

され、放射線の減衰に伴って溶解速度が減少するとしている。 
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図 3.2-1 燃料マトリクス溶解速度の時間変化設定例 

 
直接処分第一次とりまとめ(6)では、これまでにいくつかの外国の機関で取得されたデータか

ら長期的な評価に用いる燃料マトリクスの溶解速度として 10-7 y が適切であるとしている。 
しかしながら、燃料マトリクスの溶解速度の設定には 3 桁以上の幅があり、この不確実性に

よる核種移行への影響を定量的に把握しておく必要がある。また、直接処分では埋設後に浸入

する地下水への瞬時放出成分が大きく寄与すると考えられるが、燃料デブリはすでに事故後に

冷却水にさらされており、そうした瞬時放出成分の不確実性も想定される。したがって、以上

の整理結果をもとに、第 6 章において仮想燃料デブリにおける核種溶出率や瞬時放出成分割合

の設定などにより、核種移行への影響を感度解析によって予察的に評価した。以下、第 6 章を

参照のこと。 
 

3.2.2  放射線による人工バリア材の劣化 
（1） HLW 地層処分地下水シナリオの FEP データベースを対象とした調査 
インベントリは異なるものの、デブリと同じ放射線源であるガラス固化体の地層処分に対す

る地下水シナリオにおける放射線影響について調査を実施し、その結果を基にデブリによる放

射線による人工バリア材（オーバーパック、ベントナイト系緩衝材）への影響について検討し

た。 
これまで、平成 22 年度～平成 26 年度にわたりガラス固化体の地層処分におけるシナリオ設

定手法の整備を進めてきた(7),(8),(9),(10),(11),(12),(13),(14),(15),(16)。平成 22 年度には「安全性への影響の可

能性」と「安全機能」との関係整理、平成 23 年度には最新知見の取り込みによる FEP 更新、

平成 24 年度には諸外国における長期変遷事象のリスク論的扱いに関する調査、平成 25 年度に

は安全機能への影響の連鎖の見直し・追加等の整備（FEP 更新）、そして平成 26 年度には発生

確率は低いが隔離機能への影響が大きい事象の整理と影響シナリオの記述を実施した。 
FEP データベースでは、処分システム内における、熱、水理、応力、化学、放射線、核種移

行/物質移動の現象や特性などを FEP としてリスト化している。平成 25 年度の最新の「安全性

への影響の可能性」(14)をもとに、ガラス固化体の地層処分における放射線の人工バリア材への

影響について抽出した（表 3.2-1～表 3.2-3）。 
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表 3.2-1 ガラス固化体に関する安全性への影響の可能性および相関の判定（HLW） 

注）追加・修正箇所は赤文字、斜体文字で表現した。 
 安全性への影響の可能性 理解の現状 相関の判定 

放

射

線 

G5①：核種の放射性崩壊

に伴う地下水への放射線

が、地下水の組成を変化

（酸化還元反応、ガス発生

等）させる可能性。 

［G4①と同様］ 

＜放射線，化学＞ 

G5.1→G5.2→G4.2 

【文献からの知見】 

オーバーパック破損後、地下水がガラス固化体に接触した段階で

α線による放射線分解が重要とされる。酸化種発生量は 10 万年

後に1,000molと想定される、SKB では放射線分解した地下水が核

種移行/物質移動挙動に与える影響を、実験を基に検討してい

る。 (参照 FEP：G5.2,B6.3.6) 

オーバーパックが健全な期間では、透過γ線による地下水の放
射線分解が重要である。核種崩壊に伴う放射線が地下水組成を
変化させることが予想される。α核種を添加したガラス固化体

(SON68)をブームクレイ中に埋設し、Co でガンマ線照射しながら温

度約 30℃と 90℃で一定期間(最長 10 年)保管してガラスの変質が

調べられ、約 3.3 年経過後の状況として、α核種を添加したサンプ

ルの方が添加していないものより変質層が僅かに厚くなってい

る、その厚さはαβγ放射能の増加と共に増えているらしい事な

どが報告されている。（参考 FEP：G５．１） 

【JAEA による判断】 

還元能力は放射線分解の影響を考慮しない場合に比べ 10%程度

失われるものの、地下水中の還元雰囲気は維持されると考えられ

る。また、地下水の放射線分解によるガス発生については、炭素

鋼腐食による水素ガスの発生に比べれば無視できる程度と考えら

れる。 

D:(OP 健全)オーバーパック

の遮蔽効果によって、放射

線強度は低い状態(最大でも

0.84[mSv/h])で推移し、地下

水中の生成酸化種と還元種

は再結合し易い(なおオーバ

ーパック腐食に伴って水素

が発生し、地下水中には還

元雰囲気が形成される) 

Ｄ:(OP 破損後):1,000 年以降

においては、地下水がガラ

ス固化体に接触した段階で

α線による放射線分解が重

要といわれている。酸化種

発 生 量 は 10 万 年 後 に

1,000mol と想定される。オー

バーパックの腐食に伴う還

元種発生により還元雰囲気

は維持される。Kristallin-1 で

の解析でも、酸化状態が進

展しないと評価している。 

Ｂ(OP 早期破損):オーバーパ

ックが早期に破損した場合、

地下水への放射線が地下水

組成に影響する可能性があ

る。 

 G5②：核種の放射性崩壊

によって放出された放射

線が、固化体及び他バリ

ア材に対し放射線影響を

及ぼす可能性。＜放射線

＞ 

G5.1( → )G1.1 ，

G5.1( → )G2.1 ，

G5.1( → )G3.1 ，

G5.1( → )G4.1 ，

5.1(→ )G6.2 ，G5.1→G6.1

→G6.4，G5.1(→ )OP4.1，

G5.1(→)B4.2 

【文献からの知見】 

ガラス固化体における特性への影響は特にα線による影響が重

要で、数万年の照射線量に相当する量を照射した実験から、ガラ

ス固化体の硬度とヤング率は照射量に対して指数関数的に減少

すること、破壊靭性は増加すること、核種の浸出率の増加は 3 倍

以下であること、難溶性核種の浸出、溶解度を制限する固相形態

が変化する可能性があることなどの報告がある。 臨界の影響に

ついても懸念されているが、実験により影響が小さいという結果が

得られている。また、ガラスの溶解は、マトリクスの自己照射によ

って、あるいは、周辺媒体の照射によって著しい影響を受けること

はないとしている(参照 FEP：G3.1,B6.4.1,G5.2,G6.2) ガラス固化体

中でのα核種の崩壊による He の蓄積の評価のために R7T7 ガラ

スを対象にHe の拡散速度が測定されている。試験は3He(d,α)1H

反応を利用した 3He イオン注入法で、10，000 年間貯蔵の 30 倍の

濃度、温度は 253K～323K で行われた。その結果、活性化エネル

ギーとして 0.55±0.03eV が得られた(参照 FEP：G5.1) 

PNC-TN8410-92-056「実廃液ガラス固化体のα加速試験（Ⅱ）」
によると、α崩壊の加速年数におうじてわずかに浸出量が増加す
る傾向が認められている。一方浸出液の pH はα崩壊の加速年数
が長いほどわずかに高い傾向がある。この傾向からは、α崩壊が
水質に影響し、ガラス変質を促進させているのではなく、α崩壊が
ガラスマトリクスや変質層の性質に影響を与え、それによりわずか
な促進が生じているものと推定される。 
【JAEA による判断】 

核種崩壊に伴うα線が、ガラス固化体の化学特性に影響を及ぼ

すことが考えられる。しかし影響は小さいと考えられる。緩衝材へ

の放射線の影響について検討が必要と考えられるが、影響は不

明である。 

B（ガラス固化体自体）：数万

年の照射量に相当する量を

放出する実験結果から、核

種崩壊に伴う放射線が、ガ

ラス固化体の力学特性・化

学特性に影響を及ぼす可能

性が考えられる。しかし、実

際の処分環境における長期

間における照射量でこの現

象が発生するかどうか不明

な部分が多いため、B 判定と

する。 

 

C（他バリア材）：他バリア材

への放射線の影響について

検討が必要と考えられるが、

影響は不明である。 
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表 3.2-2 オーバーパックに関する安全性への影響の可能性および相関の判定（HLW） 
注）追加・修正箇所は赤文字、斜体文字で表現した。 

 安全性への影響の可能性 理解の現状 相関の判定 

放

射

線 

OP5①：腐食生成物中に

おける放射性核種からの

放射線による地下水の放

射線分解により生成した

水素ガス、酸化性化学種

等が、腐食生成物中の地

下水化学に影響を及ぼす

可能性。＜放射線、化学

＞ 

G5.1 → OP5.1 → OP5.2 →

OP4.2 

【文献からの知見】 

具体的な影響の可能性を示すデータは得られていない。緩衝材に

関して示している「第 2 次取りまとめ」には、ガラス固化体から浸

出、収着された核種のα崩壊の影響については、崩壊による反跳

核の影響で、結晶構造の変化や収着特性に影響を及ぼす可能性

が指摘されたが、影響を受けるスメクタイトは数％程度と推定され

ることや、損傷による変質物質が収着性能を有することなどから、

核種移行/物質移動に有意な影響はないとしている。(参照 FEP：

B5.1)  
放射線分解生成物によるオーバーパックの腐食に対して緩衝材

が有する緩衝能力について明らかにするため、γ 線（30～

50Gy/h）を照射して炭素鋼の腐食速度を測定した。その結果、水

溶液中では従来の知見のとおり腐食速度がわずかに増加する傾

向が認められたが、圧縮ベントナイト中に埋め込まれた炭素鋼に

ついてはγ線の照射による腐食量の増加は観測されなかった。ま

た，放射線照射下において腐食電位を測定したところ，照射の有

無にかかわらず自然電位の変化はないことが確認された。その原

因としては、鉄腐食生成物、緩衝材中の黄鉄鉱や有機物による酸

化性化学種の消費などが理由として考えられている。(参照 FEP：

B5.2) 

【JAEA による判断】 

腐食生成物中における放射性核種からの放射線により生成した

水素ガス、酸化性化学種等が、腐食生成物中の地下水化学に影

響を及ぼす可能性が考えられる。しかし、酸化剤が生じたとして

も、十分な量の還元物質(腐食生成物、地下水中の還元物質等)が

存在し、還元性雰囲気が保たれると考えられる。 

A（早期破損）：OP 内側のガ

ラス固化体内部に浸入した

水の放射線分解が考えられ

る。 

 

D（1,000 年以降の破損）：放

射線分解による水素ガス等

は、腐食生成物中の地下水

化学を変化させる。しかし、

酸化剤が生じたとしても、十
分な量の還元物質(腐食生

成物、地下水中の還元物質

等)が存在し、還元性雰囲気

が保たれると考えられる。 
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表 3.2-3 緩衝材に関する安全性への影響の可能性および相関の判定（HLW） 

注）追加・修正箇所は赤文字、斜体文字で表現した。 
 安全性への影響の可能性 理解の現状 相関の判定 

放

射

線 

B5①：核種の放射性崩壊

に起因した地下水への放

射線が、地下水の組成を

変化（酸化還元反応,ガス

発生等）させる可能性。＜

放 射 線 ， 化 学 ＞ G5.1 →

B5.1→B5.2→B4.2 

【文献からの知見】 

地下水の放射線分解では、H2O2 などの酸化剤が発生し、緩衝材

中の地下水化学は変化する可能性があるが、この定量的な数値

に関するデータは整備されていない。(参照 FEP：B5.2) 

【諸外国の判断の現状】 

『フランス Dossier2005』によると、水の放射線分解による酸化性化

学種の発生により酸化還元状態が変化する影響については不確

実性として取り扱っている。『スウェーデンSR-Can TR-06-18』によ

ると、キャニスタの壁厚は外部に対するγ線放射線分解の効果を

無視するには十分なものであるとしている。 

【JAEA による判断】 

酸化剤が生じたとしてもオーバーパック腐食による還元剤の供給

により核種移行/物質移動に及ぼす影響はほとんどないものと考

えられる。 

Ａ（OP 早期破損）:オーバー

パックが早期破損した場合、

地下水の放射線分解と地下

水組成の変化が起こる可能

性がある。 

 

Ｄ(1,000 年以降の破損)：核

種崩壊に伴う放射線分解の

影響は少なく、安全評価上

有意ではないと考えられる。 

 B5②：核種の放射性崩壊

によって放出された放射

線が、緩衝材に対し放射

線影響を及ぼす可能性＜

放射線＞G5.1→B5.1（→）

B1.1 ， G5.1 → B5.1 （ → ）

B2.1 ， G5.1 → B5.1 （ → ）

B3.1 ， G5.1 → B5.1 （ → ）

B4.1，G5.1→B5.1（→）B6.1 

【文献からの知見】 

『第２次取りまとめ』では、スメクタイトのγ線照射試験では影響が

小さいことを述べている。また、ガラス固化体から浸出し、収着さ

れた核種のα崩壊の影響については、崩壊による反跳核の影響

で、結晶構造の変化や収着特性に影響を及ぼす可能性が指摘さ

れているが、影響を受けるスメクタイトは多くても数％程度と推定

されることや、損傷による変質物質が収着性能を有することなど

から、核種移行/物質移動に有意な影響を与えることはないとして

いる。緩衝材以外の周辺人工バリア材への影響は『第２次取りま

とめ』には述べられていない。(参照 FEP：B5.1) 

【諸外国の判断の現状】 

『フランス Dossier2005』によると、具体的な影響の記述は見られな

い。『スウェーデン SR-Can TR-06-18』によると、ベントナイトが曝

される線量はモンモリロナイトの濃度変化を及ぼすほどではない

としている。 

【JAEA による判断】 

『第２次取りまとめ』等より、オーバーパックによる遮蔽効果も合わ

せ、緩衝材の放射線影響は小さいと考えられる。 

D（OP 早期破損）:オーバー

パックが早期破損した場合

であっても、放射線影響が、

核種移行/物質移動に有意

な影響を与えることはないと

している。 

 

D(1,000 年以降の破損)：核

種崩壊に伴う放射線分解の

影響は少なく、安全評価上

有意ではないと考えられる。 

B5③：核種の放射性崩壊

に起因した地下水への放

射線が、緩衝材中でのコ

ロイド形成に影響を及ぼ

す可能性。＜放射線，化

学＞G5.1→B5.1→B5.2→

B4.7 

【文献からの知見】 

スウェーデンのM. Holmboeらは、人工バリアに用いられるベントナ

イトの放射線照射による影響を確認するため、Cs-137 ガンマ線源

（0～53kGy）を用いた Na 型モンモリロナイトのコロイド粒子の凝集

速度に及ぼす影響を調べた。その結果、照射によりコロイドの持

続性が増していることが示されている。それは、水の放射線分解

によってコロイド粒子の表面電位が増加し、コロイド状ベントナイト

粒子が安定的に水中 で分散 する た め で あ る と し て いる 。

『NUMO-TR-11-01』によると、ガラス固化体からは中性子線とγ

線が照射されているが、オーバーパックの遮へい効果によりγ線

の方が影響は大きく、オーバーパック表面におけるγ線の線量

は、オーバーパックの厚さに依存するが、数 10 mGy/h 程度として

いる。（参照 FEP：B5.2） 

【JAEA による判断】 

放射線によるコロイド形成への影響が考えられるが、ガラス固化

体 50 年冷却後のオーバーパック外側表面の放射線量は約

0.0027Sv/h であるとの報告もあり、オーバーパックが健全な場合

は緩衝材内部では、放射線によるコロイド形成に対する影響はほ

とんど無いと考えられる。 

B（OP 早期破損）:オーバー

パックが早期破損した場合、

放射線によるコロイド形成の

可能性がある。 

 

Ｄ(1,000 年以降の破損)：核

種崩壊に伴う放射線による

コロイド形成の影響は少な

く、安全評価上有意ではない

と考えられる。 
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表 3.2-1～表 3.2-3 の理解の現状についての結果から、各人工バリア材に対する JAEA の判断

は、下記のように記述されている。 
 還元能力は放射線分解の影響を考慮しない場合に比べ 10%程度失われるものの、地下水

中の還元雰囲気は維持されると考えられる。また、地下水の放射線分解によるガス発生

については、炭素鋼腐食による水素ガスの発生に比べれば無視できる程度と考えられる。 
 核種崩壊に伴うα線が、ガラス固化体の化学特性に影響を及ぼすことが考えられる。し

かし影響は小さいと考えられる。緩衝材への放射線の影響について検討が必要と考えら

れるが、影響は不明である。 
 腐食生成物中における放射性核種からの放射線により生成した水素ガス、酸化性化学種

等が、腐食生成物中の地下水化学に影響を及ぼす可能性が考えられる。しかし、酸化剤

が生じたとしても、十分な量の還元物質（腐食生成物、地下水中の還元物質等）が存在

し、還元性雰囲気が保たれると考えられる。 
 酸化剤が生じたとしてもオーバーパック腐食による還元剤の供給により核種移行/物質

移動に及ぼす影響はほとんどないものと考えられる。 
 『第２次取りまとめ』等より、オーバーパックによる遮蔽効果も合わせ、緩衝材の放射

線影響は小さいと考えられる。 
 放射線によるコロイド形成への影響が考えられるが、ガラス固化体 50 年冷却後のオーバ

ーパック外側表面の放射線量は約 0.0027 Sv/h であるとの報告もあり、オーバーパックが

健全な場合は緩衝材内部では、放射線によるコロイド形成に対する影響はほとんど無い

と考えられる。 
 
これらの判断をまとめると、「放射線が地下水の組成を変化（酸化還元反応、ガス発生等）さ

せる可能性」、「放射線が緩衝材に対し放射線影響を及ぼす可能性」、「放射線が緩衝材中でのコ

ロイド形成に影響を及ぼす可能性」はあるものの、いずれの可能性も放射能の高いオーバーパ

ック（以下、OP）の早期破損時を前提とする限定的なものであり、早期破損時であっても「地

下水組成変化、コロイド形成への影響の可能性が残される、または現在の知見では不明」にと

どまっていた。 
廃棄体 1 体あたりの放射能が高いガラス固化体であっても、緩衝材自体への影響は OP が健

全な時点では小さく、早期破損時においては不明と判断されている。デブリの場合には OP 早

期破損時に廃棄体と地下水とが接触するが、α線は緩衝材に到達する前に地下水に影響すると

考えられる。このことから他の放射線の影響も含め、デブリ廃棄体による放射線は、OP 早期

破損時のみ地下水組成変化、コロイド形成への影響の可能性が残されるものと考えられる。 
 
ガラス固化体と異なるデブリ固有の重要な要因として、デブリ廃棄体内（OP 内）ではガス

発生の可能性が高いことが挙げられる。この要因と OP 製造における欠陥とその見逃し、デブ

リ内水分除去不足の見逃し等の要因が重なった場合、OP 早期破損となるシナリオが想定され

る。さらに、OP 早期破損が発生した場合にはそれに引き続き、ガラス固化体の場合と同様に

地下水組成の変化、コロイドの形成へ連鎖するシナリオが想定される。 
これらのことから、本年度の検討の端緒として、燃料デブリのインベントリを対象とした予

察的な OP 早期破損シナリオに基づく影響評価を実施することとした。 
 
（2） OP 早期破損影響解析 
本解析は仮想燃料デブリ Ver.1 設定前に実施したため、下記のように核種インベントリおよ
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び廃棄体からの核種放出挙動の設定を行った。 
福島第一原子力発電所 1 号機から 3 号機に存在すると考えられている燃料デブリ全量の放射

能インベントリ（表 3.2-4）がガラス固化体のキャニスタ 1 本に収納されているとした。また、

緩衝材は 70 cm 厚さで金属容器を取り囲み、表 3.2-5 に示すように、金属容器の寿命を 100 年、

1,000 年、4,000 年の 3 ケース設定した。また、処分施設の水質は降水系とした。なお、放射能

インベントリは、福島第一原子力発電所 1 号機から 3 号機まで事故時に炉内に装荷されていた

核燃料に対する燃焼計算(17)の 50 年冷却後の値を引用するとともに、事故時に大気、海洋、滞

留水中へ放出された核種量を公開文献に基づき特定し、放出によるインベントリの減少を可能

な限り考慮した。Se-79 及び系列核種は放出に関する情報が得られなかったため、放出による

インベントリの減少はないものとした。一方、Cs-135 の放出割合については、Cs-137 の大気・

海洋放出(18)、滞留水への放出量(19),(20)に関する情報に基づき設定した。 
 

表 3.2-4 核種インベントリ 

 
 

表 3.2-5 解析ケース一覧 

 
 
 
図 3.2-2 に Cs-135 の人工バリアからのフラックスの容器破損による違いを示す。Case1F-A

では 100 年の OP 破損直後から Cs-135 の人工バリアからの移行フラックスが上昇する。1,000
年程度でピークを示し、6 万年程度まで放出が継続する。 

Case1F-B、Case1F-C では 1,000 年、4,000 年の OP 破損直後から Cs-135 の人工バリアからの

移行フラックスがそれぞれ上昇している。フラックス上昇の開始時期が 900 年、約 400 年それ

ぞれ平行移動しただけで、Case 1F-A と比較してピークフラックス値に差異はない。 
 

50.0YR 大気 海洋 滞留水 炉内残留 50.0YR

Cs135 3.28E+12 0.9 0.5 36.6 62.1 2.04E+12

Cs137 2.21E+17 0.9 0.5 36.6 62.1 1.37E+17

Se79 2.50E+11 100.0 2.50E+11

Cm245 9.59E+11 100.0 9.59E+11

Pu241 7.38E+16 100.0 7.38E+16

Am241 2.50E+16 100.0 2.50E+16

Np237 2.04E+12 100.0 2.04E+12

Pa233 2.04E+12 100.0 2.04E+12

U233 4.79E+08 100.0 4.79E+08

Th229 2.07E+06 100.0 2.07E+06

Ra225 2.07E+06 100.0 2.07E+06

Ac225 2.07E+06 100.0 2.07E+06

：データがないが、同位体核種と同じ放出割合と仮定

残留量（Bq）

4n+1

割合（％）

初期インベン

トリ（Bq）

非系列

ケース 金属容器の寿命
case1F-A 100y
case1F-B 1000y
case1F-C 4000y
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図 3.2-2 Cs-135 の人工バリアからの移行フラックスの経時変化 

 

 
図 3.2-3 Se-79 および 4n+1 系列核種の人工バリアからの移行フラックスの経時変化 

 
図 3.2-3に Se-79 および 4n+1系列核種の人工バリアからのフラックスの容器破損時期による

違いを示す。Se-79 は、Cs-135 と比較して早いピークを示し、2 万年程度まで放出が継続するが、

OP 破損時期の違いによる移行フラックスの傾向は Cs-135 と同様であった。 
4n+1 系列核種は、OP 破損後 700 年程度を経過して人工バリアからの移行フラックスが立ち

上がる。緩衝材中では溶解度制限にかかることはなく、拡散に支配され、Ra-225 は 10 万年程

度でピークを示し、200 万年程度まで放出を継続する。3 ケースでピークフラックス値に差異は

ない。 
上述のように本解析では予察的に燃料デブリを地層処分した場合の核種移行解析を金属容器

の寿命（閉じ込め機能喪失時期 100 年、1,000 年、4,000 年）をパラメータに Se-79, Cs-135 及び

4n+1 系列核種を対象に実施したが、人工バリアからの移行フラックスの上昇時期に変化がみら

れるだけであった。 
今回は予察的な解析としたため、仮想デブリ Ver.1 のインベントリではなく、4n+1 系列核種

のみ、地下水水質は降水系と設定したが、4n+1 系列以外の核種を含めたインベントリの設定や

地下水水質の違いに応じた条件を加えたりして解析を進めて行く必要がある。また、燃料デブ

リの性状、特に溶解速度を考慮せず、容器破損と同時に緩衝材最内部のコンパートメントに全

核種を与えるという仮定で解析を行っているため、燃料デブリからの核種の溶出率等のデータ

は適用されていない。今後の課題として、溶出率等のデータが充実されてきた場合にはこれら

のデータを適用することによって、人工バリアからの放出フラックスも変化することが想定さ

れる。 

Cs-135
Case1F-A Case1F-B Case1F-C

Se-79
Case1F-A Case1F-B Case1F-C

4n+1
Case1F-A Case1F-B Case1F-C
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OP 破損時にガスが緩衝材中に放出された場合、放出状況によっては緩衝材の物理的構造を

破壊し、核種の移行抑制性能の劣化を引き起こす可能性も想定される。また、地下水の化学組

成変化による溶解度、分配係数等の核種移行パラメータも変化するため、これらを含めた広範

囲なパラメータの影響を検討する必要がある。この課題への対応のひとつとして、多くのパラ

メータを対象としてそれらの影響を総合的に判断できる感度解析が有効であり、その結果から

は、今後のシナリオ設定の絞り込みなどへフィードバックするために有益な情報が得られるも

のと考えられる。そのため、核種移行への影響を感度解析によって予察的に実施することとし

た（第 6 章 3 節）。 
 

3.2.3  処分場閉鎖後 10 万年以上の長期にわたる人工バリアの変質挙動 
（1） 10 万年以降のシナリオ設定の判断ポイント 
処分場閉鎖後 10 万年以上の人工バリア（OP と緩衝材）の変質挙動を評価する必要性を判断

する際のポイントとして、逆説的に、評価の必要のない状況となる条件について検討し、下記

の結果を得た。 
 A) 10 万年までに人工バリアからの核種フラックスがピークを過ぎ、ほぼゼロまで低下 
 B) 10 万年までに人工バリア材の安全機能がほぼ完全に喪失 
すなわち、A の場合には、核種がほぼ全て人工バリア領域外に移動してしまっているので、

10万年以降の人工バリアの変遷挙動の状態に核種移行は影響されない。同様に、Bの場合には、

OP の浸出抑制機能と緩衝材の移行抑制機能の両機能が既に喪失しているので、人工バリアの

変遷挙動を 10 万年以降も評価する合理的必要性は見出しにくい。ここで、合理的必要性とは、

10 万年以降に緩衝材の性能が向上する可能性はあるものの、それを評価に採り入れることに対

して保守性の観点から合理的な必要性は低いことを意味する。 
したがって、10 万年以上の人工バリアの変遷挙動についてシナリオ設定する必要性が生じる

場合は、「A∪B であること」の対偶に相当する「10 万年時点で、核種の一定割合（例えば少な

くとも半分以上）が人工バリア内に存在し、かつ、浸出抑制・移行抑制の何れかの機能が喪失

していない場合」になると考えられる。そこで、上記「」内の状態が、これまで実施した人工

バリア変遷に関する影響解析の結果において、どのようになっていたのかを検討し、シナリオ

設定に関する情報を抽出することとした。 
 

（2） HLW 地層処分における適用性調査 
前事業（地層処分の安全審査に向けた評価手法等の整備）では、平成 25 年度に海水系地下水

を対象として、人工バリアの設計条件である緩衝材厚さ、緩衝材乾燥密度、支保工厚さ、ベン

トナイト－珪砂混合率のパラメータを系統的に変化させ、人工バリアの変質解析、およびその

結果にリンクさせた人工バリア内の核種移行解析から、人工バリアから放出される核種移行フ

ラックスの経時変化を求めた。特に、人工バリアの設計がリファレンスケースの場合について

は、海水系と降水系との比率を変えて混合させた地下水組成の場合についても解析を実施した
(13),(14)。また、平成 26 年度には降水系地下水を対象として、平成 25 年度の人工バリアの設計条

件を踏襲したケースを設定して、人工バリア変質－核種移行リンケージ解析を実施し、各パラ

メータの変化に対する人工バリアの安全機能や核種移行フラックへの影響について調べた
(15),(16)。 
平成 25、平成 26 年度を合わせ、人工バリア変遷解析を全 46 ケース、その内核種移行解析を

26 ケース引き続き実施した。Se-79 については、全 26 ケースで 10 万年までに核種が人工バリ

ア外へ移動する結果となった。代表的なフラックスの変化として、図 3.2-4 にリファレンスの



- 3-11 - 
 

人工バリア設計に対し、地下水水質を海水系－降水系の比率を変化させて設定したケースの結

果を示す。他の 25 ケースについても同様に、10 万年までに人工バリアからのフラックスが大

幅に減少している結果となった。この結果を踏まえると、10 万年以降の人工バリア変質挙動に

関するシナリオ設定の必要性は低いと判断できる。 
 

 
図 3.2-4 Se-79 の人工バリアからの移行フラックスの経時変化 

（降水系：海水系の比率が、ケース 1＝100:0、ケース 2＝0:100、ケース 3＝30:70、 
ケース 4＝50:50、ケース 5＝70:30、ケース 6＝99:1） 

 
Cs-135 については、地下水水質を海水系－降水系の比率を変化させて設定したケース（図 

3.2-5 左）、降水系地下水で支保工厚さを変化させたケース（図 3.2-5 右）のみで、10 万年以降

も人工バリアからのフラックスがわずかに継続するケースが存在した。このうち、最も 10 万年

時のフラックスが高い 26P のケースであっても、ピークフラックスよりも 1 桁少ない値であり、

フラックスの経時変化から核種の大部分が既に人工バリア外へ移動していることを踏まえると、

10 万年以降の人工バリア変質挙動に関するシナリオ設定の必要性は低いと判断できる。 
 

 
図 3.2-5 Cs-135 の人工バリアからの移行フラックスの経時変化 

（左図のケース名は図と同じ。右図の支保工厚は Case1：60cm、22P：50cm、 
23P：40cm、24P：30cm、25P：20cm、26P：10cm） 

 
4n+1 系列核種を代表して Np-237 については、全ケースでフラックスが数百万年まで継続し

た。一例として海水系地下水で支保工厚さを変化させたケースを図 3.2-6 に示す。フラックス

の経時変化から、核種の大部分は 10 万年時点で人工バリア内に留まっていることを踏まえると、

10 万年以降の人工バリア変質挙動に関するシナリオ設定の必要性は高いと判断できる。 
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図 3.2-6 Np-237 の人工バリアからの移行フラックスの経時変化 

（支保工厚は、ケース 1＝60cm、ケース 22＝50cm、ケース 23＝40cm、 
ケース 24＝30cm、ケース 25＝20cm、ケース 26＝10cm） 

 
これらの検討結果をまとめると、ガラス固化体を対象とした高レベル廃棄物の地層処分にお

いては、OP 寿命が解析上の現設定である 4,000 年の場合、Se-79、Cs-135 は 10 万年以上の長期

にわたる人工バリアの変質挙動のシナリオ設定には影響されず設定の必要性は低いこと、

Np-237（4n+1 系列核種）は設定の必要性を検討する意義があることが明らかになった。 
 

（3） 燃料デブリへの適用性の検討とシナリオ対応 
ここで、ガラス固化体と燃料デブリとの相違を踏まえ、上記結果を再検討すると、以下のよ

うな要因が抽出される。 
・ スウェーデンにおける安全評価でキャニスタに対する安全機能指標基準として設定され

る 100 万年の閉じ込め機能のように、OP（廃棄体容器）の寿命を延ばす措置が取られた

場合、あるいは効果的な人工バリアの設計、適切な天然バリアの選定により、結果的に

OP 寿命が現設定と比較して大幅に伸びた場合、Se-79、Cs-135 であっても人工バリアか

らのフラックスが 10 万年以降も継続する可能性がある。 
・ ガラス固化体の溶解モデルと燃料デブリの溶解モデルとが異なる場合、より長期にわた

り廃棄体から放射性核種の溶出が継続する可能性があり、その場合には Se-79、Cs-135 で

あっても人工バリアからのフラックスが 10 万年以降も継続する可能性がある。 
・ 図 3.2-6 の 4n+1 系列のフラックスの変化について示されているとおり、10 万年以降のフ

ラックスは 10 万年以前のフラックスの値を引き継ぐようにして継続している。この原因

は、現在のパラメータ設定が「10 万年時の人工バリアの変遷に関する設定をそれ以降も

継続させる」こととなっているため、10 万年時点での変遷状態における緩衝材の固相中

組成、液相中組成に基づき設定された核種移行パラメータが 10 万年以降も継続して解析

に使用されるためであるが、この設定方法が合理的か、についての検討が必要である。 
 
最初の 2 つに対しては、3.2.2 で述べたように、溶解速度、OP 寿命の不確実性を含めたパラ

メータを対象とした感度解析が、今後のシナリオの絞り込みやパラメータ設定の検討に有効で

あると考え、予察的な解析を実施することとした（第 6 章 3 節）。 
 
一方、10 万年時の緩衝材の状態設定を継続させることの合理性を検討するためには、10 万年

時点で緩衝材性能が喪失したとするシナリオ設定を行い、これら 2 つの設定で 10 万年以降の人

工バリアからのフラックスにどの程度の違いがあるのかについて影響解析を行うことが有益と
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考えた。この解析を実施するため、性能が喪失した緩衝材の性能設定について検討した。 
現在の人工バリア変遷解析連成コード（MC-BUFFER）に組み込まれている要素モデルの個々

の適用性限界などを総合的に考慮すると、10 万年時点の計算結果に含まれる不確実性の大きさ

を保守的に捉えた場合、「10 万年時点で有効モンモリロナイト密度はゼロにまで低下」とする

ことには一定の合理性はあると考えられる。有効モンモリロナイト密度をゼロととすることは、

透水係数や核種移行パラメータの設定に反映させるため、劣化した緩衝材の透水係数は、1.2
×10-7 m/s に温度の補正項を乗じた値を設定し、47℃の場合には、2.16×10-7m/s となる。また、

拡散係数は、47℃の自由水の拡散係数と初期の緩衝材間隙率 0.4 とから、2×10-10 m/s2を設定す

る。分配係数は、主要な収着鉱物であるモンモリロナイトが消失したことから、保守的にゼロ

と設定する。また、緩衝材中の溶解度は、外部地下水の pH、Eh に対する値を設定する。以上

をまとめると表 3.2-6 となる。 
 

表 3.2-6 緩衝材の性能が喪失した状態における設定 
設定項目 緩衝材の性能が喪失した状態における設定 

有効モンモリロナイト密度 ゼロ 
間隙率 初期間隙率である 0.4 

透水係数 
有効モンモリロナイト密度ゼロの 47℃時の値である

2.16×10-7 m/s 

核種拡散係数 
47℃の自由水の拡散係数と間隙率 0.4 から 
2×10-10 m/s2 

核種分配係数 ゼロ 
pH 外部地下水と同値（降水系 8.5、海水系 8） 
Eh 外部地下水と同値（降水系-280 mV、海水系-300 mV） 

核種溶解度 外部地下水の pH、Eh に応じて設定 

 
以上の検討に基づき、予察的解析のための設定として、下記の 2 ケースを検討することとし

た。すなわち、 
・10 万年時の緩衝材の状態設定を 10 万年以降も継続させる 
・10 万年時の緩衝材の状態設定をその時点で喪失（有効モンモリロナイト密度をゼロとする

などを設定）とする 
これらのシナリオ設定の違いによる影響解析の体系、設定、結果については 6 章 2 節にて詳

述する。 
 

3.2.4  廃棄体からの発熱 
（1） HLW 地層処分における発熱影響 
廃棄体からの発熱が高い状態で埋設した場合、廃棄体外側の緩衝材温度が高温となり、緩衝

材の各種安全機能に悪影響を及ぼす。このため、ガラス固化体の場合には、ガラス固化体の間

隔や処分坑道の間隔をパラメータとして、熱伝導解析を実施し、ガラス固化体の発熱による周

辺緩衝材温度を求めている。 
第 2 次取りまとめ(21)によると、熱伝導解析を実施する前に、空洞安定性からの制限として、

隣接する処分坑道または処分孔どうしが有意な力学的影響を受けない処分坑道離間距離または

処分孔間隔が確保される必要性について検討を実施している。その結果、図 3.2-7 に示す処分
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孔竪置き方式の処分体系に対する解析に基づく坑道離間距離および処分孔間隔は、 
・処分坑道離間距離＝2D（硬岩系岩盤）、＝2.6D（軟岩系岩盤）、 

ここで D：処分坑道直径＝5 m、 
・廃棄体ピッチ＝2d（硬岩系岩盤）、＝3d（軟岩系岩盤）、 

ここで d：処分孔径＝2.22 m、 
であった。 
 

 
図 3.2-7 坑道安定性のための処分孔、ガラス固化体の配置(21) 
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図 3.2-8 坑道安定性を考慮したガラス固化体、坑道の配置(21) 
 
熱伝導解析は、坑道安定性の観点から求められた図 3.2-8 に示した最も廃棄体の充填密度が

高くなる体系で実施している。すなわち、上記間隔で、3 次元体系の熱伝導解析が有限要素法

汎用解析コード FINAS により実施された。ここで、ガラス固化体の処分時の発熱量 350 W/本、

鉛直方向は地上までと廃棄体以深200mの範囲、地表15℃、地温勾配3℃/100m、処分深度1,000m、

水平方向は廃棄体を原点として離間距離/2 と廃棄体ピッチ/2 の面を断熱境界に設定している

（図 3.2-9 参照）。熱伝導解析の結果、緩衝材中の最高温度は 100℃以下であった。最も温度の

上昇した硬岩系の場合でも、最高温度 80℃強であり、定置後 10～20 年で到達していた。 
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図 3.2-9 熱伝導解析の 3 次元体系(21) 
 

（2） デブリ廃棄体に対するシナリオ設定 
ガラス固化体と同じ処分孔竪置き方式の処分体系にてデブリ廃棄体を処分する限り、デブリ

の方が発熱量は小さいため（仮想デブリ Ver.1、事故後 50 年、42W/本）、緩衝材の最高温度は

100℃を超えない。また、空洞安定性を担保するためには、上記体系以上に高密度の体系となる

処分設計は不適切になるため実現できないと考えられる。 
 

表 3.2-7 処分孔竪置き方式、横置き方式における処分坑道、廃棄体の間隔(21) 
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一方、処分孔横置き方式の処分体系は、処分孔竪置き方式と比較して空洞安定性を満たす棄

体の配置をより高密度にすることが可能である（表 3.2-7）。これによれば、処分孔横置き方式

では竪置き方式と比較して、処分坑道離間距離は約 2.3 倍、廃棄体ピッチは 1.4 倍（～軟岩系で

は 2.1 倍）高く配置することが可能なことが示されている。しかしながら、この配置で熱伝導

解析を実施した結果からは、緩衝材の最高温度が、硬岩系で約 165℃、軟岩系で約 135℃まで上

昇することが示されている。これを踏まえ、ガラス固化体の場合には、処分孔横置き方式の場

合には、処分坑道離間距離と廃棄体ピッチの間隔を調整し、緩衝材の最高温度が 100℃を下回

る配置を検討している。燃料デブリの場合にはガラス固化体よりも発熱量が低いため、横置き

方式の最も充填密度が高い配置であっても緩衝材の最高温度が 100℃を超えない可能性はある

と考えられるものの、緩衝材の最高温度の変遷がこれまでガラス固化体で想定していた温度変

遷に近くなることも想定される。 
以上の検討を踏まえると、処分孔竪置き方式の場合には、坑道安定性が満たされる最大の充

填密度でガラス固化体を配置した場合でも、緩衝材の最高温度は 100℃を超えないものの、現

状でのデブリの性状調査等に基づく不均一性を考慮すると、デブリ廃棄体の発熱をガラス固化

体並みとするシナリオ設定は妥当と考えられる。一方、処分坑横置き方式の場合には、坑道安

定性が満たされる最大の充填密度でガラス固化体を配置した場合、緩衝材の最高温度は 100℃
を超えるものの、平均的なデブリ廃棄体であれば、高密度で処分した場合でも緩衝材の最高温

度が 100℃を超えず、ガラス固化体のリファレンスケースの温度変遷程度に収まるとするシナ

リオ設定は妥当と考えられる。なお、デブリ廃棄体 1 本あたりの発熱量は、廃棄体の大きさ、

各種のデブリ廃棄物に対する処理方法、廃棄体の構造（特に断熱性の高い気体部分の量や分布）

などによる不確実性が大きく、今後の進展によりシナリオの絞り込みが進むと推察される。 
これらのことから、デブリ廃棄体を処分した場合の緩衝材の最高温度の変遷は「ガラス固化

体リファレンスケース相当～処分時に既に地温相当まで低下」の範囲の想定ができる。したが

って、予察的解析のための設定として、この範囲の両端に相当する 2 ケースを検討することと

した。すなわち、 
・ これまでのガラス固化体の発熱による緩衝材温度変遷を踏襲したケース 
・ 処分深度の地温（47℃）一定とするケース 
これらのシナリオ設定の違いによる影響解析の体系、設定、結果については 6 章 2 節にて詳

述する。 
 

3.2.5  海水成分、セメント成分等の溶出による処分環境への化学的影響 
（1） セメント成分 

2 章の検討から、格納容器下部に落下した溶融燃料は、コンクリート基礎とコア・コンクリ

ート反応（MCCI：Molten Core Concrete Interaction）を引き起こす。コンクリートは、MCCI の
影響を受けることで下記の鉱物が生成する。 

 CaAl2Si2O8（灰長石・anorthite） 
CaSiO3（硅灰石・wollastonite） 

灰長石は長石グループの鉱物で、カルシウムに富む斜長石であり曹長石（NaAlSi3O8）と連続

固溶体をつくり、火成岩や変成岩に普通に含まれる造岩鉱物である。また、硅灰石は石灰岩に

花崗岩などのマグマが貫入してきた際、その接触部付近にできるスカルン鉱物で、方解石

（CaCO3）中のカルシウムとマグマ中のケイ酸が反応してできる。なお、2 章の調査結果から、

(U, Zr)O2+SiO2、(U, Zr)SiO4が、それぞれ酸化物の MCCI 生成物、ケイ酸塩の MCCI 生成物とし

て発生することが示されているが、これらは放射性核種のインベントリとして扱う方が適切と
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考え、本検討では鉱物としての扱いが可能な灰長石、硅灰石を化学的な影響の対象とすること

とした。 
MCCI 生成物を格納容器底部等から回収する際には、確実に廃棄物を全量回収するため、

MCCI 生成物周囲の MCCI の影響を受けていないコンクリート部分を含めて回収することが考

えられる。また、MCCI 生成物や燃料デブリが周囲のコンクリート部分に飛散した場合にも、

同様に確実に回収する必要から、熱の影響を受けていないコンクリート部分も含めて回収する

ことが考えられる。このため、廃棄体に MCCI 生成物とともにセメント成分が混入する可能性

をシナリオとして排除することは難しいと思われる。 
今年度は、廃棄体に封入される MCCI 生成物の量が増加するとともに、セメント成分も増加

するシナリオを想定し、下記の 3 ケースを設定することとした。すなわち、 
・ 廃棄体に MCCI 生成物の混入なし（＝ガラス固化体と同じ設定） 
・ 廃棄体に MCCI 生成物 15％、普通セメント 15％が混入 
・ 廃棄体に MCCI 生成物 30％、普通セメント 30％が混入 
これらのシナリオ設定の違いによる影響解析の体系、設定、結果については 6 章 2 節にて詳

述する。 
 

（2） 海水成分 
2 章の検討から、海水により冷却されたことによる溶融体と海水との反応で、圧力容器内に

海水塩との反応物質（(Na, Ca)UO4-x）が生成し、廃棄体に含まれる可能性がある。しかしなが

ら、この反応物質は、U 酸化物の塩析物であり、デブリの溶解挙動として U の溶出速度という

観点において(U, Zr)O2、UO2、U3O8等との相違がある場合、その量や特性が大きく影響する可

能性は高いものの、直接人工バリアの変質への影響を与える可能性については現時点では不明

であるため、本年度の検討の範囲外とした。 
一方、海水塩の成分が析出物となり廃棄体に混入する可能性については上記と異なり、直接

的に人工バリアの変質への影響を与える可能性がある。この場合、海塩析出物が、燃料集合体

の溶解時の高温の影響の有無で組成が異なる可能性がある。 
海塩析出物が高熱（～1500℃）の影響を受けている場合には、海水中の塩成分である、NaCl、

MgCl2、KCl については蒸発、MgSO4、CaSO4については MgO、CaO に変化する。CaO につい

ては、水との反応により Ca(OH)2となる。 
一方、海塩析出物が高熱の影響を受けていない場合には、 NaCl、MgCl2、MgSO4、CaSO4、

KCl または Mg(OH)2、MgCO3、Ca(OH)2、CaCO3 などの成分はそのままデブリ等に付着した状

態で存在する可能性がある。海塩析出物は、燃料デブリ取出し時や廃棄物容器への収納時に一

部が取り除かれたり、何らかの処理の過程で分解されたりする可能性はあると考えられるもの

の、廃棄体に混入するシナリオを完全には否定できない。混入した場合には、海塩析出物が廃

棄体から溶出し、緩衝材領域に移動することにより、緩衝材性能に影響する可能性がある。 
本年度は、非常に予察的ながら、廃棄体内部からでは無く、外部地下水からの影響として、

降水系地下水と海水成分を含む降水系地下水を想定した地下水として海水系地下水の 2 つの地

下水を対象として支保工を設けず直接的に緩衝材と接触する場合における緩衝材への変質挙動

の影響解析として下記の 2 ケースを設定した。 
・ 緩衝材と降水系地下水とが直接接触する体系設定（支保工無し） 
・ 緩衝材と海水系地下水とが直接接触する体系設定（支保工無し） 

これらのシナリオ設定の違いによる影響解析の体系、設定、結果については 6 章 2 節にて詳述

する。
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3.3  燃料デブリ特有の特性を踏まえた予察的解析 
3.3.1  水の放射線分解等によるガス発生 
（1） 背景・目的 
（a） 背景 
放射性廃棄物の地層処分における安全評価では、施設内で種々の要因によって発生するガス

のバリア性能への影響が検討されている（第 2 次取りまとめ, 1999(1)(2); Rodwell et al., 1999(3); 
Rodwell, 2000(4); Rodwell et al., 2003(5); 第 2 次 TRU レポート, 2005(6); 原環センター, 2015(7)）。一

般に、地層処分の文脈におけるガス発生の要因とその主なガスの種類として、還元性環境下に

おける金属の嫌気的腐食による水素ガス、有機物の微生物分解によるメタン及び二酸化炭素、

水の放射線分解による水素ガス、が挙げられる。 
これらの発生したガスによる影響として、ヨーロッパを中心としたガス発生・移行に関する

国際プロジェクト（joint EC (DG XH) and NEA project: Rodwell et al., 1999(3)、FORGE: Shaw, 2015(8)）

では、廃棄物容器の加圧、地下水フラックスへの影響、母岩の物質移行特性への影響、処分場

の埋め戻し材及びシール材への影響、放射性ガスの放出といったことが懸念されている。この

うち特に、人工バリアとして低透水な材料、つまり、ベントナイト緩衝材を使用する場合には、

その透気性も非常に低いため、廃棄体から発生したガスが施設内に蓄積し、その蓄圧によって

人工バリアや周辺岩盤が力学的な損傷を受ける可能性があること、放射性核種に汚染された間

隙水が押し出されて直ちに施設外へ流出する可能性や、放射性核種を含むガス（放射性ガス）

が地表に到達し直接的被ばくをもたらす可能性もあることから、放射性廃棄物処分の安全評価

では、ガス発生の影響を定量的に評価することが重要であるとされる（藤山ほか、2008）(9)。 
HLW の地層処分に関して、第 2 次取りまとめ(1)(2)では、炭素鋼オーバーパックの嫌気的腐食

により発生する水素ガスが、オーバーパックと緩衝材の間に蓄積されることで緩衝材の構造を

変化させ、緩衝材の物質移動特性やニアフィールド内の地下水流動を変化させる可能性につい

て検討するため、ガスが緩衝材中の間隙水に溶存し拡散移行するとした解析と、ガス／水の二

相流モデルによるガス移行解析が実施された。その結果、溶存水素の拡散解析では、拡散移行

により移動する水素ガスの割合はガス発生速度に比較して少量であり、ガス発生量のほとんど

が炭素鋼オーバーパックと緩衝材の界面に気相を形成して蓄積されると評価されたものの、ガ

ス移行解析では、ガス発生による間隙圧への寄与は小さく、ガスが岩盤側部へ侵入した後も緩

衝材が水で飽和した状態のままガスが移動するという結果が得られ、炭素鋼オーバーパックの

腐食により発生する水素ガスは、緩衝材や岩盤の構造力学的安定性や核種移行に影響を与えな

いと判断された。 
一方、燃料デブリの地層処分に関しても、HLW と同様に炭素鋼オーバーパックを適用するこ

とで、オーバーパック破損時期までの間、オーバーパック外側でのガス発生やその影響につい

て、HLW と同様の評価をある程度適用可能であるものと考えられる。しかし、燃料デブリの場

合、廃棄物に含まれる水が処理段階で十分に除去されずに燃料デブリ中に残留する可能性が想

定され、オーバーパック内側では、処分直後からオーバーパック破損までの期間においても、

燃料デブリ中や廃棄体容器に含まれる金属の腐食や廃棄物からの放射線による水の分解により、

水素ガスが発生し、オーバーパックを内側から加圧する可能性が懸念される。また、燃料デブ

リでは、U や Pu を処理せずに処分することも想定されるので、使用済燃料と同様に HLW や

TRU 廃棄物に比べて廃棄体 1 本あたりから放出される α 線量が高く(10)、γ 線や β 線が減衰して

しまうようなオーバーパック破損後の地下水との接触時においても、α 線量は十分に減衰しな

いため、水の放射線分解によるガス発生の影響について検討する必要がある。なお、微生物分

解に関しては、廃棄体周辺は高放射線場となることが予想されるため、微生物の活動は抑制さ



- 3-20 - 
 

れ、ガス発生への寄与は小さいものと考えられる。 
 
（b） 目的 
そこで、本年度では、燃料デブリの特性を踏まえて、水の放射線分解等によるガス発生につ

いて、国内外の既往の文献に関する調査を行い、ガス発生のモデル及び評価手法を整理すると

ともに、ガス発生量の試算を行うものとした。また、これらの文献調査及び試算結果に基づき、

想定されるガス影響シナリオの検討を行った。 
なお、燃料デブリの地層処分に関して、その処分概念は現状において未定であるが、第 2 次

取りまとめ (1)(2)のような HLW の処分概念を踏襲する場合、オーバーパックとして炭素鋼、緩衝

材としてベントナイトの使用が想定される。また、燃料デブリには、炭素鋼以外にも、廃棄物

として燃料被覆管などの金属（ジルカロイやインコネル）、廃棄体容器としてステンレスも含ま

れる。なお、ここでは、燃料デブリの固化処理は現状において未定のため考慮しないものとし

た。 
ただし、ガス発生に影響する燃料デブリ特有な擾乱要素として、以下のことが想定されるが、

現状における燃料デブリの性状に関する知見の不足に伴う不確実性のため、本年度の評価では

考慮しないものとした。 
• 燃料デブリに付着した海水に有機物が含まれる場合には、有機物の微生物分解や放射線

分解の可能性がある。 
• コンクリートが含まれているため、コンクリート中に含まれる有機物の微生物分解や放

射線分解が生じる可能性がある。 
また、放射性ガスの直接被ばくに関しては、発生する放射性ガスを C-14 からなるメタン

（14CH4）として評価している第 2 次 TRU レポート（2005）において、すべての C-14 が放射性

ガスとなったとしても、地下水移行による線量値に比較して十分に低い結果が得られており、

その TRU 廃棄物の廃棄体グループ 2（Gr2-C）における C-14 の初期インベントリ 5.0×1014Bq
に対して、燃料デブリにおける C-14 の初期インベントリ 6.72×1011Bq（50 年時点）は十分に低

いことから、本検討では評価対象外とした。 
 
（c） 実施概要 
本年度行った実施項目の概要を以下に示す。 

 
① ガス発生量の試算 
• 本年度は、現状の情報に基づいて、水の放射線分解及び金属の腐食によるガス発生につ

いて、ガス発生速度ならびに発生量の試算を行った。 
 

② シナリオの検討 
• 上記検討をもとに、今後の評価手法の整備・改良や燃料デブリの処分において安全性へ

の影響が懸念される特性及びその影響の連鎖（シナリオ）の抽出に向けて理解の現状を

整理した。 
 オーバーパック内側では、ガスの蓄積による内圧の上昇によって、オーバーパック

が腐食寿命よりも早く破損する可能性（早期破損の可能性）について検討した。 
 オーバーパック外側では、破損前におけるオーバーパック外表面での金属腐食やオ

ーバーパックを透過してきた放射線（γ 線及び中性子線）による分解に伴うガス発生

に加え、破損後におけるオーバーパック内側でそれまでに発生したガスやそれ以降
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に発生するガスに関して、オーバーパックとベントナイト緩衝材の間に蓄積される

ガス圧が人工バリアや周辺岩盤への構造力学的な損傷をもらたす可能性（ガス蓄圧

による力学的影響の可能性）や放射性核種で汚染した間隙水を押し出す可能性（間

隙水押出しの可能性）について検討した。 
 
（2） ガス発生量の試算 
（a） ガス発生量算定の前提 
ガス発生量算定の前提として、オーバーパック内側及び外側に対して、次の現象を考慮した。 

• OP 内側 
 水の放射線分解：γ 線、中性子線、α 線、β 線 
 金属腐食：炭素鋼（OP）、ステンレス鋼（廃棄体容器）、ジルカロイ（被覆管） 

• OP 外側 
 水の放射線分解：γ 線、中性子線 
 金属腐食：炭素鋼（OP） 

 
（b） 水の放射線分解 
水の放射線分解では、放射性核種からの放射線の作用により、水分子が分解され、水素ラジ

カル（H･）やヒドロキシルラジカル（OH･）などのラジカルが生じ、それらのラジカル同士が

反応することで、水素（H2）及び過酸化水素（H2O2）といった分子状生成物が生じる。 
放射線分解による水素や過酸化水素の収率は、G 値（一般に、100eV あたりの発生量

[molecule/100eV]）を用いて評価することが可能である。 
以下に、水の放射線分解によるガス発生速度に関する評価手法、計算条件、計算結果を示す。 

 
① 評価手法 

ここでは、水の放射線分解によるガス発生速度の計算式及びガス発生速度の評価に必要な吸

収線量の評価手法について、以下に示す。 
 

i)  放射線分解によるガス発生速度の計算式 
放射線分解によるガス発生速度は、廃棄体あるいは模擬間隙水の照射試験によって求められ

た G 値と水または廃棄体の吸収線量率から、以下の式により求めることができる（安藤ほか、

2005(11); NDA, 2010(12)）。 
 

 CMDG
N

VMDGR
A

M
R ×××=

××
×××=

100
]J/eV[10242.6 18

 (3.3-1) 

 

RR  ：放射線分解によるガス発生速度 [m3/y] 
G  ：ガス発生に係る G 値 [molecule/100eV] 
D  ：吸収線量率 [Gy/y=J/kg･y] 
M  ：質量 [kg] 

MV  ：気体 1mol の体積 [= 0.0224 m3/mol atSTP] 

AN  ：アボガドロ数 [= 6.02×1023 molecule/mol] 
C  ：定数 [2.33×10-9 eV･m3/Gy/kg/molecule] 
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ii)  吸収線量の評価手法：γ 線、中性子線 
γ 線、中性子による廃棄物混合体（廃棄物と残留水が混合したもの）及び緩衝材（間隙水を

含む）の吸収線量率は、MCNP Version 5(13)(14)によって求めた。核データライブラリは、光子に

対して MCPLIB84(15)、中性子に対して ENDF/B-VII.1(16)を使用した。 
 

評価体系及び物質組成 
MCNP の計算に使用した評価体系を図 3.3-1 に示す。燃料デブリ容器（ステンレス鋼）の外

側に、厚さ 19cm の炭素鋼オーバーパックがあり、オーバーパックの外側には 70cm のベントナ

イト緩衝材があるものとした。燃料デブリ容器の寸法は、本年度設定した仮想デブリ Ver.1 幾

何形状を基に設定したが、遮へい計算に影響のでない程度に、単純化した（例えば、燃料デブ

リ容器とオーバーパックの間の隙間を除外していること、燃料デブリ容器上部のフィルター類

を除外し空気としていること、など）。また、燃料デブリ容器に含まれる燃料デブリの寸法は、

TMI-2 デブリの加重平均密度（7.60g/cm3）とデブリ全体の質量 146.4kg から、体積 19,262 [cm3]
の円柱形とし、燃料デブリ容器の内寸と同じ半径（17.3 cm）とした場合の高さとして約 20.5cm
を設定した。ここで、デブリ全体の質量は、内藤（2015）(17)による SAMPSON コード解析結果

（全量を合計したもの）におけるデブリの組成（表 3.3-1）を基に、ウラン装荷量 115kg に対

する値として求めたものである。燃料デブリ容器内側の燃料デブリ以外の部分は空気とした。 
計算に用いた仮想デブリ、空気、ステンレス、炭素鋼、緩衝材の組成を表 3.3-2 に示す。仮

想デブリの組成は、SAMPSON コードの解析結果(17)によるデブリの組成（表 3.3-1）に 1kg の

水が均一に混合しているとするものとして求めた。緩衝材は、表 3.3-3 の水を含まない緩衝材

の組成を基に、真密度 2.6g/cm3、間隙率 0.4 として、間隙を水が満たしているものとして設定

した。 
放射線吸収線量を評価する領域として、オーバーパック内側に関しては、1L の水と燃料デブ

リの混合体の吸収線量を求め、外側に関しては、緩衝材の 1cm ごとの領域ごとの吸収線量を求

め、厚さ 70cm の合計線量として求めた。 
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図 3.3-1 MCNP の計算体系 

 
表 3.3-1 デブリの物質組成（SAMPSON による解析結果(17)） 

 
 

190 mm

190 mm

746 mm

オーバーパック
（炭素鋼）

燃料デブリ
（水を含む）

346 mm

1720 mm 1340 mm 1330 mm

20.486 mm

356 mm

燃料デブリ容器
（ステンレス鋼：5mm）

OPの外側に70cmの
緩衝材（ベントナイト）
を配置

空気

デブリ 7.60 g/cm3

元素 Weight %
B10 0.0002814
B11 0.0011325
C12 0.0003885
C13 4.202E-06
O16 0.1201619
Fe54 0.0022305
Fe56 0.0350141
Fe57 0.0008086
Fe58 0.0001076
Zr90 0.0279454
Zr91 0.0060942
Zr92 0.0093151
Zr94 0.00944
Zr96 0.0015208
U235 0.0290655
U238 0.7564895
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表 3.3-2 MCNP の計算で用いた各媒体の組成 

 
 

 

 

 

 

 

 

デブリ（含水） 7.65 g/cm3

元素 Weight %
H1 0.0007592
H2 8.731E-08
O16 0.0060253
B10 0.0002794
B11 0.0011248
C12 0.0003859
C13 4.174E-06
O16 0.1193467
Fe54 0.0022154
Fe56 0.0347766
Fe57 0.0008031
Fe58 0.0001069
Zr90 0.0277558
Zr91 0.0060529
Zr92 0.0092519
Zr94 0.009376
Zr96 0.0015105
U235 0.0288683
U238 0.7513571

ステンレス 7.9 g/cm3

元素 組成比（Weight%）
Fe54 0.0406
Fe56 0.63732
Fe57 0.01472
Fe58 0.00196
C12 0.0004
Si28 0.00461
Si29 0.00023
Si30 0.00015
Mn55 0.01
Cr50 0.00826
Cr52 0.1592
Cr53 0.01805
Cr54 0.00449
Ni58 0.06808
Ni60 0.02622
Ni61 0.00114
Ni62 0.00363
Ni64 0.00093

空気 1.2049E-03 g/cm3

元素 組成比（Weight%）
H1 9.99885E-06
H2 1.15E-09
C12 0.00013
N14 0.76186
N15 0.00283
O16 0.23517

炭素鋼 7.8 g/cm3

元素 組成比（Weight%）
Fe54 0.0579
Fe56 0.90014
Fe57 0.02061
Fe58 0.00275
C12 0.0035
Si28 0.00323
Si29 0.00016
Si30 0.00011
Mn55 0.011
P31 0.00003
S32 0.000028497
S33 0.000000225
S34 0.000001275
S36 0.00000003

緩衝材（含水） 1.96 g/cm3

元素 組成比（Weight%）
H1 0.025895536
H2 2.97833E-06
O16 0.599855364
Na23 0.011516929
Mg24 0.009617669
Mg25 0.001217581
Mg26 0.001340556
Al27 0.068402398
Si28 0.260208106
Si29 0.013218774
Si30 0.008724109
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表 3.3-3 水を含まない緩衝材の物質組成 

 

 
 
線源強度 
燃料デブリ廃棄体 1 本当たりの光子、中性子放出量は、西原ら（2012）(18)による福島第一原

子力発電所の燃料組成評価から、光子、中性子放出量を 1 号機～3 号機について足し合わせ、U
量比（容器保管最大 U 量／1 号機～3 号機の総 U 量）をかけて、燃料デブリ発生から 0 年、50
年、100 年、1,000 年時点に関して算出し、使用した（表 3.3-4、表 3.3-5）。なお、廃棄体への

移行率を考慮し、Cs137 インベントリの 60%に相当する大気放出等による減少分の光子放出量

を差し引いている。 
西原ら（2012）(18)の光子放出量はエネルギーごとに示されているので、それをそのまま使用

した。一方、中性子放出量は核種ごとに示されているため、エネルギースペクトルは以下の通

り設定した。 
自発核分裂による中性子のスペクトルは、MCNP ユーザーマニュアル(14)より、以下の式で表

される。 
 

 Watt fission energy spectrum: p(E) = C exp(−E/a) sinh(bE)1/2. 
Defaults: a = 0.965 MeV, b = 2.29 MeV-1. 

(3.3-2) 

 
また、(α, n)反応による中性子のスペクトルは、ガラス固化体（若杉ほか, 2003）(19)と同じと

仮定し、各放出時点の総発生数で補正して使用した。 
 

緩衝材

ベントナイト
（クニゲルV１）

Si8(Al3.34Mg0.66)

Na0.66O20(OH)4

70wt%

ケイ砂 SiO2 30wt%

緩衝材 1.60 g/cm3

元素 組成比（Weight%）
H 0.0038
O 0.5259
Na 0.0145
Mg 0.0153
Al 0.0859
Si 0.3545
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表 3.3-4 廃棄体 1 個あたりの光子放出量(photon/sec) 

 
※ 西原ら（2012）(18)の全光子放出量から廃棄体 1 個あたりに換算。Cs137 の大気放出等に

よる 0.662MeV 光子（0.575MeV グループ）の減少を考慮。 
 

表 3.3-5 廃棄体 1 個あたりの中性子放出量(neutron/sec) 
(a) 自発核分裂中性子 

 
 

(b) (α, n)反応中性子 

 
※ 西原ら（2012）(18)の中性子放出量から廃棄体 1 個あたりに換算。 

エネルギー（MeV） 0YR 50.0YR 100.0YR 1000.0YR

1.0000E-02 8.1803E+16 9.1369E+12 5.0129E+12 9.0298E+11

2.5000E-02 1.2961E+16 1.3371E+12 6.0243E+11 6.8995E+10

3.7500E-02 1.7421E+16 6.8670E+12 2.1605E+12 7.9510E+09

5.7500E-02 6.9201E+15 5.1577E+12 4.4820E+12 9.9782E+11

8.5000E-02 3.8028E+16 6.4481E+11 2.1593E+11 2.8540E+10

1.2500E-01 3.9094E+16 5.1674E+11 1.4435E+11 1.7598E+10

2.2500E-01 6.0215E+16 5.7753E+11 1.7696E+11 1.1452E+10

3.7500E-01 3.5478E+16 2.5655E+11 7.8778E+10 4.3108E+09

5.7500E-01 6.8507E+16 4.6370E+13 1.4637E+13 4.4701E+09

8.5000E-01 7.6055E+16 1.5917E+11 1.7359E+10 2.4009E+08

1.2500E+00 4.2551E+16 1.4056E+11 8.3445E+09 6.2969E+07

1.7500E+00 1.5854E+16 5.8981E+09 7.5694E+08 2.3898E+06

2.2500E+00 8.2689E+15 1.0458E+06 3.0334E+05 3.7651E+05

2.7500E+00 3.7876E+15 1.7059E+07 1.0444E+07 4.3034E+04

3.5000E+00 1.8648E+15 2.5629E+05 7.0154E+04 3.2569E+04

5.0000E+00 8.8716E+14 1.0927E+05 2.9667E+04 1.3416E+04

7.0000E+00 8.5169E+12 1.2551E+04 3.3739E+03 1.5317E+03

9.5000E+00 1.5020E+09 1.4390E+03 3.8491E+02 1.7533E+02

TOTAL 5.0970E+17 7.1170E+13 2.7538E+13 2.0444E+12

MeV/SEC 2.6217E+17 2.3643E+13 7.5740E+12 8.0105E+10

0YR 50.0YR 100.0YR 1000.0YR

U238 1.3826E+03 1.3826E+03 1.3826E+03 1.3826E+03

PU238 2.7647E+04 2.0584E+04 1.3890E+04 1.3658E+01

PU240 1.5860E+05 1.5874E+05 1.5804E+05 1.4368E+05

PU242 5.4566E+04 5.4568E+04 5.4567E+04 5.4495E+04

CM242 2.2246E+07 3.2577E+03 2.5936E+03 4.2813E+01

CM244 1.4340E+07 2.1159E+06 3.1216E+05 3.4205E-10

CM246 5.4211E+04 5.3860E+04 5.3467E+04 4.6862E+04

CF252 0.0000E+00 0.0000E+00 0.0000E+00 0.0000E+00

TOTAL 3.6889E+07 2.4087E+06 5.9644E+05 2.4671E+05

0YR 50.0YR 100.0YR 1000.0YR

U238 1.1528E+01 1.1528E+01 1.1528E+01 1.1528E+01

PU238 1.6953E+05 1.2622E+05 8.5173E+04 8.3750E+01

PU239 2.3108E+04 2.3341E+04 2.3309E+04 2.2730E+04

PU240 3.0086E+04 3.0113E+04 2.9981E+04 2.7257E+04

AM241 1.8038E+04 2.8954E+05 2.9181E+05 6.9546E+04

AM243 8.1411E+02 8.5730E+02 8.5328E+02 7.8412E+02

CM242 4.5847E+06 6.7133E+02 5.3446E+02 8.8226E+00

CM243 1.2164E+03 3.6054E+02 1.0686E+02 3.3320E-08

CM244 1.1910E+05 1.7574E+04 2.5927E+03 2.8409E-12

TOTAL 4.9469E+06 4.8884E+05 4.3453E+05 1.2062E+05
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iii)  吸収線量の評価手法：α線、β線 
α 線、β 線の吸収線量は、燃料デブリと水の接触形態が不明なため、保守的に水とデブリが

均等に混合しており、全量寄与するものとして、以下の式により算出した。 
 

 ]/[106.1]/[]/)/[(1
][
][]/[ 13 MeVJMeVEBqs

kgm
BqqsGyD −××××= 崩壊崩壊  (3.3-3) 

 

D  ：吸収線量 [Gy/s] 
q  ：α 線の放射能量 [Bq] 
m  ：吸収媒体の質量 [kg] 
E  ：1 崩壊あたりの放出エネルギー [MeV/崩壊] 

 

 
② 計算条件 

i)  G 値 
原環センターによる「平成 19 年度 地層処分技術調査等委託費 TRU 廃棄物処分技術人工

バリア長期性能評価技術開発 報告書（第 2 分冊）－ガス移行挙動の評価－」(20)（以下、「ガ

ス移行挙動の評価レポート」と呼ぶ。）における G 値の文献値リストを参考に、最も保守的な

値となる純水に対する G 値を用いた。本解析で用いた純水に対する G 値を表 3.3-6 に示す。純

水に対する H2の G 値は、ガス移行挙動の評価レポート(20)に記載のあった Wiborgh（1995）(21)

の値を参照した。ただし、中性子線に対する G 値はガス移行挙動の評価レポート(20)に記載がな

いため、Christensen and Bjergbakke（1982）(22)の値を参照した。 
 

表 3.3-6 G 値一覧 
発生 
化学種 

被照射物 放射線種類 
G 値 

文献 
文献値 単位 

H2 純水 γ・β 0.5 molecule/100eV *1 
H2 純水 α 1.5 molecule/100eV *1 
H2 純水 中性子 1.12 molecule/100eV *2 

*1：Wiborgh(ed.), 1995 (SKB TR 95-03)(21) 
*2：Christensen and Bjergbakke, 1982 (SKB TR 82-02) (22) 
 

ii)  吸収線量の計算で使用する廃棄物に含まれる水の初期量の仮想的設定 
廃棄物に含まれる水の量については、現状において情報が得られないため、以下のように仮

想的に設定した。 
 

• 容器 1 本あたりの燃料デブリ全質量 146,000g÷密度 7.6g/cm3=19.2L から、そのうちの 5%
程度の水（含水率 5%）を含むものとし、19.2L×0.05=0.96L から、おおよそ 1L の水が含

まれているものと仮定した。 
• また、この 1L の水が燃料デブリと均等に混合していると仮定した。 
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③ 計算結果 
i)  吸収線量率 

オーバーパック内側における廃棄物混合体（廃棄物と残留水が混合したもの）とオーバーパ

ック外側における緩衝材（間隙水を含む）に対する各放射線からの吸収線量率を燃料デブリ発

生からの期間に対してプロットしたものを図 3.3-2 に示す。ここでは、燃料デブリ発生からの

期間が 50 年のものを処分するものとした。なお、0 年のものが処分されることはないが、参考

として掲載した。 
内側の結果に関して、発生直後の 0 年では β 線及び γ 線の線量が大きいものの、それらは経

時的に減少（50 年で 3 桁以上減衰）し、処分時期として想定した 50 年以降は α 線の線量が大

きく、1,000 年時点では α 線が支配的となり、そのほかの放射線の寄与は無視できる程度に小

さくなる。 
一方、外側に関して、処分時期として想定した 50 年と 100 年では γ 線が支配的であるが、1,000

年では γ 線が減衰し、中性子よりも寄与が小さくなる。なお、本計算におけるオーバーパック

厚さ 19cm での 50 年時点の吸収線量率（およそ 0.08mGy/h）は、第 2 次取りまとめ（1999）(1)

におけるガラス固化体からの放射線による厚さ 20cm のオーバーパック表面での吸収線量率お

よそ 2mGy/h よりも 1 桁程度低い値となっている。中性子に関しても、50 年以降であれば第 2
次取りまとめ（1999）(1)よりも概ね 1 桁程度小さい値となっている。 
内側と外側で比較した場合、外側の方が遮蔽効果により、γ 線による線量は大きく減衰して

いることがわかる。 
 

 
 

  
(a) オーバーパック内側 (b) オーバーパック外側 

図 3.3-2 吸収線量率の計算結果 
 
  

mGy/h
0YR 50.0YR 100.0YR 1000.0YR

γ線 7.84E+08 8.71E+04 2.78E+04 2.47E+02
中性子 3.20E+00 5.32E-01 8.05E-02 2.76E-02
α線 3.40E+06 4.21E+05 3.76E+05 1.11E+05
β線 8.88E+08 3.41E+05 1.02E+05 4.32E+01

mGy/h
0YR 50.0YR 100.0YR 1000.0YR

γ線 1.11E+05 7.65E-02 1.67E-02 2.30E-05
中性子 6.34E-02 4.37E-03 1.52E-03 5.45E-04
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ii)  水の放射線分解によるガス発生速度 
上述の吸収線量率をもとに、式(3.3-1)により求めた水の放射線分解によるガス発生速度を燃

料デブリ発生からの期間の関数（50 年、100 年、1,000 年）として図 3.3-3 に示す。 
内側に関しては、50 年以降すべての期間で α 線によるガス発生が支配的となっている。50 年

時点におけるガス発生速度の合計値 2.54Nm3/y は、第 2 次取りまとめ（1999）(1)におけるオー

バーパック外側での嫌気的腐食によるガス発生速度の最大評価値 2.3×10-1 Nm3/y（腐食速度

10μm/y）よりも 1 桁程度大きい値となった。 
外側に関しては、100 年までは γ 線によるガス発生が支配的であるが、その後減衰し、中性

子線によるガス発生が支配的となる。しかし、合計値でみた場合でも、第 2 次取りまとめ（1999）
(1)におけるオーバーパック外側での嫌気的腐食によるガス発生速度の最小評価値 2.3×10-2 
Nm3/y（腐食速度 10μm/y）と比較しても、十分に小さい値であり、オーバーパック外側では、

水の放射線分解によるガス発生は有意とはならないものと考えられる。 
 

 

 

  
(a) オーバーパック内側 (b) オーバーパック外側 

図 3.3-3 水の放射線分解によるガス発生速度 
 
（c） 金属腐食 
燃料デブリの廃棄体に含まれると想定される金属の種類は、被覆管としてのジルカロイ、構

造材としてのステンレス鋼やインコネル（原子力学会特別専門委員会、2014）(23)であり、処分

時点では、オーバーパックとしての炭素鋼、キャニスタとしてのステンレス鋼が考えられる。 
そこで、以下ではこれらの金属の嫌気的腐食に伴い発生するガスの発生速度を評価した。 
 
① 計算手法 

i)  金属腐食によるガス発生速度の計算式 
表 3.3-7 に示す金属腐食の反応（安藤ほか、2005）(11)から、還元性雰囲気における嫌気的腐

食の場合に、水素ガスが発生することがわかる。 
ガス発生速度の導出に際しては、表 3.3-7 の腐食反応式に基づき、下式を用いて計算した（第

2 次取りまとめ、1999(1)；安藤ほか、2005(11)；NDA, 2010(12)）。 
 

Nm3/y
50.0YR 100.0YR 1000.0YR

内側・γ線 1.31E-01 4.18E-02 3.70E-04
内側・中性子線 1.79E-06 2.71E-07 9.26E-08
内側・α線 1.90E+00 1.69E+00 4.99E-01
内側・β線 5.12E-01 1.53E-01 6.49E-05
合計 2.54E+00 1.89E+00 4.99E-01

Nm3/y
50.0YR 100.0YR 1000.0YR

外側・γ線 6.70E-08 1.49E-08 1.95E-11
外側・中性子線 9.98E-09 3.47E-09 1.25E-09
合計 7.70E-08 1.84E-08 1.27E-09
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 ( )
1000

4.22
2

⋅⋅⋅⋅= iiiiiiH rMRAR r  (3.3-4) 

 

iHR
2
：金属 i による H2ガス発生速度 [Nm3/y]1 

iA  ：金属 i の表面積 [m2] 

iR  ：金属 i の腐食速度 [m/y] 

ir  ：金属 i の密度 [g/m3] 

ir  ：金属 i からの H2発生 mol 比（発生 H2/腐食金属） 

iM  ：金属 i のモル重量 [g/mol] 

 

 
表 3.3-7 金属腐食の反応（安藤ほか、2005）(11) 

金属 プロセス 反応式 
鉄 

（炭素鋼・ステンレス鋼） 
酸化性雰囲気 222 Fe(OH)OHO21Fe →++  

還元性雰囲気 2432 H4OFeOH43Fe +→+  

ジルカロイ 
酸化性雰囲気 22 ZrOOZr →+  

還元性雰囲気 222 H2ZrOOH2Zr +→+  
 

② 計算条件 
i)  金属の腐食速度 

本評価で使用した金属腐食を表 3.3-8 に示す。 
炭素鋼の還元性雰囲気における腐食速度は、平成 26 年度報告書(24)におけるオーバーパック

の腐食寿命に用いた腐食速度（10μm/y）を用いた。ステンレス鋼及びジルカロイの腐食速度は、

還元性雰囲気の値に関しては（安藤ほか、2005）(11)を参照した。 
 

表 3.3-8 評価で用いた金属の腐食速度 
金属 腐食環境 腐食速度（m/y） 出典 

炭素鋼 還元 1×10-5 平成 26 報告書(24) 
ステンレス鋼 還元 2×10-8 安藤ほか（2005）(11) 
ジルカロイ 還元 5×10-9 安藤ほか（2005）(11) 

 
また、炭素鋼の腐食速度を 10μm/y とした場合、炭素鋼オーバーパックの厚さは、190mm な

ので、オーバーパックが外側からの腐食により消失するのに、19,000 年かかるものとした。一

方、オーバーパックの寿命は、腐食表面の凹凸の影響を考慮して、腐食速度 10μm/y から計算

した腐食深さの 2 倍とした場合に、最大腐食深さが 80mm に達したとき、つまり 4,000 年をオ

ーバーパックの腐食寿命としている(24)。 
なお、実際には金属の腐食速度は経時的に低下することが知られている（第 2 次取りまとめ、

1999）(1)が、ここでは、金属の腐食速度は、時間変化しないものと仮定した。 
 

ii)  金属の表面積 
金属の表面積設定のための燃料デブリ容器及びオーバーパックの寸法図を図 3.3-4 に示す。

                                                      
1 Nm3の N はノルマル（ノーマル）と読み、標準状態（0℃、1 気圧）を表す。 
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この寸法図を基に、各金属の表面積を次のように設定した。なお、金属の表面積も経時的に減

少することが考えられるが、ここでは、金属の表面積は、時間変化しないものと仮定した。 
 

• 炭素鋼 
 内側：オーバーパックの内寸（直径 φ366mm 及び高さ L1,350mm）から、その表面積

を 1.76 m2とした。 
 外側：オーバーパックの外寸（直径 φ746mm 及び高さ L1,730mm）から、その表面積

を 4.93 m2とした。 
• ステンレス鋼（OP 内側） 
 ステンレス鋼は主に、1F 廃棄体保管容器の材料として使用されることを想定し、1F

廃棄体保管容器の外寸（直径 φ356mm 及び高さ L1340mm）の表面積 1.70 m2と、内

寸（直径 φ346mm 及び高さ L867mm）の表面積 1.13 m2を合計した 2.83 m2を表面積

とした。 
• ジルカロイ（OP 内側） 
 BWR 燃料集合体の基本仕様を基に算出したジルカロイ部材（端栓等の特殊 形状 部

材を除く）のの初期総表面積である 38,741 m2から、廃棄体容器 1 基あたりの表面積

を 3.96 m2とした。 
• インコネル（OP 内側） 
 詳細が不明のため、ジルカロイと同様とした。 

 

 

寸法 
キャニスタ オーバーパック 

内寸 外寸 内寸 外寸 
直径 [mm] 346 356 366 746 
高さ [mm] 867 1,340 1,350 1,730 
表面積 [m2] 1.13 1.70 1.76 4.93 

図 3.3-4 金属の表面積設定のための燃料デブリ容器及びオーバーパックの寸法図 
 

190 mm

190 mm

746 mm

366 mm

オーバーパック

356 mm

1F廃棄体保管容器
収納可能空間

346 mm

1730 mm 1350 mm

867 mm

1340 mm

1F廃棄体保管容器
フィルター及び
ベント構造部
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③ 計算結果 
i)  金属の嫌気的腐食によるガス発生速度 

金属の嫌気的腐食によるガス発生速度の計算結果を図 3.3-5 に示す。図ではオーバーパック

（OP）が外側からの腐食により消失するとした 19,000 年まで、ガス発生速度は一定であるも

のと仮定した。 
OP 内側では、炭素鋼がほかの金属よりも 2 桁から 3 桁以上高く、炭素鋼の寄与が支配的で

あった。 
OP 外側での炭素鋼の嫌気的腐食によるガス発生速度は、表面積が大きいため、OP 内側での

ガス発生速度の合計値よりも大きい。また、第 2 次取りまとめ（1999）(1)におけるオーバーパ

ック外側での嫌気的腐食によるガス発生速度の最大評価値 2.3×10-1 Nm3/y（腐食速度 10μm/y）
とは、OP 表面積がわずかに異なるのみであるため、ほぼ同程度の値となった。 
 

 

 

図 3.3-5 金属の嫌気的腐食によるガス発生速度の計算結果 
  

OP外側
炭素鋼 ステンレス鋼 インコネル ジルカロイ 合計 炭素鋼

表面積 Ai m2 1.76 2.83 3.96 3.96 - 4.93

腐食速度 Ci m/y 1.00E-05 2.00E-08 2.00E-08 5.00E-09 - 1.00E-05

密度 ρi g/m3 7.80E+06 7.90E+06 8.42E+06 6.50E+06 - 7.80E+06

原子量 Mi g/mol 55.9 55.9 55.9 91.22 - 55.9

H2発生モル比 ri - 1.33 1.33 1.33 2.00 - 1.33

ガス発生速度 RH2i Nm3/y 7.33E-02 2.39E-04 3.56E-04 6.32E-05 7.40E-02 2.05E-01

単位記号パラメータ
OP内側
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（d） ガス発生量と影響評価 
① ガス発生速度の整理 

上述したオーバーパック（OP）の内側と外側における水の放射線分解及び金属腐食によるガ

ス発生速度を比較したものを図 3.3-6 に示す。図では、燃料デブリ発生からの期間 50 年時点を

処分後経過時間 0 年とした。 
OP 内側では、水の放射線分解によるガス発生が支配的なプロセスとなっていることが分か

る。また、OP 内側では、放射線分解により発生した過酸化水素が消費されず、酸素となるも

のと仮定し、水の組成比から水素ガスの 1/2 の量の酸素ガスが発生するものとして発生量を評

価した。つまり、OP 内側では、ガス発生量評価のためのガス発生速度として、図 3.3-6 に示す

水の放射線分解による水素ガス発生速度（2.54 Nm3/y）を 1.5 倍した値（3.81 Nm3/y）に、金属

腐食による水素ガス発生速度（0.074 Nm3/y）を加算した値（3.88 Nm3/y）を使用した。なお、

水素ガスと酸素ガスの再結合は考慮しないものとした。 
OP 外側では、主要なガス発生源は金属の嫌気的腐食であり、放射線分解によるガス発生は

金属腐食に比較して 7 桁以上低い値となっているため、OP 破損までの期間（4,000 年）は金属

の嫌気的腐食によるガス発生が主要なガス発生源となる。しかし、950 年時点にける OP 内側

での放射線分解によるガス発生速度は、α 核種の減衰に伴いガス発生速度が 0 年時点に比べて

1 桁程度減少するものの、OP 外側での金属腐食によるガス発生速度に比べて数倍程度大きいこ

とから、OP の腐食寿命による破損後にも、水との再接触によりガス発生源として寄与するこ

とを示唆している。さらに破損後に接触する大量の地下水は還元性と考えられることから、OP
内側表面の腐食は嫌気的腐食によって水素ガスを発生させる。したがって、OP 破損後の OP 外

側でのガス発生量の評価では、OP 内側での放射線分解及び金属腐食によるガス発生速度を加

味して評価するものとした。 
 

 

 
図 3.3-6 オーバーパックの内側と外側における水の放射線分解及び金属腐食によるガス発生

速度の比較 
（燃料デブリ発生からの期間 50 年時点を処分後経過時間 0 年とした） 

  

処分後経過時間[y] 0 50 950
OP内側・放射線分解 2.54E+00 1.89E+00 4.99E-01
OP内側・金属腐食 7.40E-02 7.40E-02 7.40E-02
OP外側・放射線分解 7.70E-08 1.84E-08 1.27E-09
OP外側・金属腐食 2.05E-01 2.05E-01 2.05E-01

ガス発生速度 [Nm3/y]



- 3-34 - 
 

② オーバーパック内側 
i)  オーバーパックの許容引張応力の計算 

一般に、内圧を保持する圧力容器における円筒胴の計算厚さは、JIS B8265「圧力容器の構造

‐ 一般事項」の附属書 E2.2(25)(26)に示された次式により求められる。 
 

 a) ησ aP 385.0≤   

 P
PDt

a

i

2.12 −
=

ησ
（内径基準） (3.3-5) 

 b) ησ aP 385.0>   

 

( )1
2

−= ZDt i （内径基準） 

P
PZ

a

a

−
+

=
ησ
ησ

 

(3.3-6) 

 

t  ：円筒胴の計算厚さ [mm] 
P  ：設計圧力 [MPa] 

iD  ：胴の内径 [mm] 

aσ  ：設計温度における材料の許容引張応力 [N/mm2] 
η  ：溶接継手効率 [-] 

 

 
例えば、JIS B8265 の附属書 B(25)によると、炭素鋼 SFVC1（第 2 次取りまとめ(1)(2)で言及して

いる試作オーバーパック）の 100℃における許容引張応力は、103 N/mm2 であり、この許容引

張応力には既に溶接継手効率が含まれている値であるため、 ησ a385.0 = 39.655 MPa となる。 

そこで、39.655 MPa 以下の圧力であれば式(3.3-5)を、それより大きければ式(3.3-6)を適用で

きるので、それぞれ計算厚さの関数として設計圧力 P について整理すると、次のようになる。 
 

 a) 
tD

tP
i

a

2.1
2

+
=

ησ
 (3.3-7) 

 b) 22

2

22
22

i

iaa

DtDt
tDtP

++
+

=
ησησ

 (3.3-8) 

 
胴の計算厚さから求めた設計圧力を表 3.3-9 及び図 3.3-7 に示す。これらの計算結果から、

第 2 次取りまとめ(1)(2)におけるガラス固化体のオーバーパック厚さの仕様推奨値である 190 mm
に対して腐食代である 40 mm を除いた厚さ 150 mm とした場合でも、設計上およそ 55 MPa ま
での内圧に耐えることができる。 
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表 3.3-9 胴の計算厚さから求めた設計圧力 

 
 

 
図 3.3-7 計算厚さに対する設計圧力の関係 

 
ii)  ガス発生量の評価と許容引張応力との比較 

オーバーパック内側に関しては、水の存在量は有限なので、水の枯渇する期間までガス発生

が継続するものとして累積ガス発生量を求めた。ここでは、発生した水素ガスと同等のモル数

の水が消費されるものとして、処分経過時間0yでの水素ガス発生速度2.61 Nm3/y（=116.6 [mol/y]）
の場合には、本評価において仮定した 1kg（1,000 [g] ÷ 18.016 [g/mol] = 55.5 [mol]）の水であ

れば、55.5 [mol]/116.6 [mol/y]＝0.476 [y]であるため、約半年（0.5 y）で枯渇するものとした。 
オーバーパック内側での累積ガス発生量を図 3.3-8 に示す。上述したように、水の放射線分

解による水素ガス発生速度（2.54 Nm3/y）を 1.5 倍した値（3.81 Nm3/y）に、金属腐食による水

素ガス発生速度（0.074 Nm3/y）を加算した値（3.88 Nm3/y）を用い、ガス発生速度は一定と仮

定した。その結果、オーバーパック内側では、およそ半年で廃棄体 1 本あたりおよそ 1.9 Nm3

のガス（水素及び酸素）が発生するものと評価された。 
 

計算厚さ a) b) 設計圧力
t[mm] P[MPa] P[MPa] P[MPa]

0 0 0 0
10 5.449735 5.474851 5.449735
20 10.5641 10.645 10.5641
30 15.37313 15.51701 15.37313
40 19.90338 20.10046 19.90338
50 24.1784 24.40703 24.1784
60 28.21918 28.44972 28.21918
70 32.04444 32.2423 32.04444
80 35.671 35.79887 35.671
90 39.11392 39.13348 39.11392

100 42.38683 42.25994 42.25994
110 45.50201 45.19164 45.19164
120 48.47059 47.94139 47.94139
130 51.30268 50.52138 50.52138
140 54.00749 52.94316 52.94316
150 56.59341 55.21755 55.21755
160 59.0681 57.35474 57.35474
170 61.4386 59.36419 59.36419
180 63.71134 61.25477 61.25477
190 65.89226 63.03468 63.03468
200 67.9868 64.71156 64.71156
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図 3.3-8 オーバーパック内側での累積ガス発生量 

 
気体の状態方程式に基づき、上記のガス発生量から OP 内側に掛かる圧力を求めた。ここで、

OP 内側の圧力の初期値は大気圧（≒0.1MPa）として、OP 内側には空間体積の 90%が燃料デブ

リ等の廃棄物で充填されているものと仮定して計算した。なお、最密充填構造の充填率が 74%
であり、ここで仮定した 90%というのは、現実には想定し得ないほど高い仮定であることに注

意が必要である。 
 

 nRTpV =  (3.3-9) 

 

p  ：オーバーパック内側に掛かる圧力 [MPa] 
V  ：OP 内側の空間体積 [=(1-充填率)×0.142 m3] 
n  ：ガス発生モル数 [mol] 
R  ：気体定数 [8.314 Pa･m3/K･mol] 
T  ：絶対温度 [273 K（＝0℃）] 

 

 
オーバーパック内側でのガス蓄積圧力を図 3.3-9 に示す。オーバーパック内側には、約 14MPa

程度の圧力が掛かるものと評価された。 
 

 
図 3.3-9 オーバーパック内側でのガス蓄積圧力 

 
したがって、水 1L を仮定した場合であれば、水の放射線分解により発生したガスによる蓄

積圧力は約 14MPa となり、オーバーパックの設計圧力である約 55MPa を超えることはない。
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よって、水の放射線分解に伴うガス発生によりオーバーパックが早期破損する可能性は低いも

のと考えられる。 
また、以上の考察から、オーバーパック内側での最終的なガス発生量は、水が有限であるた

め、ガス発生速度によらず、初期水量（その水がすべて水素ガスと酸素ガスになるものとする）

によって決まり、そのときの蓄積圧力はデブリ充填率（ガスが存在するための空間の割合に影

響）によって決定されることがわかる。 
そのため、初期に存在する水の量が 1L よりも多い場合や燃料デブリの充填率が大きい（ガ

スが存在するための空間が小さい）場合には、ガス発生速度によらず、発生したガスの蓄積圧

力が設計圧力を超える可能性があることが推測される。そこで、デブリ充填率に対する許容初

期水量を求めたものを図 3.3-10 に示す。つまり、この図では、直線より下の範囲のデブリ充填

率と初期水量であれば、その水がすべてガスになった場合でも蓄積圧力は設計圧力（55MPa）
を超えることはないことを示している。 
 

 
※ 直線より下の範囲であれば蓄積圧力は設計圧力を超えない 

図 3.3-10 デブリ充填率に対する許容初期水量 
 
以上の検討により、燃料デブリに含まれる初期水量と燃料デブリ容器内のデブリ充填率（空

間率）をコントロールすることで、オーバーパック内側のガス蓄圧による早期破損の可能性は

低減することができる。 
一方、発生した水素の炭素鋼への吸蔵による水素脆化が発生する可能性もある。これに関し

て、第 2 次取りまとめ（1999）(1)では、高圧（10MPa）の水素ガスと接した場合の炭素鋼の水

素脆化の可能性が検討されており、実験的にも解析的にも炭素鋼中の水素濃度は 0.03ppm 以下

であり、水素脆化が発生する可能性のある 1ppm に比して十分に低いものとして、水素ガスの

接触による水素脆化は発生しないと判断されている。そのため、オーバーパック内側の圧力が

10MPa を超える場合には、炭素鋼に吸蔵される水素濃度を評価し、水素脆化が発生するかどう

かについて今後さらなる検討が必要になる。 
また、本評価においては、オーバーパックの腐食による厚さの減少に伴う設計圧力の減少に

関しては、腐食代（40mm）を除いた厚さ（150mm）として扱うことで考慮したが、今後は、

腐食による厚さの経時的な減少と、オーバーパックの内圧の経時的な上昇を組合せて考慮した

場合に、早期破損が発生するかどうかの検討を行っていく必要がある。 
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③ オーバーパック外側 
OP 破損後までを含めた OP 外側でのガス発生速度の内訳と合計値を表 3.3-10 に、その経時

変化を図 3.3-11 に示す。OP 破損時期である 4,000 年までは、OP 外側での金属の嫌気的腐食に

よるガス発生のみであり、4,000 年から 19,000 年まではそこに OP 内側での放射線分解及び金

属腐食によるガス発生が付加され、OP が腐食により消失する 19,000 年後では、OP 内側での放

射線分解のみが継続するものとした。なお、OP 内側での放射線分解は、経時的に減少するこ

とが予想されるが、ここでは保守的に処分後経過時間 950 年時点の値で一定とした。 
 

表 3.3-10 OP 破損後までを含めた OP 外側でのガス発生速度の内訳と合計値 

処分後経過時間[y] 
ガス発生速度[Nm3/y] 

OP 内側：放射線分解 OP 内側：金属腐食 OP 外側：金属腐食 合計値 
0 ～ 4000 - - 0.205 0.205 

4,000 ～ 19,000 0.499 0.074 0.205 0.778 
19,000 ～  0.499 - - 0.499 

 

 
図 3.3-11 OP 破損後までを含めた OP 外側でのガス発生速度の内訳と合計値の経時変化 

 
i)  溶存水素ガスの簡易的移行計算の方法 

ここでは、オーバーパック外側でのガス発生速度（表 3.3-10）との比較のため、溶存水素ガ

スの拡散移行速度の概算を行った。 
まず、棚井ほか（1996）(27)による方法を参考に、一定量の液体に溶解する気体の質量が圧力

に比例するというヘンリーの法則に基づき、オーバーパック表面（OP と緩衝材の界面）の溶

存水素濃度を求めた。気体の水に対する溶解度（ヘンリー定数）は、0.016 [Ncm3/cm3]（40℃～

100℃において、1 atm（=101325 Pa≒0.1 MPa）の気体が水 1cm3中に溶解するときの容積を、0℃、

1atm のときの容積に改算した値[Ncm3]）(28)とした。 
次に、上記で求めたオーバーパック表面の溶存水素濃度を対して、溶存水素ガスの拡散移行

速度を求めた。溶存水素の移行計算モデルは、Wikramaratna et al.（1993）(29)及び棚井ほか（1996）
(27)を参考に、円筒座標一次元モデルでの放射状拡散とし、半径方向へのガス拡散移行のみを扱

い、軸方向への拡散は考慮しないものとした。オーバーパックの単位長さあたりの溶存水素ガ

スフラックスは、円筒座標における定常拡散方程式から求められ、境界での濃度条件を与えた

ときの解析解は次式となる(27)(29)。 
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 (3.3-10) 

 

q  ：単位長さあたりの溶存水素ガスフラックス [Nm3/m･s] 
*D  ：拡散係数 [m2/s] 

1c  ：オーバーパック表面の溶存水素濃度 [Nm3/m3水] 

2c  ：緩衝材外側の溶存水素濃度（=0）[Nm3/m3水] 
b  ：オーバーパック中心から緩衝材外側までの距離（=2.146）[m] 
a  ：オーバーパックの半径（=0.746）[m] 

 

 
ii)  ガス蓄積の可能性 

本評価では、地下応力条件（5～30 MPa）と拡散係数をパラメータ（2×10-12～2×10-10 m2/s）と

して計算を行った。ここで、拡散係数は、棚井ほか（1999）(30)における拡散試験結果の平均で

ある 2×10-11 m2/s を基準として、上下 1 桁変動させた値を使用した。なお、オーバーパックの長

さは仮想燃料デブリの寸法から 1.73 m とした。 
地下応力条件と拡散係数をパラメータとしたときの単位長さあたりの溶存水素ガスフラック

スと溶存水素ガスの拡散移行速度の結果を表 3.3-11 に示す。これら溶存水素ガスの拡散移行速

度をオーバーパック外側でのガス発生速度（表 3.3-10）と比較すると、ほぼすべての条件にお

いて、水素ガス発生速度が溶存水素ガスの拡散移行速度を上回っており、オーバーパックと緩

衝材の界面に蓄積する可能性が示唆された。一方、拡散係数 2×10-10 m2/s で地下応力条件 20MPa
以上の条件に関しては、処分後経過時間 0～4,000 年の間であれば、溶存水素ガスの拡散移行速

度がガス発生速度 0.205 Nm3/y を上回るため蓄積しないが、4,000 年以降では、ガス発生速度が

0.778 Nm3/y（19,000 年以降でも 0.499 Nm3/y）となるため、ガスが蓄積することになる。 
 
表 3.3-11 地下応力条件と拡散係数をパラメータとしたときの単位長さあたりの溶存水素ガ

スフラックスと溶存水素ガスの拡散移行速度 

 

地下応力
条件

OP表面の
ガス溶存

濃度
拡散係数

単位長さあたり
の溶存水素ガス

フラックス

長さ
（オーバー
パック高さ）

溶存水素ガスの
拡散移行速度

MPa Nm3/m3水 m2/s Nm3/m･s m Nm3/y

5 0.8 2E-12 9.51E-12 1.73 0.0005

10 1.6 2E-12 1.90E-11 1.73 0.0010
15 2.4 2E-12 2.85E-11 1.73 0.0016
20 3.2 2E-12 3.81E-11 1.73 0.0021
25 4 2E-12 4.76E-11 1.73 0.0026
30 4.8 2E-12 5.71E-11 1.73 0.0031

5 0.8 2E-11 9.51E-11 1.73 0.0052

10 1.6 2E-11 1.90E-10 1.73 0.0104
15 2.4 2E-11 2.85E-10 1.73 0.0156
20 3.2 2E-11 3.81E-10 1.73 0.0208
25 4 2E-11 4.76E-10 1.73 0.0260
30 4.8 2E-11 5.71E-10 1.73 0.0311

5 0.8 2E-10 9.51E-10 1.73 0.0519

10 1.6 2E-10 1.90E-09 1.73 0.1038
15 2.4 2E-10 2.85E-09 1.73 0.1557
20 3.2 2E-10 3.81E-09 1.73 0.2076
25 4 2E-10 4.76E-09 1.73 0.2595
30 4.8 2E-10 5.71E-09 1.73 0.3114
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iii)  ガス発生量とガス蓄積圧力 
上記の検討の結果、オーバーパックと緩衝材の界面にガスが蓄積する可能性が示唆された。

そこで、ここでは、保守的に溶存水素ガスの拡散移行を考慮せず、発生したガスがすべてオー

バーパックと緩衝材の界面に蓄積するとした場合のガス発生量ならびにそれに対応するガス蓄

積圧力を評価した。また、オーバーパック破損時期である 4,000 年時点でそれまでにオーバー

パック内側で発生した累積ガス発生量（約 1.9Nm3）も加算したが、それまでにオーバーパック

外側で発生した累積ガス発生量（約 820Nm3）に比して小さい。 
まず、オーバーパックと緩衝材の界面に蓄積するガス発生量は、保守的に溶存水素ガスの拡

散移行を考慮せず、発生したガスがすべて蓄積するとした場合、図 3.3-12 のようになる。 
 

 
図 3.3-12 オーバーパックと緩衝材の界面に蓄積するガス発生量の経時変化 

 
次にガス蓄積圧力に関しては、第 2 次取りまとめ（1999(1)）におけるガス移行評価に関する

根拠レポートである棚井ほか（1999）(30)の方法に基づき、オーバーパックと緩衝材の界面に蓄

積したガス圧力によって緩衝材が体積弾性変形することでガス溜まりが生じるものと仮定し、

ガス体積（発生量）と蓄積ガス圧の関係を次式により求めた。 
 

 VVPKPIPP sa
l /45.0

2
2 ⋅⋅⋅+⋅+=  (3.3-11) 

 

P  ：蓄積するガス圧 [MPa] 

lP  ：地下水圧 [MPa] 
K  ：緩衝材の体積弾性係数 [MPa] 

aP  ：大気圧 [MPa] 

sV  ：ガス体積 [Nm3] 
V  ：弾性変形対象容積 [m3] 

 

 
ここで、緩衝材の体積弾性係数は、棚井ほか（1999）(30)の方法に従って、次式により求めた。 

 

 ( )( ) ( )( ) 54.00.213/30.213/ =⋅−=⋅−= νEK  (3.3-12) 

 E  ：弾性係数（=3；含水比 22%） [MPa] 
ν  ：ポアソン比（=0.4） [-]  

 
また、緩衝材の弾性変形対象容積は、棚井ほか（1999）(30)の方法に従って、次式により求め
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た。 
 

 ( ) ( ) 28.47.061.05.5 =⋅+=⋅+= bzr wVVV  (3.3-13) 

 
( ) ( )
( ) ( ) 5.573.10.37373.11.073 22

22

=⋅⋅−⋅⋅=
⋅⋅−⋅⋅=

ππ
ππ OOOBr hrhrV

 （半径方向） (3.3-14) 

 
( )
( ) 61.04.10.373

2
2

2

=⋅⋅=
⋅⋅=

π
π BOz trV

 （軸方向） (3.3-15) 

 

rV  ：半径方向の緩衝材容積 [m3] 

zV  ：軸方向の緩衝材容積 [m3] 

bw  ：ベントナイト混合率（=0.7：30wt%ケイ砂混合材料） [-] 

Br  ：緩衝材の半径 [m] 

Oh  ：オーバーパックの長さ [m] 

Or  ：オーバーパックの半径 [m] 

 

 
なお、地下水圧は、地下水面は地表付近に存在すると仮定して、処分深度 1,000 m での 10MPa

とした。 
以上の解析条件に基づく、オーバーパックと緩衝材の界面におけるガス蓄積圧力の経時変化

を図 3.3-13 に示す。このように発生したガスが地下水に溶解せず、オーバーパックと緩衝材の

界面にすべて蓄積するものと仮定すると、諸外国において想定されている地圧（スウェーデン：

15～25MPa、スイス：35MPa）や、ガス発生が停止すると考えられる平衡圧力（50～100MPa）
(31)を数千年で超えてしまう結果（4,000年で約 35MPa、6,000年で約 55MPa、14,000年で約 101MPa）
となった。 
 

 
図 3.3-13 オーバーパックと緩衝材の界面におけるガス蓄積圧力の経時変化 

 
このようにオーバーパックと緩衝材の界面においてガス蓄積が生じる場合には、人工バリア

及び周辺岩盤への力学的影響の可能性を検討する必要がある。 
しかし、緩衝材はガスがある一定の圧力（破過圧）に達すると破過することが知られており、

一般にその破過圧は地圧よりは低いため、ガスは緩衝材や周辺岩盤に力学的な影響を与える前

に、緩衝材を破過すると考えられる（棚井ほか（1996）(27)）ことから、実際には、本計算結果
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のようにガス蓄積圧力が上昇し続けることはないものと考えられる。ただし、そのような破過

が発生した場合には、緩衝材の性能に対する影響が懸念される。また一方で、実験的には、繰

り返しの透過試験においても、破過前後での破過圧の違いはみられず（Tanai et al., 1997）(32)、

透水性に関しても顕著な違いはみられていない（田中, 2007(33)；2009(34)）ことが知られており、

棚井ほか（1999）(30)におけるガス移行解析でも、発生した水素ガスのほぼ全量が周辺岩盤に移

動するとともに、間隙圧力への寄与は小さく、緩衝材中の間隙水の排出量も 30 年以降ほぼゼロ

に近い値になると評価されており、ガス発生が緩衝材や岩盤の構造力学的安定性や核種移行に

影響を与えないことが示されている。 
ただし、棚井ほか（1999）(30)のガス移行解析では、飽和した高密度ベントナイト中のガス移

行に対し、連続媒体の気液 2 相流コード（TOUGH2）を適用して、ガス発生の影響を概略的に

評価したものであったため、棚井・山本（2004）(35)では、可塑性，膨潤性を有する粘土系材料

中のガス／水の移行については、以下のことを考慮する必要があるとして、気液 2 相流コード

（TOUGH2）の拡張を行っている。 
• ガス侵入圧力に threshold 値が存在すること 
• 浸透率が圧力によって変化すること 

その後、ガス移行解析を行った第 2 次 TRU レポート(6)及びガス影響評価の根拠レポートであ

る安藤ほか（2005）(11)では、卓越流路の形成と、ガス圧力による透過性の変化を反映させるた

めの 2 相流パラメータの設定、圧力の変化による透過係数の変化に対するモデルの導入、

Kozeny-Carman モデルによる破過／停止（breakthrough/shut-in）再現モデルを採用するなど、飽

和ベントナイト中のガス移行挙動の評価の改善を図っている。 
また、従来の連続媒体に対する気液 2 相流理論では、力の釣合条件考慮されておらず、供試

体の変形や変形に伴う応力、さらには土圧や排水・排気量が厳密に評価されていないため、従

来の気液 2 相流モデルとベントナイトの応力ひずみ関係を連成させた解析手法が有効であると

の指摘もある（田中、2010）(36)。 
したがって、可塑性，膨潤性を有する粘土系材料中でのガス移行評価を行うには、ベントナ

イトの変形による力学的影響を考慮した気液 2 相流モデルでの評価が今後必要になるものと考

えられる。 
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（3） シナリオの検討 
以上を整理すると、燃料デブリでは、オーバーパック内側に関して、廃棄体内に水が残留す

ることを想定して、オーバーパック腐食寿命により破損する前の期間においても、金属腐食や

放射線分解（γ線、中性子線、α線、β線）により発生する水素ガスが、オーバーパック内側

の圧力を上昇させ、腐食寿命よりも早く破損させる可能性（早期破損の可能性）が懸念される。

また、オーバーパック外側では、破損前におけるオーバーパック外表面での金属腐食やオーバ

ーパックを透過してきた放射線（γ線及び中性子線）による分解に伴うガス発生に加え、破損

後におけるオーバーパック内側でそれまでに発生したガスやそれ以降に発生するガスに関して、

オーバーパックとベントナイト緩衝材の間に蓄積されるガス圧が人工バリアや周辺岩盤への構

造力学的な損傷をもらたす可能性（ガス蓄圧による力学的影響の可能性）や放射性核種で汚染

した間隙水を押し出す可能性（間隙水押出しの可能性）について検討する必要がある。 
 
（a） 早期破損の可能性 
オーバーパック内側では、ガスの蓄積による内圧の上昇によって、オーバーパックが腐食寿

命よりも早く破損する可能性（早期破損の可能性）について検討した結果、早期破損の可能性

は低く、燃料デブリに含まれる初期水量と燃料デブリ容器内のデブリ充填率（空間率）をコン

トロールすることで、オーバーパック内側のガス蓄圧による早期破損の可能性は低減すること

ができることを示した。 
 
（b） ガス蓄圧による力学的影響の可能性及び間隙水押出しの可能性 
オーバーパック外側では、発生したガスが間隙水に溶存し拡散移行するとした場合でも、溶

存水素ガスの拡散移行速度よりもガス発生速度の方が高く、オーバーパックとベントナイト緩

衝材の間に蓄積される可能性が示唆された。しかし、本評価では、気相としてガス移行解析を

行っていないため、ガス蓄圧による力学的影響の可能性及び間隙水押出しの可能性については

検討することができなかった。そこで、今後の課題として、破過圧や力学的影響を考慮したガ

ス移行解析により、ガス発生・移行が人工バリアや周辺岩盤への構造力学的な損傷をもらたす

可能性（ガス蓄圧による力学的影響の可能性）や放射性核種で汚染した間隙水を押し出す可能

性（間隙水押出しの可能性）について検討を行う必要があることを示した。 
 
（4） まとめ 

① ガス発生量の試算 
• 本年度は、現状の情報に基づいて、水の放射線分解及び金属の腐食によるガス発生につ

いて、ガス発生速度ならびに発生量の試算を行った。 
 オーバーパック内側に関しては、水の放射線分解によるガス発生速度が支配的とな

り、水の存在量が有限であることを考慮して、水の枯渇する期間（約半年）までガ

ス発生が継続するものとして累積ガス発生量を求めた結果、水 1L を仮定した場合、

ガス発生量は 1.9 m3となった。また、廃棄体容器における燃料デブリの充填率を 90%
（空間割合 10%）とした場合、発生したガスによる蓄積圧力は約 14MPa となり、オ

ーバーパックの設計圧力である約 55MPa を超えることはないものと判断された。 
 オーバーパック外側に関しては、処分後経過時間により 3 つの期間に分けてガス発

生速度を設定した。すなわち、OP 破損時期である 4,000 年（ガラス固化体での評価）

までは、OP 外側での金属の嫌気的腐食によるガス発生のみであり、4,000 年から

19,000 年（腐食による金属の消失）まではそこに OP 内側での放射線分解及び金属腐
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食によるガス発生が付加され、OP が腐食により消失する 19,000 年後では、OP 内側

での放射線分解のみが継続するものとした。ガス蓄積の可能性について検討するた

め、それらのガス発生速度に関して、地下応力条件と拡散係数をパラメータとした

ときの溶存水素ガスの拡散移行速度との比較を行った。その結果、ほぼすべての条

件において、水素ガス発生速度が溶存水素ガスの拡散移行速度を上回っており、オ

ーバーパックと緩衝材の界面に蓄積する可能性が示唆された。また、保守的に溶存

水素ガスの拡散移行を考慮せず、発生したガスがすべてオーバーパックと緩衝材の

界面に蓄積するとした場合のガス蓄積圧力を評価した結果、数千年から 1 万数千年

で諸外国において想定されている地圧（スウェーデン：15～25MPa、スイス：35MPa）
や、ガス発生が停止すると考えられる平衡圧力（50～100MPa）(31)を超えてしまう結

果（4,000 年で約 35MPa、6,000 年で約 55MPa、14,000 年で約 101MPa）となった。

このようにオーバーパックと緩衝材の界面においてガス蓄積が生じる場合には、人

工バリア及び周辺岩盤への力学的影響の可能性を検討する必要がある。しかし、実

際には、緩衝材はガスがある一定の圧力（破過圧）に達すると破過することが知ら

れており、一般にその破過圧は地圧よりは低いため、ガスは緩衝材や周辺岩盤に力

学的な影響を与える前に、緩衝材を破過すると考えられる（棚井ほか（1996）(27)）

ことから、本計算結果のようにガス蓄積圧力が上昇し続けることはないものと考え

られた。そこで、今後の課題として、破過圧や力学的影響を考慮したガス移行解析

により、緩衝材や周辺岩盤への構造力学的安定性への影響や核種移行への影響につ

いて検討を行う必要があるものとした。 
 

② シナリオの検討 
• 上記検討をもとに、今後の評価手法の整備・改良や燃料デブリの処分において安全性へ

の影響が懸念される特性及びその影響の連鎖（シナリオ）の抽出に向けて理解の現状を

整理した。 
 オーバーパック内側では、ガスの蓄積による内圧の上昇によって、オーバーパック

が腐食寿命よりも早く破損する可能性（早期破損の可能性）について検討した結果、

早期破損の可能性は低く、燃料デブリに含まれる初期水量と燃料デブリ容器内のデ

ブリ充填率（空間率）をコントロールすることで、オーバーパック内側のガス蓄圧

による早期破損の可能性は低減することができることを示した。 
 オーバーパック外側では、発生したガスが間隙水に溶存し拡散移行するとした場合

でも、溶存水素ガスの拡散移行速度よりもガス発生速度の方が高く、オーバーパッ

クとベントナイト緩衝材の間に蓄積される可能性が示唆された。しかし、本評価で

は、気相としてガス移行解析を行っていないため、ガス蓄圧による力学的影響の可

能性及び間隙水押出しの可能性については検討することができなかった。そこで、

今後の課題として、破過圧や力学的影響を考慮したガス移行解析により、ガス発生・

移行が人工バリアや周辺岩盤への構造力学的な損傷をもらたす可能性（ガス蓄圧に

よる力学的影響の可能性）や放射性核種で汚染した間隙水を押し出す可能性（間隙

水押出しの可能性）について検討を行う必要があることを示した。 
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3.3.2 燃料デブリの処分容器内における臨界可能性に関する検討 
（１）背景と目的 

福島第一原子力発電所の燃料デブリを回収し、廃棄物埋設地に埋設する際に、仮想燃料デブ

リVer.1 の処分容器 1 本に含まれるウラン重量は 62.09kgであり、ウラン濃縮度や燃焼度によっ

ては臨界になる可能性を否定できない。特に、廃棄体作成時には水分を可能な限り排除される

が、図 3.3-14 に示すように埋設後オーバーパックが破損して、収納容器内に地下水が浸入し、

容器内が地下水で満たされる可能性がある。処分容器内で臨界になれば、核分裂連鎖反応が継

続的に発生し、熱エネルギーが発生して温度が上昇するとともに、核分裂性生成ガスが発生し

て、処分場からの核種移行挙動に大きな影響を及ぼすことが想定される。 
1F炉心溶融事故時の原子炉に装荷されていた燃料の平均濃縮度（装荷時）は 3.7%であったが、

4.9％の燃料棒が全体の 5%以上含まれており、かつ、炉心全体の燃焼度は 14GWd/tであったが、

直近の取替燃料では 3～5GWd/tと燃焼度が低い燃料も含まれていた。濃縮度の高いウランの臨

界量は極めて小さく、こうした濃縮度の高い燃料デブリが格納容器内に偏在している可能性も

あり、今後処分のために容器に収納される際にそうした燃料デブリが集中して収納されること

も想定される。 
本検討では仮想燃料デブリVer. 1 の収納容器中で、未臨界を維持できるかについて、特に埋

設処分後の状況を想定した臨界解析を実施した。そしてある条件で臨界を達成してしまう場合

には、いかなる条件でも未臨界を維持可能な容器直径について検討を行うこととした。 
 

 
図 3.3-14 燃料デブリ処分容器内に埋設後地下水が浸入するイメージ図 

 
（２）仮想燃料デブリ Ver. 1 の収納容器における臨界評価の設定 
（ a ）1F 燃料デブリの濃縮度及び燃焼度 
表 3.3-12 に 1F 原子炉の燃料集合体 1 体あたりの U-235 濃縮度の分布を示す(37)。集合体 1 体

のウラン量 170.9kg のうち、5.6%が濃縮度 4.9%のウランで構成されている。図 3.3-15 に燃料集

合体中の濃縮度別の燃料棒配置を示す。4.9%濃縮度の燃料棒はウォーターチャンネルの外側の

四隅に配置されており、炉心溶融時にこれらだけが集積して溶融固化することは考えにくいが、

その可能性は否定できないため、4.9%濃縮度燃料だけで構成される燃料デブリと仮定した。 
また、炉心全体の平均燃焼度は 14GWd/t とされているが、表 3.3-13 に示すように、直近の
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取替燃料は 2号機で 116体が 3.3GWd/tと燃焼度の低い燃料デブリが存在することを示している

ことから、最低燃焼度である 3GWd/t を臨界評価の設定の一つとなると考えられる。 
さらに、一定時間の中性子照射を受けた燃料は、Pu を含む TRU 核種が生成されており、こ

れらが長期的に系列崩壊することにより、ウランの濃縮度は 20 万年にかけて上昇する。したが

って、3GWd/t 燃料デブリの濃縮度が上昇することを考慮するため、その上限として燃焼度 0
すなわち新燃料を対象として臨界評価することが適当と考えられる。 

 
 

表 3.3-12 燃料集合体 1 体あたりの濃縮度分布 
235U 濃縮度 質量 (kgU) 

4.9 wt% 9.6 

4.4 wt% 76.8 

3.9 wt% 28.8 

3.4 wt% 19.2 

2.1 wt% 9.6 

G (3.4 wt%) 26.9 

合計 170.9 

 
 

表 3.3-13 直近取替燃料の本数及び燃焼度 
号機 運転日数 燃料集合体数（取替／総数） 燃焼度 (GWd/t) 

1 号機 189 日 64 (UO2) / 400 5.2 

2 号機 113 日 116 (UO2) /548 3.3 

3 号機 169 日 116 (UO2) 32 (MOX) /548 4.7 
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図 3.3-15 燃料集合体 1 体の濃縮度別燃料棒の配置 
 
（ b ）処分容器内における燃料デブリの配置 
仮想燃料デブリ Ver. 1 は TMI-2 などの収納容器を参考に設定されたもので、1 体あたりの平均ウ

ラン量や最大量が示されているが、容器収納の際に計量管理がされない場合、その収納量は容器の

寸法のみに依存する。容器寸法は容器直径が 35.56cm、容器高さが 135cm、デブリ収納可能高さが

86.74cm となっている。デブリ収納可能高さが指定されているため、それ以上の高さにはならない

ものとする。 
寸法が確定した処分容器に収納される燃料デブリ量はデブリの性状（大きさ、空隙）に依存する

ため、デブリ収納量は一意に設定できない。埋設後、オーバーパックが破損した後に浸入する中性

子減速材（水）は、燃料デブリ以外の領域（デブリ内の空隙を含む）を満たすことになる。このと

き、燃料デブリ収納量（Vf）が大きければ減速材量（Vm）が小さくなり、Vf が小さくなれば Vm
が大きくなるといるという関係が成立する。現在、格納容器中のデブリの性状（形状、空隙率、他

材料との混合率）は観察されたことがなく、特定できないないため、Vm/Vf は広い範囲をとりうる

と考える必要がある。中性子実効増倍率 keff は、Vm/Vf の値に大きく依存することから、濃縮度や

燃焼度を考慮しつつ、Vm/Vf を幅広く設定して、いかなる条件でも臨界とならない容器の直径を決

定する必要がある。 
なお、この際、中性子吸収材などを容器に配置して、実効増倍率を低下させる方法が想定される

が、埋設処分では長期的にその状態が確保される必要があるため、中性子吸収材が燃料デブリより

も先に変質し、容器から漏出することなどまで想定することとなる。本年度は、そうした可能性を

排除して未臨界を維持できる容器直径を見つけることとした。 
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（３）臨界解析 
（ a ）概要 
図 3.3-16 に燃料デブリ収納容器に対する臨界解析体系を示す。燃料デブリに対しても HLW

の処分体系を適用するが、臨界解析の観点から、収納容器を取り囲むオーバーパックの厚さを

19cm から 100cm へ変更した。外部を減速材の水として取り囲むよりも、鉄の反射材としての

役割で保守的な評価になるように設定したものである。 
また、収納容器内は燃料球（r=11.63g/cm3）が面心立方構造で最密に配置されている充填率

74%を最大の燃料収納量とすると Vm/Vf は 0.35 となり、これを最小の値とした。燃料球に表面

と接続する空隙があるとして、Vm/Vf を最大 40 まで広げて、この範囲で実効増倍率を評価し

た。この空隙に減速材である水が入り込むことを想定している。 
計算コードは MVP(38)を、核データライブラリは JENDL-4.0(39)を用いて評価した。総ヒストリ

数は 500 万とした。また、表 3.3-14 に解析に用いた 3GWd/t 燃料の原子個数密度を示す。ここ

で用いた単位は 10-24 cm3あたりの原子個数である（1 barn = 10-24 cm2）。また、表 3.3-15 に収納

容器外側を取り囲む炭素鋼オーバーパックの原子個数密度を示す。 
対象燃料は(2)で検討したように 4.9%濃縮度燃料が 5%以上存在することから 5%濃縮度で新

燃料（燃焼度 0）、3GWd/t 及び炉心平均燃焼度の 14GWd/t の 3 ケースとした。 
 

 
図 3.3-16 燃料デブリ収納容器に対する臨界解析体系 

 
表 3.3-14 3GWd/t 燃料の原子個数密度(単位: atoms/barn・cm) 

 

35.56cm

100.0cm

10
0.

0c
m

86
.7

4c
m

オーバーパッ ク
（ 炭素鋼）

   U234 8.27237E-06   MO 95 4.55222E-06
   U235 1.04212E-03   TC 99 4.49927E-06
   U238 2.14574E-02   RH103 2.38566E-06
  PU238 7.03047E-09   CS133 4.84767E-06
  PU239 2.89710E-05   ND143 4.10846E-06
  PU240 1.21565E-06   ND145 2.76577E-06
  PU241 1.38437E-07   SM147 1.15257E-06
  PU242 2.71678E-09   SM149 1.28028E-07
  AM241 3.85316E-08   SM150 6.81432E-07

  SM152 2.96044E-07
  EU153 1.45740E-07
  GD155 9.46075E-09
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表 3.3-15 炭素鋼の原子個数密度 

 

 
（４）臨界解析結果 
（ a ）仮想燃料デブリ Ver. 1 収納容器（直径 35.56cm）を対象とした解析結果 
図 3.3-17に均質体系で 5%濃縮ウラン新燃料を収納した場合、図 3.3-18に均質体系で 3GWd/t

の燃料デブリを収納した場合、図 3.3-19 に均質体系で 14GWd/t の燃料デブリを収納した場合

の Vf/Vm に応じた実効増倍率の変化を示す。3 つすべてのケースで keffは Vm/Vf = 3～4 で最大

となった。14GWd/t では keffの最大値は 0.97 程度となり、すべての Vm/Vf で未臨界を維持でき

ることが示された。 
一方、非均質体系で同様に 3 つのケースの解析結果を図 3.3-20～図 3.3-22 に示す。均質体系

とやや異なり、3 つすべてのケースで keffは Vm/Vf=2～3 で最大となった。また、5%新燃料は

もとより、炉心平均燃焼度 14GWd/t でも Keff≧1 となる領域があり、いかなる Vm/Vf において

も未臨界を維持できるとはならなかった。均質よりも非均質で評価する方が保守的な結果が得

られた。 
以上の結果より、仮想燃料デブリ Ver. 1 の収納容器直径では、埋設処分後、容器内に水が浸

入してくる場合に、未臨界を維持できない可能性があることから、現在の容器直径 35.56cm を

徐々に小さくして、いかなる Vm/Vf でも未臨界となる容器直径を調査することとした。 
  

元素
成分比
[wt%]

元素個数密度

[atoms/barn・cm] 質量数
存在比

[a/o]
核種個数密度

[atoms/barn・cm]
54 5.845 4.8700E-03
56 91.754 7.6449E-02
57 2.119 1.7655E-03
58 0.282 2.3496E-04

Mn 0.3 2.5650E-04 55 100 2.5650E-04
28 92.223 3.0848E-04
29 4.685 1.5671E-05
30 3.092 1.0342E-05
32 94.99 5.5663E-05
33 0.75 4.3949E-07
34 4.25 2.4905E-06
36 0.01 5.8599E-09

P 0.04 6.0660E-05 31 100 6.0660E-05
C 0.32 1.2514E-03

Si 0.2 3.3449E-04

Fe 99.1 8.3319E-02

S 0.04 5.8599E-05
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図 3.3-17 均質体系、5wt%UO2の実効増倍率 

 

図 3.3-18 均質体系、3GWd/t 燃焼燃料の実効増倍率 

 

図 3.3-19 均質体系、14GWd/t 燃焼燃料の実効増倍率 
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図 3.3-20 非均質体系、5wt%UO2の実効増倍率 

 

図 3.3-21 非均質体系、3GWd/t 燃焼燃料の実効増倍率 

 

図 3.3-22 非均質体系、14GWd/t 燃焼燃料の実効増倍率 
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（ b ）いかなる Vm/Vf でも未臨界を維持できる容器直径 
はじめに均質体系での解析結果を示す。図 3.3-23 に 5%濃縮度新燃料の場合の容器直径別の

実効増倍率の変化を示す。容器直径が 25.0cm でも最大 1.0 をわずかに超えることから、22.5cm
まで小さくすれば、未臨界を維持できる。次に図 3.3-24 に 3GWd/t の燃料デブリの場合の容器

直径別の実効増倍率の変化を示す。この場合直径 25.0cm でも未臨界を維持できる結果となった。

なお、14GWd/t の場合はすでに(a)で示したように、仮想燃料デブリ Ver. 1 の容器直径 35.56cm
でも未臨界を維持できるため、評価は省略した。 
次に非均質体系で評価した場合を示す。図 3.3-25 に 5%濃縮度新燃料の場合の容器直径別の

実効増倍率の変化を示す。均質体系よりもやや安全側の結果となっているが、2.5cm ずつの区

分の評価では、均質体系と同様に 22.5cm まで小さくすれば未臨界を維持できる結果となった。

次に図 3.3-26 に 3GWd/t の燃料デブリの場合の容器直径別の実効増倍率の変化を示す。均質体

系と同様に容器直径 25.0cm で未臨界を維持できる結果となった。図 3.3-27 に 14GWd/t の燃料

デブリの場合の容器直径別の実効増倍率の変化を示す。容器直径が 32.5cm であれば未臨界を維

持できる結果となった。 
以上のことから、今後格納容器から回収して最終処分される際の燃料デブリの収納容器の直

径は、4.9％の濃縮度を持つ燃料棒を起源とする燃料デブリだけで構成されることが否定できな

い場合は、22.5cm 以下であることで処分環境において未臨界を維持できる。これは中性子吸収

材などを処分容器に用いない場合の評価値である。今後、格納容器内に散乱している燃料デブ

リの性状や濃縮度、燃焼度など核的な情報が調査によって明らかになれば、容器直径は大きく

なる方向で見直されるものである。 
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図 3.3-23 均質体系、5wt%UO2の収納容器直径別の実効増倍率 

 
図 3.3-24 均質体系、3GWd/t 燃焼燃料の収納容器直径別の実効増倍率 
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図 3.3-25 非均質体系、5wt%UO2の収納容器直径別の実効増倍率 

 
図 3.3-26 非均質体系、3GWd/t 燃焼燃料の収納容器直径別の実効増倍率 

 
図 3.3-27 非均質体系、14GWd/t 燃焼燃料の収納容器直径別の実効増倍率 
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（５） まとめ 

1F 燃料デブリの処分にあたっては、水素発生対策のために、処分容器内から十分に水分が排

除されると想定され、それによって、仮想燃料デブリ Ver. 1 においては臨界が発生するおそれ

はない。しかし、埋設処分後、長期間経過すると、収納容器を取り囲んで、水との接触を防い

でいたオーバーパックが腐食して、その閉じ込め機能が失われ、収納容器内に地下水が浸入し、

容器内が地下水で満たされる可能性がある。処分容器内で臨界になれば、核分裂連鎖反応が継

続的に発生し、熱エネルギーが発生して温度が上昇するとともに、核分裂性生成ガスが発生し

て、処分場からの核種移行挙動に大きな影響を及ぼすことが想定される。 
そのため仮想燃料デブリ Ver. 1 の収納容器を用いる場合に、処分環境で地下水が浸入しても

未臨界を維持できるかについて、臨界解析を行った。解析では濃縮度 4.9%の燃料が 5%以上含

まれること、最小燃焼度は 3.3GWd/t であるが長期的なビルドアップを考慮して、燃焼度 0 の新

燃料相当の計算も実施した。収納容器外を炭素鋼製のオーバーパックで取り囲む体系とし、臨

界の観点から保守的にオーバーパック厚さを 100cm と仮定した。収納容器内部は密度の燃料球

が面心立方構造で配置されるものとし、Vm/Vf を 0.35～20 の範囲で、計算コードは MVP を、

核データライブラリは JENDL-4.0 を用いて評価した。総ヒストリ数は 500 万とした。 
その結果、非均質体系では新燃料相当の燃焼度だけでなく、14GWd/t の燃焼度の燃料デブリ

についても、臨界となり、均質体系の 14GWd/t の燃焼度だけが未臨界を維持できた。 
いかなる Vm/Vf でも未臨界を維持できる容器直径を探るため、35.56cm から 2.5cm ずつ容器

直径を小さくして、評価を行った。表 3.3-16 にその結果のまとめを示す。均質体系及び非均質

体系の新燃料相当、非均質体系の 3GWd/t の燃料デブリについては、22.5cm の容器直径である

必要がある。均質体系では 3GWd/t の燃料デブリについては 25.0cm、非均質体系の 14GWd/t に
ついては 32.5cm となった。 
 

表 3.3-16 未臨界を維持できる容器直径のまとめ 
評価体系 対象燃料 燃焼度（GWd/t） 容器直径 

均質体系 
5wt%濃縮ウラン

燃料 

新燃料（燃焼度 0） 22.5 cm 
3 25.0 cm 
14 35.56 cm 

非均質体系 
新燃料（燃焼度 0） 22.5 cm 

3 22.5 cm 
14 32.5 cm 

 
以上のことから、今後格納容器から回収して最終処分される際の燃料デブリの収納容器の直

径は、4.9％の濃縮度を持つ燃料棒を起源とする燃料デブリだけで構成されることが否定できな

い場合は、22.5cm 以下であることで処分環境において未臨界を維持できる。これは中性子吸収

材などを処分容器に用いない場合の評価値である。今後、格納容器内に散乱している燃料デブ

リの性状や濃縮度、燃焼度など核的な情報が調査によって明らかになれば、容器直径は大きく

なる方向で見直されるものである。 
また、本検討では、早期に流失してしまうことを排除するために、処分容器に中性子吸収材

を用いないことを前提に評価したが、長期的に容器内に留まることが担保される方策がある場

合には、それを考慮した評価が今後必要となる。また、劣化ウランを混入させるなど、ウラン
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の濃縮度を低下させる方法によって、臨界のリスクが低減される可能性もあることから、具体

化した際には、そうした効果を反映させた評価が必要となる。 
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3.3.3 天然バリア中における臨界発生可能性に関する検討 
（１）背景と目的 

福島第一原子力発電所の燃料デブリを回収し、廃棄物埋設地に埋設する際に、仮想燃料デブ

リVer.1 の処分容器 1 本に含まれる核分裂性核種は高レベル放射性廃棄物であるガラス固化体 1
本よりも 10 倍以上である。3.2 で検討した処分容器内での臨界の可能性を排除できても、図 
3.3-28 に示すように、長期的に隆起・侵食に伴い対地深度が減少し酸化性地下水が処分場に入

り込み、ウランを中心とする核分裂性核種が想定よりも多量に溶出して、天然バリア中を移行

した後に、ある点に集積することによって臨界条件を達成する可能性は、オクロの天然原子炉

の例のように、排除できない。そこで、本検討では、核種移行の観点から、地質媒体中で臨界

質量を上回るウランがある点に濃集しうるかについて、解析的に検討を実施した。 
 

 

図 3.3-28 天然バリア中でウランが濃集するイメージ図 
 
（２） 1F 燃料デブリを対象とした地質媒体中での臨界可能性に関する既往研究 

Liu ら(40)は、1F 燃料デブリに対して、表 3.3-17 に示す砂岩中にどの程度ウランが濃集すると

臨界条件を達成するかについて解析的に研究を行った。このとき、ウランの濃縮度は現在の燃

料デブリの内容が変わらずに、系列核種の崩壊だけを考慮した際の最大値 2.25%に固定して、

臨界解析を実施した。図 3.3-29 に砂岩である多孔質媒体中にウランが沈殿する概念図と臨界評

価での最小臨界質量を求める考え方を示す。最小臨界質量となる球形を前提に、地質媒体中の

間隙にウランと減速材である水が適当な割合で保持される条件で実効増倍率を解析するもので

ある。間隙率を 0～30%とした場合の地質媒体中に濃集して、臨界となる質量を図 3.3-30 に示

す。間隙率（Void Volume Fraction）が 0.30 程度であれば、臨界質量は 1MTU 程度となることを

示している。すなわち、1F 燃料デブリのウラン総量 257MTU のうち、1MTU の濃集で臨界条

件を達成する可能性を示している。しかしながら、1MTU は必要条件であり、ウランと水およ

び岩盤が最適な割合で球形に配置されるような条件でなければ、臨界には到達しない。 
 

表 3.3-17 砂岩の鉱物組成 
鉱物 割合 (%) 鉱物 割合 (%) 
SiO2 78.7 CaO 5.5 
TiO2 0.25 Na2O 0.45 
Al2O3 4.8 K2O 1.3 
Fe2O3 1.1 H2O 1.3 
FeO 0.3 P2O5 0.08 
MnO 0.03 CO2 0.5 
MgO 1.2   

処分場

還元性地下水

酸化性地下水

ウラ ン溶出 濃集
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図 3.3-29 多孔質媒体におけるウランの沈澱イメージと最小臨界重量 

 
図 3.3-30 砂岩中に沈着するウランの臨界質量 

 
（３）一次元核種移行解析 
（ a ）概要 
上述したように 1MTU の 2.25%濃縮ウランが天然バリア中のある場所に集積すると臨界を達

成する最低条件が満たされるが、それが直ちに臨界発生を意味するものではない。すなわち、

1MTU の 2.25%濃縮ウランが水および岩盤と最適な割合で球形体積の地質空隙を満たすように

配置されるような十分条件を満たさなければ臨界とはならない。例えば、移行先で沈殿したウ

ランが固相のまま運ばれ、臨界に最適な配置の鉱床を形成するような場合にのみ、臨界が生じ

る可能性がある。ウランが薄く広がった配置や減速材が十分にない配置では臨界にならないこ

とに注意が必要である。しかしながら、1F 燃料デブリには 257MTU のウランが含まれており、

そのうちの 1MTU が移行先で沈殿する可能性は必ずしも否定できないことから、核種移行解析

によって、どのような条件で沈殿しうるかについて検討を行った。 
仮想燃料デブリ Ver.1 収納容器の装荷 U 量は、TMI-2 容器の装荷 U 量を容器収納体積比（0.26

倍）で以下のように算出された。 
・1F 廃棄体の装荷 U 量（最大）＝ 0.26 ×（441.9 kg／容器）≒ 114.9 kg 
・1F 廃棄体の装荷 U 量（平均）＝ 0.26 ×（238.82 kg／容器）≒ 62.09 kg 

1F 廃棄体の発生量は、収納容器に平均ウラン量を装荷したとして算出すると、廃棄体収納容

ウラ ン

水

臨界になり やすい
球形に一点に濃集
し た場合のウラ ン
最小重量を算出
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器数は 4,139 本（ ≒ 257×103÷ 62.09 ）となる。 
燃料デブリ収納容器 1 本あたりウラン量は平均 62kg であり、1 本単体では臨界質量に到達し

ない。図 3.3-31 に示すように収納容器 1 本ごとの核種移行経路 4,139 本すべてが、ある場所に

集合し、そこでウランが沈殿することを想定して、核種移行解析を行い、4,139 本分の濃集量を

評価することとした。 
 

 
図 3.3-31 ウラン濃集のイメージ 

 
図 3.3-32 に収納容器 1 本あたりの核種移行解析の概要を示す。人工バリア内の間隙水の水質

を設定し、水質に応じた溶解度、拡散係数、分配係数など核種移行パラメータを元素別に設定

する。各パラメータの設定数値などについての詳細は(c)に記述する。オーバーパックは HLW
と同様に炭素鋼 19cm 厚さとし、その閉じ込め機能は 4,000 年後に失われるものとした。緩衝材

も HLW と同様に 70cm 厚さとして、人工バリア出口フラックスの経時変化を算出した。 
人工バリアから放出されたフラックスは天然バリアに引き継がれ、砂岩である多孔質媒体中

を移行する。天然バリア中の移行は地下水流速、元素別の分配係数、拡散係数などにから計算

される。なお、天然バリア中では溶解度は考慮していない。濃集点は地質・水質が切り替わる

場所に形成されると考えられるため、単位体積 1 のコンパートメントモデルに接続して、流入

する地下水中のウラン濃度と切替わった環境における溶解度に基づいてウランの沈澱量の時間

変化を評価する。 

 
図 3.3-32 一次元核種移行解析の概要 

 
 
収納容器 1 本あたりの初期の放射能インベントリは表 3.3-18 に示すように、事故発生 50 年後

の値を用いた。 
  

仮想燃料デブリ Ver. 1

4,193本

濃集点

人工バリ ア出口
フ ラ ッ ク ス

多孔質媒体（ 砂岩）

移行距離・ 収着分配係数・ 流速など

燃料デブリ
収納廃棄体

オーバーパッ
ク ・ 緩衝材

沈殿

水中ウラ ン濃度地下水

溶解度、
収着分配
係数など

還元性環境

酸化性環境

溶解度低下

水質・ 地質の
切り 替わり

人工バリ ア 天然バリ ア

還元性環境

溶
解

度

1
m
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表 3.3-18 1F 仮想燃料デブリ収納容器 1 本あたりの初期放射能インベントリ 
系列 核種 半減期 (y) 燃料デブリ (Bq/本) 核分裂性核種 

4n 
Pu-240 6.56E3 7.94E11  
U-236 2.34E7 4.79E8  

4n+1 

Cm-245 8.5E3 2.32E8 ○ 
Pu-241 14.1 1.78E12  
Am-241 432 6.03E12  
Np-237 2.16E6 4.93E8  
Pa-233 7.38E-2 4.93E8  
U-233 1.59E5 1.16E5 ○ 

4n+2 

Cm-246 4.76E3 3.72E7  
Am-242m 141 1.21E10  
Cm-242 0.446 9.99E9  
Pu-242 3.75E5 2.47E9  
Pu-238 87.1 2.65E12  
U-238 4.47E9 7.32E8  
Th-234 0.066 7.32E8  
U-234 2.46E5 5.35E8  

4n+3 

Cm-243 29.1 5.59E9  
Am-243 7.37E3 2.01E10  
Pu-239 2.41E4 6.4E11 ○ 
U-235 7.04E8 8.7E7 ○ 

 
（ b ）ケース設定 
表 3.3-19 に本検討で対象とする 7 ケースの設定表を示す。標準ケースとなる Case 1 は、還

元性環境で燃料デブリの溶出率を使用済燃料の直接処分の検討結果(41)より 1.0×10-7/y とし、人

工バリア中及び濃集点の溶解度は水質に基づく溶解度を PA-SOL により評価した結果を設定し

た。標準の移行距離は 100m とした。Case 2 は処分時点から処分環境が十分に還元されてない

ケースで、酸化性環境を設定し人工バリア中の U 溶解度が高い条件である。Case 3 は処分時点

では還元性環境が確保されているが、10 万年時点で酸化性環境に切り替わることを想定したケ

ースである。この切り替わりにおいては緩衝材における水質の緩慢な変化は考慮せず、設定し

た水質が瞬時に切り替わり、溶解度などのパラメータもあわせて瞬時に切り替わるものとした。

なお、この Case 3 に関しては、処分場が長期的に隆起・侵食により上昇して地表面付近の酸化

性雰囲気にさらされることを想定したもので、実際の処分環境においてもこのような状況は想

定し得る。Case 4 は処分時点で酸化性環境であるが濃集点を下流側の 1,000m の地点と想定した

ケースである。Case 5 は還元性環境であるが燃料デブリの溶出特性やデータの不確実を想定し

たケースで、燃料デブリの浸出率が 10 倍となる条件である。Case 6 及び Case 7 は処分環境及

び濃集点の地下水組成の不確実性を想定したケースで、Case 6 は還元性環境であるが濃集点に

おける U 溶解度が 2 桁低下する条件、Case 7 は還元性環境であるが人工バリア中の U 溶解度が

10 倍増加する条件である。 
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表 3.3-19 濃集量評価のためのケース設定 

ケース 浸出率 (1/y) 処分場環境 
人工バリア中 

U 溶解度 
濃集点 
溶解度 

濃集点までの移

行距離 

Case 1 1.0×10-7  還元性 3.1×10-6 1.1×10-5 100m 

Case 2 1.0×10-7 酸化性 5.0 1.1×10-5 100m 

Case 3 1.0×10-7 
還元性 → 酸化性

（10 万年で切替） 
3.1×10-6  → 
5.0 

1.1×10-5 100m 

Case 4 1.0×10-7 酸化性 5.0 1.1×10-5 1,000m 

Case 5 1.0×10-6 還元性 3.1×10-6 1.1×10-5 100m 

Case 6 1.0×10-7 還元性 3.1×10-6 1.1×10-7 100m 

Case 7 1.0×10-7 還元性 3.1×10-5 1.1×10-5 100m 

 
（ c ）核種移行パラメータの設定 
表 3.3-20 に各バリアにおける間隙率、地下水流速及び拡散係数を示す。天然バリアは平成

26 年度地層処分の安全審査において解析を行った幌延サイトにおける設定を与えた。緩衝材は

処分後 4000 年時点の間隙水の水質に基づいて評価した設定であり、その後の人工バリアの変遷

については考慮しなかった。表 3.3-21 に示す天然バリア中地下水及び人工バリア間隙水中の水

質組成に基づき、緩衝材中及び天然バリアにおける溶解度を PA-SOL によって評価した。表 
3.3-22 に各水質別の元素別溶解度を示す。また、人工バリアの分配係数を表 3.3-23 に、天然バ

リアの分配係数を表 3.3-24 にそれぞれ示す。 
 

表 3.3-20 各バリアにおける間隙率、地下水流速及び拡散係数 

 
人工バリア 天然バリア 

間隙率 0.41 0.3 

地下水流速 (m/y) 1.5×10-6 1×10-4 

拡散係数 (m2/y) 8.4×10-3 3.2×10-2 
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表 3.3-21 天然バリア中地下水及び人工バリア間隙水中の水質組成 

 
降水系地下水 

間隙水 
還元性 

間隙水 
酸化性 

pH 6.8 10.0 6.0 

pe -3.6 -10.0 3.38 

Al 1.9E-7 7.1E-7 1.9E-7 

C 5.0E-3 8.9E-2 4.0E-4 

Ca 2.8E-3 1.2E-3 1.0E-4 

Cl 8.8E-2 6.6E-2 5.3E-4 

Fe 6.0E-5 1.2E-9 5.4E-7 

K 2.6E-3 7.9E-3 8.2E-5 

Mg 2.5E-3 6.3E-8 9.9E-5 

Na 1.1E-1 6.5E-2 6.9E-4 

S 8.1E-5 5.1E-3 9.8E-5 

Si 3.9E-4 3.3E-3 3.6E-4 

水中元素濃度の単位：mol/L 
 

表 3.3-22 各水質に基づく元素別溶解度 

溶解度 天然バリア 人工バリア緩衝材間隙水（降水系） 

(mol/m3) 降水系地下水 還元性地下水 酸化性地下水 

Th 1.2×10-5 1.5×10-5 1.5×10-6 

U 1.1×10-5 3.1×10-6 5.0 

Np 6.2×10-6 9.8×10-7 6.2×10-4 

Pu 1.5×10-3 2.7×10-8 3.3×10-8 

Am 3.3×10-2 4.4×10-5 0.65 

Cm 3.3×10-2 4.4×10-5 0.65 
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表 3.3-23 人工バリアの分配係数 
＜m3/kg＞ 

  
元素 設定値 設定根拠 

Am 1E+1 JNC 第２次取りまとめ設定値(2) 

Cm 1E+1 JNC 第２次取りまとめ設定値(2) 

Pa 1E+0 JNC 第２次取りまとめ設定値(2) 

Th 1E+0 実測値（平成 25 核種移行データ報告書(42)） 

U 1E+0 Th のアナログ 

Np 1E+0 Th のアナログ 

Pu 1E+0 Th のアナログ 

 
表 3.3-24 天然バリア（濃集点を含む）の分配係数 

 
  

泥質岩の分配係数

＜m3/kg＞

元素 液相分類 設定値 設定根拠

降水系 7E-2 pHと長石含有率

降水系 8E+1

データベースに収録された全てのAmのデータ数（Kd>0m3/kg）のうち泥質岩に分類される

岩石は、粘板岩95のみであった。また、液相分類は降水系（酸化性：86、不明：9）のみで

あった。そこで、上記のデータについて統計値（対数平均：8E+1m3/kg、最小値：

2E+0m3/kg、最大値：8E+2m3/kg）を算出した。算出された対数平均を設定値とした。

降水系 8E+1 Amの化学アナログとして設定した。

降水系 7E-2 Thのアナログ

降水系 7E-2 Thのアナログ

降水系 7E-2 Thのアナログ

Th

Cm

Pu
Np
U

Am



- 3-64 - 
 

（４）一次元核種移行解析による濃集量評価結果 
（ a ）人工バリア出口フラックス（燃料デブリ収納容器 1 本あたり） 
図 3.3-33 に処分場が還元性環境にある場合（Case 1 及び Case 6）の人工バリア出口フラック

スの経時変化を示す。人工バリア中では U 溶解度制限により、U-235, U-238, U-236 のフラック

スが低く抑えられている。一方、U-233 については Np-237 に支配される。次に、図 3.3-34 に

処分場が酸化性環境にある場合（Case 2 及び Case 4）の人工バリア出口フラックスの経時変化

を示す。酸化性環境になると人工バリア中で U 溶解度制限にかからず U-235, U-238, U-236 のフ

ラックスは燃料デブリからの浸出速度のみによってフラックスが律速されている。また、還元

性環境に比べ、酸化性環境の U 核種の最大フラックスは 10～100 倍程度となる。図 3.3-35 に

初期に還元性環境で 10 万年度に酸化環境に変化する場合（Case 3）の人工バリア出口のフラッ

クスの経時変化を示す。10 万年で酸化性環境に変化し、U の溶解度が急激に上昇するため、そ

れまで溶解度制限にかかっていた U のフラックスが急激に上昇する。Pu については酸化性環

境に変化しても溶解度に変化はなく、また、濃度も低いことから溶解度制限にかかることはな

い。U-233 の親核種である Np-237 は酸化性環境で溶解度は上昇するが、溶解度制限にかからな

いため、フラックスの経時変化は還元環境と大きく変化しない。図 3.3-36 に還元性環境で燃料

デブリの浸出率が 10 倍の場合（Case 5）の人工バリア出口フラックスの経時変化を示す。浸出

率が大きくなっても U は溶解度制限にかかるため、U-235, U-238, U-236 の経時変化は Case 1 と

変わらない。一方、Case 1～6 では溶解度制限にかからなかった Np が溶解度制限にかかるまで

Np-237 のフラックスが増加し、一定期間ピークが平らな形状を示している。Np-237 の子孫核

種である U-233 の経時変化はこれを反映している。図 3.3-37 に還元性環境で U 溶解度が 10 倍

となった場合（Case 7）の人工バリア出口フラックスの経時変化を示す。U 溶解度が上昇した

ため、U-235, U-238, U-236 のフラックス最大値も 10 倍増加した。U-233 については 2 倍程度増

加した。 
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図 3.3-33 人工バリア出口における核種移行フラックスの経時変化（Case 1,6） 
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図 3.3-34 人工バリア出口における核種移行フラックスの経時変化（Case 2, 4） 
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図 3.3-35 人工バリア出口における核種移行フラックスの経時変化（Case 3） 
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図 3.3-36 人工バリア出口における核種移行フラックスの経時変化（Case 5） 
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図 3.3-37 人工バリア出口における核種移行フラックスの経時変化（Case 7） 

 
（ b ）濃集点におけるウラン核種の濃集量及び濃縮度の時間変化（4,139 本合計値） 
以下に各ケースの濃集量及び濃縮度の時間変化を示す。濃縮度が 2.25%から低下する前に全

ウランの濃集量が 1 トンを超えていれば、既往文献から示される臨界になる最低限の条件を満

たす。 
濃集量は GSRW-PSA で算出された各ウラン同位体の濃集量及び全ウランの濃集量の合計で

ある。なお、ここで濃集量とは、地下水中に溶解するウラン、地質媒体に収着するウラン、間

隙中で沈殿するウランの合計量とした。濃縮度は各ウラン同位体の濃集量から以下の式により

算出した。ただし、濃集量が少ないときは、誤差が大きく正確な値を得られないため、以降の

図では[𝑈𝑈233] + [𝑈𝑈235] < 1 × 10−20のときは 0 として描画した。 
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 𝑐𝑐 =
[𝑈𝑈233] + [𝑈𝑈235]

[𝑈𝑈233] + [𝑈𝑈234] + [𝑈𝑈235] + [𝑈𝑈236] + [𝑈𝑈238]
 (3.3-16) 

 𝑐𝑐：濃縮度(-) 
[𝑈𝑈𝑛𝑛]：𝑈𝑈𝑛𝑛の濃集量(mol)  

 
図 3.3-38 に Case 1 における濃集量及び濃縮度の時間変化を示す。濃集点と設定した場所に

おいては、溶解度制限にかかることなく、地下水中に溶解するウラン及び地質媒体に収着する

ウランのみで濃集量が表された。500 万年後からウラン濃集量が 1g を超え、約 4 億年後にピー

クの濃集量を示し、U-238 で 1kg 程度、U-235 で 20g 程度が最大蓄積される。濃集量 1g に満た

ない 100 万年の時点で濃縮度は 2.7%程度のピーク値を示すが、濃集量がピークを示す約 4 億年

後では 1.7%まで低下している。 
図 3.3-39 に Case 2 における濃集量及び濃縮度の時間変化を示す。処分時点から酸化性環境

であり、高い溶解度で人工バリア出口のフラックスが高い。100 万年程度から濃集量は上昇を

始めるが、この時点では溶解度制限にかからず、1,000 万年を過ぎてから地下水中のウラン濃度

が溶解度を上回り、沈殿を開始し、濃集量が急激に上昇した。1,000 万年を過ぎたあたりから濃

集点において濃集量 1g を超え、2,000 万年より前に 1 トンを超え、1～2 億年後かけて最大 66
トン程度となった。濃縮度は濃集量が 1 トンを超える時期では 2.25%程度で濃集量が最大とな

る時期には 2.0%程度まで低下する。酸化性環境で溶解度が上昇し、地下水中のウラン濃度が上

昇する条件では、濃集点でウラン濃集量は 1 トンを大きく超える結果となった。 
図 3.3-40 に Case 3 における濃集量及び濃縮度の時間変化を示す。Case 2 における酸化性環

境が 10 万年後に切り替わるケースであるが、Case 2 と Case 3 の天然バリア出口におけるフラ

ックスの時間変化に差異は見られない。濃縮度の時間変化も Case 2 と同様となった。したがっ

て、還元性環境を維持する期間は 10 万年程度ではウラン濃集量を有意に減少させることはでき

なかった。 
図 3.3-41に Case 4における濃集量及び濃縮度の時間変化を示す。Case 2と同様の設定だが、

濃集点までの移行距離が 10 倍の 1,000m のケースである。濃集点と設定した場所においては、

溶解度制限にかかることなく、地下水中に溶解するウラン及び地質媒体に収着するウランのみ

で濃集量が表された。1～2 億年後にかけて濃集量が 1g を超え、7～8 億年後に濃集量が最大と

なるが、その量は 300g 程度となった。最大の濃集量を示す時点での濃縮度は 1.5%であった。

以上より、燃料デブリ処分後、仮に酸化性環境に変化しても、濃集点までの移行距離が十分に

確保できる条件がある場合、ウラン濃集量を 1 トン未満に抑えられる可能性がある。なお、解

析では幌延サイトの地下水流動条件を用いているため、地下水流速は比較的遅い条件となって

いる。 
図 3.3-42 に Case 5 における濃集量及び濃縮度の時間変化を示す。燃料デブリの浸出率が 10

倍のケースであるが、Case 1 と同様に 500 万年後からウラン濃集量が 1g を超え、約 4 億年後に

濃集量がピークの 1kg 程度を示した。人工バリア出口のフラックスが溶解度に支配されている

ため、浸出率が大きくなっても濃集量には影響がない結果となった。一方、濃縮度については、

濃集量が 1g に満たない 100 万年近辺に限定されるがピーク値 4.0%を示した。これは、ウラン

濃集量は 1g に満たないため臨界可能性は否定される。しかし、燃料デブリの内容が変化しなけ

れば濃縮度の上昇は最大 2.25%までであり、核種移行を伴うことによってある濃集点での濃縮

度が元素別核種パラメータの違いによって大きく上昇する可能性があることを示している。こ

の結果は安ら(43)の評価と整合するものである。濃縮度が 4%程度まで上昇する要因として、浸
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出率が上昇することにより、図 3.3-36 に示したように Np-237 の人工バリア出口フラックスが

上昇して、あわせて U-233 も上昇する。 
図 3.3-43 に Case 6 における濃集量及び濃縮度の時間変化を示す。濃集点における U 溶解度

が標準に対して 1/100 であるケースである。1,000 万年後からウラン濃集量が 1g を超え、約 4
億年後にピーク値 211 トンを示した。本条件では全量 257 トンのウランのうち、82%が濃集す

る結果となった。還元性環境が維持されても、濃集点の U 溶解度が極端に小さい場合には、地

下水中のウランのほとんどが沈殿して濃集することを示唆している。濃縮度の変化については

Case 1 と同様であり、濃集量がピークとなる 4 億年では 1.7%程度まで低下した。 
図 3.3-44 に Case 7 における濃集量及び濃縮度の時間変化を示す。還元性環境が維持されて

いるが、人工バリア中の U 溶解度が 10 倍高いケースである。人工バリア出口のフラックスが

10 倍高く、地下水中のウラン濃度も 10 倍になっており、2,000 万年程度からウラン濃集量が 1g
を超え、1～2 億年後にピーク値 62.3 トンを示した。Case 2, 3 とほぼ同様の挙動であるが、ウラ

ン濃集量が 1g を超える時期がそれらよりもやや遅く、ピーク値も約 5%減少した。 
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図 3.3-38 濃集点におけるウラン核種の濃集量及び濃縮度の経時変化（Case 1） 

 
図 3.3-39 濃集点におけるウラン核種の濃集量及び濃縮度の経時変化（Case 2） 

 
図 3.3-40 濃集点におけるウラン核種の濃集量及び濃縮度の経時変化（Case 3） 
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図 3.3-41 濃集点におけるウラン核種の濃集量及び濃縮度の経時変化（Case 4） 

 
図 3.3-42 濃集点におけるウラン核種の濃集量及び濃縮度の経時変化（Case 5） 

 
図 3.3-43 濃集点におけるウラン核種の濃集量及び濃縮度の経時変化（Case 6） 
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図 3.3-44 濃集点におけるウラン核種の濃集量及び濃縮度の経時変化（Case 7） 

 
表 3.3-25 に濃集点におけるウラン核種の濃集量及び濃縮度の経時変化評価結果のまとめを

示す。還元性環境及び酸化性環境にかかわらず、人工バリアの U 溶解度が濃集点の U 溶解度よ

りも高くなる条件でウラン濃集量が 1 トンを超える結果となった、特に、今回の解析条件では

濃集点での U 溶解度の感度が大きい結果となった。浸出率を 10 倍にしても U は緩衝材中で溶

解度制限を受けるため濃集量に変化はなかったものの、Np-237 及び U-233 の人工バリア出口で

のフラックスが比較的早い時期に上昇するため、100 万年前後の濃縮度の時間変化に影響を与

えた。また、処分場に酸化性環境となっても濃集点までの移行距離が 1,000m で地下水のトラ

ベルタイムが 1,000 万年程度となると濃集量は 1 トンに達しない結果となった。これは幌延サ

イトの地質、水質条件に基づく地下水流速を用いていることも要因の一つとなっている。 
 

表 3.3-25 濃集点におけるウラン核種の濃集量及び濃縮度の時間変化のまとめ 

ケース 
浸出率 

(1/y) 
処分場環境 

人工バリア

中 U 溶解度

(mol/L) 

濃集点 
溶解度

(mol/L) 

濃集点まで

の移行距離 

ウラン最

大濃集量

（トン） 

最大濃集

量時の濃

縮度(%) 

Case 1 1.0×10-7 還元性 3.1×10-6 1.1×10-5 100m 0.001 1.7 

Case 2 1.0×10-7 酸化性 5.0 1.1×10-5 100m 66.1 2.0 

Case 3 1.0×10-7 

還元性 → 酸
化性 

(10 万年で切

替) 

3.1×10-6  → 
5.0 

1.1×10-5 100m 66.1 2.0 

Case 4 1.0×10-7 酸化性 5.0 1.1×10-5 1,000m 0.0003 1.5 

Case 5 1.0×10-6 還元性 3.1×10-6 1.1×10-5 100m 0.001 1.7 

Case 6 1.0×10-7 還元性 3.1×10-6 1.1×10-7 100m 211 1.7 

Case 7 1.0×10-7 還元性 3.1×10-5 1.1×10-5 100m 62.3 2.0 

10
-20

10
-15

10
-10

10
-5

10
0

10
0

10
2

10
4

10
6

10
8

10
10

濃
集

量
（M

T
U

）

時間（年）

total U

U236

U233

U238

U234

U235

1トン

 0

 2

 4

 6

 8

 10

10
0

10
2

10
4

10
6

10
8

10
10

濃
縮

度
（％

）

時間（年）



- 3-75 - 
 

 
（５）まとめ 

1F 燃料デブリの処分にあたっては、HLW と比較して放射能インベントリ中のウラン量が多

いことから、処分容器内で臨界を排除できても、長期間にウランが処分場から漏出して、天然

バリア中のある場所に集積して、臨界条件に到達する可能性が指摘されている。臨界になれば

熱及び FP ガスの発生など、核種移行を促進させ、天然バリア出口における核種移行フラック

スを上昇させることが懸念される。そこで、核種移行の観点から、ウランが天然バリア中で臨

界条件を達成する程度集積する可能性があるかについて、解析的に検討を行った。 
まず、既往の研究より、砂岩中で臨界に到達するのに最低限のウラン質量を見積もった。30%

の間隙率をもつ地質媒体中で 2.25%濃縮ウラン 1 トンが集中的に濃集すれば、臨界になる最低

限の条件を満たすことから、燃料デブリ中の総ウラン量 257 トンのウランが、どのような条件

で1トンを超えて濃集するかをGSRW-PSAによる一次元核種移行解析によって評価した。また、

各ウラン核種の濃集量から、濃縮度の時間変化についてもあわせて評価した。なお、ウラン量

1 トンは臨界となる最低限の必要条件であり、臨界に適した配置でなければ臨界とはならない。 
堆積岩サイトである幌延サイトの水質条件を利用して、核種移行解析を行った。その結果を

以下に示す。 
 酸化性環境ではウランの溶解度が高く、人工バリア出口のフラックスが還元性環境と比

較して 2 桁程度高くなった。地下水中のウラン濃度もそれと比例して高くなり、濃集点

のU溶解度に支配されてウラン濃集量は 66.2トンと 1トンを大きく上回る結果となった。

さらに当初還元性環境で 10 万年後に酸化性環境に変化する場合でも、同様の結果となり、

10 万年程度の時間遅れでは濃集点のウラン濃集量に影響を及ぼさなかった。一方、酸化

性環境でも濃集点までの移行距離が 10 倍になると放射性核種の崩壊による減少によっ

て、濃集量の最大値は 300g 程度と解析ケース中最小値を示した。 
 また、還元性環境を維持するケースでも、濃集点における U 溶解度が非常に小さい条件

（標準ケースの 1/100）では、濃集量は 1 トンを大きく超え、221 トンと全ウラン量の 86%
が濃集し、解析ケース中最大となった。このほか、人工バリアの U 溶解度が高い場合に

も 1 トンを超える濃集量となった。 
 一方、燃料デブリの浸出率が高いケースでも、人工バリア中の溶解度によって、人工バ

リア出口のフラックスが律速されるため、ウラン濃集量へは影響がなかった。 
 濃縮度の時間変化については、濃集量が 1 トンを超えるケースでは、その時点では 2%

をわずかに超える程度となるが、濃集量が最大となる時点（1～4 億年程度）では 2%以

下となり、ウランが十分な量濃集したとしても濃縮度が低下することにより臨界可能性

が低下していると考えられる。一方、溶解度の高い Np-237 が浸出率が上昇するケース

で U-233 のフラックスを上昇させ、1g 未満が濃集する時期ではあるが、濃縮度が一時的

に 4%程度まで上昇する結果が示された。 
以上のことから、天然バリアにおける水質環境の切替わりにおいて、U 溶解度が極端に小さ

くなる条件がウラン濃集量に大きな影響を与えるパラメータとなった。これは処分場が酸化性

環境でも還元性環境でも、1 トン以上のウラン濃集量が得られるものである。 
本解析では、いかなる条件でもウラン濃集量が 1 トンに満たないということを示せず、臨界

となる最低限の濃集量がいくつかのケースで得られる結果となった。一方、濃集点でのウラン

濃縮度の時間変化を評価することにより、1 トンを超える十分な濃集量があっても、最小臨界

質量の前提である濃縮度 2.25%よりも低くなるケースもあり、濃縮度をパラメータとした臨界

解析と組み合わせた評価が今後必要となる。 
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なお、本年度の解析は、地下水流速の比較的小さい条件で行ったものであり、地下水流速が

大きくなると地下水中のウラン濃度が低下することも想定されることから、今後は地下水流速

をパラメータとした解析を実施する必要がある。また、酸化性環境と設定した場合に燃料デブ

リの溶出率など連動して変化するパラメータについて、適切な相関を与えていない条件でケー

ス解析を実施した。今後は、連動するパラメータについて整理したうえで、適切な設定の下で

引き続き解析を実施する必要がある。 
さらに、上述したように、1 トンを超えるウランの濃集が直ちに臨界条件を満たすものでは

ない。今回の濃集量評価では最大 211 トンのウランが濃集する結果となったが、仮に 257 トン

全量が濃集しても、濃集の形状、ウラン配置によっては臨界とならない。例えば、地質媒体中

でウランが沈殿すれば、間隙中にウランが存在することにより、間隙率が低下して、局所的に

地下水流動が変化することが考えられる。これは、ウランが 1 点に濃集できない可能性を示唆

している。また、水質の切替わりの変化はステップ状ではなく、ある程度の幅で勾配を持つこ

とも想定される。このこともある広がりを持ってウランが濃集する可能性を示唆している。こ

うしたことから、濃集する場合のウランの配置、核種移行経路の 3 次元的な広がり、水質が切

り替わる境界面などに着目し、必要に応じて臨界解析を実施して、臨界発生の可能性について

検討を行う必要がある。 
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3.4  まとめ 
3.4.1  燃料デブリ特有の特性を踏まえたシナリオ設定 
（1） 仮想燃料デブリからの核種溶出 

1F1～3 号機の格納容器内に落下したと考えられている燃料デブリについては、その取出しに

向けて調査が進められているが、処理・処分に向けた燃料デブリの性状把握、特に燃料デブリ

からの核種溶出については実際の燃料デブリサンプルを取得して分析・評価される必要がある。 
燃料デブリからの核種の溶出については、基本的に使用済み燃料と同様に、U と Zr の溶融固

化物のマトリクス溶解に支配されると考えられる。これまでに汚染水への核種溶出の観点から、

模擬燃料デブリ(U,Zr)O2の過酸化水素水溶液への溶出反応、処理・処分へ向けた検討のために、

中性子照射した模擬燃料デブリからのウランおよび FP の溶出挙動について、研究が行われて

おり、これらの結果は今後の燃料デブリの核種溶出データ整備に向けた足がかりになるものと

期待される。しかしながら、現状において、燃料デブリに直接適用可能な核種溶出データの情

報は得られていない。そこで、使用済み燃料の直接処分について検討を進めている外国の取り

組み、わが国における検討などを参考に、燃料マトリクスからの溶出に関するデータを整理し

た。 
Nagra(1)は使用済み燃料の直接処分の検討において、燃料マトリクスの溶解速度の時間変化を

設定した。アルファ線による放射線分解において酸化種が発生することにより溶解速度が律速

され、埋設初期には 10-4 /y と高いが、放射線の減衰に伴って 100 万年後には溶解速度は 10-8 /y
程度まで減少するとしている。 

直接処分第一次とりまとめ(2)では、これまでにいくつかの外国の機関で取得されたデータか

ら長期的な評価に用いる燃料マトリクスの溶解速度として 10-7 y が適切であるとしている。 
しかしながら、燃料マトリクスの溶解速度の設定には 3 桁以上の幅があり、この不確実性に

よる核種移行への影響を定量的に把握しておく必要がある。また、直接処分では埋設後に浸入

する地下水への瞬時放出成分が大きく寄与すると考えられるが、燃料デブリはすでに事故後に

冷却水にさらされており、そうした瞬時放出成分の不確実性も想定される。したがって、以上

の整理結果をもとに、第 6 章において核種溶出率や瞬時放出成分割合に関して適宜不確実性の

幅を設定した感度解析を行い、これらの不確実性が核種移行に与える影響を予察的に検討した。 
 
（2） 放射線による人工バリア材の劣化 

平成 22 年度～平成 26 年度の事業において、ガラス固化体の地層処分を対象として構築した

FEP データベースを対象とし、人工バリア材の安全性に影響の可能性のある事象のうち、放射

線の影響について調査を実施した。最新の「安全性への影響の可能性」における理解の現状と

それに対する JAEA の判断から、「放射線が地下水の組成を変化（酸化還元反応、ガス発生等）

させる可能性」、「放射線が緩衝材に対し放射線影響を及ぼす可能性」、「放射線が緩衝材中での

コロイド形成に影響を及ぼす可能性」が抽出されたものの、いずれの可能性も放射能の高いオ

ーバーパック（以下、OP）の早期破損時を前提とする限定的なものであった。また、早期破損

時であっても「地下水組成変化、コロイド形成への影響の可能性が残される、または現在の知

見では不明」にとどまっていた。 
廃棄体 1 体あたりの放射能が高いガラス固化体であっても、緩衝材自体への影響は OP が健

全な時点では小さく、早期破損時においては不明と判断されていることから、デブリの場合に

は早期破損時のみ、地下水組成変化、コロイド形成への影響の可能性が残されるものと考えら

れた。特にデブリ廃棄体固有の要因として廃棄体内でのガス発生の可能性が高いことと、初期

欠陥や水分除去の見逃しにより OP 早期破損へと連鎖するシナリオが想定されたため、OP 早期
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破損による影響評価を実施した。 
福島第一原子力発電所 1号機から 3号機に存在すると考えられている燃料デブリ全量の放射

能インベントリがガラス固化体のキャニスタ 1 本に収納されているとし、リファレンスケース

の人工バリア設計条件で、OP 寿命を 100 年、1,000 年、4,000 年の 3 ケース設定した解析を降

水系地下水環境下の設定で実施した。なお、この解析は、仮想燃料デブリ Ver.1 が設定される

前に実施したものであるため、インベントリは仮想デブリ Ver.1 と異なっている。解析の結果、

Se-79、Cs-135、4n+1 核種全てで、早期破損に伴う人工バリアからのフラックスの立ち上がり

への影響はあるものの、ピークフラックスへの影響はほとんど見られなかった。 
今後の課題として、燃料デブリからの核種の溶出率等のデータの適用や、4n+1 系列以外の

核種を含めた解析、ガス放出による緩衝材性能の劣化、放射線影響として想定される地下水の

化学組成などによる核種移行パラメータ（溶解度や分配係数など）の変化も含めた検討が必要

になってくる。この課題への対応のひとつとして、広範囲なパラメータを対象とした感度解析

は、シナリオに対する今後のパラメータ設定の検討に有効であると考え、実施することとした

（第 6 章 3 節）。 
 

（3） 処分場閉鎖後 10 万年以上の長期にわたる人工バリアの変質挙動 
10 万年以上の人工バリア（OP と緩衝材）の変質挙動を評価する必要性が生じる状況を判断

する際のポイントとして、「10 万年時点で、核種の一定割合（例えば少なくとも半分以上）が

人工バリア内に存在し、かつ、浸出抑制・移行抑制の何れかの機能が喪失していない場合」を

導出した。 
上記「」内の状態が、これまで実施した調査事業の解析結果において、どのようになってい

たかを検討し、シナリオ設定に関する情報を抽出した。平成 25 年度、平成 26 年度を合わせ、

人工バリア変遷解析を全46ケース実施し、その内核種移行解析を引き続き26ケース実施した。

これら 26 ケースについて人工バリアからの核種移行フラックスを検討した結果、ガラス固化体

を対象とした高レベル廃棄物の地層処分においては、OP 寿命が解析上の現設定である 4,000 年

の場合、Se-79、Cs-135 は 10 万年以上の長期にわたる人工バリアの変質挙動のシナリオ設定に

は影響されず設定の必要性は低いこと、Np-237（4n+1 系列核種）は設定の必要性を検討する意

義があることが明らかになった。 
ガラス固化体と燃料デブリとの相違として、スウェーデンにおけるキャニスタに対する安全

機能指標基準として設定される 100 万年の閉じ込め機能を設定した場合やガラス固化体の溶解

モデルと燃料デブリの溶解モデルが異なる場合については、Se-79、Cs-135 も人工バリアからの

フラックスが 10 万年以降も継続する可能性があり、溶解速度、OP 寿命の不確実性を含めたパ

ラメータを対象とした感度解析が今後のシナリオの絞り込みやパラメータ設定の検討に有効で

あると考え、予察的な解析を実施することとした（第 6 章 3 節）。 
また、これまでデフォルトとして「10 万年時の人工バリアの変遷に関する設定をそれ以降

も継続させる」となっている設定が合理的かを検討するため、10 万年時点で緩衝材性能が喪失

するとしたシナリオ設定が抽出された。これら 2 つの設定で 10 万年以降の人工バリアからのフ

ラックスにどの程度の違いがあるのかについて影響解析を行うため、性能が喪失した人工バリ

ア（緩衝材）の性能設定について検討し、有効モンモリロナイト密度ゼロとそれを基にした核

種移行パラメータ設定をすることなどを提示した。これらのシナリオ設定の違いによる影響解

析を実施することとした（第 6 章 2 節）。 
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（4） 廃棄体からの発熱 
HLW 地層処分においては、ガラス固化体からの発熱の影響の最優先条件を緩衝材中の最高温

度とし、これを 100℃未満とするための検討が実施された。その手順として、熱伝導解析を実

施する前に、空洞安定性からの制限として、隣接する処分坑道または処分孔どうしが有意な力

学的影響を受けない処分坑道離間距離または処分孔間隔が確保される必要性について検討を実

施している。その結果、処分孔竪置き方式の処分体系に対する解析に基づく坑道離間距離およ

び処分孔間隔が以下のように求められている。 
・処分坑道離間距離＝2D（硬岩系岩盤）、＝2.6D（軟岩系岩盤）、 

ここで D：処分坑道直径＝5m、 
・廃棄体ピッチ＝2d（硬岩系岩盤）、＝3d（軟岩系岩盤）、 

ここで d：処分孔径＝2.22m、 
この最も廃棄体の充填密度が高くなる配置で 3 次元体系の熱伝導解析が有限要素法汎用解析

コード FINAS により実施され、その結果、緩衝材中の最高温度は 100℃以下で、最も温度の上

昇した硬岩系の場合でも、最高温度 80℃強であり、定置後 10～20 年で到達していた。 
ガラス固化体と同じ処分孔竪置き方式の処分体系にてデブリ廃棄体を処分する限り、デブリ

の方が発熱は小さいため、緩衝材の最高温度は 100℃を超えない。また、処分孔竪置き方式の

場合には空洞安定性を担保するためには、上記体系以上に高密度の体系となる処分設計は不適

切になるため実現できない。一方、処分孔横置き方式の処分体系は、処分孔竪置き方式と比較

して空洞安定性を満たす棄体の配置を処分坑道離間距離は約 2.3 倍、廃棄体ピッチは 1.4 倍（～

軟岩系では 2.1 倍）高く配置することが可能である。 
ガラス固化体の場合には、この配置で熱伝導解析を実施した結果からは、緩衝材の最高温度

が、硬岩系で約 165℃、軟岩系で約 135℃まで上昇することが示されているが、燃料デブリの場

合にはガラス固化体よりも発熱量が低いため、この配置であっても緩衝材の最高温度が 100℃
を超えない可能性はある。これらのことから、デブリ廃棄体を処分した場合の緩衝材の最高温

度の変遷は「ガラス固化体リファレンスケース相当～処分時に既に地温相当まで低下」の範囲

の想定ができる。したがって、予察的解析のための設定として、この範囲の両端に相当する 2
ケースを検討することとした。すなわち、 
・ これまでのガラス固化体の発熱による緩衝材温度変遷を踏襲したケース 
・ 処分深度の地温（47℃）一定とするケース 
これらのシナリオ設定の違いによる影響解析を実施することとした（第 6 章 2 節）。 

 
（5） 海水成分、セメント成分等の溶出による処分環境への化学的影響 

格納容器下部に落下した溶融燃料は、コンクリート基礎とコア・コンクリート反応（MCCI：
Molten Core Concrete Interaction）を引き起こす。コンクリートは、MCCI の影響を受けることで

CaAl2Si2O8（灰長石・anorthite）、CaSiO3（硅灰石・wollastonite）が生成する。 
MCCI 生成物を格納容器底部等から回収する際には、廃棄物を全量回収するため、MCCI 生

成物周囲の MCCI の影響を受けていないコンクリート部分を含めて回収することが考えられる。

また、MCCI 生成物や燃料デブリが周囲のコンクリート部分に飛散した場合にも、同様に、熱

の影響を受けていないコンクリート部分も含めて回収することが考えられる。このため、廃棄

体に MCCI 生成物とともにセメント成分が混入する可能性をシナリオとして排除することは難

しいと思われる。そこで、廃棄体に封入される MCCI 生成物の量が増加するとともに、セメン

ト成分も増加するシナリオを想定し、下記の 3 ケースで影響解析を実施することとした（第 6
章 2 節）。 
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・ 廃棄体に MCCI 生成物の混入なし（＝ガラス固化体と同じ設定） 
・ 廃棄体に MCCI 生成物 15％、普通セメント 15％が混入 
・ 廃棄体に MCCI 生成物 30％、普通セメント 30％が混入 
海水による冷却により溶融体表面析出反応物として(Na, Ca)UO4-x、また、高熱の影響を受け

ていない海水塩の成分（NaCl、MgCl2、MgSO4、CaSO4、KCl または Mg(OH)2、MgCO3、Ca(OH)2、

CaCO3など）は、燃料デブリ取出し時や廃棄物容器への収納時に極力取り除かれると考えられ

るものの、廃棄体に混入する可能性を完全には否定できない。前者はU酸化物の塩析物であり、

デブリの U の溶出速度の設定に影響を与える可能性はあるものの、直接的に人工バリアの変質

へ影響する可能性は現時点で不明なため、後者の緩衝材性能への影響について、今年度は予察

的に降水系地下水と海水成分を含む降水系地下水を想定した地下水として海水系地下水の 2 つ

の地下水を対象として、下記の体系により検討することとした（第 6 章 2 節）。 
・ 緩衝材と降水系地下水とが直接接触する体系設定（支保工無し） 
・ 緩衝材と海水系地下水とが直接接触する体系設定（支保工無し） 

 
3.4.2  燃料デブリ特有の特性を踏まえた予察的解析 
（1） 水の放射線分解等によるガス発生解析 
本年度は、現状の燃料デブリに関する情報に基づいて、水の放射線分解及び金属の腐食によ

るガス発生について、ガス発生速度ならびに発生量の試算を行い、どのようなガス影響が起こ

り得るかについてシナリオの検討を行った。 
 
（a） オーバーパック内側での内圧上昇による早期破損の可能性 
オーバーパック内側に関しては、水の放射線分解によるガス発生速度が支配的となり、水の

存在量が有限であることを考慮して、水の枯渇する期間（約半年）までガス発生が継続するも

のとして累積ガス発生量を求めた結果、水 1L を仮定した場合、ガス発生量はおよそ 1.9 m3と

なった。また、廃棄体容器における燃料デブリの充填率を 90%（空間割合 10%）と保守的に仮

定した場合、発生したガスによる蓄積圧力は約 14MPa（図 3.3-9）となり、オーバーパックの

設計圧力である約 55MPa を超えることはないものと判断された。 
 
（b） ガス蓄圧による力学的影響の可能性及び間隙水押出しの可能性 
オーバーパック外側に関しては、処分後経過時間により 3 つの期間に分けてガス発生速度を

設定した。すなわち、オーバーパック破損時期である 4,000 年までは、オーバーパック外側で

の金属の嫌気的腐食によるガス発生のみであり、4,000 年から 19,000 年（腐食による金属の消

失）まではそこにオーバーパック内側での放射線分解及び金属腐食によるガス発生が付加され、

オーバーパックが腐食により消失する 19,000 年後では、オーバーパック内側での放射線分解の

みが継続するものとした。 
ガス蓄積の可能性について検討するため、それらのガス発生速度に関して、地下応力条件と

拡散係数をパラメータとしたときの溶存水素ガスの拡散移行速度との比較を行った。その結果、

ほぼすべての条件において、水素ガス発生速度が溶存水素ガスの拡散移行速度を上回っており、

オーバーパックと緩衝材の界面に蓄積する可能性が示唆された。また、保守的に溶存水素ガス

の拡散移行を考慮せず、発生したガスがすべてオーバーパックと緩衝材の界面に蓄積するとし

た場合のガス蓄積圧力を評価した結果、数千年から 1 万数千年で諸外国において想定されてい

る地圧（スウェーデン：15～25MPa、スイス：35MPa）や、ガス発生が停止すると考えられる

平衡圧力（50～100MPa）(3)を超えてしまう結果（4,000 年で約 35MPa、6,000 年で約 55MPa、14,000
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年で約 101MPa）となった（図 3.3-13）。このようにオーバーパックと緩衝材の界面においてガ

ス蓄積が生じる場合には、人工バリア及び周辺岩盤への力学的影響の可能性を検討する必要が

ある。 
しかし、実際には、緩衝材はガスがある一定の圧力（破過圧）に達すると破過することが知

られており、一般にその破過圧は地圧よりは低いため、ガスは緩衝材や周辺岩盤に力学的な影

響を与える前に、緩衝材を破過すると考えられる（棚井ほか（1996）(4)）ことから、本計算結

果のようにガス蓄積圧力が上昇し続けることはないものと考えられた。そこで、今後の課題と

して、破過圧や力学的影響を考慮したガス移行解析により、緩衝材や周辺岩盤への構造力学的

安定性への影響の可能性や間隙水押出し等による核種移行への影響について検討を行う必要が

あるものとした。 
 
（2） 燃料デブリの処分容器内における臨界可能性に関する検討 

1F 燃料デブリの処分にあたっては、水素発生対策のために、処分容器内から十分に水分が排

除されると想定され、それによって、仮想燃料デブリ Ver. 1 においては臨界が発生するおそれ

はない。しかし、埋設処分後、長期間経過すると、オーバーパックの閉じ込め機能が失われ、

収納容器内に地下水が浸入し、容器内が地下水で満たされる可能性がある（図 3.3-14）。処分

容器内で臨界になれば、核分裂連鎖反応が継続的に発生し、熱エネルギーが発生して温度が上

昇するとともに、核分裂性生成ガスが発生して、処分場からの核種移行挙動に大きな影響を及

ぼすことが想定される。 
そのため仮想燃料デブリ Ver. 1 の収納容器（直径 35.56cm、高さ 86.74cm）を用いる場合に、

そのため仮想燃料デブリ Ver. 1 の収納容器（直径 35.56cm、高さ 86.74cm、図 3.3-16）を用いる

場合に、処分環境で地下水が浸入しても未臨界を維持できるかについて、臨界解析を行った。

解析では濃縮度 4.9%の燃料が 5%以上含まれること、最小燃焼度は 3.3GWd/t であるが長期的な

ビルドアップを考慮して、燃焼度 0 の新燃料相当の計算も実施した。収納容器外を炭素鋼製の

オーバーパックで取り囲む体系とし、臨界の観点から保守的にオーバーパック厚さを 100cm と

仮定した。収納容器内部は密度の燃料球が面心立方構造で配置されるものとし、Vm/Vf を 0.35
～20 の範囲で、計算コードは MVP を、核データライブラリは JENDL-4.0 を用いて評価した。 

その結果、仮想燃料デブリ Ver. 1 の容器に収納すると仮定した場合、非均質体系では新燃料

相当の燃焼度だけでなく、14GWd/t の燃焼度の燃料デブリについても、中性子実効増倍率が 1
を超えて臨界となり、均質体系の 14GWd/t の燃焼度だけが未臨界を維持できた（図 3.3-19）。 
いかなる Vm/Vf でも未臨界を維持できる容器直径を探るため、35.56cm から 2.5cm ずつ容器

直径を小さくして、評価を行った。その結果、均質体系及び非均質体系の新燃料相当（図 3.3-23、
図 3.3-25）、非均質体系の 3GWd/t の燃料デブリについては、22.5cm の容器直径である必要が

ある。均質体系では 3GWd/t の燃料デブリについては 25.0cm、非均質体系の 14GWd/t について

は 32.5cm となった。 
以上のことから、今後格納容器から回収して最終処分される際の燃料デブリの収納容器の直

径は、4.9％の濃縮度を持つ燃料棒を起源とする燃料デブリだけで構成されることが否定できな

い場合は、22.5cm 以下であることで処分環境において未臨界を維持できる。これは中性子吸収

材などを処分容器に用いない場合の評価値である。今後、格納容器内に散乱している燃料デブ

リの性状や濃縮度、燃焼度など核的な情報が調査によって明らかになれば、臨界を防止するた

めの容器形状の見直しや中性子吸収材の使用といった工学的対策を含めた検討を行う必要があ

る。 
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（3） 天然バリア中における臨界発生可能性に関する検討 
1F 燃料デブリの処分にあたっては、HLW と比較して放射能インベントリ中のウラン量が多

いことから、処分容器内で臨界を排除できても、長期間にウランが処分場から漏出して、天然

バリア中のある場所に集積して、臨界条件に到達する可能性が指摘されている。臨界になれば

熱及び FP ガスの発生など、核種移行を促進させ、天然バリア出口における核種移行フラック

スを上昇させることが懸念される。そこで、核種移行の観点から、ウランが天然バリア中で臨

界条件を達成する程度集積する可能性があるかについて、解析的に検討を行った。 
まず、既往の研究より、砂岩中で臨界に到達するのに最低限のウラン質量を見積もった。30%

の間隙率をもつ地質媒体中で 1 トンが集中的に濃集すれば、臨界になる最低限の条件を満たす

ことから、燃料デブリ中の総ウラン量 257 トンのウランが、どのような条件で 1 トンを超えて

濃集するかを GSRW-PSA による一次元核種移行解析によって評価した。また、各ウラン核種の

濃集量から、濃縮度の時間変化についてもあわせて評価した。なお、ウラン量 1 トンは臨界と

なる最低限の必要条件であり、1m3程度の球の中に 1 トンが均質に配置されなければ臨界とは

ならない。 
堆積岩サイトである幌延サイトの水質条件を想定して、種々のパラメータの組合せを仮定し

たケース設定により核種移行解析を行った（表 3.3-19）。 
その結果を以下に示す。 
 
 酸化性環境ではウランの溶解度が高く、人工バリア出口のフラックスが還元性環境と比

較して 2 桁程度高くなった（Case 2、図 3.3-39）。地下水中のウラン濃度もそれと比例

して高くなり、濃集点の U 溶解度に支配されてウラン濃集量は 66.2 トンと 1 トンを大

きく上回る結果となった。さらに当初還元性環境で 10 万年後に酸化性環境に変化する

場合でも、同様の結果となり、10 万年程度の時間遅れでは濃集点のウラン濃集量に影

響を及ぼさなかった（Case 3）。一方、酸化性環境でも濃集点までの移行距離が 10 倍に

なることで濃集点のピーク出現時間が後退し、それに伴う放射能の減衰によって、濃集

量の最大値は 300g 程度と解析ケース中最小値を示した（Case 4）。 
 また、還元性環境を維持するケースでも、濃集点における U 溶解度が非常に小さい条

件（標準ケースの 1/100）では、濃集量は 1 トンを大きく超え、221 トンと全ウラン量

の 86%が濃集し、解析ケース中最大となった（Case 6、図 3.3-43）。このほか、人工バ

リアの U 溶解度が高い場合にも 1 トンを超える濃集量となった（Case 7）。 
 一方、燃料デブリの浸出率が高いケースでも、人工バリア中の溶解度によって、人工バ

リア出口のフラックスが律速されるため、ウラン濃集量へは影響がなかった（Case 5）。 
 濃縮度の時間変化については、濃集量が 1 トンを超えるケースでは、その時点では 2%

をわずかに超える程度となるが、濃集量が最大となる時点（1～4 億年程度）では 2%以

下となり、ウランが十分な量濃集したとしても濃縮度が低下することにより臨界可能性

が低下していると考えられる。一方、浸出率が上昇するケースで溶解度の高い Np-237
が U-233 のフラックスを上昇させ、1g 未満が濃集する時期ではあるが、濃縮度が一時

的に 4%程度まで上昇する結果が示された。 
 
以上のことから、天然バリアにおける水質環境の切替わりにおいて、U 溶解度が極端に小さ

くなる条件がウラン濃集量に大きな影響を与えるパラメータとなった。これは処分場が酸化性

環境でも還元性環境でも、1 トン以上のウラン濃集量が得られるものである。 
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本解析では、いかなる条件でもウラン濃集量が 1 トンに満たないということを示せず、臨界

となる最低限の濃集量がいくつかのケースで得られる結果となった。一方、濃集点でのウラン

濃縮度の時間変化を評価することにより、1 トンを超える十分な濃集量があっても、最小臨界

質量の前提である濃縮度 2.25%よりも低くなるケースもあり、臨界解析と組み合わせた評価が

今後必要となる。さらに、上述したように、1 トンを超えるウランの濃集が直ちに臨界条件を

満たすものではない。濃集する場合のウランの配置、核種移行経路の 3 次元的な広がり、水質

が切り替わる境界面などに着目し、必要に応じて臨界解析を実施して、臨界発生の可能性につ

いて検討を行う必要がある。 
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4. 核種移行特性データ取得 

4.1 背景及び目的 
核燃料元素のウラン（U）やプルトニウム（Pu）の核種移行特性データの 1 つである収着分

配係数（Kd）について、系統的な収着試験によって得られたデータが少なく(1)、実験条件の情

報（詳細）が明らかになっていない文献が多い。そのため、燃料デブリを含む地層処分の安全

評価のために Kd を評価するのは困難な状況にある。そこで、系統的な収着試験を実施し、Kd
データを取得する必要がある。 
今年度は、U の Kd データの取得のために、地層処分の地下の還元環境を想定し、U(+4)の収

着試験実施方法を検討する。昨年度の結果より、特に U(+4)の保存液の調整が重要であること

が分かっており、U の酸化還元を実験的に制御できること、天然ウランを用いて保存液が調整

できることを確認する。また、Pu の Kd データの取得として、日本の代表的な堆積岩である砂

岩を対象に Pu の収着試験を実施する。砂岩の Kd は、pH 8.5〜9.75 で石英よりも大きいことが

昨年度の結果より分かっており、砂岩の Kd を支配する石英以外の鉱物が存在すると想定され

る。したがって、今年度は、Pu の収着を支配する砂岩の構成鉱物の確認、特に、含有量は少な

いが、Kd が大きいと想定される粘土鉱物（緑泥石等）に着目し、炭酸塩濃度と pH を系統的に

変化させた収着試験を実施する。 
 

4.2 U の核種移行特性データの取得 
昨年度実施した文献調査結果に基づいて、U(+4)保存液の調整方法を試験する。文献からは試

薬の濃度条件等は判明できるものの、例えば試薬を加える順番等不明な点が多く、調整方法の

解明が必要である。 
 

4.2.1 試験方法 
U(+4)は、溶存酸素により容易に U(+6)へ酸化される(2)ので、大気雰囲気下での試験や溶液調

整は行わず、濃度分析の操作を除き、Ar 雰囲気制御グローブボックス（GB）内で実施する。

U(+4)の調整方法は、主に 2 つあり、硝酸（HNO3）の U 溶液を電気分解して U(+4)に還元して

調整する方法(3)(4) (5)（電気分解法）と還元剤により UO2の沈殿を作り分離後溶解して U(+4)保存

液を作成する方法(6)(7)（沈殿法）である。電気分解法については、例えば、矢島(3)(4)が還元剤と

してヒドラジンを加えた硝酸ウラニル溶液を電気分解し、U(+4)の溶解度試験に用いている。今

年度は、GB の空間的制限から、電解槽等の大がかりな設備を必要としない沈殿法で実施する

ことにした。 
沈殿法に関する文献は 2 つある。Baston ら(6)の方法は、U(+6)の酸性溶液に亜二チオン酸ナト

リウム（Na2S2O4）を添加し、U を還元、さらに水酸化ナトリウム（NaOH）を加えて含水 U(+4)
酸化物の沈殿を作り、洗浄及び遠心分離後に 1 M 塩酸（HCl）溶液を加えて溶かして保存液と

する方法である。Evans ら(7)の方法は、250 mL の炭酸塩を含まない 0.4 M NaOH 溶液、500 mL
の 0.1 M Na2S2O4溶液、250 mL の 0.01 M UO2(NO3)2溶液を混合することにより、UO2·2H2O(am)
を沈殿させ、2 週間後に遠心分離し、0.05 M Na2S2O4溶液で洗浄し、再び 5,500 rpm で遠心分離

するという方法である。以上をまとめると、U の溶液として U(+6)の酸性溶液、還元剤として

Na2S2O4を使用し、NaOH で UO2の沈殿を作り、沈殿を分離後、沈殿を洗浄というのが共通的

な手順である。特に、還元剤として使用する Na2S2O4は酸で分解する性質があり、溶液をアル

カリ性にしてから Na2S2O4を加えるのか、もしくは酸性のまま分解される分を考慮して過剰に

加えるのか、といった点を試験操作で確認する必要がある。 
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また、GB 内の限られた空間で U(+4)の調整を実施するために、沈殿を含む溶液の処理（固液

分離）方法からも試験条件を検討した。固液分離に遠心分離器を使用する場合、1.5 mL の遠心

チューブ（ザルスタット製 62.548.004ZS）が使用できる最大限の試験容器であり、遠心分離に

かけられる液量はその容積の半分の 750 µL である。固液分離に吸引ろ過を使用する場合は、50 
mL の遠心チューブ（ザルスタット製 A.1500Z）が最大となる。 
試験に用いる天然ウランは、純分定量用金属ウラン標準試料 JAERI-U4(8)である。また、同位

体組成は、U-234: 0.0057%、U-235: 0.72%、U-238: 99.27%である。これを HNO3で溶解し、U 濃

度が 272 mg/mL（1.14 M）の約 0.5 M HNO3溶液（U 標準溶液）にした。試験に用いる液量は 1
試験あたり 73.5 µL である。念のため U 標準溶液を Ge 半導体検出器（CANBERRA 製）にて測

定し、天然ウラン及びその娘核種以外の元素が含まれていないことを確認した（図 4.2-1）。 
 

 

図 4.2-1 U 標準溶液のγ線スペクトル 

 
固液分離に吸引ろ過を使用する場合は、試験容器の容積に余裕があり、Na2S2O4の酸による

分解を考慮し、水を加え、酸を弱めてから Na2S2O4を添加することにした。その場合、溶解し

ている U(+6)の UO2
2+が水を加えることにより沈殿が生じるかどうかを大まかに予測するため

に、溶解度が pH に対してどのように変化するのかについて、U の溶解度曲線を作成し、検討

した。まず、沈殿を水酸化ウラニル UO2(OH)2(s)とし、この沈殿の生成平衡に関する定数 K も

しくは溶解度積 Ksp を以下のように示す。なお、以下の生成定数は、イオン強度（I）がゼロの

値を用いており、OECD NEA の Chemical Thermodynamics Vol.5(9)からの引用である。 
UO2

2+ + 2H2O = UO2(OH)2(s) + 2H+ log K = log ([H+]2/[UO2
2+]) = -4.81 

（Kw = [H+][OH-] = 10-14） 
UO3·2H2O(s) = UO2

2+ + 2OH- + H2O log Ksp = log ([UO2
2+][OH-]2) = -23.19 

また、 
mUO2

2+ + nH2O = (UO2)m(OH)n
2m-n + nH+ 
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の錯生成定数 ßn,m0を 
ßn,m0 = [(UO2)m(OH)n

2m-n][H+]n/[UO2
2+]m 

とする。UO2(OH)2(s)と平衡にある溶液中の全ての化学種の濃度を前述の定数 K と U(+6)の水

酸化物錯体の生成定数（表 4.2-1）を用いて求め、溶液中の全ての化学種の濃度の総和を S と

すれば、溶解度曲線は図 4.2-2 のように示される。 
 

表 4.2-1 U(+6)の水酸化物錯体（(UO2)m(OH)n
2m-n）の生成定数（25℃、I =0） 

(n,m) 化学種 log ßn,m0 

(2,2) (UO2)2(OH)2
2+ -5.62 

(4,3) (UO2)3(OH)4
2+ -11.9 

(5,3) (UO2)3(OH)5
+ -15.55 

(1,1) UO2OH+ -5.25 
(2,1) UO2(OH)2(aq) -12.15 
(3,1) UO2(OH)3

- -20.25 
(4,1) UO2(OH)4

2- -32.4 
(1,2) (UO2)2OH3+ -2.7 
(7,3) (UO2)3(OH)7

- -32.2 
(7,4) (UO2)4(OH)7

+ -21.9 

 

 

図 4.2-2 UO2(OH)2の溶解度曲線 
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溶解度曲線 log S 以上の濃度では UO2(OH)2の沈殿が生じていることを示しており、溶解度を

決めるのは酸性では(0,1)、つまり、UO2
2+と(2,2)の(UO2)2(OH)2

2+であり、アルカリ性では(3,1)の
UO2(OH)3

-である。 
U 標準溶液を水で 100 倍に希釈した場合、[UO2

2+] = 1.14E-02（1.14×10-2） M、pH は 2.3 程

度（0.5 M HNO3溶液を 100 倍希釈）であり、log[UO2
2+]が溶解度曲線 log S を下回り、沈殿は生

じず、U は安定に溶解していると予測される。 
固液分離に遠心分離器を使用する場合、U 標準溶液（73.5 µL）と同量の NaOH 溶液を添加す

ると、0.5 M Na2S2O4（和光純薬工業製）溶液を添加できる量は、750 µL – 73.5 µL×2 = 603 µL
である。この場合、U と Na2S2O4のモル比は 1:7.2 となる。また、各溶液（U 標準溶液、Na2S2O4

溶液及び NaOH 溶液）を加える順番によって沈殿の生成に違いが見られるかどうかを確認する

ために、3 つのケースを想定した。ケース 1 として、Baston ら(6)の手順を基に試験条件を設定

した。具体的には、酸性の状態で Na2S2O4溶液を加えると Na2S2O4が分解する可能性があるが、

溶存している UO2
2+を U(+4)に還元し、その後 NaOH 溶液を加えて UO2·2H2O(am)の沈殿を作る

という手順である。ケース 2 は、最初に酸性の U 標準溶液を NaOH 溶液に加え、液性が酸性か

らアルカリ性に移る過程で U の沈殿が生じる可能性があるが、アルカリ性の状態で Na2S2O4溶

液を加えて U(+6)から U(+4)へ還元する手順である。ケース 3 は、Evans ら(7)の手順を基に試験

条件を設定した。最初に NaOH 溶液と Na2S2O4溶液を混合し、Na2S2O4が分解されていない状態

で U 標準溶液を加えるという手順である。 
一方、固液分離に吸引ろ過を使用する場合は、U 標準溶液（73.5 µL）を水で 100 倍に希釈し

（7.35 mL）、Evansら(7)の方法と同じく、UとNa2S2O4のモル比が1:50となるように0.5 M Na2S2O4

溶液を 3.36 mL 添加することにした。固液分離に遠心分離器を使用する場合と同じく、NaOH
溶液は、U 標準溶液と同量の 73.5 µL を添加することにし、ケース 1〜3 と同様の手順をそれぞ

れケース 4〜6 に設定した。 
なお、希釈及び試薬の調製には、真空ポンプで脱気した超純水（脱気水）を用いた。また、

用いる NaOH 溶液は、含まれる炭酸塩によって U と錯形成し、沈殿が生じにくくなる可能性が

あるため、10 mL の 10 M NaOH（和光純薬工業製）溶液に対し、0.7 mL の BaCl2·2H2O（和光

純薬工業製）の飽和溶液を加えて 48 時間以上静置し、BaCO3を沈殿(3)させ、上澄みをポリフッ

化ビニリデン製の 0.1 µm のフィルター（Merck 製 Millex-VV Syringe Filter Unit, SLVV033RS）で

ろ過し、炭酸塩を除去し、脱気水で 10 倍に希釈したものである。 
以上の U 沈殿生成試験条件を表 4.2-2 に取りまとめる。 
  



 
 

- 4-5 - 

表 4.2-2 U 沈殿生成試験条件 
（ケース 1〜3：1.5 mL 遠心チューブ、4〜6：50 mL 遠心チューブ） 

ケース ① ② ③ 

遠
心
分
離 

1 Na2S2O4 U NaOH 

2 NaOH U Na2S2O4 

3 NaOH Na2S2O4 U 

吸
引
ろ
過 

4 水+U Na2S2O4 NaOH 

5 水+U NaOH Na2S2O4 

6 NaOH Na2S2O4 水+U 

U: U 標準溶液（U: 272 mg/mL）73.5 µL（黄色液体） 
水: 脱気水 7.2765 mL 
Na2S2O4: 0.5 M Na2S2O4溶液（無色液体） 
NaOH: 約 1 M NaOH 73.5 µL（無色液体） 

 
U 沈殿生成試験では、表中の各溶液を①、②、③の順に添加し、添加直後の状況を観察した。

沈殿の生成期間は 20 日程度とした。沈殿生成期間後の固液分離は、遠心分離器を使用する場合

については、12,000 rpm で 15 分間実施し、吸引ろ過を使用する場合については、ポリエーテル

スルホン製の 0.22 µm のフィルター（Merck 製 Steriflip-GP, SCGP00525）を用いた。沈殿を 10 mL
の 1 M HCl（多摩化学工業製）溶液で溶解し保存液とした。2 mL の保存液に対し、2 mL の 1 M 
HNO3（関東化学製）溶液、4 mL の 0.4 M TTA（ALDRICH 製）/キシレン（和光純薬工業製）

溶液を添加し、溶媒抽出(10)により U 価数確認試験を実施した（図 4.2-3）。溶媒抽出により、有

機相（0.4 M TTA/キシレン溶液）に U(+4)が抽出され、U(+6)が水相（1 M HNO3溶液）に残る。

U の価数確認は、沈殿を酸で溶かした保存液及び溶媒抽出後の水相からそれぞれ 1 mL を分取

し、予備的に液体シンチレーションカウンター（BECKMAN 製 LS 6500）で分析した(11)。保存

液及び溶媒抽出後の水相中の U（U-238）の濃度は 5% HNO3溶液で適宜希釈し、ICP-MS
（PerkinElmer 製 ELAN DRC-e）で分析した。 

 

 

図 4.2-3 溶媒抽出方法の模式図 
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4.2.2 結果 
（１）各溶液添加直後の状況 

・ケース１：黄色沈殿が生じ、黒色液体が上澄みに生じた。 
・ケース２：①（NaOH）＋②（U）で少量の白色沈殿が黄色溶液中に生じ、③（Na2S2O4）

を添加するとオレンジ〜茶色のまだらな沈殿が生じた。③を添加した直後の上澄みは黒

色だったが、透明に変化した。 
・ケース３：③（U）を添加すると黄白色沈殿と黒色液体がまだらに生じた。 
・ケース４：①（U）＋②（Na2S2O4）で黒色液体となり、③（NaOH）を添加し 5〜10 分

後、黒色液体中に沈殿が見られたが、沈殿の色は判別できなかった。 
・ケース５：①（U）＋②（NaOH）で黄色液体であり、沈殿は目視で確認できなかった。

③（Na2S2O4）を添加すると黒色液体になった。5〜10 分間の観察では沈殿は見られなか

った。 
・ケース６：①（NaOH）＋②（Na2S2O4）＋③（U）で黒色液体となり、ケース４と同様

に沈殿が見られた。 
 

（２）沈殿生成期間後の状況 
・ケース 1〜3：容器上から順に黄薄色液体、黒褐色、オリーブ色、黄白色の 3 種類の沈殿

が見られた（図 4.2-4）。遠心分離後、オリーブ色沈殿が見えなくなった。 
 

 

図 4.2-4 遠心分離前の沈殿生成状況（左からケース 1、2、3） 
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・ケース 4〜6：黒緑色沈殿が見られた（図 4.2-5）。 
 

 

図 4.2-5 遠心分離前の沈殿生成状況（左からケース 4、5、6） 

 
（３）U 価数確認試験（ケース 1〜3） 
ケース 1〜3 のうち、ケース 1 を代表とし、遠心分離後の黒褐色沈殿と黄白色沈殿をそれぞれ

分取し、10 mL の 1 M HCl 溶液で溶解し、保存液とした。これを溶媒抽出し、液体シンチレー

ションカウンターで分析した結果、黒褐色沈殿は、溶媒抽出後の水相（U(+6)）のα領域のカウ

ント数が保存液に比べ著しく少なかった（図 4.2-6）。これは、黒褐色沈殿中の U が+4 価に還

元されていることを示し、UO2·2H2O(am)の存在が示唆された。一方、黄白色沈殿は、保存液と

水相（U(+6)）のカウント数の差が小さく、黄白色沈殿は+6 価の U が主に存在し、沈殿の色か

ら UO3
(12)と想定される。ICP-MS による濃度分析（表 4.2-3）からも同様の結果が得られた。 
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図 4.2-6 液体シンチレーションカウンター測定結果（ケース 1） 

 

表 4.2-3 ICP-MS 測定による U-238 の濃度分析結果（ケース 1） 

 
溶媒抽出後の水相（U(+6)）の

U-238 濃度(M) 
保存液中の U-238 濃度

(M) 
保存液中の U(+4)の

存在割合(%) 

黒褐色沈殿 (1.57E-04±0.02E-04) (6.09E-04±0.06E-04) 74.2 

黄白色沈殿 (5.15E-04±0.05E-04) (6.66E-04±0.07E-04) 22.6 

 
（４）U 価数確認試験（ケース 4〜6） 
吸引ろ過後の黒緑色沈殿をそれぞれ 5 mL の 0.05 M Na2S2O4溶液で洗浄後、10 mL の 1 M HCl

溶液で溶解し、保存液とした。これらを溶媒抽出し、液体シンチレーションカウンターで分析

した結果、いずれの溶媒抽出後の水相（U(+6)）も、α領域のカウント数が保存液に比べ著しく

少なかった（図 4.2-7）。また、溶媒抽出の操作で、有機相の 0.4 M TTA/キシレン溶液が、振と

う開始前の薄黄色から振とう中に濃い赤茶色へ変色するのが確認され、この現象は、水相に多

く存在する U(+4)が有機相へ抽出されたためと考えられる。これらの結果は、+6 価から+4 価へ

U が還元されていることを示す。ICP-MS で U-238 の濃度を分析した結果（表 4.2-4）からは保

存液中の U の 9 割が+4 価として存在していることが分かった。 
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図 4.2-7 液体シンチレーションカウンター測定結果（ケース 4） 

 

表 4.2-4 ICP-MS 測定による U-238 の濃度分析結果（ケース 4〜6） 

ケース 溶媒抽出後の水相（U(+6)）の

U-238 濃度(M) 
保存液中の U-238 濃度

(M) 
保存液中の U(+4)の

存在割合(%) 

4 (7.76E-04±0.14E-04) (8.29E-03±0.10E-03) 90.6 

5 (8.42E-04±0.14E-04) (8.75E-03±0.10E-03) 90.4 

6 (8.80E-04±0.14E-04) (8.16E-03±0.10E-03) 89.2 

 
4.2.3 まとめ 

U(+4)の調整方法として沈殿法を採用し、GB 内での試験操作で、Uの沈殿を目視で確認でき、

U の酸化還元を実験的に制御できること、天然ウランを用いて保存液が調整できることを確認

した。溶液を添加する順番によって生成物の違いは見られなかった。固液分離に遠心分離器を

使用する方法では、還元剤の量が少なく還元が不十分となり、沈殿が黒褐色沈殿と黄白色沈殿

の 2 種類が生成した。一方、固液分離に吸引ろ過を使用する方法では黒緑色沈殿のみが生成し、

U(+6)から U(+4)に還元され、U(+4)の保存液を作ることができた。 
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4.3 Pu の核種移行特性データの取得 
砂岩に対する Pu の Kd は、pH 8.5〜9.75 で石英よりも大きいことが昨年度の成果より分かっ

ており、石英以外の鉱物が砂岩に対する Pu の Kd を支配すると想定される。砂岩の XRD パタ

ーンを図 4.3-1 に示す。 
 

 

図 4.3-1 砂岩の XRD パターン 
（Qtz = 石英, Ab = 曹長石, Cal = 方解石, Chl = 緑泥石, Ms = 白雲母） 

 
砂岩の構成鉱物は、含有率が高い順に、石英、曹長石、方解石、緑泥石及び白雲母である。

今年度は、Pu の収着を支配する砂岩の構成鉱物を推定し、それを用いて収着試験を実施し、Pu
の構成鉱物への収着挙動を確認する。過去の文献やデータベースから、鉱物に対する Pu の数

少ない Kd データを基に、今年度の試験条件（炭酸塩含有溶液）を考慮しつつ、各構成鉱物に

対する Pu の Kd を仮定し、砂岩に対する Pu の Kd を支配する鉱物を推定した。 
まず、曹長石について、「岩石と核種の相互作用に関する研究（IV）(13)」によれば、約 pH 7

で曹長石に対する Pu の Kd は 4.3〜6.7 m3/kg、石英に対する Pu の Kd が 6〜11 m3/kg と示され

ている。Mucdiardi ら(14)によれば、0.03 M NaHCO3溶液を用いた収着試験で、収着反応終了時の

pH が 9.4 で石英が 0.82、曹長石が 0.18 m3/kg と示されている。これらの結果から、曹長石に対

する Pu の Kd は石英と同程度であり、砂岩に対する Pu の Kd への寄与は小さいと判断した。

方解石については、Zavarin ら(15)によれば、pH 9.75 で全炭酸塩濃度（Ctot.）が 0.07 M のとき、

方解石に対する Pu の Kd が 0.06 m3/kg と報告されている。昨年度の成果で示されたように、炭

酸塩濃度が上昇するにつれて Kd が小さくなるという傾向を適用すれば、方解石に対する Pu の



 
 

- 4-11 - 

Kd はさらに小さくなると考えられ、砂岩に対する Pu の Kd への寄与は小さいと判断した。し

たがって、今年度は、砂岩の構成鉱物のうち、Pu の収着を支配する鉱物、特に、含有量は少な

いが比表面積が大きく、Kd が大きいと想定される粘土鉱物（緑泥石等）に着目し、炭酸塩濃度

と pH を系統的に変化させた収着試験を実施した。また、収着平衡時間を確認するために、い

くつかの溶液条件で収着試験を実施し、収着試験期間中に複数回サンプリングし、収着時間に

対する Kd の変化を確認した。 
 

4.3.1 試験方法 
（１）固相（岩石及び鉱物）の調整 
試験に用いる砂岩は、平成 17 年に採掘したボーリングコアであり、採取深度が 229〜230 m

のものである(16)。鉱物は試薬の石英（関東化学製）、高知県本山町産の緑泥石（岩本鉱産物商

会製）及び福島県石川町産の白雲母（岩本鉱産物商会製）である。石英を除く固相は、破砕後、

ナイロン製ふるい（筒井理化学器械製）を用い、砂岩については 250〜500 µm、緑泥石と白雲

母については 63〜250 µm に分級した。また、固相の比表面積を BET 比表面積・細孔分布測定

装置（Quantachrome 製 NOVA 1200e）の NOVA モードにて測定した（表 4.3-1）。 
 

表 4.3-1 砂岩及びその構成鉱物の粒径と比表面積 

 粒径(µm) 比表面積(m2/g) 

砂岩 250-500 6.5 

石英 < 63 7.0×10-1 

緑泥石 63-250 1.8 

白雲母 63-250 4.0 

 
（２）バッチ式収着試験 
バッチ式収着試験は、濃度分析を除き、Ar 雰囲気制御 GB（20〜25℃）内で実施した。試験

溶液は、0.5 M NaHCO3（和光純薬工業製）溶液、0.5 M Na2CO3（和光純薬工業製）溶液及び 0.5 
M NaCl（和光純薬工業製）溶液を用いて各試験溶液を 30 mL のポリプロピレン製遠心チューブ

（ザルスタット製 60.544S）に、イオン強度（I）が 0.5 mol/kg となるように、25 mL に調整し

た（表 4.3-2）。各試験溶液に Pu の保存液（Pu-238 が 9×10-8 M の 1 M HNO3溶液）を 10 µL 投

入し、手で振とう後、サンプリングを行った。サンプリングは、次の手順にて実施し、以降の

サンプリングも同じ手順である。まず、セルロース混合エステル製の 0.45 µm のフィルター

（Merck 製 Millex-HA Syringe Filter Unit, SLHA033SS）、5 mL のシリンジ（テルモ製 SS-05SZ）
及びミニバイアル（カルテル製 934）のコンディショニングのために試験溶液から 0.4 mL を分

取した。コンディショニング後の溶液を捨て、試験溶液から新たに 1.3 mL を分取し、フィルタ

ーでろ過後、ろ液から 1 mL をミニバイアルに分取し、濃度分析に使用した。Pu の濃度は、液

体シンチレーションカウンター（BECKMAN 製 LS 6500）を用いて測定した。液体シンチレー

ションカウンターによる Pu の濃度分析は、1 mL のサンプルに対し、3 mL のシンチレーター

（National Diagnostics 製 Hydrofluor）を加え、実施した。測定条件は、30 分間の 6 回連続測定

を 1 サイクルとし、それを 2 回実施し、合計の測定時間をサンプル 1 つにつき 6 時間とした。

Pu が安定に溶けていることを確認するために、サンプリングは保存液投入直後、24 時間後及

び 48 時間後に 1 回ずつ実施した。Pu が安定に溶けている場合の濃度は 3.6E-11 M（5.5 Bq/mL）
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である。Pu が安定に溶けているのを確認した後に、0.5 g の砂岩またはその構成鉱物が入った

30 mL のポリプロピレン製遠心チューブそれぞれに試験溶液（19.91 mL）を移し、収着を開始

した。ケース 1〜4 については、収着平衡時間を確認するために、収着開始後 1 時間、24 時間、

48 時間、144 時間及び 168 時間（1 週間）毎に 1 回サンプリングし、Pu の濃度分析を実施した。

振とうは、最終サンプリングを除き、各サンプリング後に手で 1 分間実施した。それら以外の

ケース（A〜F）は、168 時間後に 1 回サンプリングし、休日以外 1 日 1 回手で 1 分間振とうし

た。最終サンプリング時に試験溶液の pH（ThermoSCIENTIFIC 製 Orion 8172BNWP）及び Eh
（ThermoSCIENTIFIC 製 Orion 9502BNWP）を測定した。白雲母のケース 3 及び 4 については、

pH 及び Eh 測定後に容器から試験溶液及び固相を取り出し、脱気水で試験容器を洗浄し、3 mL
の 1 M HNO3で 3 回、容器壁面を洗浄した。それぞれの洗浄液から 1 mL サンプリングし、100 µL
の 10 M NaOH 溶液を加えて中和後、3 mL のシンチレーターを加え、液体シンチレーションカ

ウンターで壁面に吸着している Pu の量を前述の測定条件で分析した。 
 

表 4.3-2 Pu の収着試験溶液条件 

ケース Ctot. [HCO3
-] [CO3

2-] 

1 0.1 0.1 0 

2 0.1 0 0.1 

3 0.3 0.3 0 

4 0.3 0.2 0.1 

A 0.1 0.08 0.02 

B 0.1 0.06 0.04 

C 0.1 0.05 0.05 

D 0.1 0.04 0.06 

E 0.1 0.04 0.06 

F 0.3 0.25 0.05 

 

4.3.2 結果及び考察 
（１）収着平衡時間確認試験結果 
試験結果を表 4.3-3、収着時間と Kd の変化を図 4.3-2 に示す。 
 

  



 
 

- 4-13 - 

表 4.3-3 収着平衡時間確認試験結果（ケース 1〜4） 

  Kd(m3/kg) 168 時間

後 pH 
168 時間

後 Eh(mV) ケース 1 時間後 24 時間後 48 時間後 144 時間後 168 時間後 

砂
岩 

1 3.6E-02 1.2E+00 9.2E-01 8.5E-01 8.7E-01 8.53 -85.3 

2 2.3E-02 1.3E-01 2.6E-01 7.1E-01 9.2E-01 11.1 -253 

3 1.9E-02 3.8E-02 3.9E-02 4.0E-02 4.1E-02 8.58 -72.1 

4 3.2E-03 6.8E-03 7.4E-03 1.0E-02 1.1E-02 9.46 -154 

緑
泥
石 

1 3.8E-02 1.7E+00 1.4E+00 1.2E+00 1.1E+00 8.56 37.8 

2 3.3E-02 4.4E-01 6.2E-01 8.9E-01 8.9E-01 11.1 -53.1 

3 3.2E-02 1.9E-01 1.9E-01 1.5E-01 1.4E-01 8.63 441 

4 1.4E-02 3.1E-02 3.5E-02 3.6E-02 3.6E-02 9.49 440 

白
雲
母 

1 3.4E-03 4.1E-03 5.3E-03 6.1E-03 6.5E-03 8.53 43.3 

2 2.4E-02 1.1E-01 1.4E-01 2.1E-01 2.2E-01 11.0 -37.3 

3 1.7E-03 2.0E-03 1.8E-03 1.1E-03 1.4E-03 8.59 40.8 

4 8.1E-04 7.9E-04 1.6E-03 6.2E-04 7.5E-04 9.50 25.8 

石
英 

1 2.8E-03 6.7E-03 9.3E-03 1.4E-02 1.5E-02 8.60 -114 

2 1.6E-02 8.3E-02 1.4E-01 2.7E-01 3.0E-01 11.0 -188 

3 3.3E-04 7.4E-04 6.3E-04 8.6E-04 9.1E-04 8.61 -108 

4 1.9E-04 1.0E-03 1.2E-03 1.5E-03 1.4E-03 9.50 -126 

  

  

図 4.3-2 収着時間と Kd の変化（a: 砂岩、b: 緑泥石、c: 白雲母、d: 石英） 
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n 回のサンプリングで収着平衡となった場合、Kd(m3/kg)は、式(4.3-1)で示される。 

 (4.3-1) 

C0: 反応開始時の液相中の Pu の濃度(M) 
Cx: ｘ回目にサンプリングしたときの液相中の Pu の濃度(M) 
V0: 反応開始時の液相の体積(m3) 
Vs: １回あたりのサンプリング量(m3) 
M: 固相試料の乾燥質量(kg) 
白雲母のケース 3 及び 4 においては、C0と Cxの差が小さく、Kd を算出する際に、試験容器

壁面への吸着量を考慮する必要がある(17)。今回、壁面洗浄液のカウント数とバックグラウンド

のカウント数に有意な差が見られず、試験容器壁面への Pu の吸着量はゼロと評価した。 
いずれの砂岩及び鉱物についても、収着開始後 24〜48 時間と 168 時間の間で Kd がほとんど

変化していないことから 24〜48 時間で収着平衡に達したと判断した。 
 

（２）砂岩及び鉱物に対する Pu の収着試験結果 
砂岩及び鉱物に対する Pu の収着試験結果を表 4.3-4 及び図 4.3-3 に示す。図 4.3-3 のケース

1～4 の Kd は、168 時間後の値を載せた。 
ケース A〜F の Kd(m3/kg)は式(4.3-2)、その誤差σKdは式(4.3-3)で示される。 

 (4.3-2) 

 (4.3-3) 

C0: 反応開始時の液相中の Pu の濃度(M) 
Ceq: 収着平衡時の液相中の Pu の濃度(M) 
V0: 反応開始時の液相の体積(m3) 
M: 固相試料の乾燥質量(kg) 
σx: 添え字 x のデータが有する誤差 
C0及び Ceqに Pu の放射能測定にかかる誤差として 95%信頼限界（2σ）を付与した。 
全炭酸塩濃度が 0.1 M の場合、砂岩と緑泥石に対する Pu の Kd は、pH 8.5〜9.75 で低下し、

pH 9.75〜11.1 で上昇した。一方、白雲母と石英に対する Pu の Kd は、pH 8.5〜9.75 で一定、pH 
9.75〜11.1 で上昇した。砂岩の構成鉱物である緑泥石（(Mg, Al, Fe)4-6(Si, Al)4O10(OH)8）と白雲

母（KAl2(Si3Al)O10(OH)2）及び石英（SiO2）の大きな違いは、鉱物に鉄が含まれるかどうかで

ある。鉄を含む鉱物、例えば黒雲母は Pu を多く収着することが知られている(13)(14)。Pu のスペ

シエーション（図 4.3-4）を考慮すると、pH 8〜11 で支配的に存在する負に帯電した Pu の炭酸

錯体（Pu(OH)2(CO3)2
2-）が、正に帯電した鉱物の表面水酸基（図 4.3-5: >FeOH2

+及び>AlOH2
+）

に吸着し、pH が上昇するにつれて、正に帯電した表面水酸基の濃度が低下し、それとともに

Kd が低下する傾向を示している。pH 8.5〜9.75 では、>FeOH2
+及び>AlOH2

+の正に帯電した表

面水酸基が見られるが、その pH 領域の緑泥石と白雲母に対する Pu の Kd を比較すると緑泥石

は低下傾向が見られるものの、白雲母は一定である。このことから、>AlOH2
+は Pu の収着には
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ほとんど寄与しておらず、緑泥石が砂岩に対する PuのKdを支配する鉱物であると考えられる。 
一方、pH 9.75〜11.1 では負に帯電した鉱物の表面水酸基が支配的となり（図 4.3-5: >SiO-、

>FeO-及び>AlO-）、Pu(OH)4(aq)の濃度が上昇する傾向（図 4.3-4）と同じく Kd も全ての構成鉱

物で上昇している。この傾向は、負に帯電した鉱物表面水酸基（>SO-）に、電気的に中性の化

学種が収着する(18)という次の考え方に一致している。 
>SO- + Pu(OH)4(aq) = >SOPu(OH)4

- (4.3-4) 
全炭酸濃度が 0.3 M の方が Pu(OH)4(aq)の濃度が低く、全炭酸塩濃度が 0.1 M から 0.3 M に上

昇すると、砂岩及びその構成鉱物に対する Pu の Kd は、1〜1.5 桁低下した。 
 

表 4.3-4  Pu と砂岩及び鉱物の収着試験結果（ケース A〜F） 

 ケース Kd(m3/kg) pH Eh(mV) 

砂
岩 

A (9.3E-02±1.7E-03) 9.10 360 

B (5.0E-02±9.7E-04) 9.54 312 

C (4.2E-02±9.9E-04) 9.73 -11.5 

D (4.4E-02±8.7E-04) 9.88 212 

E (5.5E-02±1.1E-03) 10.3 107 

F (1.3E-02±5.8E-04) 9.10 -51.5 

緑
泥
石 

A (6.5E-01±2.3E-02) 9.16 382 

B (3.2E-01±8.2E-03) 9.55 325 

C (1.6E-01±4.3E-03) 9.74 12.8 

D (3.5E-01±9.2E-03) 9.89 245 

E (4.0E-01±1.1E-02) 10.3 125 

F (4.8E-02±1.2E-03) 9.12 -11.7 

白
雲
母 

A (5.3E-03±4.7E-04) 9.15 395 

B (4.5E-03±4.6E-04) 9.54 340 

C (4.8E-03±4.8E-04) 9.72 11.6 

D (5.5E-03±4.7E-04) 9.88 302 

E (1.3E-02±5.6E-04) 10.3 183 

F (7.2E-04±4.2E-04) 9.11 -26.3 

石
英 

A (1.5E-02±6.0E-04) 9.20 298 

B (2.0E-02±6.9E-04) 9.59 255 

C (2.3E-02±7.1E-04) 9.75 233 

D (2.6E-02±7.3E-04) 9.91 202 

E (4.4E-02±1.0E-03) 10.31 160 

F (5.1E-04±4.1E-04) 9.09 -141 
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図 4.3-3 砂岩及びその構成鉱物に対する Pu の Kd（ケース 1〜4、A〜F） 

 

 

図 4.3-4 Pu のスペシエーション 
（JAEA の熱力学データベース(19)の値を用いて PHREEQC Ver.3(20)により計算） 
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図 4.3-5 表面水酸基のサイト濃度と pH の関係 

（Hydrous ferric oxide、Amorphous silica 及び Amorphous alumina の熱力学的収着モデリングパラ

メーター(21)を使用し、非静電的モデルより Visual Minteq Ver.3.1b(22)で計算） 

 
4.3.3 まとめ 
全炭酸塩濃度が 0.1 M の場合、砂岩と緑泥石に対する Pu の Kd の変化は、pH 8.5〜11.1 で同

じ傾向を示した。一方、白雲母と石英に対する Pu の Kd の変化は、pH 8.5〜9.75 で一定、pH 9.75
〜11.1 で砂岩と緑泥石に対する Pu の Kd の変化と同じ傾向を示した。緑泥石が砂岩に対する

Pu の Kd を支配する鉱物であることが確認され、pH 8.5〜9.75 で緑泥石（(Mg, Al, Fe)4-6(Si, 
Al)4O10(OH)8）と白雲母（KAl2(Si3Al)O10(OH)2）に対する Pu の収着挙動が異なるのは、緑泥石

に含まれる鉄（Fe）によるものと推定された。全炭酸塩濃度が 0.1 M から 0.3 M に上昇すると、

砂岩及びその構成鉱物に対する Pu の Kd は、1〜1.5 桁低下した。 
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5. 総合的な安全評価コード・モデルの整備 
 
5.1 はじめに 
地層処分分野における原子力規制庁委託事業では、平成 22 年度から平成 26 年度までに廃棄

体・人工バリアの挙動モデルおよび物質移行-変質連成解析コードの開発・整備、地質・気候関

連事象が処分環境中の特性変化に与える影響評価のためのモデル・コード整備並びに各モデ

ル・コードおよび評価用データとのリンケージを図った総合的な安全評価手法を整備してきた
(1)-(5)。 
燃料デブリの処理に関する要求事項を抽出するため、現在我が国の地層処分で想定されてい

る人工バリア概念（オーバーパック（以下、「OP」）および緩衝材）に基づいた、燃料デブリの

直接処分を想定した総合的安全評価解析を実施する必要がある。そのため、本事業では総合的

な安全評価手法の整備を前事業から引き続いて実施することとした。 
 
本年度は、廃棄体・人工バリアに係る挙動モデル・コード整備として、緩衝材劣化に係る現

象（緩衝材中におけるイオン種の拡散）に関して、処分環境を想定した拡散試験等を実施し、

実験的および理論的な科学的根拠を有するモデルの整備を実施した。さらに、燃料デブリ廃棄

体による緩衝材への影響を考慮可能とするため、物質移行－変質連成解析コードへの上記モデ

ルの導入等の機能拡張を実施した。 
また、地質・気候関連事象の発生による影響評価のためのモデル・コードの整備として、長

期的な地質環境の変化による地下水流動への影響を連続的に評価するための機能拡張を行った。

さらに、核種移行・線量評価コードに対して燃料デブリに特有の特性を踏まえたコードの拡張

を行い、総合的な安全評価コードの整備を実施した。 
 
また、「5.2 安全評価手法の全体像」では、体系的な安全評価手法としてこれまで整備して

いる人工バリア領域におけるリンケージ解析の評価体系や天然バリア領域における評価体系、

そして本年度実施した整備概要について示した。個々のモデル/コード整備に係る詳細な実施内

容については、「5.3 緩衝材中拡散モデルおよび物質移行-変質連成解析コードの整備」、「5.4 
MIG2DF の整備」、「5.5 GSRW-PSA の整備」にそれぞれ示す。  
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5.2 安全評価手法の全体像 
地層処分の安全評価では、人工・天然バリアの安全機能（隔離、閉じ込め）を適切に評価す

ることが重要である。そのため、その安全評価手法としては、我が国において想定される代表

的な地質、水理，熱および化学的環境を踏まえた、核種移行や被ばくに与える影響を評価でき

る体系的な手法（シナリオ設定、モデル、解析コード、パラメータ評価）の整備が必要となる。 
また、体系的な手法にとっては、評価全体の一貫性が重要になってくることから、全体とし

て「地質・気候関連事象を考慮した地下水流動条件を設定した上で、廃棄体から人工バリア、

天然バリアを経由して放出される放射性核種のフラックスおよび生物圏における被ばく量を

“ひとつながり”で評価すること」が必要であり、これを実現するため、個々の要素モデルや

コード間の適切なリンケージを図った、総合的な安全評価体系の整備が求められる。 
 

（１）人工バリア領域を対象とした評価体系 
我が国において想定される代表的な地下水の化学的環境を踏まえた、放射性核種の移行や周

辺公衆への被ばくに与える影響を評価することのできる体系的な安全評価手法（シナリオ、モ

デル、コード）の整備をこれまで進めてきた(1)-(5)。 
平成 22 年度は、人工バリアの各評価モデルとの適切なリンケージの方法について、現状の知

見として、モデルやコード間でのデータの受け渡しについて整理を行った(1)。平成23年度には、

人工バリア領域の変質評価に用いる、モデル、コード、パラメータについて、データの入出力

関係、共通的に使用する設定データ（初期条件、境界条件）の適用関係について整理するとと

もに、従来の「緩衝材－支保工－EDZ」の人工バリア体系に、新たに OP を加え、OP の溶解（鉄

の溶出）をリンクさせた評価手法をリンケージ解析のプロトタイプとして整備した(2)。平成 24
年度には、人工バリア領域の温度変遷、10 万年解析のためのリスタート機能、全面腐食時の最

大溶解速度設定見直し、ガラス固化体溶解速度設定（Ca を除外し Mg 濃度のみとする）等の整

備を反映させた(3)。平成 25、26 年度には、これまでに整備した人工バリア領域における変遷を

評価するための各性能評価モデル/パラメータのリンケージについて、鉄珪酸塩鉱物の鉱物モデ

ル・熱力学データを追加するとともに、核種溶解度に PA-SOL を適用し、ガラス固化体溶解速

度設定手法の見直しなどの整備を反映させた（図 5.2-1 参照）(4), (5)。 
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図 5.2-1 人工バリア領域の状態変遷を解析し、核種移行解析および地下水流動解析の 

入力データを提供するための評価体系 
 
本年度は、燃料デブリ廃棄体による緩衝材への影響を評価可能とするため、ベントナイト系

緩衝材中における拡散評価手法に係る整備を実施した。具体的には、平成 26 年度に提案した見

かけの拡散係数をベースとしたイオン種の拡散モデルの検討に資するため、種々の条件におけ

る透過拡散試験を実施してより長期な検証用データの蓄積を図るとともに、それらデータおよ

び最新知見等を反映させたモデルの改良を行った。また、当該モデルを物質移行-変質連成解析

コード（MC-BUFFER）に導入するための検討を行った。 
 

（２）天然バリア領域を対象とした評価体系 
HLW 等を対象とした地層処分では、地震、火山、隆起・侵食、気候変動等の地質・気候関連

事象が発生することが想定される場合に、処分サイト内の地質環境および処分施設における熱、

水理、力学、化学的な特性（以下、THMC）の変化の程度を評価し、さらに、その特性変化が

処分施設からの核種移行に与える影響を評価する必要がある。これまで、地質・気候関連事象

を考慮した地下水流動条件を設定した上で、廃棄体から人工バリア、天然バリアを経由して放

出される放射性核種のフラックスおよび生物圏における被ばく量を総合的に評価するために、

図 5.2-2 に示すようなリンケージ評価体系を整備してきた。 
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図 5.2-2 堆積岩サイトを想定した場合のリンケージ評価体系 

 
天然バリア領域内では、まず、ガラーキン法を用いた有限要素法による 2 次元地下水流動解

析コード MIG2DF により、水頭・流速分布および塩分濃度分布の時間変化を計算する。連動し

た粒子追跡法による移行時間・移行経路の解析コード（PASS-TRAC）により、確率論的安全評

価コード GSRW-PSA を用いて安全評価を行う際の天然バリアにおける核種移行の評価に必要

なパラメータ（地下水流速、移行経路、水質条件等）を算出する。また、算出された岩種や水

質の情報を基に、核種移行データベースの整備の一環で進めている核種の分配係数評価手法に

より、移行経路上の分配係数を設定する。一方、ニアフィールド岩盤における水質の解析結果

は、（１）に示した人工バリアにおけるリンケージ解析の入力となり、ガラス溶解速度や緩衝材

中の分配係数、拡散係数などの核種移行パラメータを算出する。以上のパラメータ条件を基に、

GSRW-PSA により人工バリア内から天然バリア、生物圏に至るまでの核種移行の解析を実施し

ている。 
本年度は、長期的な地質環境の変遷に伴う地下水流動の変化を連続的に評価するための拡張

を、MIG2DF に対して行った。具体的には、調査等により作成された過去～未来のある時刻の

地質モデル（地表面、地質境界、断層面の情報）を基にした計算時刻毎の地質モデルの作成、

作成した地質モデルに対応する解析モデルの作成、モデルの入れ替わりによる計算値の変化を

考慮した計算を可能とする外部プログラムを整備した。 
また、燃料デブリに特有の特性を踏まえた解析を行うための拡張を、GSRW-PSA に対して行
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5.3 緩衝材中拡散モデルおよび物質移行-変質連成解析コードの整備 

5.3.1 背景と目的 
高レベル放射性廃棄物等の地層処分システムにおいて緩衝材の有力な候補材であるベント

ナイトは、止水機能、核種収着機能など、地層処分の安全性を確保する上で重要なバリア機能

が期待されているが、当該処分システムの構造材料（処分坑道の支保工等）として多量に使用

するとされるセメント系材料を起源とする高アルカリ性地下水によって変質し、期待されるバ

リア機能が長期的に損なわれることが懸念される(1)。そのため、安全審査の際に事業者が評価

する緩衝材の各バリア機能およびその挙動の妥当性を適切に評価するためには、時間スケール

や処分環境を考慮した「セメント起源のアルカリ成分がベントナイト系緩衝材へ影響を及ぼす

期間および影響の程度を明らかにする手法」を整備する必要がある(2)。 
過去の原子力規制庁（旧原子力安全・保安院、旧原子力安全基盤機構も含む）の委託事業で

ある「放射性廃棄物処分の長期的評価手法の調査」（平成 13～21 年度）においては、処分場で

の使用が想定されるベントナイト－砂混合土圧縮成型体を用いてベントナイトの変質に係る諸

現象を実験的に定量化するとともに、ベントナイト系緩衝材に期待されている止水機能（透水

係数）の長期的な変動を評価するためのモデル、ならびに、セメント系材料の変質にともなう

固相および液相成分の変化を評価するための信頼性あるセメント鉱物モデル、およびセメント

間隙変遷モデル※1の構築、さらに、これらのモデルを導入した物質移行-変質連成解析コード

（MC-BUFFER）の整備・検証を行ってきた（図 5.3-1）。また、同委託事業の「安全審査に向

けた評価手法の整備」（平成 22～26 年度）では、我が国の地下環境（淡水、海水、酸化性条件、

還元性条件など）を考慮した緩衝材劣化に係る試験を実施するとともに、その試験結果と

MC-BUFFER 等による計算結果との比較を行い、当該モデルの地下環境への適用性に係る検討

を実施した。その結果、ベントナイト透水係数評価モデルの改良案を提示するとともに、これ

まで整備してきた一連の緩衝材劣化に係る評価モデルについては、まだ解明されていない課題

が残されてはいるが、検証計算では概ね実現象が再現できていることが確認できた。そのため、

まだ若干課題があることを認識しつつ、現段階では「総合的な安全評価手法」において使用す

ることとした。さらに、緩衝材中の環境状態設定するために重要であると考えられるイオン種

の分布を評価するためには、現行の「全てのイオン種に対して（OH-の拡散試験結果から構築

した）拡散モデルを用いる評価」は不適切であると考えられることから、「電気的中性条件を保

ちつつ、全てのイオン種の拡散現象を評価可能なモデル」を構築し、MC-BUFFER に組込むこ

とを今後の当該モデル整備の方針として示した。平成 26 年度は、拡散モデル整備に係るこの方

針を踏まえ、緩衝材中の化学環境解析における拡散評価においては、今後「見かけの拡散係数

（Da）をベースとしたシンプルで科学的に合理的なベントナイト内拡散モデル」（以下、「新拡

散モデル」）を整備し、MC-BUFFER に取り込むこととした（平成 26 年度に実施した、当該モ

デルの導入に係る検討内容を Appendix Ⅰ-A-1 に記載する）。また、新拡散モデルの原案を提示

するとともに、その検証に資するため、非放射性のイオン種（Na+イオン、Ca2+イオン、Cl-イオ

ン、）を用いた Na 型モンモリロナイト中の透過拡散試験を実施した。 
ベントナイトは、福島第一原子力発電所事故によって発生した燃料デブリを処分する際の人

工バリアとしても使用される可能性があり、また、燃料デブリにもセメント成分（格納容器に

                                                      
※1 「セメント間隙変遷モデル」は、①セメント硬化体中の間隙を成因や物質移行特性、化学反応

場としての機能に基づいて分類するモデル（間隙モデル）と②セメントの変質によるこれら

の間隙の量の変化を記述するモデル（変遷モデル）から成り、物質移動に寄与する間隙の間

隙率（物質移動毛細管間隙率）と有効拡散係数は正比例するというモデルである。 
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落下しコンクリートと反応した MCCI（Molten Core Concrete Interaction）生成物、本報告書第 2
章参照）や海水成分が含まれることから、緩衝材の内側（廃棄体側）からの変質を評価するた

めにも、これまで整備してきた上記評価手法が適用可能と考えられる。そこで本事業では、前

事業から継続して、緩衝材劣化に係る評価手法の整備を行うこととした。 
平成 27 年度は、より長期な拡散データを取得するため、平成 26 年度から開始した透過拡散

試験を引き続き行うとともに、イオン強度が拡散挙動に与える影響を把握するため、Ca2+イオ

ンを用いた透過拡散試験を新たな条件で行い、新拡散モデルに係る検討を実施した。また、

MC-BUFFER に Da を用いた新拡散モデルを導入するための留意点を整理するとともに、具体

的な導入方法に係る検討を実施した。さらに、その妥当性を確認するため、MC-BUFFER プロ

グラムの修正、および検証を実施した。 
 

 

図 5.3-1 緩衝材の劣化に係る評価モデルと解析コードの体系 
 

5.3.2 透過拡散試験および収着バッチ試験 
（１）目的、試験概要、および試験ケース 
上述したように新拡散モデルの検討に資するため、非放射性の Ca2+イオン、Na+イオン、Cl-

イオンを Na型モンモリロナイト圧縮体に透過させる拡散試験を平成 26年度より実施している。

本年度はより長期な拡散データを取得するため、これら透過拡散試験を継続して実施するとと

もに、イオン強度が拡散挙動に与える影響を把握するため、0.02～0.2 M の NaCl 溶液をベース

とした Ca2+イオンの透過拡散試験を新たに実施した。試験ケースを表 5.3-1 に示す。なお、当

物質移行－変質連成解析コード

PHREEQC

間隙率・拡散係数・
透水係数の変動

間隙水物質の
移行と変動

空間離散化：有限体積法（FVM）
移流拡散方程式：完全陰解法

モンモリロナイト溶解速度：RA(aOH- ,T)
aOH-：OH-の活量
T：温度

セメント系材料 ベントナイト系緩衝材

モデル・
コードの

検証

RA = 3500 aOH-1.4 exp(-51000/RT)

K = 2.5×10-7 ・ 10-0.0044ρm ・ 100.5Rca ・ Is1.9-1.6Rca ・f(T)

De = 5.0×10-7・φ2.1 ・ exp(-18600/RT)

セメント－
ベントナイト
混合系試験

セメント鉱物モデル
セメント間隙変遷モデル

有効拡散係数：De(φ,T)
φ：間隙率 T：温度

変質を
伴った

透水試験
（長期透
水試験）

考慮する鉱物のリスト
速度論or平衡論、速度論モデル

ベントナイト変質モデル

ベントナイト透水係数評価モデル

セメント系材料の変質特性に係るモデルベントナイト拡散モデル

K = 1.2×10-7 ・ 10-0.0042ρm ・ Is1.5 ・f(T)

透水係数：K(ρm,Is,RCa ,T)
ρm：有効モンモリロナイト密度
Is：間隙水イオン強度 RCa:Ca型化率

ベントナイト鉱物モデル

溶質組成の変動

ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄの溶解

間隙率・拡散係数・
透水係数の変動

溶質の移行

各鉱物の溶解生成

反応速度式

熱力学データ

溶質の移行挙動の
変動

地球化学反応

・オーバーパックの破損時期と頻度
・核種の溶解度
・緩衝材中地下水流速
・ガラス固化体溶解速度
・核種の分配係数
・核種の拡散係数

核種移行評価パラメータに影響を与える因子の変動を解析

確率論パラメータ解析
・オーバーパック寿命評価
・核種の溶解度評価

地下水流動解析
・ニアフィールド地下水流動評価

各種データベースに基づくパラメータ評価
・ガラス溶解速度
・核種の分配係数
・核種の拡散係数

確率論的
安全評価

GSRW-PSA

影響因子の変動
・間隙水組成
・固相鉱物組成
・酸化還元電位
・モンモリロナイト密度
・間隙率
・緩衝材透水係数
・緩衝材拡散係数

変動幅
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該圧縮体の初期状態が拡散試験結果に与える影響を小さくするため、Na 型モンモリロナイト圧

縮体を膨潤させるために用いた溶液は、低濃度側タンクの初期組成と同じ濃度の NaCl 溶液を

用いることとした。 
 

表 5.3-1 透過拡散試験ケース 

ｹｰｽ 
高濃度側タンク内の

初期溶液 
低濃度側タンク内の

初期溶液 
備考 

1 
0.0025 M CaCl2溶液 
+0.005 M NaCl 溶液 

0.005 M NaCl 溶液 Ca2+、Cl-の拡散挙動を確認 

平成 26 年度

から継続し

て実施 

2 0.0025 M CaCl2溶液 0.005 M NaCl 溶液 Ca2+の拡散挙動を確認 

3 
0.0025 M CaCl2溶液 

+0.5 M NaCl 溶液 
0.5 M NaCl 溶液 Ca2+の拡散挙動を確認 

4 0.01 M NaCl 溶液 0.005 M NaCl 溶液 Na+、Cl-の拡散挙動を確認 
5 0.02 M NaCl 溶液 0.005 M NaCl 溶液 Na+、Cl-の拡散挙動を確認 
6 0.03 M NaCl 溶液 0.005 M NaCl 溶液 Na+、Cl-の拡散挙動を確認 

7 
0.0025 M CaCl2溶液 

+0.02 M NaCl 溶液 
0.02 M NaCl 溶液 Ca2+の拡散挙動を確認 

平成 27 年度

から新たに

実施 

8 
0.0025 M CaCl2溶液 

+0.05 M NaCl 溶液 
0.05 M NaCl 溶液 Ca2+の拡散挙動を確認 

9 
0.0025 M CaCl2溶液 

+0.1 M NaCl 溶液 
0.1 M NaCl 溶液 Ca2+の拡散挙動を確認 

10 
0.0025 M CaCl2溶液 

+0.2 M NaCl 溶液 
0.2 M NaCl 溶液 Ca2+の拡散挙動を確認 

 
さらに、上述の透過拡散試験の検証で用いる保持因子（α）の設定に係る検討に資するため、

収着バッチ試験を実施し、Na 型モンモリロナイトに対する Ca2+イオンの収着分配係数（Kd）
を取得することとした。本年度実施した収着バッチ試験ケース（①～⑧）を、平成 26 年度に実

施したケースの結果と併せて表 5.3-2 に示す。 
各試験の詳細については、後述する（２）、（３）に記載する。 
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表 5.3-2 収着バッチ試験ケース 

ｹｰｽ 浸漬溶液 
備考 

（対応する透過拡散

試験ケース） 

平成 26 年度実施の有

無／取得した Kd 値 

－ 0.0025 M CaCl2溶液 
ケース 2 

本年度は実施しない 〇 1.6×101 m3/kg 

① 0.0025 M CaCl2溶液 + 0.005 M NaCl溶液 ケース 1 〇 4.4×100 m3/kg 
② 0.0025 M CaCl2溶液 + 0.01 M NaCl溶液  × － 
③ 0.0025 M CaCl2溶液 + 0.02 M NaCl溶液 ケース 7 × － 
④ 0.0025 M CaCl2溶液 + 0.05 M NaCl溶液 ケース 8 × － 
⑤ 0.0025 M CaCl2溶液 + 0.1 M NaCl溶液 ケース 9 × － 
⑥ 0.0025 M CaCl2溶液 + 0.2 M NaCl溶液 ケース 10 × － 
⑦ 0.0025 M CaCl2溶液 + 0.4 M NaCl溶液  × － 
⑧ 0.0025 M CaCl2溶液 + 0.5 M NaCl溶液 ケース 3 〇 1.1×10-2 m3/kg 

 
 
（２）透過拡散試験 
試験に用いたモンモリロナイト試料はクニミネ工業製クニピア F である。精製前のモンモリ

ロナイトの交換性陽イオンの大半は Na だが、10 %程度の Ca も含んでいる(3)。Na 型への置換

は次の手順で行った。まず、モンモリロナイト粉末 20 g を 1 M の NaCl 水溶液 2 dm3に加え、

24 時間以上撹拌させた後、24 時間静置して沈殿させた。上澄み液を取り除き、新たに同濃度の

新しい NaCl 水溶液 2 dm3を加え、同様の操作を計 3 回繰り返した。次に、完全に Na 型に置換

したモンモリロナイトを透析用セルロースチューブ（UC36-32-100：VISKASE SALES CORP 製）

の中に入れ、イオン交換水と接触させることにより、試料中の過剰塩を除去した。イオン交換

水は、0.5 M の硝酸銀溶液による白濁反応が確認されなくなるまで定期的に交換した。その後、

モンモリロナイト試料をセルロースチューブより出し、凍結乾燥（-110℃、24 時間以上）させ

た。乾燥後、試料をメノウ製マグネット乳鉢（1-6020-04：アズワン㈱製）および乳鉢スターラ

ー（1-6016-11：アズワン㈱製）によって自動粉砕し、ふるいを用いて粒径が 100-200 メッシュ

(75-150 μｍ) の試料（以下、「Na 型モンモリロナイト試料」）を得た。 
Na 型モンモリロナイト試料を 90℃の恒温槽内で乾燥させた後、直径 20 mm、厚さ 10 mm の

円柱状に乾燥密度 1,000 kg/m3 となるように圧縮成型し、その両端にステンレス鋼製焼結フィ

ルター（孔サイズ 1 μm）を付け、図 5.3-2 のアクリル製拡散セルを組み立てた。さらに、両

タンク内に、表 5.3-1 で示した「低濃度側タンク内の初期溶液（0.005 M～0.5 M の NaCl 溶液）」

をそれぞれ 0.11 dm3入れ、当該圧縮体と接触させた。なお、この際、試料中の空気を取り除き、

NaCl 溶液の浸透を促進させるため、拡散セルごとデシケーター中で一度減圧させる操作を行っ

た。この後、当該圧縮体を常温、常圧下で 28 日以上静置することにより膨潤させた。膨潤終了

後、各タンク（高濃度側タンクおよび低濃度側タンク）内の膨潤溶液を、表 5.3-1 に示した所

定の試験用溶液を入れ換えることで拡散試験を開始した。なお、試験開始時の溶液交換の際に

も拡散セル内の空気を取り除くため、減圧させる必要があるが、高濃度側タンク内の初期溶液

を入れた状態で減圧すると、測定対象のイオン種が拡散以外の駆動力で試料内に浸入してしま

うおそれがある。そのため、溶液の入れ換え操作では、ケース 2 の高濃度側タンクには脱イオ

ン水を、その他のタンクには「低濃度側タンク内の初期溶液（0.005 M～0.5 M の NaCl 溶液）」
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を入れ、数分間脱気した後に測定対象のイオン種を含む溶液を高濃度側タンク内に添加するこ

とで、初期溶液となるように調整した。拡散試験開始時における両タンク内の溶液量はそれぞ

れ 0.11 dm3とし、液面の高さを同じとした。また、当該拡散セルは、試験期間を通じて冷却機

能付き恒温槽内で静置させ、298 K に維持した。各ケースで実施する試験数は 1 Run ずつとし

た。 
試験開始後、高濃度側タンクから 0.005 dm3、低濃度タンク側から 0.01 dm3の溶液を定期的に

採取し、0.45μmのシリンジフィルターで濾過後、高周波プラズマ発光分光分析装置（ICP-AES、
SPS7800：エスアイアイ・ナノテクノロジー㈱製）で Na+イオン濃度および Ca2+イオン濃度を、

塩素複合電極（9617BNWP：サーモフィッシャーサイエンティフィック㈱製）で Cl-イオン濃度

を経時的に測定した。なお、採取後は、低濃度側タンクに初期溶液をそれぞれ 0.0095 dm3添加

し、両タンクの液面の高さが等しく、かつ、常にモンモリロナイト試料が液面上に露出しない

ように溶液の量を調整した。 
試験終了後、後述のケース 1～3 については、拡散セルを解体し、ノギスで測りながらモンモ

リロナイト試料を 1.0 mm 程度ずつ押し出し、カッターでスライスした。その後、それぞれの

試料片と 1 M の NH4Cl 溶液 0.01 dm3を遠心チューブに封入し、振とう機（NR-10：TAITEC㈱
製）で一昼夜撹拌させることによってモンモリロナイトに収着している Na+イオンと Ca2+イオ

ンを脱離させた。撹拌後、チューブ内の固相と液相を遠心分離させ、その上澄みを 0.009 dm3

採取し、0.45μm のシリンジフィルターで濾過後、ICP-AES で Na+イオン濃度および Ca2+イオ

ン濃度を測定した。上澄みを採取した後のチューブに再び上記 NH4Cl 溶液 0.009 dm3を入れ、

同様の操作を 4 回繰り返した。4 回目の上澄み採取後に遠沈チューブに残ったモンモリロナイ

ト試料は、313 K の恒温槽内で一昼夜放置後、真空デシケーター内に入れて一週間真空引きす

ることにより水分を除去、再び 313 K の恒温槽内に放置後、重量を測定し、乾燥重量とした。

なお、上記操作中も適宜重量測定を行い、乾燥重量とした値が恒量値であることを確認した。 
 

 
図 5.3-2 アクリル製拡散セル 

 
（３）収着バッチ試験 
収着バッチ試験は、日本原子力学会標準「深地層処分のバリア材を対象とした Kd の測定方

法の基本手順」(4)に準拠した方法で実施した。上述の Na 型モンモリロナイト試料（粉末）0.1 g
を遠心チューブに入れ、表 5.3-2 に示した所定の溶液を 0.01 dm3加えた。なお、本手順書にお

いては、試験の固液比は 1:10 が推奨されているが、本試験で設定したケース①、②等で用いる

Neoprene O-ring

Silicone packing

Filter
holder

High-
concentration 
reservoir

Low-
concentration 
reservoir

Compacted Na-
montmorillonite; 
20mm×10 mmt
1000 kg m-3

Sintered SUS 
filter; 1 mmt
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低イオン強度溶液中では、固相と液相が十分に混ざらない（モンモリロナイトが懸濁しにくい）

ことを事前に確認していたため、固液比を 1:100 とした。その後、チューブに蓋をし、ハンド

シェイクにて撹拌し、298 K の冷却機能付き恒温槽内で静置させた。静置期間中は 1 日 1 回、

ハンドシェイクにより試料を撹拌させ、固相と液相が十分に混ざり合っていることを確認した。

この操作を 1 週間繰り返した後、当該チューブ内の固相と液相を遠心分離させ、その上澄みを

0.45μm のシリンジフィルターで濾過し、高周波プラズマ発光分光分析装置（ICP-AES、
SPS7800：エスアイアイ・ナノテクノロジー㈱製）で Na+イオン濃度および Ca2+イオン濃度を測

定した。各ケースで実施する試験数は 3 Run ずつとした。 
 
（４）解析 
新拡散モデルを検証するため、上述した透過拡散試験結果と当該モデルを用いて計算した結

果を比較することとした。以下に本検証で用いたモデル計算の方法を記す。 
上述した透過拡散試験の試験方法、体系を考慮すると、一次元体系として解くこと可能であ

り、Fick の第 2 法則は式(5.3-1)となる。 
 

2

2

( , ) ( , )bi bi
ai

C x t C x tD
t x

 ∂ ∂
=  ∂ ∂ 

 (5.3-1) 

 

高濃度側タンクから低濃度側タンクへ、モンモリロナイト試料を通じてイオン種が拡散する

際の位置 x におけるベントナイト中のイオン種濃度 Cbi(x,t)は、式(5.3-1)を以下の初期条件およ

び境界条件で解くことによって得られる。 

初期条件 ： ( ) ( ),0 0 0biC x x L= ≤ ≤　  

境界条件 ： 0>t  、 ( ) ( )0,bi biHC t C t=  、 ( ) ( ),b biLC L t C t=  

ここで、 
CbiH(t)：高濃度側タンク溶液と試料の界面におけるﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ中のイオン種濃度 [mol/m3] 
CbiL(t)：低濃度側タンク溶液と試料の界面におけるﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ中のイオン種濃度 [mol/m3] 
Dai   ：ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ中におけるイオン種の見かけの拡散係数 [m2/s] 

である。 
また、境界条件となるベントナイト-液相境界における Cbi は、液相中のイオン種濃度 Cli 

[mol/m3]と保持因子αi [-]を用いて式(5.3-2)の形で表すこととした。さらに、陽イオン（Ca2+イ

オン）については、αiを式(5.3-3)に示す形で表すことが出来ると仮定し、本検証に使用するこ

ととした。なお、当該モデルで使用する濃度は「（単位体積当たりの）モンモリロナイト中のイ

オン種濃度：Cbi」であり、間隙水中濃度は考えていない。保持因子はあくまでも Cbiと「（境界

外側の）液相中のイオン種濃度 Cli 」の比例定数（Cbi /Cli ）であることを前提とする。 
 

bi i liC Cα=  (5.3-2) 

( )b di liK Cε ρ= +  (5.3-3) 
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高濃度側タンクおよび低濃度側タンクのイオン種濃度は時間の関数となるため解析解を得る

ことが難しい。そこで、以下に記す方法により両タンク中におけるイオン種濃度の経時変化の

導出を図る。 
まず、透過したイオン種による低濃度側タンク濃度の増加が無視できる微小時間 Δt  [s]を考

える。このとき CbiH(t)、CbiL(t)は定数となるので、位置 x におけるイオン種濃度 Cbi (x,t )は、 
 

( ) { }
2 2

2

, ( ) ( ) ( )

( ) cos ( )2 sin exp

bi biH biL biH

biL biH ai

n

xC x t C t C t C t
L

C t n C t D nn x t
n L L
p pp

p

∞

= + −

 −
+ − 

 
∑　　　　　

 (5.3-4) 

 
となる(5)。また、その際の拡散フラックス Ji [mol/m2/s]は Fick の第 1 法則を用いて式(5.3-5)で表

される。 
 

( )

{ }

{ }
2 2

2

,

1( ) ( )

2 ( ) cos ( ) cos exp

bi
i ai

ai biH biL

ai ai
biL biH

n

C x t
J D

x

D C t C t
L

D D nn xC t n C t t
L L L

ppp
∞

∂ 
= −  ∂ 

= −

 
− − − 

 
∑

　　
 (5.3-5) 

 
従って、時間 t から微小時間 Δt 経過する間に、モンモリロナイト試料中の位置 x を通過するイ

オン種の量 ΔQ (x,t ) [mol]は、式(5.3-5)を時間積分することで以下の式(5.3-6)のようになる。 
 

( )

{ }

( )
2 2 2 2

2 2 2 2

,

( ) ( )

( ) cos ( )2 cos exp exp

t t

it

ai biH biL

biL biH ai ai

n

Q x t A J dt

tA D C t C t
L

C t n C t D n D nL n x t t t
n L L L
p p pp

p

+D

∞

D =

D= −
    −  − − − − + D     

     

∫

∑

　　　　

　　　　

   

(5.3-6) 
ここで、A は試料の断面積 [m2]である。 
同様にモンモリロナイト試料中に浸入するイオン種量 ΔQ (0,t ) および 試料を透過して低

濃度側タンクに漏出するイオン種量 ΔQ (L,t ) は式(5.3-6)において、x = 0 および x = L のときの

値なので、式(5.3-2)の関係式と合わせて、それぞれ以下のように表される。 
 

( ) ( ) ( ){ }

( ) ( ) ( ) ( )
2 2 2 2

2 2 2 2

0,

12 exp exp

ai H liH L liL

n
H liH L liL ai ai

n

tQ t A D C t C t
L

C t C t D n D nL t t t
n L L

α α

α α p p
p

∞

DD = −
 − ⋅ −     + − − − + D     

     
∑

　

　　　　　

 (5.3-7) 
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( ) ( ) ( ){ }

( )( ) ( ) ( )
2 2 2 2

2 2 2 2

,

12 exp exp

ai H liH L liL

n
H liH L liL ai ai

n

tQ L t A D C t C t
L

C t C t D n D nL t t t
n L L

α α

α α p p
p

∞

DD = −
 − −     + − − − + D     

     
∑　　　　　

 (5.3-8) 

 
ここで、 

CliH (t)：高濃度側タンクのイオン種濃度 [mol/m3] 
CliL (t)：低濃度側タンクのイオン種濃度 [mol/m3] 
αH  ：高濃度側タンク内溶液と接するモンモリロナイト試料の保持因子 [-] 
αL  ：低濃度側タンク内溶液と接するモンモリロナイト試料の保持因子 [-] 

である。 
一方、さらに Δt 時間が経過した、t +Δt から(t +Δt ) +Δt の間のイオン種の移動量は、高濃度

側タンクからイオン種が ΔQ (0,t )分減少、低濃度側タンク内へはイオン種が ΔQ (L,t )分増加す

るため、その増減した濃度をそれぞれ新たに CliH (t +Δt )、CliL (t +Δt )とすると、浸入量と透過量

はそれぞれ式(5.3-9)、式(5.3-10)で示される。 
 

( ) ( ) ( ){ }

( ) ( ) ( ) ( )
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                                                                             (5.3-9) 
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(5.3-10) 
 

( ) ( ) ( )0,
liH liH

lH

Q t
C t t C t

V
D

+ D = −  (5.3-11) 

( ) ( ) ( ),
liL liL

lL

Q L t
C t t C t

V
D

+ D = +  (5.3-12) 

 
ここで、 

VlH：高濃度側タンクの体積 [m3] 
VlL：低濃度側タンクの体積 [m3] 

である。同様に、mΔt から mΔt +Δt の間の浸入量および透過量は式(5.3-13)、式(5.3-14)で与えら

れる。 
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(5.3-14) 
 

( ) ( ) ( )0,
liH liH

lH

Q m t t
C m t C m t t

V
D D −D

D = D −D −  (5.3-15) 

( ) ( ) ( ),
liL liL

lL

Q L m t t
C m t C m t t

V
D D −D

D = D −D +  (5.3-16) 

 
本検証では、既往の In-diffusion 試験結果から得られた Da、および後述する収着バッチ試験

結果より導出される Kd またはαを用いて、時間 t = 0 より所定の時間 t = kΔt まで、k 回のステ

ップの計算を行い、Δt 間の ΔQ (0,t ) および ΔQ (L,t )を計算することにより、CliH (t)、CliL (t )の
経時変化（計算値）を導出し、透過拡散試験結果（実験値）と比較することとした。 
なお、当該透過拡散試験では、評価対象イオン種はモンモリロナイト圧縮体以外に焼結フィ

ルターを拡散する。このため、上述した解析によって使用する Da は両フィルター中の拡散の

影響を含んだ値としなければいけない。そこで、式(5.3-17) (6)を用いて導出した Da の値を解析

では用いることとした。なお、フィルター中のイオン種の見かけの拡散係数 Da,i_filt [m2/s]につ

いては、フィルターにイオン種は収着しない（Kd = 0）と仮定し、フィルター中のイオン種の

有効拡散係数 De（4×10-10 m2/s）(7)とフィルターの間隙率ε（0.4）を用い、Da=De/εから導出

した値（1.0×10-9 m2/s）とした。 
 

, _ , _

2
2

mont filt

filtmont

a i mont a i filt

L L
Da LL

D D

+
=

+
 

(5.3-17) 

 
ここで、 

Lmont  ：モンモリロナイト試料の厚さ [m]（＝0.01 m） 
Lfilt  ：フィルターの厚さ [m] （＝0.001 m） 
Da,i_mont ：モンモリロナイト圧縮体中のイオン種 i の見かけの拡散係数 [m2/s] 
Da,i_filt ：フィルター中のイオン種 i の見かけの拡散係数 [m2/s] （＝1.0×10-9 m2/s） 

である。 
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また、Na 型モンモリロナイトに対する Ca2+イオンの Kdca [m3/kg]の導出については、以下の

式(4)を用いることで、収着バッチ試験結果からその値を得た。 
 

-30 ×10ca ca
Ca

ca

C CVKd
M C

−
= ・  (5.3-18) 

 
ここで、 

V：収着バッチ試験に用いた溶液の体積 [ml] （= 0.01 dm3 ） 
M：収着バッチ試験に用いた試料の質量 [g] （＝0.1 g） 
C0ca：収着バッチ試験に用いた溶液の初期 Ca 濃度 [mol/m3]  
Cca：収着バッチ試験終了後（平衡後）溶液の Ca 濃度 [mol/m3] 

である。 
 さらに、試験終了後に分割したモンモリロナイト試料片から脱離させた Na+イオンおよび

Ca2+イオンの総量は以下の式から導出した。 
 

 (5.3-19) 

 
ここで、 

Mi  ：モンモリロナイト試料片から脱離されたイオン種 i の総量 [mol]  
：n 回目の撹拌操作後の上澄み中のイオン種 i 濃度 [mol/m3] 

Vsuper  ：採取した上澄みの体積 [m3] （＝9×10-6 m3（＝0.009 dm3）） 
である。 
 
（５）結果と考察 
Ca2+イオン 

収着バッチ試験結果として、浸漬溶液の初期および平衡後の Na+イオン濃度（以下、「Na 濃

度」）、Ca2+イオン濃度（以下、「Ca 濃度」）、式(5.3-18)を用いて導出した Na 型モンモリロナイ

トに対する Ca2+イオンの Kd 値を表 5.3-3 に示す。導出された Kd 値は、浸漬溶液の Na 濃度に

依存し、当該 Na 濃度が高いケースほど Kd 値は小さくなる傾向が見られた。また、図 5.3-3 に

示す通り、当該 Kd 値は平衡後の Na 濃度に比例する結果となった。これは、Na 型モンモリロ

ナイトへの Ca2+イオンの収着機構がイオン交換であるためである。 
イオン交換反応メカニズムを考慮した場合、Na 型モンモリロナイトへの Ca2+イオンのイオン

交換反応は以下の式で表される。 
 

 (5.3-20) 

 
ここで、Rs はイオン交換サイト（モンモリロナイト）である。このとき、質量作用の法則と

質量保存の法則から、式(5.3-20)の平衡定数（K）は以下のようになる。 

2 2
22 2Na Rs Ca Ca Rs Na+ + + ++ ⇔ +

4
,1

n
i super i superM C V=∑

,
n
super iC
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(5.3-21) 

 
ここで、[ ]は固相中の濃度[mol / kg]、( )は液相中の濃度[mol/m3]をそれぞれ示す。 

 Ca2+イオンの収着分配係数（Kd）は[Ca2+Rs2]/(Ca2+)で表されるので、式(5.3-21)より、 
 

 
(5.3-22) 

 
となる。また、陽イオン交換容量 CEC[eq/kg]を CEC＝[Na+Rs]+ 2[Ca2+Rs2]とすると、式(5.3-22)
を用いて、 
 

 
(5.3-23) 

 
となる。さらに   を変数として式(5.3-23)を解くと、 
 

 
(5.3-24) 

 
(5.3-25) 

 
となる。 
平衡後の Na 濃度、Ca 濃度、CEC（＝1.086×10-3 eq/g (3)）、平衡定数（K＝1）を式(5.3-25)に

代入して計算した結果、一般的な Kd 導出式（式(5.3-18）とほぼ同じ値を示した（図 5.3-3）。
これは、Na 型モンモリロナイトへの Ca2+イオンの収着機構はイオン交換であること、Na-Ca 系
における当該 Kd データは平衡後 Na 濃度、Ca 濃度で整理できることを示している。しかしな

がら、本研究では、Mg や K を含む系における検討は未実施である。これら元素を含む系にお

ける Ca2+イオンの Kd についても今後検討し、評価に反映させることが重要と考えられる。 
  

2 2
2

2 2

[ ] ( )
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+ +=
・

・

2 2
2

2 2
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表 5.3-3 収着バッチ試験結果および導出した収着分配係数 Kd 値 

 

 

 
図 5.3-3 Na 型モンモリロナイトに対する Ca2+イオンの Kd 値と平衡後の Na 濃度の関係 

（式（5.3-18）および式（5.3-25）からそれぞれ導出した Kd 値の比較） 
 

Na濃度

（mol/m3）

Ca濃度

（mol/m3）

Ca濃度

（mol/m3）

4.7×100 1.6×10-2 18
4.6×100 1.8×10-2 16
4.7×100 1.9×10-2 15
9.7×100 4.6×10-2 5.6
9.9×100 2.4×10-2 11

－ － －

8.8×100 6.1×10-2 4.5
9.0×100 6.2×10-2 4.4
9.2×100 6.3×10-2 4.3
1.5×101 6.9×10-2 3.4
1.6×101 6.6×10-2 3.6
1.5×101 8.0×10-2 3.0
2.1×101 3.4×10-1 0.60
2.1×101 2.5×10-1 0.84
2.1×101 2.6×10-1 0.80
5.0×101 7.8×10-1 0.23
5.4×101 7.7×10-1 0.23
4.7×101 8.6×10-1 0.20
9.7×101 1.6×100 0.064
1.0×102 1.5×100 0.070
9.8×101 1.5×100 0.069
2.0×102 2.5×100 0.013
1.9×102 2.5×100 0.014

－ － －

3.9×102 2.8×100 0.013
4.1×102 3.0×100 0.0023

－ － －

4.9×102 2.7×100 0.0095
5.3×102 2.9×100 0.0045

－ － －

4.4×102 3.0×100 0.0089
4.5×102 2.9×100 0.012
4.4×102 2.9×100 0.012

※1　式（5.3-18）を用いて導出した一般的な収着分配係数

9.8×100

4.5×100

0.0025M CaCl2溶液 － 2.8×100

2.8×100

0.0095

Na濃度

（mol/m3）

ケース

浸漬溶液の初期濃度 平衡後（試験後）の溶液濃度 CaのKd※1

（m3/kg）
備考

H26年度実施

①
0.0025M CaCl2溶液

　+ 0.005M NaCl溶液

4.5×100 2.6×100

4.7×100

9.0×100 H26年度実施

②
0.0025M CaCl2溶液

　+ 0.01M NaCl溶液
9.4×100 2.5×100 1.5×101

5.9

16

8.1

4.4

3.4

0.0075

-

④
0.0025M CaCl2溶液

　+ 0.05M NaCl溶液
4.6×101 2.6×100 5.0×101

③
0.0025M CaCl2溶液

　+ 0.02M NaCl溶液
1.8×101 2.4×100 2.1×101 0.75

0.22

3.1×100 4.0×102

⑥
0.0025M CaCl2溶液

　+ 0.2M NaCl溶液
1.8×102 2.8×100 2.0×102

⑤
0.0025M CaCl2溶液

　+ 0.1M NaCl溶液
8.8×101 2.6×100 9.9×101 0.067

0.013

0.0070

4.4×102 H26年度実施

⑧
0.0025M CaCl2溶液

　+ 0.5M NaCl溶液

4.7×102 3.0×100 5.1×102

4.3×102 3.3×100

⑦
0.0025M CaCl2溶液

　+ 0.4M NaCl溶液
3.8×102

0.0112

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

1E+2

1E+0 1E+1 1E+2 1E+3

Ca
の

Kd
（

m
3 /

kg
）

平衡後のNa濃度（mol/m3）

一般的な方法で導出したKd：式（5.3-18）

イオン交換反応式から導出したKd：式（5.3-25）
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次に、透過拡散試験により得られた高濃度側および低濃度側タンク内の Ca 濃度（実験値）

の経時変化（ケース 1～3、7～10）をそれぞれ Na 濃度が低い順に図 5.3-4 に示す。さらに、こ

れら経時変化の図には 5.3.2（４）で示した解析方法により導出した計算値も併せて示すととも

に、計算に使用した保持因子αと見かけの拡散係数 Da に係るパラメータを表 5.3-4 に示す。

透過拡散試験結果は、拡散期間 432 日（ケース 1, 3）、399 日（ケース 2）、193 日（ケース 7～
10）までの濃度変化データである。 
 

 
 

 
 

 
図 5.3-4 高濃度および低濃度側タンク内の Ca 濃度の経時変化（実験値と計算値）（１／２） 
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図 5.3-4 高濃度および低濃度側タンク内の Ca 濃度の経時変化（実験値と計算値）（２／２） 

 
 

表 5.3-4 Ca2+イオンの透過拡散試験を模擬した計算に使用したパラメータ 

ｲｵﾝ 
種 

ケース 

保持因子に係るパラメータ 見かけの拡散係数に係るパラメータ 

収着分配係数 
Kd  [m3/kg]※1 

計算に使用 
した α[-]※2 

ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ圧縮体中の

見かけの拡散係数 
Da,i_mont [m2/s] ※3 

計算に使用した 
Da [m2/s] ※4 

Ca2+ 

1 5.9 5.9×103 

1.7×10-11(8) 2.0×10-11 

2 16 1.6×104 
3 0.0095 1.0×101 
7 0.75 7.5×102 
8 0.22 2.2×102 
9 0.067 6.8×101 
10 0.013 1.4×101 

  ※1  Ca2+イオンの Kd 値は、対応する収着バッチ試験結果から式(5.3-18)を用いて導出した（表 5.3-2-
参照）。 

※2  式(5.3-3)から導出した値。また、本計算では、高濃度側および低濃度側タンク内溶液と接するベ

ントナイトの保持因子は同一の値を使用した。 
※3 本試験と同じ試料、温度条件（乾燥密度 1,000 kg/m3の Na 型モンモリロナイト圧縮体、25℃）で、

In-diffusion 試験（脱イオン水系）により取得された Da 値。 
※4 式(5.3-17)から導出した値。 
 
 
図 5.3-4 に示した一連の透過拡散試験結果（実験値）より、高濃度側および低濃度側タンク

内の Na 濃度が低いケース（ケース 1, 2, 7, 8）においては、高濃度側タンク内の Ca 濃度は徐々

に低下し、ケース 1, 2 では約 40 日後にはほぼ 0 M に、ケース 7, 8 では約 70 日後には 2×10-4M
以下になった。また、低濃度側タンク内の Ca 濃度は試験期間を通じて変化はなく、0 M のま

まであった。一方、両タンク内の Na 濃度が比較的高いケース 3, 9, 10 においては、高濃度側タ

ンク内の Ca 濃度の減少、および低濃度側タンク内の Ca 濃度の上昇が確認され、ケース 3 では

約 350 日後、ケース 9 では約 120 日後、ケース 10 では約 160 日後に両タンク内の Ca 濃度がほ
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ぼ同等となり、平衡状態となったことが確認された。なお、ケース 3 の高濃度側および低濃度

側タンク内では、160 日目までにそれぞれ減少、上昇した Ca 濃度が 194 日目で一度上昇、減少

する変化が見られたが、これは 194 日目以降の測定では高濃度側の希釈倍率を 1000 倍から 100
倍に変更したこと、また、それに伴い検量線の範囲を変更したことが原因と考えられる。 

両タンク内における Ca 濃度の実験値と計算値の比較では、ケース 3 の高濃度側および全て

のケースの低濃度側において、計算値は実験値を良く再現する結果となったが、ケース 1, 2, 7, 8
の計算値は、試験開始直後に高濃度側タンク内の Ca 濃度がほぼ 0 M となり、実験値とは異な

る結果となった。また、ケース 9, 10 の高濃度側の計算値は、試験開始直後の急激な Ca 濃度の

減少は示さなかったものの、実験値とは若干異なる傾向を示した。 
ケース 1, 2, 7, 8 で高濃度側タンク内の実験値と計算値に差異が生じたのは、接液部における

モンモリロナイト中 Ca 濃度の初期値（Cb,Ca,H (0)）が計算と実験で異なっていたことが原因の一

つであると考えられる。各ケースで計算された Cb,Ca,H (0)を表 5.3-5 に示す。ケース 1, 2, 7, 8 の

Cb,Ca,H (0)は、乾燥密度 1,000 kg/m3の Ca 型モンモリロナイト中の Ca 濃度（5.4×102 mol/m3※2）

より大きな値であった。しかしながら、Kd 値が大きいケースの場合、実際の試験では Ca2+イオ

ンは試料接液部に多量に収着するが、接液部での Ca 濃度は上記 Ca 型モンモリロナイト中の

Ca 濃度を超えることはない。そのため、これらケースの計算では接液部の初期 Ca 濃度が過大

評価され、試料中の濃度勾配、および高濃度側タンク内から試料への Ca2+イオンの浸入量が実

際の試験より大きくなり、実験値と計算値に差異が生じたと考えられる。しかしながら、Cb,Ca,H 

(0)が 5.4×102 mol/m3より小さいケース 9 においても差異が生じた原因については、上記検討で

は十分に説明できず、現在のところ明らかにはなっていない。この原因については引続き検討

し、必要に応じて新拡散モデルに反映させることが重要である。 
一方、ケース 10 では、上記ケース 1, 2, 7～9 とは異なり、高濃度側タンク内 Ca 濃度の実験

値が計算値を下回る結果となった。これは、計算に用いた Kd 値が小さかったことが原因と考

えられる。図 5.3-3 に示すように、本ケースで使用した Kd 値（0.013 m3/kg）は式(5.3-23)を用

いて計算された Kd 値（0.024 m3/kg）と若干の差異がある。そこで、後者の Kd 値を用いて高濃

度側および低濃度側タンク内の Ca 濃度を再計算した（図 5.3-5）。その結果、計算値は実験値

を良く再現することが出来た。これは、Na-Ca 系においては、式(5.3-23)が妥当であることを示

している。 
  

                                                      
※2 当該試験で用いたモンモリロナイト試料の陽イオン交換容量（CEC＝1.086×10-3 [eq/g] (3) ）から

計算した単位体積当たりの Ca 濃度。 
1.086×10-3 [eq/g] / 2 [eq/mol] ×1,000 [kg/m3] ×103 = 543 [mol/m3] 
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表 5.3-5 各ケースで計算されたモンモリロナイト試料中 Ca 濃度の初期値（高濃度側） 

ケース 
計算に使用 
した保持因子 

α [-] 

高濃度側タンク内溶液
※1
と試料の界面における

モンモリロナイト中 Ca 濃度の初期値（計算値） 

Cb,Ca,H (0) [mol/m3] ※2 

実際の試験における

接液部のモンモリロ

ナイト中 Ca 濃度 

1 5.9×103 1.5×104 

＜5.4×102 mol/m3※3 

2 1.6×104 4.0×104 
3 1.0×101 2.5×101 
7 7.5×102 1.9×103 
8 2.2×102 5.5×102 
9 6.8×101 1.7×102 

10 1.4×101 3.4×101 
  ※1  高濃度側タンク内溶液の Ca 濃度：0.0025M（＝2.5 mol/m3） 
  ※2  式(5.3-2)から導出した値 
※3  1,000 kg/m3の Ca 型モンモリロナイト中の Ca 濃度 
 

 
図 5.3-5 高濃度および低濃度側タンク内の Ca 濃度の経時変化 
（計算に使用した Kd 値を 0.024 m3/kg とした場合、ケース 10） 

 
また、ケース 1～3 については上述した期間で拡散試験を終了させた。試験終了後に分割し

たモンモリロナイト試料中の Ca2+イオン、および Na+イオンの総量を式(5.3-19)から計算すると

ともに、各分割試料の乾燥重量から逆算して体積を求め、これら値を用いて分割試料ごとの単

位体積当たりの Ca 濃度、Na 濃度、および Ca 型化率を導出した（これらの導出に使用した試

験データは Appendix Ⅰ-A-2 に示す）。得られた各濃度および Ca 型化率の分布を図 5.3-6 に示

す。タンク内の溶液と接していた両端のデータを除外した場合、全てのケースにおいて当該 Ca
濃度、Na 濃度、Ca 型化率の試料内の分布は、一部 Ca 濃度と Na 濃度が連動して若干高くなっ

ているデータも見られるが、ほぼ一定となる結果となった。これは Kd 値が大きいケース 1, 2
では、低濃度側タンクに Ca2+イオンが透過することなく、試料内に留まり、さらに長時間経過

したことによって、試料中の Ca 濃度が均一化してしまったからだと考えられる。ケース 3 で

は、試験終了時には平衡に達していたため、これら濃度および Ca 型化率が一定になったと考

えられる。なお、上述の Ca 濃度と Na 濃度が連動して若干高くなった原因は、相補的に「Ca
濃度+2×Na 濃度」が一定になる液相の濃度測定ではなく、乾燥重量から導出した体積の方に問
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題があっったからである。実際に当該濃度が高くなっている試料片、ケース 1-3（ケース 1 の

高濃度側から 3 カット目、以下同様）、ケース 2-6、ケース 3-8 は、Appendix Ⅰ-A-2 に示すよう

に、他の試料片に比べて乾燥重量、および逆算して導出した体積が小さくなっている。すなわ

ち、これら試料片の乾燥重量（体積）が小さすぎたため、測定誤差が大きくなり、その値を使

って導出した当該濃度を過大に見積もってしまったと考えられる。 
Ca2+イオンの浸入量と浸出量から計算した試料全体の Ca 型化率は、ケース 1, 2 で約 15％、

ケース 3 で約 4％であったのに対し、分割試料中の Ca2+イオン量から計算した Ca 型化率（図 
5.3-6 に示した Ca 型化率）の平均値は、ケース 1 で約 19％、ケース 2 で約 18％、ケース 3 で約

3％であった。ケース 1, 2 では前者と後者に 3～4％の違いがみられたが、初期の高濃度側タン

ク内に存在する Ca2+イオン量から導出される Ca 型化率の最大値は 16％※3であることから、後

者の Ca 型化率（約 18～19％）は、4 回の上澄み溶液の測定における誤差等により、過大に見

積もられた値であると考えられる。 
また、ケース 3 の高濃度側および低濃度側タンク内の溶液と接する試料中 Ca 濃度は、それ

ぞれ 15 mol/m3、14 mol/m3であった。これらは、試験終了後のタンク内 Ca 濃度（高濃度側：1.1 
mol/m3、低濃度側：0.87 mol/m3）と保持因子α（＝10）から計算される値（高濃度側：11 mol/m3、

低濃度側：8.7 mol/m3）より若干高い値であったが、上述の誤差による過大評価を考慮すると妥

当な値であると考えられる。 
  

                                                      
※3 高濃度側タンク内に初期に存在する Ca 量は 2.75×10-4 mol（＝0.0025 mol/L×0.11 L）、当該試

験で用いたモンモリロナイト試料（3.14 g）の陽イオン交換容量（CEC）は 1.086×10-3 eq/g (3)

であることから、高濃度側タンク内のCa2+イオンが全てモンモリロナイト試料に収着すると、

試料全体（平均）の Ca 型化率は 16％となる。 
（2.75×10-4 [mol]×2 [eq/mol]）／（1.086×10-3 [eq/g]×3.14 [g]）＝0.16 
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図 5.3-6 分割試料中の Ca 濃度、Na 濃度、および Ca 型化率の分布 

 
 

以上より、Kd 値が小さいケース（Kd ≦ 0.024 m3/kg）においては、別の試験で得られた Da
値と Kd 値を用いて、透過拡散試験結果（高濃度側および低濃度側タンク内の Ca 濃度変化）を

再現できる可能性が示された。一方、Kd 値が大きいケースでは、同様の方法で高濃度側タンク

内の Ca 濃度変化を再現することが出来なかったが、これは接液部におけるモンモリロナイト

中 Ca 濃度の初期値（Cb,Ca,H (0)）が計算と実験で異なっていたためだと考えられる。しかしなが

ら一部のデータ（ケース 9 の高濃度側タンク内 Ca 濃度の経時変化）については十分に説明す

ることが出来ず、引続き検討を行い、必要に応じて新拡散モデルに反映させることが重要であ

ると考えられる。 
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Cl-イオン、Na+イオン 

透過拡散試験により得られた高濃度側および低濃度タンク内の Cl-イオン濃度（以下、「Cl 濃
度」）の経時変化（ケース 1, 4～6）、およびNa濃度の経時変化（ケース 4～6）をそれぞれ図 5.3-7、
図 5.3-8 に示す。これら透過拡散試験結果は、拡散期間 432 日までの濃度変化データである。 

 

  

  
 

図 5.3-7 高濃度および低濃度側タンク内の Cl 濃度の経時変化（実験値） 
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図 5.3-8 高濃度および低濃度側タンク内の Na 濃度の経時変化（実験値） 
 
 

ケース 1 の両タンク内の Cl 濃度についてもほとんど変化がなく、同時に移行する陽イオン種

が異なるケース 4 との違いは見られなかった（図 5.3-7）。ケース 1 とケース 4 の結果に差が表

れなかった原因としては、ケース 1 では試験初期には Cl-イオンは Ca2+イオンとともに拡散する

状態であったが、Ca2+イオンがモンモリロナイト中の Na+イオンとイオン交換することによっ

て、高濃度側タンク内の Na 濃度が上昇し、ケース 4 と同様の（Cl-イオンと Na+イオンがとも

に拡散する）状態になったためだと考えられる。また、ケース 4～6 の高濃度側および低濃度側

タンク内の Cl 濃度、Na 濃度の経時変化については、ほとんど同様の傾向を示し、ケース 6 の

高濃度側では若干の濃度低下が見られるものの、ケース 4, 5 の高濃度側および全てのケースの

低濃度側では濃度変化はほとんど見られなかった（図 5.3-7、図 5.3-8）。 
平成 26 年度の検討では、80 日程度までのデータを用い、Cl 濃度の経時変化を、新拡散モデ

ルを用いて再現可能かどうかについて検証を行った。その際、Cl-イオンに対する保持因子αの

値は、Kd＝0 とし、式(5.3-3)から導出した値（0.6）を用いたのだが、計算結果と試験結果に整
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ン種は、この負電荷の反発によりモンモリロナイト表面から排除されると考えられている。こ

れは「陰イオン排除効果」と呼ばれ、この効果によってベントナイト中においては、陰イオン

種が拡散可能な間隙は限定的になる。また、陰イオン種が拡散可能な間隙の割合（有効間隙率）
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は、通常ベントナイト圧縮体の間隙率εよりも小さくなるが、間隙水のイオン強度が高くなる

と、陽イオン種の濃度の増大により陰イオン排除効果が低下するため、有効間隙率は増大し、

間隙率εに近づくとされている(9)。そのため、陰イオン種の拡散に関しては、陰イオン排除効

果を考慮した保持因子αの設定について検討し、モデルに反映することが重要であると考えら

れる。 
そこで、本年度は濃度差が最も大きいケース 6 のデータを用いて、保持因子の検討を行った。

Cl-イオンの Da 値を 1.8×10-10 m2/s（モンモリロナイト中の Da 値（1.5×10-10 m2/s(10)）とフィルタ

ー中の Da 値（1.0×10-9 m2/s）から計算した値）に固定し、αを 0.01～0.6 の範囲で変動させて

実験値と比較した（図 5.3-9）。その結果、αを 0.1 としたとき、高濃度側の Cl 濃度の計算値は

実験値と近い経時変化をとることが確認出来たが、同一のα値（＝0.1）を用いた低濃度側の計

算値は実験値を上回り、同じα値を用いて両タンク内の Cl 濃度の変化を再現することは出来な

かった。 
 

  

図 5.3-9 高濃度および低濃度側タンク内の Cl 濃度の経時変化（実験値と計算値の比較） 
 
 
また、Na+イオンに対してもケース 6 のデータを用いて、保持因子の検討を行った。なお、

本試験で使用しているモンモリロナイトは Na 型 100％であるため、見かけ上 Na+イオンは試料

に収着しない。そのため、α値の設定については、Ca2+イオンの検討で使用した式(5.3-3)を用

いず、Cl-イオンの検討と同様に、α値を直接変動させることとした。Na+イオンの Da 値を

8.8×10-11 m2/s（モンモリロナイト中の Da 値（7.4×10-11 m2/s (11)）とフィルター中の Da 値（1.0×10-9 
m2/s）から計算した値）に固定し、αを 0.01～0.6 の範囲で変動させて実験値と比較した結果を

図 5.3-10 に示す。αを 0.2 としたとき、高濃度側の Na 濃度の計算値は実験値と近い経時変化

をとったが、同一のα値（＝0.2）を用いた低濃度側の計算値は実験値を上回り、Cl-イオンの検

討と同様、同じα値を用いて両タンク内の Na 濃度の変化を再現することは出来なかった。 
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図 5.3-10 高濃度および低濃度側タンク内の Na 濃度の経時変化（実験値と計算値の比較） 

 
上述した Cl-イオンおよび Na+イオンに係る検討では、高濃度側の計算値と実験値の整合性か

ら決定したαを用いても、低濃度側の計算値は実験値を再現することが出来なかった。本計算

では接液部における試料中濃度 Cbi を高濃度側または低濃度側タンク内溶液濃度にαを掛ける

ことで決定しているが（式(5.3-2)参照）、Ca2+イオンの検討と同様に、高濃度側と低濃度側で同

じα値を用いたことがこの原因の一つと考えられる（表 5.3-4 ※2 参照）。すなわち、ケース 6
におけるタンク内の NaCl 濃度は、高濃度側で約 0.03 M、低濃度側で約 0.005 M と 6 倍の違い

があり、Cl-イオンの場合、上述したように間隙水のイオン強度が高くなると、陰イオン排除効

果が低下するため、高濃度側のα値は低濃度側に比べ高い値であった可能性がある。また、電

荷バランスを保つために Na+イオンと Cl-イオンは共に移行すると考えられるため、Na+イオン

に対するαついても同様の影響を受ける可能性がある。実際に低濃度側のα値を高濃度側のフ

ィッテングから決定したα値より小さくした場合、低濃度側の計算値の傾きは小さくなり、実

験値に近づく結果となった（図 5.3-9、図 5.3-10）。これは上記仮説を支持するものである。 
その他の原因としては、Da の設定が考えられる。本年度の計算で使用した Na+イオンの Da

は、放射性 Na を用いた試験により得られた自己拡散係数であるが、濃度勾配により拡散した

結果を示す当該実験値に対して、その Da 値を使うのは不適切であった。また、上述の通り Na+

イオンは Cl-イオンとともに移行すると考えられるが、その場合、両イオン種の Da は同じ値を

使用すべきである。仮に Cl-イオンが固有の Da で拡散するとした場合、Cl-イオンの拡散により

崩れたモンモリロナイト中の電荷バランスは交換性陽イオンとして多量にある Na+イオンで補

填されると考えられる。すなわち、この場合、Na+イオンの Da は Cl-イオン固有の Da と等しく

なる。実際、高濃度側の Na 濃度は、上記 Cl-イオンの Da 値（1.8×10-10 m2/s）およびα＝0.1 を

用いても再現することができ、本仮説を支持する結果となった。 
以上より、Cl-イオンおよび Na+イオンに係る検討では、長期間の透過拡散試験を実施したに

も関わらず両タンク内の濃度変化が小さかったため、結果に対して十分な検討を行うことが出

来なかったが、α値および Da 値の設定に係る留意点を整理することが出来た。前者について

は、高濃度側および低濃度側のα値は同一にせず、接する溶液に応じた値を設定した方が実験

値を再現できること、また、後者については、対となって移行する陽イオンと陰イオンは同じ

拡散係数を用いる必要があり、特に Na+イオンについては、Na が交換性陽イオンとして緩衝材

中に多量に存在する場合、共に移行するイオン種の拡散に従うことが示された。 
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（６）まとめと今後の課題 
本年度は、より長期な拡散データを取得するため、平成 26 年度から開始した非放射性の Ca2+

イオン、Na+イオン、Cl-イオンを用いた透過拡散試験を引き続き行うとともに、イオン強度が

拡散挙動に与える影響を把握するため、Ca2+イオンを用いた透過拡散試験を新たな条件で行い、

新拡散モデルに係る検討を実施した。Ca2+イオンに係る検討では、Kd 値が小さいケースにおい

ては、別の試験で得られた Da 値と Kd 値を用いて、透過拡散試験結果（高濃度側および低濃度

側タンク内の Ca 濃度変化）を再現できる可能性が示された。この結果は、既往の Kd データが

存在する陽イオンについては、その値が小さい条件下において保持因子αを簡易的にε+ρbKd
（式(5.3-3)）として評価することが可能であることを示している。しかしながら、Kd 値が大き

いケースでは、同様の方法で高濃度側タンク内のCa濃度変化を再現することが出来なかった。

これは接液部におけるモンモリロナイト中 Ca 濃度の初期値が計算と実験で異なっていたため

だと考えられる。しかしながら一部の高濃度側データについては十分に説明することが出来ず、

高濃度側の濃度変化に関しては引続き検討を行い、必要に応じて新拡散モデルに反映させるこ

とが重要であるとした。Cl-イオンおよび Na+イオンに係る検討では、長期間の透過拡散試験を

実施したにも関わらず両タンク内の濃度変化が小さかったため、結果に対して十分な検討を行

うことが出来なかったが、α値および Da 値の設定に係る留意点を整理し、高濃度側および低

濃度側のα値は同一にせず、接する溶液に応じた値を設定する必要があること、また、対とな

って移行する陽イオンと陰イオンは同じ拡散係数を用いる必要があり、特に Na+イオンについ

ては共に移行するイオン種の拡散に従うことを示した。  
Ca2+イオン等の陽イオンに関しては紛体試料を用いた収着バッチ試験により得られた Kd を

用いてαを設定できる可能性を示せたが、Cl-イオン等の陰イオンに対するαについては、今後、

圧縮体への収着バッチ試験等により実験的に決定する必要があるかもしれない。その際は、イ

オン強度依存性等についても把握することが重要であると考えられる。また、5.2.3 で後述する

「MC-BUFFER の計算では、Na+イオンでベントナイト中の電荷バランスを調整する」ことへの

妥当性を確認するため、放射性核種を使用した拡散試験を実施し、電荷のバランスに縛られな

い、イオン種固有の拡散データを取得することも今後の検討に有用である。さらに複数の放射

性核種を使用した拡散試験を実施すれば、濃度プロファイル法により複数核種の Da を取得す

ることが可能である。 
新拡散モデルを用いる評価手法では、緩衝材の化学環境解析で対象になる全てのイオン種に

対して Da やα（または Kd）を設定しなければならない。そのため、対象になると考えられる

イオン種（以下、16 種。Na+を除くと 15 種）について、これらパラメータに係る現状の知見を

一度整理する必要があるが、知見がない主要なイオン種については、In-diffusion 試験や収着バ

ッチ試験を実施して Da やα（または Kd）を取得する等の必要性が出てくるかもしれない。し

かしながら、全てのイオン種についてこれらパラメータを設定するのは困難であることから、

類似性が認められれば、一価の陰イオン種（OH-以外）は Cl-イオン等、代表的なイオン種の同

値とするという方法も合理的であると考えられる。 
 

陽イオン種 ： （Na+、）K+、Ca2+、Mg2+、FeOH + 
陰イオン種 ： Cl-、OH-、CO3

2-、HCO3
-、SO4

2-、NO3
-、Si(OH)5

-、Al(OH)4
-、Fe(OH)3

- 
中性種 ： Fe(OH)2、Si(OH)4 

 
さらに、Da は温度、有効モンモリロナイト密度、Kd およびαはイオン強度、温度、モンモ

リロナイト割合等に依存すると考えられることから、将来的にはそれらの関係性を定式化する
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ことも重要である。 
 

5.3.3 MC-BUFFER への新拡散モデル導入に係る検討 
（１）目的、実施概要 

5.3.2 で検討した Da を用いた新拡散モデルを用いた緩衝材中の化学環境解析を実施するため

には、当該モデルを MC-BUFFER に導入する必要がある。そこで本年度は、MC-BUFFER に

Da を用いた新拡散モデルを導入するための留意点を整理するとともに、具体的な導入方法に係

る検討を実施した。さらに、その妥当性を確認するため、MC-BUFFER プログラムの修正、お

よび検証を実施した。 
 
（２）概念設計 
新拡散モデル導入における留意点の整理 

MC-BUFFERの物質移行計算にDaを用いた新拡散モデルを導入する際の留意点（①～⑧）

を以下に整理した。 
 

① 実験により得ることが可能なのは元素の拡散係数であること、また、収着分配係数につ

いても通常元素ごとに設定されていることから、移行計算については、イオン種ごとで

はなく、元素ごとの計算を行うこととする。 
② 緩衝材中の（拡散による）物質移行計算を新拡散モデルに変更する。具体的には、元素

ごとに Da を設定し、単位体積当たりの元素濃度（Cb）勾配による移行を評価出来るよ

うに改良する。 
③ 現行のMC-BUFFERの移行計算では、1回に 1つの元素に対する評価しか出来ないため、

異なる拡散係数の元素の移行を評価するには複数回の計算を行い、最後に統合させる必

要がある。しかしながら、全ての元素について拡散係数をセットするのは困難であり、

類似性が認められる元素については、代表的な元素と同じ値を用いることが想定される。

そこで、同一の拡散係数を与える元素で群を構成し、群ごとに移行計算を行うことで、

移行計算の回数を減少させる等の工夫を図ることとする。 
④ 地下水やその他のバリア材との界面における緩衝材中の Cb（境界条件）は、地下水中

（またはその他のバリア材を通過後の浸出溶液）の元素濃度 Clと保持因子αを用いて、

「Cb = αCl」で設定する。 
⑤ 化学環境解析では解析体系中の電荷バランスを取る必要がある。そのため、元素が各々

の Da で拡散する新拡散モデルを用いた拡散評価においては、移行計算後に場の電荷バ

ランスを調整する必要がある。その方法の一例としては、モンモリロナイト中に多量に

あると想定されるNa+イオンで電荷バランスを調整する方法が考えられる※4（この場合、

Na+イオンの拡散は計算しない）。なお、電荷バランスの調整の際にはモンモリロナイト

                                                      
※4 ベントナイト系緩衝材のバリア機能特性は、主成分であるモンモリロナイトによって決定され

る。現在我が国の地層処分において使用が想定されるベントナイトに含まれるモンモリロナイ

トは Na 型であり、交換性陽イオンとして Na+イオンが豊富に存在し、負電荷となっているモン

モリロナイト表面に収着していると考えられる。本検討では、この豊富に存在する Na+イオン

で電荷バランスの調整を行うこととする。なお、モンモリロナイトの Ca 型化が進んだ状態に

おいては Na+イオンで電荷バランスをとることは適切でないが、ここではモンモリロナイト中

に Na+イオンが多量に存在する条件であることを前提とし、検討を進めることとした。当該方

法の是非については、検証計算の結果を踏まえ、引き続き検討する必要があると考えられる。 
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の負電荷も考慮する必要がある。 
⑥ 移行計算で用いる濃度は単位体積当たりの元素濃度（Cb）とするが、地球化学反応計算

では水中濃度を用いる必要があるため、間隙水中濃度に換算することとする。 
⑦ 5.3.2（６）で述べたように、Da は温度、有効モンモリロナイト密度等、αはイオン強

度、温度、モンモリロナイト割合等に依存すると考えられることから、将来的にはその

関係性の定式化を図る予定である。そのため、これらパラメータの設定については、定

数またはモデル式の選択ができるようにする。また、その選択肢の一つとして式(5.3-3)
（α = ε+ρbKd）を設定できるようにする。 

⑧ 新拡散モデルだけではなく、これまでの拡散評価モデルも使用可能とするため、どちら

のモデルを使用するかを選択できるようにする。 
 

新拡散モデルを導入するための MC-BUFFER の大きな改良点としては、上記留意点を踏ま

え、（ⅰ）元素ごとに Da を設定すること（留意点②、⑦、⑧に関連）、（ⅱ）Na+イオンで電

荷バランスを調整すること（留意点⑤に関連）が考えられ、本年度はこの 2 点に係る検討を

実施することにした。また、留意点③の群計算、留意点④のαの設定、留意点⑥の間隙水中

濃度を用いた地球化学反応計算（電荷バランス調整の際に考慮する負電荷を持つモンモリロ

ナイトを含めた地球化学反応計算）については、上記 2 点の検討結果を踏まえ、図 5.3-11 に

示す処理フローに取り込む際に適宜反映させることとする。なお、留意点①の元素による移

行計算については、現行の MC-BUFFER で対応済みであるため、コードの改良は行わないこ

ととした。 
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図 5.3-11 MC-BUFFER の処理フロー 
 

以下に（ⅰ）元素ごとへの Da の設定、および（ⅱ）電荷バランスの調整に係る本年度の

検討内容を記す。 
 
（ⅰ）元素ごとへの Da の設定 
元素名と元素ごとの Da を入力する「拡散係数設定ファイル」を新たに作成し、計算を実

行するディレクトリに当該ファイルが存在すれば、元素ごとの拡散係数を考慮する計算を行

うこととした。当該ファイルが存在しない場合は、従来通り、全元素が同じ拡散係数で移行

する計算を行うこととした。「拡散係数設定ファイル」の入力形式、入力例を図 5.3-12、図 
5.3-13 に示す。 

 

 
図 5.3-12  拡散係数設定ファイルの形式 

 
 

 

新拡散モデルの導入に際して改良が必要と考えられる範囲 
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n （設定する元素数） 
E(1)  D(1) 
E(2)  D(2) 
  ⁞ 
E(n)  D(n) （元素名、拡散係数） 
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図 5.3-13  拡散係数設定ファイルの入力例 

 
 
（ⅱ）電荷バランスの調整 

MC-BUFFER では、図 5.3-11 の処理フローに示したように、物質移行計算と地球化学反

応計算を別々に順番に行うステップ法である。「（ⅰ）元素ごとへの Da の設定」で記載した

複数の元素を個別の拡散係数で移行させる計算では、物質移行計算ステップで行うことにな

るが、拡散係数が異なる場合、液相組成の電荷バランスが崩れてしまう可能性がある。液相

組成の電荷バランスが崩れたまま化学反応計算ステップを行うと、その化学反応計算は正し

く行うことができない。そこで、この電荷バランスの調整方法について検討した。なお、Da
を用いた移行計算では単位体積当たりの濃度（セル内濃度）を用いる必要があるが、現行の

MC-BUFFER では、地球化学反応計算で用いる間隙水中濃度への換算についても考慮する

必要がある「セル内濃度」の設定はまだ導入できていない。そのため本年度の検討では、セ

ルの間隙率を 1（固相がなく、「セル内濃度＝液相中の濃度」となる条件）とし、液相の電荷

バランスの調整に対象を絞った検討を実施した。 
上述した通り本検討では Na イオンと表面負電荷で電荷バランスの調整を行うこととした。

具体的な調整方法としては、MC-BUFFER の計算処理フローのうち、「物質移行解析」と「地

球化学反応解析(Phreeqc)」の間に、液相組成の電荷バランスを調整するための化学反応解析

(Phreeqc)を追加することとした。追加する計算フローの概念図を図 5.3-14 に示す。なお、

MC-BUFFER では、pH（H+、OH-イオン）の物質移行計算は行っていない（液相組成の物

質移行後に行う化学反応計算で算出される pH が、その場の pH と同等であると考えられる

ため）。そこで、今回追加する「液相組成の電荷バランスを調整するための化学反応計算

（Phreeqc）」においては pH を指定する必要があるが、ここで使用する pH は前計算ステッ

プの pH とする。これは、計算ステップ 1 回における変化は小さいと考えられ、pH の変化

も小さいと想定されるためである。なお、この pH の設定のため、計算ステップは、大きな

変化にならないようなΔt の設定が必要となる。また、この Phreeqc による電荷バランス調

整計算においては、Phreeqc の溶液（SOLUTION）計算機能を使い、Na にフラグ（charge）
を付け、Na 量を増減させることによって当該液相の電荷バランスを調整することとした。

なお、本年度は液相のみを検討対象としたが、固相も考慮する場合はモンモリロナイトを陰

イオン（Mont-）として設定し、電荷バランスの調整を行うこととする。 
 

11 
Si  1.0e-11 
S  2.0e-11 
Na 3.0e-11 
Mg 4.0e-11 
K   5.0e-11 
Fe  6.0e-11 
Cl  1.0e-10 
Ca  7.0e-11 
C   8.0e-11 
B   9.0e-11 
Al  5.0e-12 
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図 5.3-14 電荷バランスの調整方法概念図 

 
 
 
 

（３）MC-BUFFER プログラムの修正および検証 
上述の検討（5.3.3（２）の（ⅰ）および（ⅱ））を踏まえた MC-BUFFER プログラムの修正

を行い、以下の試計算を行った。 
計算体系は図 5.3-15 に示すように長さ 3m の 1 次元体系、メッシュ間隔 0.1m とした。物質

移行は拡散のみであり、また、固相は存在しない（固相との反応はない）とした。初期条件は

全領域で C(0)＝0.01 (mol/L)、境界条件は左端を濃度 0.02 mol/L に固定、右端を反射境界とした。 
計算ケースを表 5.3-6 に示す。移行元素は Na および Cl とし、ケース 1～3 では Na で電荷バ

ランスの調整が行われることとした。一方、ケース 4～6 では Na を用いた電荷バランス調整は

行わず、従来のどおり pH でバランスを調整することとした。 

 

   
 
 

間隙水組成 
（元素ごとの拡散係数で移行し、 

電荷バランスが崩れる。） 

n セル n-1セル n+1セル 

物質移行 物質移行 

固相との反応

計算の前に 

 
電荷バランス調整計算

（Phreeqc） 
 

液相のみの平衡計算 
（Na に charge をつける） 

 
電荷バランス調整後の液相組

成と固相との反応計算

（Phreeqc） 

固相との反応後の間隙

水組成を用い、 
次ステップの物質移行 

 SOLUTION 1  

TEMP 25.000000 

pH 8.03462 

pe -4.  

UNIT mol/kgw 

Na 0.069173  charge 

K 0.0015003 

Ca 0.0050342 

Mg 0.0011974 

C 0.01281  

S 0.0034564 

Cl 0.063182  

Al 0.000014158  

Si 0.0007261 

（Mont-        0.00000000） 
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図 5.3-15 計算体系概念図 

 
 

表 5.3-6 計算ケース 

計算 

ケース 

計算に使用する見かけの 
拡散係数 Da（m2/s） 

電荷バランス 

調整方法 
Na Cl 

1 1.0×10-10 1.0×10-10 
Na で調整 2 1.0×10-10 2.0×10-10 

3 2.0×10-10 1.0×10-10 
4 1.0×10-10 1.0×10-10 

pH で調整 
（従来の方法） 

5 1.0×10-10 2.0×10-10 
6 2.0×10-10 1.0×10-10 

 
 

Na で電荷バランス調整した場合（ケース 1～3）、および pH で電荷バランス調整した場合（ケ

ース 4～6）における 3.0×108 秒後（約 10 年後）の元素濃度分布、pH 分布の計算結果（以下、

「計算値」）を解析解と併せて図 5.3-16 に示す。 
ケース 1～3 における Na と Cl の濃度分布の計算値は、いずれのケースにおいても一致する

結果となった。また、pH 分布の計算値も拡散期間を通じて一定の値をとっていた。ケース間の

比較では、ケース 1 とケース 3 は同一となり、ケース 2 は若干移行が速かった。さらに、解析

解との比較では、Na の計算値は Na の解析解ではなく、Cl の解析解と一致した。すなわち、各

元素の移行は Cl の拡散係数で決定される結果となり、電荷バランスの調整に用いられる Na は、

Cl の動きに従う、という結果となった。 
一方、ケース 4～6 における Na と Cl の濃度分布の計算値および解析解は一致し、それぞれ

の拡散係数で移行したのがわかる。しかしながら、電荷バランスの調整を pH で行っているた

め、その値は不安定な値を示した。なお、ケース 4 は、Na と Cl が同じ拡散速度で移行するた

め、電荷バランスが崩れず、ケース 1 と同じ結果となった。 
  

 

C(0) = 0.01 mol/L_all 

3.0m 

C=0.02固定 反射境界 
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Da の 

大小 
電荷バランスの調整方法 

Na で調整 pH で調整 

Na=Cl 

ケース 1 

 

ケース 4 

 

Na<Cl 

ケース 2 

 

ケース 5 

 

Na>Cl 

ケース 3 

 

ケース 6 

 

 
図 5.3-16 3.0×108秒後の元素濃度分布および pH 分布の計算結果と解析解の比較 

（電荷バランス調整方法に係る検討） 
 

以上の検証結果より、複数の元素をそれぞれの Da で移行させる計算を実施する場合、従来

の pH で電荷バランスを調整する方法よりも Na で調整する方法の方が、系全体の pH の安定性

が保たれ、当該調整方法が妥当である可能性が示された。 
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（４）まとめと今後の課題 
新拡散モデルを MC-BUFFER へ導入する際の留意点を整理するとともに、具体的な導入方法

として、元素ごとへの Da の設定、および電荷バランスの調整について検討した。また、その

妥当性を確認するため、MC-BUFFER プログラムの修正、および検証を実施した。その結果、

複数の元素をそれぞれの Da で移行させる計算を実施する場合、従来の pH で電荷バランスを調

整する方法よりも Na で調整する方法の方が、系全体の pH の安定性が保たれ、当該調整方法が

妥当である可能性が示された。今後は、同一の Da を設定する複数の元素に対する群の構成、

郡ごとの移行計算、保持因子α、固相を含む系での単位体積当たりの濃度、および地球化学反

応計算で用いる間隙水中濃度への換算等についても具体的なコードへの導入方法を検討し、適

宜 MC-BUFFER に取り込むとともに、物質移行－地球化学反応を連立させた計算を実施し、

その妥当性を確認することが重要である。 
 

5.3.4 結論および今後の課題 
平成 27 年度は、燃料デブリを処分する際の人工バリアとしても使用される可能性があるベ

ントナイト系緩衝材中の化学環境解析のための拡散評価手法の整備に係る検討を行った。 
具体的には、平成 26 年度に提案した見かけの拡散係数 Da をベースとしたイオン種の拡散モ

デル（新拡散モデル）の検討に資するため、非放射性のイオン種（Ca2+イオン、Na+イオン、Cl-

イオン）を用いた Na 型モンモリロナイト中の透過拡散試験を長期間に渡り行うとともに、こ

れら結果を用いて当該モデルに係る検討を実施した。その結果、Ca2+イオンを用いた透過拡散

試験に係る検討では、収着分配係数 Kd の値が小さいケースにおいては、別の試験で得られた

Da と Kd を用いて、透過拡散試験結果を再現できる可能性が示された。しかしながら、Kd の

値が大きいケースでは、接液部におけるモンモリロナイト中 Ca 濃度の初期設定が計算と実験

で異なっていたこと等から試験結果を再現することが出来なかった。また、Cl-イオンおよび

Na+イオンに係る検討では、長期間の透過拡散試験を実施したにも関わらず両タンク内の濃度

変化が小さかったため、結果に対して十分な検討を実施することが出来なかったが、保持因子

αおよび Da の設定に係る留意点を整理し、接する溶液に応じたαの値を設定する必要がある

こと、また、対となって移行する陽イオンと陰イオンは同じ拡散係数を用いる必要があり、特

に Na+イオンについては共に移行するイオン種の拡散に従うことを示した。今後は、圧縮体へ

の収着バッチ試験等により陰イオンに対するαを実験的に決定すること、放射性核種を使用し

た透過拡散試験を実施し、電荷バランスに縛られない、イオン種固有の拡散データを取得する

こと、また、これら結果を踏まえ、必要に応じて新拡散モデルに反映させることが重要である

とした。 
また、新拡散モデルを物質移行-変質連成解析コード（MC-BUFFER）へ導入する際の留意点

を整理するとともに、具体的な導入方法として、元素ごとへの Da の設定、および電荷バラン

スの調整について検討した。また、その妥当性を確認するため、MC-BUFFER プログラムの

修正、および検証を実施した。その結果、複数の元素をそれぞれの Da で移行させる計算を実

施する場合、電荷バランスを Na で調整する方法が妥当である可能性が示された。今後は、同

一の Da を設定する複数の元素に対する群の構成、郡ごとの移行計算、保持因子α、固相を含

む系での単位体積当たりの濃度、および地球化学反応計算で用いる間隙水中濃度への換算等に

ついても具体的なコードへの導入方法を検討し、適宜 MC-BUFFER に取り込むとともに、一

連の物質移行-地球化学反応計算を実施し、その妥当性を確認することが重要であるとした。 
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5.4 MIG2DF の整備 
 日本原子力研究開発機構では、多孔質媒体中での 2 次元地下水流動・核種移行評価コード：

MIG2DF(1)を開発している。これまで本コードに対して、地質環境の長期安定性を評価するため

の様々な機能が追加されてきた。今年度は従来の機能に加え、長期的な地質環境の変化（隆起・

侵食および断層の成長）を連続的に評価するための拡張として、以下の 3 つの機能から成る外

部プログラム：隆起・侵食解析用入出力データセット作成コード（PASS_UANDD）を作成した。 
 
 １）隆起・侵食に係る入力支援モジュール 
   （Uplift and Denudation Preprocessor（以下、UANDD_PRE）） 
 ２）節点移動機能に係るモジュール 
   （Uplift and Denudation Node Translator（以下、UANDD_TRANSNODE）） 
 ３）モデル切り替え時の計算値継承に係るモジュール 
   （Calculated Value Succession Program（以下、CalVaS）） 
 
 本コードを MIG2DF と共に用いることで、長期的な地質環境の変化による地下水流動への影

響を連続的に評価することが可能となる。例として、過去～現在～未来に対する地質環境の変

化を評価する場合の流れを、図 5.4-1 に示す。 

 
図 5.4-1 地質環境の長期的変遷を考慮した連続的な解析の流れ 

 
処分場として選定されたサイトに対し、地質調査等によって過去および現在の各時点での地

質構造（以下、地質モデルデータ）が得られており、これらに基づき未来の地質モデルデータ

が推定されているとする。これらに加え、初期状態（過去）の MIG2DF の入力データ（以下、

解析モデルデータ）を入力とし、以下の流れで連続的な計算を行うことが可能となる。 
① UANDD_PRE により、過去・現在・未来の各時点での地質モデルデータに基づき、計算

時刻毎の地質モデルデータを補間する。 
 ② UANDD_TRANSNODE により、初期状態の解析モデル（MIG2DF のインプットデータ）

に基づき、①で求めた計算時刻毎の地質モデルに応じた解析モデルを作成する。 
 ③ ②で作成した解析モデルを入力として、モデル切り替えに応じて CalVaS によって計算値

を引き継ぎながら MIG2DF による解析を反復的に行い、過去～現在～未来までの計算を

連続的に実行する。  

入力データ：
・解析期間中のある時点における地質構造
・初期状態の解析モデル

モデル切り替え時の計算値継承
（CalVaS）

解析コード
MIG2DF

地質モデルデータの作成
（UANDD_PRE）

解析モデルデータの作成
（UANDD_TRANSNODE）

過去 現在 未来
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5.4.1 隆起・侵食に係る入力支援モジュールの作成 
 
（１）拡張内容 
 従来の MIG2DF では、隆起・侵食に伴う地質境界の変化を入力する機能があったが、各地質

境界の移動速度を地質境界の定義位置ごとに入力する必要があり、複数の地質境界に対して任

意の経時変化を与えることが困難であった。 
今年度は、いくつかの地質モデルデータ（地表面、地質境界、断層面の情報）から計算時刻

毎の地質モデルデータを補間して作成する、入力支援モジュール（UANDD_PRE）を作成した。 
 
（２）処理内容 
 UANDD_PRE は、以下の流れで実施される。 
  ①地表面・地層要素の作成 

与えられた地質構造の地層境界面データをもとに、地質モデルデータの地層要素（地層

境界を表すために作成される要素（※解析で使用されるメッシュとは異なる）を作成する。 
  地表面は、地表面にある地層要素の線分として作成する。 
  ②地表面の年代間補間 
  ③地層要素の年代間補間 
  ④断層面の年代間補間 
   与えられた地表面、地層要素、断層面の年代間を補間し、全ステップの地質モデルデー

タを作成する。 
 以下に、各処理内容の詳細を示す。 
 
①地表面・地層要素の作成 
鉛直線固定点の X 座標と鉛直線固定点間に配置する水平方向等分割点数をもとに、地層要素

を分割する鉛直線を設定する。鉛直線と地質構造データの地層境界との交点を地層要素格子点

として地層要素を作成する。各鉛直線の X 座標は全地質タイムステップを通して共通であり、

地層要素には固有の識別子を与える。侵食を受けて消失した地層要素や、後の堆積によって発

生するがある地質タイムステップにおいては存在しない地層要素は、Z 方向の厚みが 0 である

として表現される。 
各鉛直線上の最上位にある地層要素格子点を地表面節点とし、これを連結して地表面とする。 

 
②地表面の年代間補間 
地質タイムステップ tmにおける地質モデルMtmと地質タイムステップ tnにおける地質モデル

Mtn（tm < tn）間の地質タイムステップ補間数に応じて、各地表面節点の Z 座標を線形補間する。 
 

𝑌𝑌t =
(𝑡𝑡 − 𝑡𝑡𝑚𝑚)𝑌𝑌𝑡𝑡n + (𝑡𝑡𝑛𝑛 − 𝑡𝑡)𝑌𝑌𝑡𝑡m

𝑡𝑡n − 𝑡𝑡𝑚𝑚
 (5.4-1) 

tm、tn : 地質構造データの入力年代（tm < tn） 
t : 補間地質タイムステップの年代（tm  ≦ t ≦ tn） 

Zt、Ztm、Ztn : 各地質タイムステップにおける節点の Z 座標 
 
③地層要素の年代間補間 
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 地層要素格子点の補間は、地層要素格子点と地表面との位置関係によって異なる手法をとる。 
 

1) 地質モデル Mtm、Mtnでともに地層要素格子点が地中に位置する場合 
地質モデル間で、地層要素格子点の Z 座標を線形補間する。 

2) 地質モデル Mtm、Mtnで地層要素格子点が地表に接する場合 
地表面節点と同じ座標をとる。 

3) 地質モデル Mtmでは地中にある地層要素格子点が Mtnでは地表面にある場合 
対象地層要素格子点が地表面に接するまでは、一つ下の地層要素格子点との鉛直方向長

さを一定に保つよう補間する。地層要素固定点が地表面と接した後は、地表面節点座標と

同じ座標をとる。 
4) 地質モデル Mtmでは地表に接する地層要素格子点が Mtnでは地中にある場合 

対象地層要素格子点と一つ下の地層要素格子点は Mtm、Mtnにおいて地中にあるので、

線形補間される。Mtnにおける対象地層要素格子点と一つ下の地層要素格子点間の Z 方向

長さが一定になるように、対象地層要素格子点の Z 座標を補間する。補間地質タイムステ

ップにおいて Z 方向長さが Mtnにおける Z 方向長さよりも短い場合は、対象地層要素は地

表面節点と同じ座標をとる。また、Mtmにおける鉛直方向長さが Mtnにおける鉛直方向長

さよりも長い場合は、対象地層要素格子点の Z 座標を線形補間により求める。 
 
④断層面の年代間補間  
断層面は連続した線分によって表現され、各線分の端点を断層節点と呼び、一つの断層面の

各断層節点 X 座標は常に増加するように定義される。断層節点 X 座標は地層要素を分割する鉛

直線とは独立に設定でき、地質構造データの入力年代においては地質構造データの断層節点と

地質モデルの断層節点は同一の座標をとる。地質モデル Mtm、Mtn 間の断層面の補間手法の模

式図を図 5.4-2 に示す。 
 

 
図 5.4-2 断層面補間手法 

 
・XD ≦x≦XEの範囲 

Mtmと Mtnで共通する X 座標範囲であるため、断層節点(D、E)の Z 座標は線形補間できる。

Mtnで節点 Dtnは定義されていないが、これは線分 CtnEtnから座標値を得る。 
 

・x< XDの範囲 

断層の延伸が進んだ結果である Mtnの断層節点を基準として補間を行う。点 Atn 、点 Btn 、
点 Ctnの属する地層要素と局所座標を求め、T=t での地層要素の形状を用いて局所座標から全

地質モデルMtm(T=tm)

Atm

Btm Ctm
Dt
m

Etm

補間結果(T=t、tm≦t≦tn)

At

Bt Ct

B’t
Dt

Et

地質モデルMtn(T=tn)

Atn

Btn Ctn
Dtn

Etn
×

― 入力年代の地質モデルの断層面
― Y座標の線形補間により求められた断層面
--- 地質要素と局所座標を用いて補間された断層面
― 地質要素と局所座標を用いて補間された断層面に、tmからtまでの経過時間を加味した断層面
□ 地質要素四角形（塗りつぶしは断層節点を含む地層要素）
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体座標に変換することで、断層節点の補間を行う。これにより T=t における点 Bt 、点 Ctの

座標が得られる。また、点 At については属する地層要素が地表面と接しており、上辺が侵食

を受けている可能性がある。そこで、点 Atの Z 座標を点 Atnの Z 座標と地層要素下辺の鉛直

方向長さを一定に保つように補間する。 
 

・点 A～点 B～点 C～点 D の範囲 
T=tmから T=tnの間に延伸が進んだ範囲であるので、T=t の断層面には延伸の進展度合いを

加味する必要がある。以下を満たす線分 BtDt間の点 B’tを求める 

|𝐵𝐵𝑡𝑡
′𝐶𝐶𝑡𝑡| + |𝐶𝐶𝑡𝑡𝐷𝐷𝑡𝑡| = (|𝐴𝐴𝑡𝑡𝐵𝐵𝑡𝑡| + |𝐵𝐵𝑡𝑡𝐶𝐶𝑡𝑡| + |𝐶𝐶𝑡𝑡𝐷𝐷𝑡𝑡|) ×

𝑡𝑡 − 𝑡𝑡𝑛𝑛

𝑡𝑡𝑚𝑚 − 𝑡𝑡𝑛𝑛
 (5.4-2) 

また、補間された断層 A~B~C~D が地表面と交差した場合は、節点 D に最も近い地表面との

交点までを地質モデルの断層面とする。 
 
（３）テスト計算 
テスト計算に用いる地質構造として、新里ら（2007）で示された北海道北部、幌延地域の地

形・地質構造（図 5.4-3）を使用した。なお、新里ら（2007）では現在から 2.5Ma までの地質

構造が示されているが、テスト計算には断層面の発達が示される 1.5Ma 以降を用いた。S4 断層

（図 5.4-3 赤枠内の断層）については、0.5Ma での断層形状が示されていないため、図 5.4-3
の現在の地質構造で示される S4 断層の下端座標を、0.5Ma における S4 断層の上端座標と仮定

した。時間補間・地層要素分割の設定として表 5.4-1 を用いた。 
 

 
図 5.4-3 北海道北部、幌延地域における地形・地質構造の変遷 

（新里ら（2007）(2)より、水平方向 100km、深度方向 5km の範囲）  
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表 5.4-1 地質タイムステップの補間・地層要素分割設定 
項目 設定 

入力地質構造データの年代 1.5、0.5、0.0[Ma] 

地質タイムステップ補間 0.01Ma毎 

地質モデルの領域 東西方向 95[km]（地質図の東端から西に 95[km]の範囲） 

深度方向 5[km]（底面標高-5[km]） 

地層要素の分割設定 鉛直線固定点：-95、0[km] 

-95～0[km]間の鉛直線固定点間の等分割点数：99（100分割） 

 
テスト計算の結果（0.1Ma 毎）を、図 5.4-4 に示す。(a)1.5Ma、(k)0.5Ma、(p)0.0Ma（現在）

が入力地質モデルデータ、それ以外は UANDD_PRE によって得られた地質モデルデータである。 
 
(a) 1.5Ma（入力地質モデルデータ） 

 

(b) 1.4Ma（補間結果） 

 

(c) 1.3Ma（補間結果） 

 

(d) 1.2Ma（補間結果） 

 

図 5.4-4 UANDD_PRE テスト計算結果（1/3）（鉛直方向を 3 倍に拡大）  
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(e) 1.1Ma（補間結果） 

 
 (f) 1.0Ma（補間結果） 

 
 (g) 0.9Ma（補間結果） 

 
(h) 0.8Ma（補間結果） 

 
(i) 0.7Ma（補間結果） 

 
(j) 0.6Ma（補間結果） 

 
図 5.4-4 UANDD_PRE テスト計算結果（2/3）（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
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 (k) 0.5Ma（入力地質モデルデータ） 

 
 (l) 0.4Ma（補間結果） 

 
(m) 0.3Ma（補間結果） 

 
(n) 0.2Ma（補間結果） 

 
(o) 0.1Ma（補間結果） 

 
(p) 0.0Ma（入力地質モデルデータ） 

 
図 5.4-4 UANDD_PRE テスト計算結果（3/3）（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
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5.4.2 節点移動機能に係るモジュールの作成 
 
（１）拡張内容 
 従来の MIG2DF では、隆起・侵食を表すための有限要素法の節点移動機能があったものの、

ある領域を指定して一様に移動させることしかできなかった。 
今回の拡張では実際の隆起・侵食を模擬するため、地質構造の任意の形状変化に応じてモデ

ル全体の節点を移動することができる機能として、地質モデルデータをもとに解析モデルデー

タを更新する節点移動モジュール（UANDD_TRANSNODE）を作成した。 
 
 節点移動機能は以下の機能を有する。 
  ①地質モデルの地表面形状に合わせて節点を移動する機能 
  ②地質モデルの地質構造にあわせて要素の物性値パラメータを変更する機能 
  ③節点圧力水頭初期値設定機能 
  ④海水位拘束が適用された節点に対する塩分濃度拘束時刻歴データ設定機能 
  ⑤海水位拘束が適用された節点について、節点の Z 座標が海水位より高い場合に圧力水頭

ゼロの定水頭へと再設定する機能 
 
（２）処理内容 
 
①地質モデルの地表面形状に合わせて節点を移動する機能 
対象とする解析モデルは、複数の鉛直線上に同数の節点を配置した格子状の構造でなければ

ならない。また水平方向については整列している必要はない。 
解析モデルを任意の深度を用いて上層部分と下層部分に分け、上層部分の上端の節点は地質

モデルデータの地表面形状と一致させる。この時、上層部分の鉛直方向の長さ（節点間の距離）

は変化させず固定とし、下層部分の鉛直方向の長さのみを変化させる（メッシュの伸縮）。ただ

し、下層部分における節点間の鉛直方向の長さ比率は固定とする。 
 
②地質モデルの地質構造にあわせて要素の物性値パラメータを変更する機能 
①において移動した節点を構成要素とする解析モデル各要素（4 節点四角形）に、地質モデ

ルデータの地層要素、断層および表層の物性値パラメータを適用する（表 5.4-2）。 
 

表 5.4-2 解析モデル各要素に適用する地層要素および断層の物性値パラメータ 
No. パラメータ名 型 

1 透水係数番号 I5 
2 透水関数番号 I5 
3 核種第 1 物性番号 I5 
4 核種第 2 物性番号 I5 
5 塩分濃度物性番号 I5 
6 化学種物性番号 I5 
7 温度物性番号 I5 
8 間隙率 F10.0 
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1) 地層要素の物性値パラメータの適用 
要素の中心座標が属する地層要素を探索し、その地層要素の物性値パラメータを適用する。

厚みが 0 である地層要素の物性値パラメータは適用対象から除外する。 
2) 断層の物性値の適用 
地質モデルデータでは断層は連続した線分で定義される。断層線分と交わる要素について

は、断層の物性値パラメータを地層要素の物性値パラメータよりも優先して適用する。要

素が複数の断層と交わる場合は、地質モデルデータにおける定義順の早い断層の物性値パ

ラメータを適用する。また、断層のマージン幅を与えることで、断層線分と交わる要素の

左右マージン幅分の要素について、断層の物性値パラメータを適用することができる。 
3) 表層の物性値の適用 
地質モデルデータに UANDD_SURFPAR が設定されている場合に用いられる。要素中心の

地表面からの深度が地質モデルデータの表層深度よりも浅い要素に、表層の物性値パラメ

ータが地層要素や断層よりも優先して適用される。 
 
③節点圧力水頭初期値設定機能 
節点の圧力水頭初期値を設定する。圧力水頭の設定方法は①全水頭を一定とする方法、②全

水頭を地表面標高とする方法、③圧力水頭を一定とする方法の 3 つがあり、オプションによっ

て切り替えることができる。また、圧力水頭初期値は陸域・海域ごとに設定することができる。 
 
④海水位拘束が適用された節点に対する塩分濃度拘束時刻歴データ設定機能 
節点に海水位拘束条件が与えられている場合は、移動後の節点 Z 座標と海水位高をもとに塩

分濃度拘束時刻歴データを生成し、時刻に応じた塩分濃度を適用することができる。 
 
⑤海水位拘束が適用された節点について、節点の Z 座標が海水位より高い場合に圧力水頭ゼロ

の定水頭へと再設定する機能 
節点に海水位拘束条件が与えられている場合、節点 Z 座標が海水位の最大値よりも高い場合

に、節点を圧力水頭ゼロの定水頭として設定することができる。 
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（３）テスト計算 
 図 5.4-4 で示した地質モデルデータ、および、1.5Ma に対して作成した解析モデルデータを

入力として、UANDD_TRANSNODE により 0.01Ma の解析モデルデータを作成した。結果を

0.1Ma 毎に図 5.4-5 に示す。 
 
(a) 1.5Ma（入力データ） 

 
(b) 1.4Ma（出力結果） 

 
(c) 1.3Ma（出力結果） 

 
(d) 1.2Ma（出力結果） 

 
図 5.4-5 UANDD_TRANSNODE テスト計算結果（1/3）（鉛直方向を 3 倍に拡大）  
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(e) 1.1Ma（出力結果） 

 
 (f) 1.0Ma（出力結果） 

 
 (g) 0.9Ma（出力結果） 

 
(h) 0.8Ma（出力結果） 

 
(i) 0.7Ma（出力結果） 

 
(j) 0.6Ma（出力結果） 

 
図 5.4-5 UANDD_TRANSNODE テスト計算結果（2/3）（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
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 (k) 0.5Ma（出力結果） 

 
 (l) 0.4Ma（出力結果） 

 
(m) 0.3Ma（出力結果） 

 
(n) 0.2Ma（出力結果） 

 
(o) 0.1Ma（出力結果） 

 
(p) 0.0Ma（出力結果） 

 
図 5.4-5 UANDD_ TRANSNODE テスト計算結果（3/3）（鉛直方向を 3 倍に拡大） 
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5.4.3 モデル切り替え時の計算値継承に係るモジュールの作成 
 
（１）拡張内容 
 従来の MIG2DF では、非定常解析の中で隆起・侵食に伴う節点移動を行った場合、同じ番号

の節点に対する移動前の計算値が、そのまま移動後に引き継がれていた。 
今回の拡張では、解析モデル更新時に地層との位置関係に応じて、節点の計算値を更新前の

モデルから継承するための計算値継承モジュール（CalVaS）を作成した。 
 
（２）処理内容 
 CalVaS は、以下の流れで実施される。 
  ①解析モデル節点における計算値継承 
  ②堆積・侵食状態にある節点の計算値継承 
  ③断層内節点の計算値継承 
 以下に、各処理内容の詳細を示す。 
 
①解析モデル節点における計算値継承 
解析モデル節点における計算値継承は、以下の手順で行われる。 
（ａ）新解析モデルにおける節点（以下、新節点）が属する新地層モデルの地層の決定 
（ｂ）新節点の新地層モデルにおける位置（全体座標から局所座標）の計算 
（ｃ）新節点の旧解析モデルにおける位置（局所座標から全体座標）の計算 
（ｄ）新節点の旧解析モデルにおいて属する要素の決定 
（ｅ）新節点の旧解析モデルにおける位置（全体座標から局所座標）の計算 
（ｆ）新節点の旧解析モデルにおける位置（局所座標）から節点変数値（圧力水頭、濃度等）

の計算 
 
地質モデルを構成する要素（以後、地層要素）は四角形と三角形があるが、上記手順の対象

となる地層要素は四角形である。また、旧地質タイムステップと新地質タイムステップ間で隆

起・侵食に伴う地層の消滅がない、あるいは新地質タイムステップにおいて新地層の出現して

いない場合に適用される。①～⑥で示す手順を以後「変形継承法」と記す。 
 
（ａ）新節点が属する新地層モデルの地層の決定 
地層モデルは複数の四角形で構成されている。新節点の座標値と新地層モデルを用いて、新

節点が地層モデルのどの地層要素に属しているかを決定する。新節点の含まれる地層四角形の

判別には、外積を用いた。新節点と地層要素を構成する節点で作られるベクトルの向き（外積

の符号）が全て同じであれば、新節点はある地層要素内に存在すると判別できる。なお、要素

を構成する線上に点がある（外積が 0）場合も内包と判別する。 
 

（ｂ）新節点（全体座標）の新地層モデルにおける位置（局所座標）の計算 
四角形の 1 次アイソパラメトリック要素では、基になる四角形を規格化し、節点における関

数値を用いて、要素内の任意の位置における関数値を求められる。 
要素内における全体座標は、変換点の要素内における局所座標、4 節点の全体座標、および

形状関数から、以下の式で求められる。 
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𝑥𝑥 = � 𝑁𝑁𝑖𝑖(𝜉𝜉, 𝜂𝜂)𝑥𝑥𝑁𝑁𝐷𝐷𝑖𝑖

4

𝑖𝑖=1

, 𝑦𝑦 = � 𝑁𝑁𝑖𝑖

4

𝑖𝑖=1

(𝜉𝜉, 𝜂𝜂)𝑦𝑦𝑁𝑁𝐷𝐷𝑖𝑖 (5.4-3) 

ここで、 
𝑥𝑥, 𝑦𝑦 ：  変換点 Pの全体座標 

𝑥𝑥𝑁𝑁𝐷𝐷𝑖𝑖 , 𝑦𝑦𝑁𝑁𝐷𝐷𝑖𝑖 ：  4節点の全体座標 

𝑁𝑁𝑖𝑖 ：  節点形状関数（局所座標の関数） 

𝜉𝜉, 𝜂𝜂 ：  変換点局所座標 

である。 
 
形状関数は局所座標の関数であり、1 次アイソパラメトリック要素の形状関数は以下の式で

示される。 

𝑁𝑁1 =
1
4

(1 + 𝜉𝜉)(1 + 𝜂𝜂)  𝑁𝑁2 =
1
4

(1 − 𝜉𝜉)(1 + 𝜂𝜂) 

 𝑁𝑁3 = 1
4

(1 − 𝜉𝜉)(1 − 𝜂𝜂)  𝑁𝑁4 = 1
4

(1 + 𝜉𝜉)(1 − 𝜂𝜂)  
(5.4-4) 

 
全体座標から局所座標を算出するには、既知である変換点 P の全体座標(x, y)から規格化され

た四角形要素における局所座標(𝜉𝜉, 𝜂𝜂)を計算する。しかし、局所座標が未知であるため、上記の

式から直接計算を行う事が出来ない。そこで、局所座標を仮設定し、仮設定した局所座標から

得られた全体座標と変換点 P のずれが許容値以下になるまで計算を繰り返し行う事で、局所座

標を求める。 
 
仮設定した点 P0と変換点 P の全体座標におけるずれは以下の式で求められる。 

∆𝑥𝑥 = 𝑥𝑥 − 𝑥𝑥0 = 𝑥𝑥 − ∑ 𝑁𝑁𝑖𝑖(𝜉𝜉0, 𝜂𝜂0)𝑥𝑥𝑁𝑁𝐷𝐷𝑖𝑖
4
𝑖𝑖=1    

∆𝑦𝑦 = 𝑦𝑦 − 𝑦𝑦0 = 𝑦𝑦 − ∑ 𝑁𝑁𝑖𝑖(𝜉𝜉0, 𝜂𝜂0)𝑦𝑦𝑁𝑁𝐷𝐷𝑖𝑖
4
𝑖𝑖=1   

(5.4-5) 

全体座標におけるずれ(𝛥𝛥𝑥𝑥, 𝛥𝛥𝑦𝑦)と局所座標におけるずれ(𝛥𝛥𝜉𝜉, 𝛥𝛥𝜂𝜂)の関係を以下に示す。 
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= ∑ 𝜕𝜕𝑁𝑁𝑖𝑖
𝜕𝜕𝜕𝜕

𝑥𝑥𝑁𝑁𝐷𝐷𝑖𝑖
4
i=1    𝜕𝜕𝜕𝜕

𝜕𝜕𝜕𝜕
= ∑ 𝜕𝜕𝑁𝑁𝑖𝑖

𝜕𝜕𝜕𝜕
𝑥𝑥𝑁𝑁𝐷𝐷𝑖𝑖

4
i=1   

  𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= ∑ 𝜕𝜕𝑁𝑁𝑖𝑖
𝜕𝜕𝜕𝜕

𝑦𝑦𝑁𝑁𝐷𝐷𝑖𝑖   
4
i=1

𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= ∑ 𝜕𝜕𝑁𝑁𝑖𝑖
𝜕𝜕𝜕𝜕

𝑦𝑦𝑁𝑁𝐷𝐷𝑖𝑖
4
i=1  

(5.4-6) 

�Δ𝑥𝑥
Δ𝑦𝑦� =

⎣
⎢
⎢
⎢
⎡
𝜕𝜕𝑥𝑥
𝜕𝜕𝜉𝜉

𝜕𝜕𝑥𝑥
𝜕𝜕𝜂𝜂

𝜕𝜕𝑦𝑦
𝜕𝜕𝜉𝜉

𝜕𝜕𝑦𝑦
𝜕𝜕𝜂𝜂⎦

⎥
⎥
⎥
⎤

�Δ𝜉𝜉
Δ𝜂𝜂� (5.4-7) 

上式を変形すると以下の様になる。 

�Δ𝜉𝜉
Δ𝜂𝜂� =

⎣
⎢
⎢
⎢
⎡
𝜕𝜕𝑥𝑥
𝜕𝜕𝜉𝜉

𝜕𝜕𝑥𝑥
𝜕𝜕𝜂𝜂

𝜕𝜕𝑦𝑦
𝜕𝜕𝜉𝜉

𝜕𝜕𝑦𝑦
𝜕𝜕𝜂𝜂⎦

⎥
⎥
⎥
⎤

−1

�Δ𝑥𝑥
Δ𝑦𝑦� =

1
𝜕𝜕𝑥𝑥
𝜕𝜕𝜉𝜉

𝜕𝜕𝑦𝑦
𝜕𝜕𝜂𝜂 − 𝜕𝜕𝑥𝑥

𝜕𝜕𝜂𝜂
𝜕𝜕𝑦𝑦
𝜕𝜕𝜉𝜉 ⎣

⎢
⎢
⎢
⎡

𝜕𝜕𝑦𝑦
𝜕𝜕𝜂𝜂

−
𝜕𝜕𝑥𝑥
𝜕𝜕𝜂𝜂

−
𝜕𝜕𝑦𝑦
𝜕𝜕𝜉𝜉

𝜕𝜕𝑥𝑥
𝜕𝜕𝜉𝜉 ⎦

⎥
⎥
⎥
⎤

�Δ𝑥𝑥
Δ𝑦𝑦� (5.4-8) 
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以上より、全体座標におけるずれ(𝛥𝛥𝑥𝑥, 𝛥𝛥𝑦𝑦)から局所座標におけるずれ(𝛥𝛥𝜉𝜉, 𝛥𝛥𝜂𝜂)が求められる。

この値を補正値として、新しい点 P0の局所座標を(𝜉𝜉0 + 𝛥𝛥𝜉𝜉, 𝜂𝜂0 +  𝛥𝛥𝜂𝜂)とすると、P0をより P に近

い点に移動できる。計算された局所座標におけるずれは、元の位置 P0における値である。P と

P0が離れていれば補正値が必ずしも正しい値ではない。ただし、この作業を繰り返せば P と P0

の位置のずれを許容値以下にすることが出来る。計算は(𝛥𝛥𝑥𝑥, 𝛥𝛥𝑦𝑦)が両方とも許容値以下になるま

で繰り返す。 
 

（ｃ）新節点（局所座標）の旧地層モデルにおける位置（全体座標）の計算 
UANDD_PRE の出力である地層モデルデータでは、メッシュ番号と地層番号で地層要素を定

義しているため、メッシュ番号と地層番号が分かれば地層要素は容易に求められる。そのため、

まずはメッシュ番号と地層番号を用いて節点が含まれる地層要素を検索する。次に、検索した

地層要素を構成する 4 節点と 0 で求めた新節点の局所座標から、旧地層モデルにおける位置（全

体座標）を計算する。 
 
（ｄ）新節点の旧解析モデルにおいて属する要素の決定 
旧解析モデルで使用している旧地層モデルにおける新節点の位置（全体座標）を用いて、そ

の座標が旧解析モデルでどの要素に属しているかを検索する。検索方法は、0 と同様に外積を

用いた内包判定を用いる。 
 

（ｅ）新節点（全体座標）の旧解析モデルにおける位置（局所座標）の計算 
0 で求めた全体座標と 0 で求めた要素番号から、新節点の旧解析モデルにおける局所座標を

計算する。全体座標から局所座標への変換の手順は 0 と同様である。 
 

（ｆ）新節点の旧解析モデルにおける位置から節点変数値の計算 
形状関数と局所座標を用いて、新節点の節点変数値を計算する。計算式を以下に示す。 

𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣 = 𝑁𝑁1𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣(1) + 𝑁𝑁2𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣(2) + 𝑁𝑁3𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣(3) + 𝑁𝑁4𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣(4) (5.4-7) 

ここで、 
𝑁𝑁𝑖𝑖 ：  節点形状関数（局所座標の関数） 

𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣𝑣(𝑖𝑖) ：  節点における変数値（圧力水頭など） 

である。 
 
②堆積・侵食状態にある節点の計算値継承 
 
（ａ）堆積・侵食の判定 
堆積・侵食の判定方法は、要素の形状が四角形か三角形かによって異なる。以下では、地表

面の地層要素が四角形から四角形に変化した場合について示す。 
四角形から四角形への変化の場合、以下の 2 通りの方法のいずれかを用いて堆積・侵食の判

定を行う。 
・地層の圧縮・膨張を考慮した地層厚さによる判定 
・地層の圧縮・膨張を考慮しない地層厚さによる判定 
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 1) 地層の圧縮・膨張を考慮した地層厚さによる判定 
地層の圧縮・膨張量を計算する際の基準として、直下の地層における値を参考にするため、

直下の地層上面標高と、その地層の固定面（隆起・沈降などにより上昇・下降することが無い

面）の標高を与えておく。堆積・侵食が発生する地層（以下、堆積・侵食層）直下の地層上面

標高を𝑍𝑍𝐿𝐿𝐿𝐿1（旧地質タイムステップ）、𝑍𝑍𝐿𝐿𝐿𝐿2（新地質タイムステップ）、固定面標高𝑍𝑍𝐿𝐿𝐿𝐿から、以

下の式により直下地層の厚さ変化率αを計算する。 

α =
𝑍𝑍𝐿𝐿𝐿𝐿2 − 𝑍𝑍𝐿𝐿𝐿𝐿

𝑍𝑍𝐿𝐿𝐿𝐿1 − 𝑍𝑍𝐿𝐿𝐿𝐿
 (5.4-8) 

堆積・侵食層は、下位の地層に比べ固結度が低く、変形しやすいと考えられる。そのため、

直下地層の厚さ変化率αに係数 𝐹𝐹を乗じた値を堆積・侵食層の厚さ変化率とする。旧地質タイム

ステップにおける堆積・侵食層の厚さ𝛥𝛥𝑍𝑍𝐿𝐿1から、新地質タイムステップにおける堆積・侵食層

の予想厚さを𝛼𝛼𝐹𝐹𝛥𝛥𝑍𝑍𝐿𝐿1として計算し、新地質タイムステップにおける堆積・侵食層の厚さ𝛥𝛥𝑍𝑍𝐿𝐿2が

それより厚い場合を堆積状態、薄い場合に侵食状態にあると判定する。 
概念図を図 5.4-6 に示す。 
 

 
図 5.4-6 地層要素の堆積・侵食判定方法（地層の圧縮・膨張を考慮する場合） 

 
 2) 地層の圧縮・膨張を考慮しない地層厚さによる判定 
地層の圧縮・膨張を考慮しない場合には、堆積・侵食層直下の地層上面の Z 座標変化量（隆

起・沈降量）がそのまま上位の地層に適用される。旧地質タイムステップにおける堆積・侵食

層の厚さ𝛥𝛥𝑍𝑍𝐿𝐿1と新地質タイムステップにおける堆積・侵食層の厚さ𝛥𝛥𝑍𝑍𝐿𝐿2を比較し、旧地質タイ

ムステップより厚い場合を堆積状態、薄い場合に侵食状態にあると判定する。 
 

i)、ii)のいずれかの方法を用いて、地層要素の鉛直 2 辺の侵食・堆積を判定する。判定結果は、

a) 両辺が侵食、b) 両辺が体積、c) 1 辺が侵食、1 辺が体積の 3 つに分類される。 
概念図を図 5.4-7 に示す。 

 

ZLU1 

旧タイムステップ 

新タイムステップ（堆積） 

ZLU2 

ZLL ZLL 

ΔZU1 

ΔZU2 αFΔZU1 

堆積厚さ 

ZLU2 

ZLL 

αFΔZU1 

侵食厚さ 

ΔZU2 

ΔZU2 
新タイムステップ（侵食） 
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a) 両辺が侵食された場合には、地層要素全てに侵食継承法を適用する。b) 両辺が堆積した

場合には、旧地質タイムステップに存在した領域には変形継承法、新たに堆積した領域には堆

積継承法を適用する。c) 1 辺が侵食、1 辺が堆積した場合には、旧地質タイムステップには存

在したが侵食された領域には侵食継承法、新たに堆積した領域には堆積継承法を適用する。 
また、一辺が侵食、一辺が変化なしの場合は地質要素全てに侵食継承法を適用する。一辺が

堆積、一辺が変化なしの場合は、旧地質タイムステップには存在した領域には侵食継承法、新

たに堆積した領域には堆積継承法を適用する。 

 
図 5.4-7 地層要素の堆積・侵食判定方法（地層の圧縮・膨張を考慮しない場合） 

 
  

 

旧タイムステップ 新タイムステップ 

赤線内側は

侵食継承法 

a) 両辺が侵食 

b) 両辺が堆積 

c) 1 辺が侵食、1 辺が堆積 

赤線内側は

変形継承法 

赤線外側は

堆積継承法 

赤線内側は

侵食継承法 

赤線外側は

堆積継承法 

赤線は、圧縮・膨張を考慮した 
前ステップにおける地層要素範囲 
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（ｂ）堆積継承法 
堆積状態にある地層要素については、新規に圧力水頭値、塩分濃度、核種濃度を与える必要

がある。圧力水頭については、地表面から水が静水圧状態（全水頭が堆積層内で同じ）である

ことを想定する。地表面の圧力水頭値に関しては、海面下にある場合は海水による静水圧

𝑝𝑝 = 𝜌𝜌𝜌𝜌ℎ（水頭換算値）を与えるが、海面下に無い場合はゼロとする。堆積層中の計算点の圧

力水頭𝐻𝐻𝑝𝑝は以下の式で計算する。 

𝐻𝐻𝑝𝑝 = 𝜌𝜌𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 × 𝐷𝐷𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 + 𝐷𝐷𝑠𝑠𝑠𝑠 (5.4-9) 

𝜌𝜌𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 ：海水と淡水の密度比（海水/淡水） 

𝐷𝐷𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 ：海水面から地表面までの距離（海水が無い場合は 0） 

𝐷𝐷𝑠𝑠𝑠𝑠 ：地表面から計算点までの深度(m) 

 
塩分濃度、核種濃度については、基本的に 0 とするが、特定の値を与えたい場合は設定可能

とする。これは堆積層の粒子への核種付着、海面下での堆積による地下水の塩分含有などの可

能性に対処するためである。 
上記の計算手法が適用されるのは、新規堆積と判断された地層要素に含まれる節点のうち、

旧地層要素の地層上面より上部にあると判断された節点である。その際、新地質タイムステッ

プにおける全体座標を用いて圧力水頭等を計算することとする。 
 
（ｃ）侵食継承法 
侵食状態にある地層要素については、直下にある地層上面からの距離が同じである旧地質タ

イムステップ点の値を継承するようにする。ただし、地層の圧縮・膨張を考慮する場合は、距

離の計算にその点を加味する。計算手順を以下に示す。 
1) 新地層モデルにおいて、直下にある地層上面との距離ℎを算出する。地層の圧縮・膨張を

考慮した場合には、ℎに鉛直両辺の距離から計算した圧縮率を乗じる。 
2) 旧地層モデルにおいて、直下にある地層上面との距離ℎに対応する全体座標の Y 座標を算

出する。 
3) その点が含まれる旧解析モデルの要素を検出し、局所座標を計算する。 
4) 計算された局所座標と形状関数を用いて計算値を継承する。 

 
③断層内節点の計算値継承 
断層と判別される節点（以下、断層節点）の計算値継承方法は、以下の二つから選べるもの

とした。 
1) 地層と判断された節点（以下、地層節点）と同じ継承方法を適用する。 
2) 断層節点と判断された場合はそのまま計算値を継承する。 

 
1)の方法は、断層節点も他の地層節点と同じように、節点が含まれる地層要素の形状で計算

値継承法を設定する。断層節点は、周囲の節点と圧力水頭差が大きくなるため、断層節点をそ

れ以外の節点と分け、断層節点間のみで値を継承することを検討した。しかし、この方法では、 
・断層と判断された要素の形状変化に対応するが難しい 
・節点位置の移動による値（全水頭値）の変動が断層の影響よりも大きい可能性がある 

事が考えられた。そこで断層に対して特別な処理を実施しない 2)の方法も選べるものとした。 
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（３）テスト計算 
 
①テストデータ 
テストデータとして、図 5.4-8 に示した地質モデルおよび解析モデルを準備した。テスト計

算を行ったデータの設定内容を以下に示す。 
 

表 5.4-3 テストデータの設定 
設定対象 内容 

地質モデル タイムステップは 3つ。地層数は 3。X方向メッシュ数は 4。 

解析モデル 160 要素、189 節点から成る。地質モデルの地表面に沿った

形状とした。解析モデルは全て四角形要素。 

海水面 全タイムステップを通して水位高 Z＝12mと設定 

 

 
タイムステップ 1 

 
タイムステップ 2 

 
タイムステップ 3 

図 5.4-8 テスト計算に使用した地質モデルと解析モデルの節点（×印） 
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解析条件ファイルの設定内容を以下に示す。この条件を、全タイムステップに適用した。 
*---------------------------------------- 

* CalVaS 入力ファイル(*が付いている行はコメントアウト文) 

*---------------------------------------- 

* 

* 地層厚さによる判定で地層の圧縮・膨張を考慮するか(0:no/1:yes) 

1 

* 係数 F(/=1.0):圧縮を考慮する場合に使用する係数 

0.5 

* 固定面深さ(m) 

0.0 

*---------------------------------------- 

* 地表面から地層上面までの深度による方法(侵食のみ判定可)を使用するか(0:no/1:yes) 

* ：この方法は地表面でない地層について侵食があったと判定する為の方法。 

0 

* 判定対象とする地層数とその地層番号 

* (1つ目の数値：地層数、2つ目～：地層番号。それぞれの数値は i5で入力) 

    2    1    2 

* 判定値(m)：上記方法を選択した場合に使用する 

10.0 

*---------------------------------------- 

* 新規堆積した地層に塩分濃度を与えるか(0:no/1:yes)。与える場合は塩分濃度をスペースを空けて入力。 

0 0.0 

* 新規堆積した地層に核種濃度を与えるか(0:no/1:yes)。与える場合は核種数をスペースを空けて入力。 

0 1 

* 核種名と核種濃度。最大で 5核種まで。1行に 1核種。 

* なお、核種濃度を与えない(上の行で 0 と設定した)場合はコメントアウトしておくこと。コメントアウトして

おかないと読み取り時にエラーが発生する。 

*Cs137 10 

*---------------------------------------- 

* 断層を考慮するか否か(0:no/1:yes) 

1 

 
なお、計算値継承機能は変数値のいずれにおいても同様の計算を行う為、今回は圧力水頭の

みを計算対象とした。圧力水頭は以下の様に与えた。タイムステップ 3 はタイムステップ 2 の

値から圧力水頭を求めるので、計算開始時には設定しない。 
表 5.4-4 各節点における圧力水頭値 

 タイムステップ 1の圧力水頭(m) タイムステップ 2の圧力水頭(m) 

節点 1～21 20.0 16.0 

節点 22～42 15.0 14.0 

節点 43～63 12.0 11.0 

節点 64～189 10.0 10.0 
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②計算結果 
地表面を構成する地質要素内に含まれている節点を数点抽出し、計算値継承の判別が正しく

行われているか、また継承計算が正しく行われているかを確認した。確認は、プログラムの計

算結果と Excel 等を用いた手計算の計算結果を比較する事で行った。 
 

（ａ）タイムステップ 2 の節点 A：node=8,(x,z)=(14.0, 10.8) 
節点 A は、タイムステップ 1 では存在していなかった地層 1 に含まれる節点である。新規堆

積した地層には堆積継承法が適用される。また、節点 A は Z 座標が 10.8m であり、海面は 12m
と設定したため、海水面下になる。よって、圧力水頭値は 

Hp = 𝜌𝜌𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 × 𝐷𝐷𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 + 𝐷𝐷𝑠𝑠𝑠𝑠 =
1025
1000

× (12.0 − 10.8) + 0 = 1.23 

と計算出来た。CalVaS の出力を確認すると 
INIT    8   1.23000    8    1 

であり、同じ値であることが確認できた。よって新規堆積の判別および計算は正しく行われて

いるといえる。 
 

（ｂ）タイムステップ 2 の節点 B：node=3 (x,z)=(4.0, 7.0) 
節点 B は四角形から三角形に変化する地層要素に含まれる節点であり、計算値継承には地層

要素全体に侵食継承法が適用される。 
まず、新地質モデルにおいて、節点と直下の地層上面からの距離を計算する。圧縮・膨張を

考慮していないため、距離 h は以下の式で求められる。 
h = 7.0 − 5.0 = 2.0 

次に旧地質モデルにおいて、求めた h を直下の地層上面からの距離として旧地層モデルにお

ける Z 座標を求めた。 
B′(z) = 5.0 + 2.0 = 7.0 

この節点が含まれる旧解析モデルの要素は 22 であった。この要素を構成する 4 節点から、

B′(4.0, 7.0)の旧解析モデルにおける局所座標を求めると、(𝜉𝜉, 𝜂𝜂) = (0.692307692, −1)であった。

この局所座標を得た際の形状関数を用いて圧力水頭を計算したところ、以下の値を得た 
 

要素 42 の 
構成節点番号 

X 座標 Z 座標 形状関数値(A) 水頭値(B) (A)×(B) 

23 2.00000 6.68000 0 15.0000 0 
44 2.00000 5.76000 0 12.0000 0 
45 4.00000 4.12000 0.153846154 12.0000 1.846153848 

24 4.00000 7.16000 0.846153846 15.0000 12.69230769 

(A)×(B)の和 14.53846154 
 
CalVaS の出力を確認したところ、 
INIT          3  14.53846    3    1 

であり、手計算で得た値と同じであることが確認できた。よって作成したプログラムによる計

算値継承方法の判別および計算は正しく行われているといえる。 
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（ｃ）タイムステップ 2 の節点 C：node=40, (x,z) =(36, 12.6) 
節点 C は、三角形から四角形に変化する地層要素に含まれる節点である。三角形から四角形

に地層要素が変化する場合、基本的には堆積継承法を適用するが、節点の位置が地表面以下に

ある場合には変形継承法を適用する。 
まず、計算対象節点 C が旧地層要素内に含まれるか否かを判別する。判別には、直下の地層

上面からの距離を用いる。なお、距離の算出時には地層厚さの変化率𝛼𝛼𝐹𝐹は用いない。節点 C は

地層 1、メッシュ番号 4 の地層要素に含まれる。直下の地層上面からの距離は、 
h = (12.6 − 10.0) = 2.6 

である。この距離を旧地質モデルの地層 1、メッシュ番号 4 の地層要素の直下の地層上面から

の距離として Z 座標を算出すると、 
C′(𝑧𝑧) = 10.0 + 2.6 = 12.6 

である。この位置は旧地質モデルの地層 1、メッシュ番号 4 の地層要素の上面より下にあるの

で、この地層要素に含まれると判別した。算出した座標C′(36, 12.6)が含まれる旧解析モデルの

要素は 18 であった。この要素を構成する 4 節点から、旧解析モデルにおける局所座標を求めた

所、(𝜉𝜉, 𝜂𝜂) = (0.6, −1)となった。得られた局所座標に対応した形状関数を用いて圧力水頭値を

計算したところ、以下の値を得た。 
 

要素 18 の 
構成節点番号 

X 座標 Z 座標 形状関数値(A) 水頭値(B) (A)×(B) 

18 34.00000 12.0000 4.44E-17 20.0000 0.0000 
39 34.00000 10.2000 1.11E-17 15.0000 0.0000 
40 36.00000 11.0000 0.2 15.0000 3.0000 
19 36.00000 13.0000 0.8 20.0000 16.0000 

(A)×(B)の和 19.0000 
 

CalVaS の出力結果を確認すると、 
INIT   40  19.00000   40    1 

であり、手計算の結果と同じ値であることが確認できた。よって作成したプログラムによる計

算値継承方法の判別および計算は正しく行われているといえる。 
 

（ｄ）タイムステップ 3 の節点 D：node=17, (x, z) = (32, 14.6) 
節点 E は、新地質タイムステップにおいて断層節点と判別される点である。解析条件ファイ

ルで『断層を考慮する』と設定した場合は、旧地質タイムステップと新地質タイムステップで

の断層番号を比較し、同じである場合に値をそのまま引き継ぎ、そうでない場合は変形継承法

等を適用する。節点 D は新地質タイムステップでは断層であるが、旧地質タイムステップでは

断層ではない。そのため、地層節点と同じように計算値継承方法の判別を行う。 
節点 D は一辺が侵食、一辺が堆積と判断された地層要素に含まれる。旧地質タイムステップ

の地質要素内に節点がある場合は侵食継承法が、要素外にある場合は堆積継承法が適用される。

直下の地層上面からの距離を算出すると、 
h = 14.6 − 11.0 = 3.6 

この距離を旧地質タイムステップでの直下の地層上面からの距離として Z 座標を算出すると、 
D′(𝑧𝑧) = 10.0 + 3.6 = 13.6 
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である。計算された z 座標と旧地質タイムステップでの地表面の x=32 での z 座標=13.0 を比較

すると、D′(𝑧𝑧)の方が上位にあるので、堆積継承法が適用される。さらにこの位置は海水面より

も上であるので、圧力水頭は 0(m)が適用される。 
CalVaS の出力ファイルを確認すると、 
INIT         17   0.00000   17    1 

となっており、手計算の結果と同じであることが確認できた。 
よって作成したプログラムにおいて、断層における計算値継承方法の判別および計算は正し

く行われているといえる。 
 

（ｅ）タイムステップ 3 の節点 E：node=39, (x, z) = (34, 11.96) 
節点 E は、新地質タイムステップにおいて断層節点と判別された。解析条件ファイルで『断

層を考慮する』と設定した場合は、旧地質タイムステップと新地質タイムステップでの断層番

号を比較し、同じである場合に値をそのまま引き継ぎ、そうでない場合は変形継承法等を適用

する。動作確認では『断層を考慮する』として計算を実行した。 
節点 E は旧地質タイムステップにおいても断層節点であり、同じ断層番号であるため、値が

そのまま継承される。旧地質タイムステップでの節点 39 の圧力水頭は 14(m)である。CalVaS
の出力結果を確認すると、 

INIT         39  14.00000   39    1 

となっており、旧地質タイムステップでの値がそのまま継承されていることが確認できた。よ

って断層を考慮した場合の挙動は正しく行われていると言える。 
 
（ｆ）タイムステップ 3 の節点 F：node=10, (x, z) = (18, 12.4) 
三角形→三角形に変化する地層要素に含まれる節点である。三角形の面積を比較して、新地

質タイムステップで大きくなっていれば堆積、小さくなっていれば侵食と判断するが、今回準

備したテストデータでは、面積は変化していない。その場合、直下の地層上面からの距離から、

侵食継承法の手法を用いて計算値を継承する。 
新地質モデルにおいて、節点 F の直下の地層上面からの距離 h は、 

傾き a ： 𝑣𝑣 =
𝑧𝑧2 − 𝑧𝑧1

𝑥𝑥2 − 𝑥𝑥1
=

11 − 10
20 − 10

= 0.1

切片 b ： 𝑏𝑏 = 𝑧𝑧1 − 𝑣𝑣 × 𝑥𝑥1 = 10 − 0.1 × 0.1 = 9
𝑥𝑥 = 18 における𝑧𝑧座標 ： 𝑧𝑧 = 𝑣𝑣 × 𝑥𝑥𝑝𝑝 + 𝑏𝑏 = 0.1 × 18 + 9 = 10.8

ℎ ：  ℎ = 12.4–  10.8 =  1.6

 

である。求められた h を用いて、旧地質モデルにおける Z 座標を算出すると、 
F′(𝑧𝑧) = 10.0 + 1.6 = 11.6 

である。この座標F′(18, 11.6)が含まれる旧解析モデルの要素を検索したところ、要素 9 であっ

た。この要素を構成する 4 節点から、旧解析モデルにおける局所座標を求めた所、(𝜉𝜉, 𝜂𝜂) =
(1, −1)となった。得られた局所座標に対応した形状関数を用いて圧力水頭値を計算したところ、

以下の値を得た。 
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要素 9 の 
構成節点番号 

X 座標 Z 座標 形状関数値(A) 水頭値(B) (A)×(B) 

9 16.0000 11.2000 0.00000 16.0000 0.0000 
30 16.0000 9.56000 0.00000 14.0000 0.0000 

31 18.0000 9.88000 1.67E-16 14.0000 2.34E-15 
10 18.0000 11.6000 1.00000 16.0000 16.0000 

 (A)×(B)の和 16.0000 
 
CalVaS の結果を見ると、 
INIT   10  16.00000   10    1 

となっており、手計算の結果と同じ値となっていることが確認できた。よって作成したプログ

ラムによる計算値継承方法の判別および計算は正しく行われているといえる。 
 
以上①～⑥の結果から、作成した計算値継承プログラム CalVaS は正常に動作していることが

確認できた。 
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5.5 GSRW-PSA の整備 
確率論的安全評価コード GSRW-PSA は、HLW あるいは TRU 廃棄物の地層処分にかかる評価

シナリオに基づいた安全評価を行うためのコードとして整備されてきた。HLW ガラス固化体ま

たは TRU 廃棄物において想定される廃棄体から溶出した核種の人工バリアおよび天然バリア

中の地下水による移行と、生物圏内の核種の移行およびある個人への被ばく線量を計算するこ

とができる。GSRW-PSA は、3 つのサブモデル（ソースタームモデル、天然バリアモデル、生

物圏モデル）の計算モジュール部分と、確率論的解析のための既往のパラメータサンプリング

コード LHS(1)および統計解析コード SPOP(2)、(3)により構成される。また、GSRW-PSA では、シ

ナリオの不確実性を考慮して、「地下水移行シナリオ」に加えて、「隆起・侵食シナリオ」や「人

工バリア損傷シナリオ」、「コロイド影響シナリオ」の評価を行うことが可能である。 
平成 27 年度は、GSRW-PSA を用いて燃料デブリに特有の特性を踏まえた解析を行うことが

できるようにコードの拡張を行った。 
 

（１）ソースタームモデルの拡張 
燃料デブリは、UO2 ペレット、被覆管のジルカロイ、制御棒材料、炉内構造物などが溶融・

混合・固化し、化学形なども大きく異なることが想定される。最終的に固化した状態では、ガ

いくつかの部位から異なる浸出率で核種が溶出することが想定される。既存のコードでは、廃

棄体からの核種浸出とコンパートメント中の核種移行は一続きの計算として解析されていたた

め、燃料デブリのように不均質な廃棄体を評価することができなかった。瞬時放出を含む複数

の異なるパラメータでそれぞれ評価されたフラックスを足し合わせて浸出フラックスとできる

ようにコードの拡張を行った。既存のソースタームコンパートメントモデル（mod_cmtm）を 2
つに分離し、浸出率の計算のみを行う浸出モデル（mod_waste）と、浸出モデルの計算結果を

用いて人工バリア中の移行解析を行うコンパートメントモデル（mod_scmt）に整備しなおした。 
 
既存のコードでは、廃棄体からの核種浸出とコンパートメント中の核種移行は一続きの計算

として解析されていた（図 5.5-1）。複数の廃棄物について解析を行う際には、核種流出量の計

算および人工バリア中の移行解析を廃棄物毎に行う必要があった。異なる浸出率の部分が混合

するという燃料デブリの特性に即した形の解析が可能となるよう、廃棄物毎の流出フラックス

を計算できるよう整備を行うとともに、廃棄物毎に行っていた人工バリア中移行解析をまとめ

て行えるよう整備を行った（図 5.5-2）。 
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図 5.5-1 既存のソースタームモデルを用いた複数の廃棄物考慮解析概念図例 
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図 5.5-2 新たに整備したモデルを用いた複数の廃棄物考慮解析概念図例 
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（２）核種濃度の出力機能の追加 
燃料デブリに特有の特性を踏まえたシナリオとして、容器内外での臨界が挙げられている。

このうち、容器外臨界のシナリオでは天然バリア中を移行した核分裂核種がある 1 点に濃集し

て臨界可能な量に達することを想定する。 
核種移行解析によって濃集量を求め、臨界可能性を評価するために、天然バリアモデル（亀

裂性媒体近似モデル・多孔質媒体近似モデル）に対して、指定した位置における各タイムステ

ップの核種濃度のテキスト出力を行う機能を整備した。 
各節点位置における液相の核種濃度は既にプログラム内で計算されているため、液相以外に

おける核種濃度の計算、指定した位置における各相の核種濃度の内挿計算、単位換算、テキス

ト出力処理を行うサブルーチンの整備を行った。単位換算には既存の単位換算ファンクション

を使用し、出力単位を mol/m3, Bq/m3, atom 数/m3から選択できるように整備した。 
 

a) モデル毎の出力項目 
モデル毎の出力項目を表 5.5-1 に示す。亀裂性媒体近似モデルでは、マトリクス領域におけ

る節点位置毎の核種濃度の出力も行えるよう整備した。 
 

表 5.5-1 モデル毎の出力項目 
 コロイド影響 

なし あり 
亀裂性媒体近似モデル i

fC
、

i
sS
、  

i
fC
、

i
sS
、

i
mS
、

iSσ 、  

多孔質媒体近似モデル iC 、
i
sS  

iC 、
i
sS
、

i
mS
、

iSσ  

 

i
fC  ：核種 iの液相濃度 [atom/m3] 

i
sS  ：核種 の亀裂表面／多孔質媒体に収着している量 [atom/m2] 

 ：核種 の岩石マトリクスにおける液相濃度 [atom/m3] 

i
mS  ：核種 の移動性コロイドに収着している量 [atom/m3] 

iSσ  ：核種 のろ過されたコロイドに収着している量 [atom/m2] 

 

 

 
b) 液相以外における核種濃度の計算 
コロイド影響を評価しないとした場合、およびコロイド影響評価に瞬時平衡モデルを使用し

た場合には、既存のコードでは液相およびマトリクス領域の核種濃度しか計算されない。亀裂

性媒体近似モデルでは、亀裂表面、移動性コロイド、ろ過されたコロイドへ収着した核種量は

(5.5-1)～(5.5-3)式で求めた。 
 

i
pC i

pC

i

i
pC i

i

i
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 i
f

i
s

i
s CKS =  (5.5-1) 

 i
f

i
m

i
m CMKS =  (5.5-2) 

 i
f

ii CKS σσ σ=  (5.5-3) 

 

i
fC  ：核種 iの亀裂における液相濃度 [atom/m3] 

i
sS  ：核種 の亀裂表面に収着している量 [atom/m2] 

i
mS  ：核種 の移動性コロイドに収着している量 [atom/m3] 

iSσ  ：核種 のろ過されたコロイドに収着している量 [atom/m2] 

i
sK  ：核種 の亀裂表面に対する分配係数 [m] 

M  ：移動性コロイドの濃度 [kg/m3] 

i
mK  ：核種 の移動性コロイドに対する分配係数 [m3/kg] 

σ  ：ろ過されたコロイドの濃度 [kg/m2] 

iKσ  ：核種 のろ過されたコロイドに対する分配係数 [m3/kg] 

 

 
なお、コロイド影響を評価しない場合、亀裂性媒体近似モデルでは分配係数ではなく遅延係

数を用いて計算を行っている。遅延係数は(5.5-4)式から求められるので、逆算して分配係数を

求めるものとした。 
 

 i
m

ii
si MK

b
K

b
K

R +++= σσ
1'  (5.5-4) 

 
多孔質媒体近似モデルでは、多孔質媒体、移動性コロイド、ろ過されたコロイドへ収着した

核種量は(5.5-5)～(5.5-7)式で求めた。 
 

 iibi
s CKdS

ε
ρ

=  (5.5-5) 

 ii
m

i
m CMKS =  (5.5-6) 

 iii CKS σσ σ=  (5.5-7) 

 iC  ：核種 iの水中濃度 [atom /m3]  

i

i

i

i

i

i
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i
sS  ：核種 iの多孔質媒体に収着している量 [atom/m3] 

i
mS  ：核種 iの移動性コロイドに収着している量[atom/m3] 

iSσ  ：核種 iのろ過されたコロイドに収着している量 [atom/m3] 

bρ  ：多孔質媒体のかさ密度 [kg/m3] 

ε  ：間隙率 [-] 

iKd  ：核種 iの多孔質媒体に対する分配係数 [m3/kg] 

M  ：移動性コロイドの濃度 [kg/m3] 

i
mK  ：核種 iの移動性コロイドに対する分配係数 [m3/kg] 

σ  ：ろ過されたコロイドの濃度 [kg/m3] 

iKσ  ：核種 iのろ過されたコロイドに対する分配係数 [m3/kg] 

 
多孔質媒体近似モデルでは、遅延係数の入力方法として分配係数を使用するほかに、ライブ

ラリの遅延係数を使用することも可能となっている。遅延係数は(5.5-8)式から求められるので、

遅延係数を使用した場合は逆算して分配係数を求めるものとした。 
 

 ii
m

ibi KMKKdR σσ
ε
ρ

+++=1'  (5.5-8) 

 
ただし、どちらのモデルもコロイド影響を評価しない場合にはコロイドへの収着量の計算は

行わない。 
 

（３）要素の生成・削除による領域の長さの設定 
これまでの天然バリアモデルは、境界条件が適用されている「領域全体の長さ」を設定し、

それとは別に設定する「移行距離」が示す地点を透過するフラックスを計算するモデルとなっ

ていた。「領域全体の長さ」は固定されており、「移行距離」を変化させることによって隆起侵

食による移行経路の短絡などの移行経路の変化を表現していた。 
「移行距離」に合わせて下流側境界条件を設定する節点番号を変更することにより移行距離

を変化させる機能の整備を行った。「移行距離」が節点位置と重ならなかった場合は、最終要素

の要素幅の変更を行い、移行距離に最終節点の位置を変更することとした。変更後の節点位置

の核種濃度は変更前の節点位置における核種濃度から線形内挿で求める。 
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5.6 まとめ 

5.6.1 緩衝材中拡散モデルおよび物質移行-変質連成解析コードの整備 
平成 27 年度は、燃料デブリを処分する際の人工バリアとしても使用される可能性があるベン

トナイト系緩衝材中の化学環境解析のための拡散評価手法の整備に係る検討を行った。 
具体的には、平成 26 年度に提案した見かけの拡散係数 Da をベースとしたイオン種の拡散モ

デル（新拡散モデル）の検討に資するため、非放射性のイオン種を用いた Na 型モンモリロナ

イト中の透過拡散試験を長期間に渡り行うとともに、これら結果を用いて当該モデルに係る検

討を実施した。その結果、Ca2+イオンを用いた透過拡散試験に係る検討では、収着分配係数 Kd
の値が小さいケースにおいては、別の試験で得られた Da と Kd を用いて、透過拡散試験結果を

再現できる可能性が示された。しかしながら、Kd の値が大きいケースでは、接液部におけるモ

ンモリロナイト中 Ca 濃度の初期設定が計算と実験で異なっていたこと等から試験結果を再現

することが出来なかった。また、Cl-イオンおよび Na+イオンに係る検討では、長期間の透過拡

散試験を実施したにも関わらず両タンク内の濃度変化が小さかったため、結果に対して十分な

検討を実施することが出来なかったが、保持因子αおよび Da の設定に係る留意点を整理し、

接する溶液に応じたαの値を設定する必要があること、また、対となって移行する陽イオンと

陰イオンは同じ拡散係数を用いる必要があり、特に Na+イオンについては共に移行するイオン

種の拡散に従うことを示した。今後は、圧縮体への収着バッチ試験等により陰イオンに対する

αを実験的に決定すること、放射性核種を使用した透過拡散試験を実施し、電荷バランスに縛

られない、イオン種固有の拡散データを取得すること、また、これら結果を踏まえ、必要に応

じて新拡散モデルに反映させることが重要であるとした。 
また、新拡散モデルを物質移行-変質連成解析コード（MC-BUFFER）へ導入する際の留意点

を整理するとともに、具体的な導入方法として、元素ごとへの Da の設定、および電荷バラン

スの調整について検討した。また、その妥当性を確認するため、MC-BUFFER プログラムの

修正、および検証を実施した。その結果、複数の元素をそれぞれの Da で移行させる計算を実

施する場合、電荷バランスを Na で調整する方法が妥当である可能性が示された。今後は、同

一の Da を設定する複数の元素に対する群の構成、郡ごとの移行計算、保持因子α、固相を含

む系での単位体積当たりの濃度、および地球化学反応計算で用いる間隙水中濃度への換算等に

ついても具体的なコードへの導入方法を検討し、適宜 MC-BUFFER に取り込むとともに、一

連の物質移行-地球化学反応計算を実施し、その妥当性を確認することが重要であるとした。 
 

5.6.2 MIG2DF の整備 
 日本原子力研究開発機構で開発中の、多孔質媒体中での 2 次元地下水流動・核種移行評価コ

ード：MIG2DF に対して、長期的な地質環境の変遷（隆起・侵食および断層の成長）を連続的

に評価するための拡張として、以下の 3 つの機能から成る外部プログラム：隆起・侵食解析用

入出力データセット作成コード（PASS_UANDD）を作成した。 
 
(1) 隆起・侵食に係る入力支援モジュール（UANDD_PRE） 

ある時刻の地質モデルデータ（地表面、地質境界、断層面の情報）から、計算時刻毎の地

質モデルデータを補間して作成する。 
(2) 節点移動機能に係るモジュール（UANDD_TRANSNODE） 

地質モデルデータをもとに解析モデルデータを更新する。地質構造の任意の形状変化に応

じてモデル全体の節点を移動することを可能とする。 
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(3) モデル切り替え時の計算値継承に係るモジュール（CalVaS） 
長期的な地質構造の変遷に対する非定常解析を連続的に行うにあたって、地質構造の変化

に伴う解析モデル更新時に、地層との位置関係に応じて節点の計算値を更新前のモデルから

継承する。 
 

 本コードを MIG2DF と共に用いることで、長期的な地質環境の変化による地下水流動への影

響を連続的に評価することが可能となった。 
 

5.6.3 GSRW-PSA の整備 
確率論的安全評価コード GSRW-PSA は、HLW あるいは TRU 廃棄物の地層処分にかかる評価

シナリオに基づいた安全評価を行うためのコードとしてこれまで整備されてきた。、GSRW-PSA
を用いて燃料デブリに特有の特性を踏まえた解析を行うことができるように以下のとおりコー

ドの拡張を行った。 
 

(1) ソースタームモデルの拡張 
燃料デブリは、UO2ペレット、被覆管のジルカロイ、制御棒材料、炉内構造物などが溶融・

混合・固化し、化学形なども大きく異なることが想定される。最終的に固化した状態では、

ガいくつかの部位から異なる浸出率で核種が溶出することが想定される。既存のコードで

は、廃棄体からの核種浸出とコンパートメント中の核種移行は一続きの計算として解析さ

れていたため、燃料デブリのように不均質な廃棄体を評価することができなかった。瞬時

放出を含む複数の異なるパラメータでそれぞれ評価されたフラックスを足し合わせて浸出

フラックスとできるようにコードの拡張を行った。既存のソースタームコンパートメント

モデル（mod_cmtm）を 2 つに分離し、浸出率の計算のみを行う浸出モデル（mod_waste）
と、浸出モデルの計算結果を用いて人工バリア中の移行解析を行うソースタームコンパー

トメントモデル（mod_scmt）に整備しなおした。 
(2) 核種濃度の出力機能の追加 

核種移行解析によって濃集量を求め、容器外臨界の可能性を評価するために、天然バリア

モデル（亀裂性媒体近似モデル・多孔質媒体近似モデル）に対して、指定した位置におけ

る各タイムステップの核種濃度のテキスト出力を行う機能を整備した。 
(3) 核種濃度の出力機能の追加 

これまでの天然バリアモデルは、境界条件が適用されている「領域全体の長さ」を設定し、

それとは別に設定する「移行距離」が示す地点を透過するフラックスを計算するモデルと

なっていた。「領域全体の長さ」は固定されており、「移行距離」を変化させることによっ

て隆起侵食による移行経路の短絡などの移行経路の変化を表現していた。 
「移行距離」に合わせて下流側境界条件を設定する節点番号を変更する機能の整備を行っ

た。  
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6.  燃料デブリの処分時の評価に対応した総合的安全評価手法の整備 
6.1  はじめに 

本項目では、5 章において整備した地質・気候関連事象の発生による影響評価のためのモデ

ル・コードと廃棄体・人工バリアに係る挙動モデル・コード及び核種移行・線量評価コードと

のリンケージの方法論を検討し、総合的な安全評価手法としての拡張・整備を行った。はじめ

に、人工バリアの変遷を対象とした評価において、3 章のシナリオ設定で抽出した発熱、セメ

ント及び海水成分などをはじめとするシナリオに基づき、人工バリアへの影響解析を実施した。 
また、2 章の仮想燃料デブリ Ver. 1 及び HLW のガラス固化体の両者を対象に、3 章において

検討した核種溶出をはじめ、即時放出成分割合や緩衝材中の元素依存核種移行パラメータなど、

人工バリア安全機能に着目した感度解析を実施し、各パラメータの感度の大きさを比較した。 
さらに、仮想燃料デブリ Ver. 1 あるいはガラス固化体を沿岸域の仮想的な堆積岩地域に処分

した場合の解析を実施し、海水準変動と隆起・侵食の両者を組み合わせた地下水流動及び塩分

濃度解析結果に基づき、核種移行評価を行った。 
これらの解析結果の比較から燃料デブリの処分の安全性を著しく損なう可能性のある地質

環境及び人工バリアの設計を含む条件や事象を抽出した。 
 
6.2  人工バリアの変遷を対象とした安全評価 
6.2.1  緩衝材変質・間隙水組成の変遷評価 

3.2.3～3.2.5 において検討を行い抽出したシナリオに基づいた人工バリアに対する影響解析

を行い、その結果より燃料デブリの処分の安全性を著しく損なう可能性のある人工バリアの設

計を含む条件や事象を抽出するため、以下の解析を実施した。 
① 廃棄体からの発熱およびセメント成分の組み合わせによる影響解析 
② 10 万年以降の緩衝材の状態設定に係わる影響解析 
③ 廃棄体に含まれる海水成分による緩衝材への影響解析 
解析①については、地下水組成、発熱考慮の有無、セメント成分、OP 寿命を組み合わせた

設定について検討を行った。解析②については、解析①の一部について、10 万年以降の設定を

変更させた設定について検討した。両者ともインベントリには仮想デブリ Ver.1 を用いた。 
解析③については、海水成分が緩衝材に与える影響を予察的にみるため、緩衝材と海水成分と

が直接接触する体系を設定した。 
 

（1） 解析体系 
解析①②の体系は、我が国の処分環境を考慮して第 2 次取りまとめ(1)および第 2 次 TRU レポ

ート(2)を参考に、平成 26 年度にも設定した HLW を模擬した 1 次元解析体系とした。図 6.2-1
に本解析体系概念図を示す。仮想燃料デブリ Ver.1 において、収納容器サイズはガラス固化体

のキャニスター（直径 355.6mm）と合わせることとしており、半径 17.8cm を設定した。オー

バーパックについては、第 2 次取りまとめにおいて人工バリア構成の配置として、処分孔への

横置き方式および竪置き方式に検討され、岩盤の種類、オーバーパックの部位によらず、放射

線遮蔽厚さ 15cm に腐食代 4cm を加えた 19cm が厚さとして提示されており、これを設定した。

緩衝材については、第 2 次取りまとめにてオーバーパック及び緩衝材の材料、厚さ等の仕様に

関する設計や、製作・施工性も含め検討され、性能に余裕を持たせた合理的な人工バリアの仕

様例として提示されている厚さ 70cm に設定した。支保工については、第 2 次取りまとめおよ

び TRU2 レポートにて提案されているものから厚さ 60cm を設定した。 
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図 6.2-1 解析体系概念図（解析①：発熱・セメント成分、解析②：10 万年以降の設定） 
 
 
解析③の海水成分による影響については、海水成分を内部からでは無く外部地下水の海水成

分を設定し、緩衝材と地下水が直接接触させ、支保工が無い解析体系とした。第 2 次取りまと

めでは、人工バリアの外側には掘削影響領域（以下、EDZ）があり、境界条件として緩衝材外

側に濃度固定条件を与えることにより、常にフレッシュな地下水が接する条件とし、OP 内側

の境界には濃度勾配 0 の条件を与えた。 
  

 

19cm 70cm 60cm

濃度固

定条件

掘削影響領域 EDZ
（地下水）
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図 6.2-2 解析体系概念図（解析③：海水成分） 
 
 
（2） 解析条件 
解析評価時間は、平成 26 年度と同様に 10 万年を評価時間と設定した。また、本解析ではタ

イムステップを基本的に 1 ヶ月と設定したが、10 万年までの解析において、間隙の閉塞などが

要因となり計算が停止してしまうケースがあり、それらのケースについては、MC-BUFFER の

リスタート計算機能を使用し、タイムステップを変更することで 10 万年までの評価を実施した。

オーバーパックの破損時期を 4,000 年としたケースについては、0～4,000 年間を「OP－緩衝材

－支保工体系」で解析した結果を用い、その後 4,000～10 万年間はデブリ廃棄体領域を付加し

た「デブリ廃棄体－OP－緩衝材－支保工体系」として引き続き解析を行った。OP 破損時期を

5 万年としたケースも同様に、5 万年の前後で計算体系を変更して解析を行った。 
 
（a） 温度 
温度については、3.2.4 における廃棄体からの発熱のシナリオ設定より、ガラス固化体相当の

発熱量から処分時にはほぼゼロの発熱量の範囲での廃棄体を想定し、以下の 2 ケースを設定し

た。 
・ガラス固化体における緩衝材温度変遷（100℃～47℃）を踏襲したケース 
・処分深度の地温（47℃）一定のケース 
オーバーパックの温度変化については、第 2 次とりまとめでの「ニアフィールドの温度経時

変化および隙間の影響」よりガラス固化体が 50 年中間貯蔵された 350W/本の発熱量のものを対

 

 

 

 

  
  

 

  

 
緩衝材 

濃度勾配 0 

濃度固定 
19cm 70cm 

掘削影響領域 
一次元解析体系 

 

OP 
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象とし、処分孔竪置き方式による硬岩系岩盤、処分坑道離間距離 10m、廃棄体ピッチ 4.44m に

て解析された緩衝材中温度の経時変化のうち、ガラス固化体に近い点を参照した。なお、第 2
次とりまとめでは、廃棄体定置後約 1 万年で人工バリアの温度は初期の地温に戻るとの評価で

あることから、1 万年以降のオーバーパックの温度については、47℃一定とした。図 6.2-3 に

設定したオーバーパック－緩衝材境界温度を示す。 
 

 
図 6.2-3 オーバーパック－緩衝材境界温度 
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（b） 地下水組成 
①～③の解析における地下水組成は平成 26年度と同様に第 2次とりまとめにて高 pH 系代表

的地下水として設定されている降水系および海水系地下水を設定した。表 6.2-1 に解析に使用

した代表地下水組成を示す。 
 

表 6.2-1 代表地下水組成 
 

降水系地下水   

 

海水系地下水   

pH 8.5   

 

pH 8.0    

Na 3.42E-03 mol/L 

 

Na 6.42E-01 mol/L 

K 6.20E-05 mol/L 

 

K 1.10E-02 mol/L 

Ca 1.10E-04 mol/L 

 

Ca 3.30E-04 mol/L 

Mg 5.00E-05 mol/L 

 

Mg 2.50E-04 mol/L 

C 3.50E-03 mol/L 

 

C 3.50E-02 mol/L 

S 1.10E-04 mol/L 

 

S 3.00E-02 mol/L 

Cl 1.50E-05 mol/L 

 

Cl 5.90E-01 mol/L 

Al 3.40E-07 mol/L 

 

Al 3.20E-09 mol/L 

Si 3.40E-04 mol/L 

 

Si 3.00E-04 mol/L 

Fe 9.70E-10 mol/L 

 

Fe 2.00E-09 mol/L 

 
 

 
（c） 鉱物組成 
緩衝材領域のベントナイトについては、第 2 次取りまとめにおいて示されているベントナイ

ト系緩衝材の国内外ベントナイト鉱物組成より、また第 2 次 TRU レポートでも変質評価解析

にて使用されているクニゲル V1 を採用した。解析に用いるベントナイト系緩衝材の鉱物組成

については、平成 25 年度～平成 26 年度と同様の緩衝材初期鉱物組成を設定した。支保工につ

いては、第 2 次 TRU レポートで人工バリアに使用されるセメント系材料として示されている

普通ポルトランドセメント（以下、OPC）を採用した。なお、OPC での W/C（水セメント比）

は 55%に設定をした。オーバーパックについては、Fe(c)を設定し、水との化学反応を計算する

ため、便宜的に間隙率 40%の多孔質と仮定した。燃料デブリ廃棄体に含まれるコンクリート成

分については、溶融燃料との MCCI 反応によって生成された MCCI 生成物 CaAl2Si2O8（灰長石・

anorthite）および CaSiO3（硅灰石・wollastonite）を、また熱影響を受けていないセメント成分

として OPC を設定した。 
二次鉱物は、平成 23 年度と同様に平成 21 年度報告書(3)の「セメント－ベントナイト接合試

験の結果を用いたセメント間隙変遷モデルおよび解析コードの検証」にて報告されているセメ

ント・ベントナイト接合系の二次鉱物を設定した。鉄鉱物については、平成 25 年度に報告した

鉄鉱物の検討によって選定した鉱物を二次鉱物として設定した。上記の初期鉱物および二次鉱

物を考慮し設定した鉱物モデルについて表 6.2-2 に示す。 
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表 6.2-2 鉱物モデル（1/2） 
 

  計算に用いた鉱物 
初期鉱物量 溶解反応の計算 

(wt%) (溶解速度式) 

支保工初期鉱物 

(OPC W/C=55%) 

Ca(OH)2 17.0  平衡論 

C-S-H (1.8)  58.6  〃 

Monosulfate (AFm) 10.6  〃 

Hydrogarnet 11.7  〃 

Brucite 2.1  〃 

ベントナイト 

系緩衝材 

初期鉱物 

クニゲル V1 
(含有率 10～ 

100%) 

Montmorillonite 49.0  速度論 

Quartz  38.0  平衡論 

Analcime 3.0  〃 

Calcite 2.5  〃 

Pyrite 0.6  〃 

ケイ砂 SiO2 100.0  速度論 

オーバーパック初期鉱物 Fe(c) 100.0  〃 

燃料デブリ初期鉱物 

(MCCI 生成物,  

OPC W/C=55%) 

Anorthite 25.0  平衡論 

Wollastonite 25.0  〃 

Ca(OH)2 8.5  〃 

C-S-H (1.8)  29.3  〃 

Monosulfate (AFm) 5.3  〃 

Hydrogarnet 5.9  〃 

Brucite 1.1  〃 

上記以外に生成を許す鉱物 

C-S-H(1.5)，(1.3)，(1.1)， 
(1.0)，(0.9)，(0.833)， 

(0.6)，(0.4) 
0 〃 

Ettringite (AFt) 0 〃 

Gypsum 0 〃 

Laumontite 0 〃 

Brucite 0 〃 

Kaolinite 0 〃 

Katoite 0 〃 

AS4H 0 〃 

Friedel’s salt 0 〃 

Gibbsite 0 〃 

Sepiolite 0 〃 

Hydrotalcite 0 〃 

Siderite 0 〃 
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表 6.2-2 鉱物モデル（2/2） 
 

  計算に用いた鉱物 
初期鉱物量 溶解反応の計算 

(wt%) (溶解速度式) 

上記以外に生成を許す鉱物 

Fe(OH)2(s) 0 平衡論 

Magnetite 0 〃 

Chukanovite 0 〃 

Goethite 0 〃 

Melanterite 0 〃 

Berthierine 0 〃 

Gleenalite 0 〃 

 
 

（d） 評価モデル 
評価モデルは、これまでに「放射性廃棄物処分の長期的評価手法の調査」においてベントナ

イト変質における評価手法として整備したモンモリロナイト溶解速度モデル、ベントナイト透

水係数評価モデル、アルカリ拡散モデル、quartz 溶解速度モデル、セメント間隙変遷モデル、

表 6.2-2 で示した鉱物モデルを使用する。式(6.2-1)～式(6.2-12)に各評価モデル式を示す。ベン

トナイト透水係数式については、昨年度設定した適用条件を踏まえ、式(6.2-2) ～式(6.2-4)のと

おり設定した。また、オーバーパックについては、炭素鋼腐食反応速度モデルを使用する。炭

素腐食反応速度モデルについては、式(6.2-11)に示すように腐食反応速度 pH と硫化水素イオン

（HS-）濃度で表されているが、式の特性上、HS-濃度が低い場合には式(6.2-12)に漸近するよう

に HS-濃度依存性を設定している。本解析では、HS-濃度が濃度依存性の影響を受けるまで上昇

しないことを仮定し、HS-を 0 とした、pH 依存性のみの式(6.2-12)を使用した。なお、腐食速度

は最大 1.5μm/y となるよう設定した。支保工における透水係数（Kw）の設定は、セメント間

隙変遷モデルより式(6.2-10)に示す 1.0×10-15 m/s の一定条件としている。 
 

・モンモリロナイトの溶解速度式 
RA = 3500 (aOH-)1.4 e - 51000 / RT 

 
 RA：溶解速度(kg m-3 s-1) 
 aOH-：OH-活量(mol dm-3) 
 T：温度(K) 
 R：気体定数(8.314 Jmol-1 K-1) 

(6.2-1) 
 
 
 
 
 

 
・ベントナイト透水係数式 

Kw = 1.2×10-7 Is1.5 10–0.0042ρm (7.9×10-5 T2 – 1.9×10-2 T – 0.21) 
 

○ただし、イオン強度 Is が 0.1 mol L-1以下の適用条件式 
Kw = 1.2×10-7  0.11.5 10–0.0042ρm (7.9×10-5 T2 – 1.9×10-2 T – 0.21) 
 

○また、ρmが 0.04 g cm3以下の適用条件式 

(6.2-2) 
 
 

(6.2-3) 
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Kw = 1.2×10-7  (7.9×10-5 T2 – 1.9×10-2 T – 0.21) 
 
 Kw：透水係数(m s-1) 
 ρm：有効モンモリロナイト密度(kg m-3) 
 Is：イオン強度(mol dm-3) 
 T：温度(K) 

(6.2-4) 
 
 
 
 
 

 
・緩衝材中におけるアルカリ拡散係数式 

De = 5.0×10-7 φ2.1 e(-18600/RT) 
 
 De：有効拡散係数(m2 s-1) 
 φ：間隙率(-) 
 T：間隙水の絶対温度(K) 
 R：ガス定数(8.31 kJ mol-1 K-1) 

(6.2-5) 
 
 
 
 
 

 
・quartz の溶解速度式 

R = k A (aH+)n (1 - Q/K) 
 
 log k：quartz の速度定数（= -13.8（70℃））(mol/m2/s) 
 A：quartz の表面積（= 9.53×103）(m2/m3) 
 aH+：H+の活量 
 n：定数（= -0.55（70℃））(-) 
 Q/K：quartz の飽和指数（Q：イオン活量積、K：平衡定数） 

(6.2-6) 
 
 
 
 
 
 

 
・セメント間隙変遷モデル式 

De = 5.37×10-10 φtra 
 

tottracptra VtVt /)()( −=φ
 

)(
)0()0()0(

)0(
)( tV

VVV
V

tV pore
astocptracp

tracp
tracp ∆

++
=∆

−−

−
−  

 
De：有効拡散係数(m2 s-1) 
φtra(t) ： 物質移動毛細管間隙率 
Vtot： セメント硬化体の総体積 
Vcp-tra(t)：物質移動毛細管間隙の体積 
Vcp-tra(0)：初期の物質移動毛細管間隙の体積 
Vcp-sto(0)：初期の貯留毛細管間隙の体積 
Va(0) ：初期の水泡体積 （計算では 0） 
Vpore(t)：セメント硬化体間隙の体積 
 
Kw = 1.0×10-15（一定） 

(6.2-7) 
 

(6.2-8) 
 
 

(6.2-9) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(6.2-10) 
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Kw：透水係数(m s-1) 

 
 

 
・炭素鋼腐食反応速度式 

)6.9pH(

]   HS[3405.1

101
)1010log(

85.0

−+
+

=R  

 

( )6.9pH101
5.1

−+
=R  

 
 R：腐食反応速度(μm y-1) 
 HS-：硫化水素イオン濃度(mol dm-3) 

 
(6.2-11) 

 
 

(6.2-12) 
 
 
 

 
（e） 熱力学データベース 
熱力学データベースは、多項式または van’t Hoff 式を使って平衡定数の温度依存性を考慮し

ている Spron-JNC(4)をベースに、CSH ゲル（CSH(0.833)～CSH(1.8)）に A. Atkinson(5)によるデー

タを考慮した熱力学データベースを使用した。この熱力学データベースは、「放射性廃棄物処分

の長期的評価手法の調査」におけるベントナイトおよびセメント変質評価解析で使用された実

績がある。オーバーパックにおける熱力学データについては、平成 19 年度に報告されている鉄

化学種および平成 25 年度に報告されている鉄鉱物の検討によって選定された鉱物の熱力学デ

ータを使用した。なお、大塚ら(6)の報告ではカソード反応は水素発生反応が支配的で、炭酸イ

オン（CO3
2-）や硫酸イオン（SO4

2-）の還元生成物であるメタン（CH4）や硫化物イオン（HS-）

が検出されていないことから、熱力学データベースからメタンと硫化物イオンの反応を除外す

ることも検討されたが、本解析では考慮していない。 
 
（3） 解析ケース 
①の解析ケースは、表 6.2-1 に示した降水系地下水と海水系地下水に対し、廃棄体の発熱考

慮の有無、MCCI 生成物およびセメント成分の割合、OP 破損時期を組み合わせた 25 ケースを

設定した。表 6.2-3 に解析ケース一覧を示す。 
②の 10 万年以降の設定による影響に対する解析ケースは、解析①の case1～3 について、10

万年時の設定を10万以降も継続させる設定または緩衝材の性能喪失状態を想定した全6ケース

を設定した。なお、6 ケースの内 3 ケースは①の解析と同じ設定である。表 6.2-4 に解析ケー

ス一覧を示す。 
また、③の海水成分の影響に対する解析ケースは、地下水質特性を変化させた 2 ケースを設

定した。表 6.2-5 に解析ケース一覧を示す。 
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表 6.2-3 解析ケース一覧（①発熱、セメント成分） 
 

 

 
 

表 6.2-4 解析ケース一覧（②10 万年以降の設定） 
 

ケース 
地下水

質特性 

温度 

[℃] 

MCCI 生   

成物の      

割合[%] 

OP 破損 

［年］ 

10万年以

降の設定 

緩衝材 

厚さ 

［cm］ 

乾燥  

密度 

[g/cm3] 

混合率 

[Bnt.:Qtz.] 

支保工 

厚さ 

[cm] 

1 

降水系 100～47 0 

4,000  
10万年時

を継続 

70 1.6 7 : 3 60 

2 50,000  

3 100,000  

1deg 4,000  性能が 

喪失した 

状態 

2deg 50,000  

3deg 100,000  

 
  

ケース 
地下水 

質特性 

温度 

[℃] 

MCCI 

生成物の

割合[%] 

OP 破損 

［年］ 

緩衝材

厚さ 

［cm］ 

乾燥  

密度 

[g/cm3] 

混合率 

[Bnt.:Qtz.] 

支保工 

厚さ 

[cm] 

1 

降水系 

100～47 

0 
4,000  

70 1.6 7 : 3 60 

2 50,000  

3 100,000  

4 30 
4,000  

5 50,000  

6 60 
4,000  

7 50,000  

8 

47 

0 
4,000  

9 50,000  

10 30 
4,000  

11 50,000  

12 60 
4,000  

13 50,000  

14 

海水系 

100～47 

0 
4,000  

70 1.6 7 : 3 60 

15 50,000  

16 30 
4,000  

17 50,000  

18 60 
4,000  

19 50,000  

20 

47 

0 
4,000  

21 50,000  

22 30 
4,000  

23 50,000  

24 60 
4,000  

25 50,000  



- 6-11 - 
 

表 6.2-5 解析ケース一覧（③海水成分） 
 

ケース 
地下水 

質特性 

温度 

[℃] 

MCCI 

生成物の

割合[%] 

OP 破損 

［年］ 

緩衝材 

厚さ 

［cm］ 

乾燥  

密度 

[g/cm3] 

混合率 

[Bnt. : 
Qtz.] 

支保工

厚さ 

[cm] 

26 降水系 
100～47 0 - 70 1.6 7 : 3 0 

27 海水系 

 
 
（4） 解析結果 
緩衝材変質・間隙水組成の変遷の観点からは、MCCI 生成物の割合がゼロのケースでは OP

破損による廃棄体内部からの化学的影響は解析上考慮されないため、case1～case3、case8 と

case9、case14 と case15、case20 と case21 はそれぞれ同じ解析結果となる。 
後述のグラフにおける緩衝材領域の経時変化分布についての各値は、緩衝材領域平均とし、

pH および Eh のグラフについては、緩衝材のオーバーパック接触領域付近における経時変化と

した。また、透水係数については、緩衝材領域における等価透水係数値を示している。 
 

（a） 地下水水質による影響解析 
地下水質の違いによる影響解析結果を図 6.2-4～図 6.2-5 に示す。図 6.2-4 (a) にある通り、

有効モンモリロナイト密度は降水系地下水である case1 では 10 万年後においても 0.48 g/cm3残

存するが、海水系地下水である case14 では約 94,000 年後に消失する結果となった。case14 は線

形的にモンモリロナイトの溶解が進んでいるのに対し、降水系地下水の case1 では約 15,000 年

後に有効モンモリロナイト密度がやや横ばいに推移する傾向に変化している。これは緩衝材と

支保工との境界の緩衝材領域側において局所的な間隙率低下が発生し、支保工側からのアルカ

リ成分流入が抑制されたことにより、モンモリロナイトが残存する結果となったものと考えら

れる。図 6.2-4(b) の海水系地下水全ケースにおける有効モンモリロナイト密度をみてもわかる

通り、どの海水系地下水においても有効モンモリロナイト密度はほぼ線形的に低下し、100,000
年後には残存していないという結果となった。図 6.2-4(c) の透水係数をみると降水系地下水の

case1 で発生した局所的な間隙率低下の影響が現れているのがわかる。図 6.2-5 (a) の pH につ

いて、case1 では1万年後近辺で pH10.3 から 9.5 程度まで、case8では13,000 年後近辺で pH10.4 
から 9.8 程度まで低下していることが確認できる。Eh をみても同時期に約-440mV から約

-550mV に低下していることがわかる。これは、緩衝材領域における Calcite が消滅に向かうこ

とによりSO4
2-・CO3

2-が全て還元したためにH2 が支配的となり、Ehも低下することでBerthierine 
が安定となり緩衝材領域に生成することで pH を低下させているものと推測される。 
以上の地下水質による影響解析結果により、海水系地下水による影響は傾向的にほぼ一定で

あることから、解析結果の検討はモンモリロナイトが 10 万年以上残存する降水系地下水のケー

スについて絞って示すこととする。なお海水系地下水の解析ケースの経時変化分布および空間

分布については、AppendixⅡ-A に示す。 
case1 についての経時変化分布、固相空間分布、液相空間分布を図 6.2-6～図 6.2-9 に示す。

本ケースは平成 25 年度成果報告書(7)で報告した基本ケースとほぼ同条件であるが、平成 27 年

度は設定したオーバーパック破損時期前後で解析体系を変化させていること、また鉱物モデル

に MCCI 生成物として anorthite および wollastonite の追加を行ったことから、解析結果に変化が

生じている。 
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図 6.2-4 (a) に示すように有効モンモリロナイト密度は 10 万年後において 0.48 g/cm3残存す

る結果となった。平成 25 年度の同条件における結果では 0.68 g/cm3残存する結果となっている

が、支保工境界近辺の緩衝材領域における局所的な間隙率低下が平成 25 年では解析上の間隙閉

塞（間隙率＝0.005）まで一時的に低下しているのに対し、本ケースにおいては間隙率が低下に

向かうものの閉塞には至らず、その後解消の方向に推移していることから、本年度の解析では

モンモリロナイトの溶解が進む結果になったと考えられる。透水係数は 10 万年後において 2.2
×10-11 m/s となったが、平成 25 年度では 4.5×10-12 m/s という結果となっており、これは上述

した支保工境界近辺の緩衝材領域における間隙率が平成 25 年度ほど低下せず、支保工からのア

ルカリ成分が流入することによりモンモリロナイト溶解が進んだためと考えられる。 
図 6.2-7 の固相空間分布をみると、100 年後には支保工近辺の緩衝材領域に wollastonite が生

成しているのが確認できる。その後 1,000 年後に支保工領域の両端に生成し始めた wollastonite
が支保工中央に向かって生成が進むと同時に同領域のC-S-Hの溶解が進み、1万年後にはC-S-H
が消滅し wollastonite が支保工全体に一様に生成する結果となった。これは C-S-H から

wollastonite への変遷が進んだものと考えられる。 
このcase1は人工バリア変遷シナリオについての安全評価へとリンケージするケースとした。 
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 (a) 有効モンモリロナイト密度 (b) 有効モンモリロナイト密度（海水系全ケース） 

 
 (c) 透水係数 (d) 間隙率 

図 6.2-4 緩衝材領域における経時変化分布（地下水質による影響） 
［廃棄体からの発熱考慮、セメント・MCCI 成分：0%］ 

 

 
 (a) pH (b) Eh 

図 6.2-5 OP 近傍の緩衝材領域における経時変化分布（地下水質による影響） 
［廃棄体からの発熱考慮、セメント・MCCI 成分：0%］ 
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 (a) 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 (b) 酸化還元電位 

 
 
 
 
 
 

  
 (c) 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

 
 
 
 

図 6.2-6 緩衝材領域における経時変化分布（case1） 
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 100 年後 10,000 年後 

 

    
 1,000 年後 50,000 年後 

 

   
 5,000 年後 100,000 年後 

 
 
 

図 6.2-7 全領域における固相空間分布（case1） 
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 100 年後 10,000 年後 

 

   
 1,000 年後 50,000 年後 

 

   
 5,000 年後 100,000 年後 

 
 
 

図 6.2-8 全領域における液相空間分布（case1） 
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 100 年後 10,000 年後 

 

    
 1,000 年後 50,000 年後 

 

   
 5,000 年後 100,000 年後 

 
 
 

図 6.2-9 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（case1） 
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（b） 廃棄体からの発熱による影響解析 
case1 および case8 の降水系地下水における廃棄体からの発熱の有無を考慮した影響解析結果

を図 6.2-10～図 6.2-11 に示す。図 6.2-11(a)に示すとおり、モンモリロナイトは発熱を考慮し

た case1 において 10 万年間で 0.48 g/cm3残存、地温一定の case8 においても 0.40 g/cm3残存する

結果となった。case1、case8 の双方ともに 13,000～14,000 年後で有効モンモリロナイト密度が

やや横ばいに推移する傾向に変化している。これは（ａ）項で述べた case1 と同様に case8 にお

いても緩衝材領域と支保工との境界付近における局所的な間隙率低下によるものであるが、

case1 においては支保工領域側の境界にて 12,000 年後にかけ低下し続けた間隙率がそれ以降 10
万年後まで解消されること無く継続したため、支保工からのアルカリ成分流入が抑制されたた

めにモンモリロナイト溶解が抑制されたと考えられる。図 6.2-10 (b)の透水係数について、case1
については（ａ）項で述べたとおり、支保工付近の緩衝材領域における局所的な間隙閉塞の影

響が強く表れていることがわかる。case8 については緩衝材と支保工の境界の局所的な間隙率低

下が発生している箇所が支保工側であるため、緩衝材領域の透水係数には影響を及ぼしていな

い。図 6.2-11 (a)の pH について、case1 では 1 万年後近辺で pH10.3 から 9.5 程度まで、case8
では 13,000 年後近辺で pH10.4 から 9.8 程度まで低下していることが確認できる。Eh をみて

も同時期に約-440mV から約-550mV に低下していることがわかる。これは、緩衝材領域にお

ける Calcite が消滅に向かうことにより SO4
2-・CO3

2-が全て還元したために H2 が支配的となり、

Eh も低下することで Berthierine が安定となり緩衝材領域に生成することで pH を低下させて

いるものと推測される。 

以上の解析結果より、人工バリア変遷シナリオについて安全評価へリンケージするケースは

廃棄体からの発熱による傾向が基本ケースと異なる case8 を採用した。case8 の経時変化分布お

よび空間分布については、AppendixⅡ-A に示す。 
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(a) 有効モンモリロナイト密度 

 
 (b) 透水係数 (c) 間隙率 

図 6.2-10 緩衝材領域における経時変化分布（廃棄体からの発熱の影響） 
［降水系地下水、セメント・MCCI 成分：0%］ 

 

 
 (a) pH (b) Eh 

図 6.2-11 OP 近傍の緩衝材領域における経時変化分布（廃棄体からの発熱の影響） 
［降水系地下水、セメント・MCCI 成分：0%］ 
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（c） セメント成分による影響解析 
case1、case4 および case6 の降水系地下水で廃棄体からの発熱を考慮し OP 破損時期を 4,000

年とした条件における、廃棄体のセメント成分の有無を考慮した影響解析結果を図 6.2-12～図 
6.2-13 に示す。モンモリロナイトはセメント成分を含まない case1 において 10 万年間で 0.48 
g/cm3残存するのに対し、セメントおよび MCCI 成分を 30%含む case4 では 0.30 g/cm3、60%含

む case6 では 0.29 g/cm3残存する結果となった。図 6.2-12 の透水係数については、（ａ）項で述

べた case1 と同様に case4 や case6 においても支保工近辺の緩衝材領域における局所的な間隙率

低下が起きており、その影響を受けていることがわかる。図 6.2-13 の pH について、case4 お

よび case6 において 4,000 年後に pH10.2 から 10.6 に上昇していることがわかる。これらのケー

スでは 4,000 年後 に OP 破損する設定としており、4,000 年後にデブリに含まれるセメントか

らのアルカリ成分が流入したためである。図 6.2-13 の Eh について、case4 および case6 におい

て約 18,000 年近辺で 2 度 Eh が低下していることが確認できる。case6 の Eh について詳しく確

認すると、約 16,000 年後に約-440mV から約-520mV に低下し、さらに約 21,000 年後には約

-520mV から約-570mV に低下しているが、はじめの Eh 低下時には OP 領域内に析出していた

Calcite が消滅し、2 回目の Eh 低下時にはデブリ領域内の Calcite が消滅していた。これは Calcite 
が消滅に向かうことにより SO4

2-・CO3
2-が全て還元したために H2 が支配的となり Eh が低下し

たと考えられる。 
case8、case10 および case12 の降水系地下水で廃棄体からの発熱が無く OP 破損時期を 4,000

年とした条件における、廃棄体のセメント成分の有無を考慮した影響解析結果を図 6.2-14～図 
6.2-15 に示す。モンモリロナイトはセメント成分を含まない case8 において 10 万年間で 0.40 
g/cm3残存するのに対し、セメントおよび MCCI 成分を 30%含む case10 では 0.20 g/cm3、60%含

む case12 では 0.19 g/cm3残存する結果となった。図 6.2-14 (b)の透水係数について、3 ケース共

に緩衝材と支保工の境界の局所的な間隙率低下が発生している箇所が支保工側であるため、緩

衝材領域の透水係数への影響としては現れていない。またこの緩衝材と支保工との境界の支保

工側での間隙率は約 5,000 年掛けて低下した後、間隙閉塞には至らないものの 10 万年後まで低

い間隙率を維持しており、3 ケースともほぼ同じ傾向であった。また、図 6.2-15 の pH および

Eh の挙動は、前述の廃棄体からの温度変遷を考慮したケースと同様の傾向を示していた。 
case2、case5 および case7 の降水系地下水で廃棄体からの発熱を考慮し OP 破損時期を 50,000

年とした条件における、廃棄体のセメント成分の有無を考慮した影響解析結果を図 6.2-16～図 
6.2-17 に示す。モンモリロナイトはセメント成分を含まない case2 において 10 万年間で 0.48 
g/cm3残存するのに対し、セメントおよび MCCI 成分を含む 2 ケースはどちらも 0.40 g/cm3残存

する結果となった。 
case9、case11 および case13 の降水系地下水で廃棄体からの発熱が無く OP 破損時期を 5 万年

とした条件における、廃棄体のセメント成分の有無を考慮した影響解析結果を図 6.2-18～図 
6.2-19 に示す。モンモリロナイトはセメント成分を含まない case9 において 10 万年間で 0.40 
g/cm3残存、セメントおよび MCCI 成分を 30%含む case10 では 0.31 g/cm3、60%含む case12 では

0.30 g/cm3残存する結果となった。図 6.2-18 (b)の透水係数について、3 ケース共に緩衝材と支

保工の境界の局所的な間隙率低下が発生している箇所が支保工側であるため、緩衝材領域の透

水係数への影響としては現れていない。同条件で温度変遷を考慮した図 6.2-16 と比較すると、

衝材領域での局所的な間隙率低下が発生しないため、その分支保工領域からアルカリ成分の流

入したことが有効モンモリロナイトの残存の差として現れたと考えられる。図 6.2-19 のオーバ

ーパック近傍の pHおよびEhについては、温度変遷を考慮したケースと同じ傾向を示している。 
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以上の解析結果より、人工バリア変遷シナリオについて安全評価へリンケージするケースは、

降水系地下水の廃棄体からの発熱を考慮したケースにおいて基本ケースと傾向の異なる、セメ

ントおよび MCCI 成分を 60%含む case6 を、また同条件で OP 破損時期が異なる case7 を採用し

た。さらに降水系地下水の地温一定条件では、（ｂ）で選出した case8 と傾向が対称的な case12
を採用した。case6、case7 および case12 の経時変化分布および空間分布については、Appendix
Ⅱ-A に示す。 

 
  



- 6-22 - 
 

 
(a) 有効モンモリロナイト密度 

 
 (b) 透水係数 (c) 間隙率 

図 6.2-12 緩衝材領域における経時変化分布（セメント・MCCI 成分の影響） 
［降水系地下水、廃棄体からの発熱考慮、OP 破損時期：4,000 年］ 

 

 
 (a) pH (b) Eh 

図 6.2-13 OP 近傍の緩衝材領域における経時変化分布（セメント・MCCI 成分の影響） 
［降水系地下水、廃棄体からの発熱考慮、OP 破損 4,000 年］ 
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(a) 有効モンモリロナイト密度 

 
 (b) 透水係数 (c) 間隙率 

図 6.2-14 緩衝材領域における経時変化分布（セメント・MCCI 成分の影響） 
［降水系地下水、地温一定、OP 破損 4,000 年］ 

 

 
 (a) pH (b) Eh 

図 6.2-15 OP 近傍の緩衝材領域における経時変化分布（セメント・MCCI 成分の影響） 
［降水系地下水、地温一定、OP 破損 4,000 年］ 
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(a) 有効モンモリロナイト密度 

 
 (b) 透水係数 (c) 間隙率 

図 6.2-16 緩衝材領域における経時変化分布（セメント・MCCI 成分の影響） 
［降水系地下水、廃棄体からの発熱考慮、OP 破損 50,000 年］ 

 

 
 (a) pH (b) Eh 

図 6.2-17 OP 近傍の緩衝材領域における経時変化分布（セメント・MCCI 成分の影響） 
［降水系地下水、廃棄体からの発熱考慮、OP 破損 50,000 年］ 
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(a) 有効モンモリロナイト密度 

 
 (b) 透水係数 (c) 間隙率 

図 6.2-18 緩衝材領域における経時変化分布（セメント・MCCI 成分の影響） 
［降水系地下水、地温一定、OP 破損 50,000 年］ 

 

 
 (a) pH (b) Eh 

図 6.2-19 OP 近傍の緩衝材領域における経時変化分布（セメント・MCCI 成分の影響） 
［降水系地下水、地温一定、OP 破損 50,000 年］ 
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（d） 10 万年以降の設定による影響解析 
10 万年以降の設定の違いによる case1～case3、case1deg～case3deg の解析結果は、case1 に対

する 10 万年までの解析結果を基に、3.2.3 に述べたシナリオ設定により 10 万年以降の設定を追

加したものとなる。10 万年時を継続させた場合と 10 万年で緩衝材の性能が喪失した場合の各

シナリオに基づく緩衝材領域における pH、Eh の経時変化を図 6.2-20 に、特性の経時変化を図 
6.2-21 に示す。 
 

 
図 6.2-20 10 万年時を継続（左）、10 万年で性能喪失（右）のシナリオ 

に基づく緩衝材領域における pH、Eh の経時変化 
 
 
 

 
 
 

図 6.2-21 10 万年時を継続（左）、10 万年で性能喪失（右）のシナリオ 
に基づく緩衝材領域における特性の経時変化 
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（e） 海水成分による影響解析 
case26 および case27 の緩衝材の海水成分（海水系地下水）による影響解析結果を図 6.2-22

～図 6.2-23 に示す。図 6.2-22 (c)の地下水との境界の緩衝材領域における間隙率を見ると、海

水系と降水系との変化に大きな傾向の違いが現れている。海水系地下水では緩衝材と地下水と

の境界において間隙率が低下し続け、約 4 万年後に間隙閉塞状態となり 10 万年後においても解

消・変遷することはなかった。また降水系地下水では緩やかに間隙率が低下し続け、間隙閉塞

には至らないものの一度も解消に向かうことなく 10 万年後まで低い間隙率を維持する結果と

なった。これらの局所的な間隙率低下により、有効モンモリロナイト密度や透水係数において

も同じ境界領域において局所的な値の上昇、低下として現れることで衝材領域全体の結果にも

影響するため、ここでは地下水との境界を除いた緩衝材領域における経時変化を示している。 
図 6.2-22 (c)、(d)の間隙率についての 2 つの解析結果をみると、地下水との境界における間

隙率では大きな傾向の違いが見られたものの、境界部を除く緩衝材領域全体においてはほぼ同

じ傾向となっていることから、影響は非常に局所的であることがわかる。モンモリロナイトは

図 6.2-22 (a)の通り、降水系地下水の case26 において 10 万年間で 0.69 g/cm3、海水系地下水の

case27 では 0.66 g/cm3残存する結果となった。 
図 6.2-23 (a)の pH では case26 において約 66,000 年後に 10.1 から 9.8 程度に低下しているこ

とが確認できる。さらに図 6.2-23 (b)の Eh をみると同時期に約-490mV から-620mV に低下して

いることがわかる。これらは、（ａ）項で述べた現象と同様に、緩衝材領域における Calcite の

消滅に向かうことにより CO3
2-が全て還元したために H2が支配的となり、Eh も低下することで

Berthierine が安定となり緩衝材領域に生成することで pH を低下させているものと推測される。 
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 (a) 有効モンモリロナイト密度 (b) 透水係数 

（地下水と接するセルを除いた緩衝材領域）   （地下水と接するセルを除いた緩衝材領域）

 
 (c) 間隙率 (d) 間隙率 
 （地下水との境界の緩衝材領域） （地下水と接するセルを除いた緩衝材領域） 

図 6.2-22 緩衝材領域における経時変化分布（海水成分の影響） 
 

 
 (a) pH (b) Eh 

図 6.2-23 OP 近傍の緩衝材領域における経時変化分布（海水成分の影響） 
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（5） 各評価へのデータのリンケージ 
人工バリアの変遷シナリオを対象とした安全評価として、（４）項の解析結果より検討した 7

ケースについて実施することとした。選定した人工バリア変遷シナリオ対象ケースを表 6.2-6、
表 6.2-7 に示す。 

 
 

表 6.2-6 人工バリア変遷シナリオ対象ケース（１） 
 

ケース 
地下水

質特性 

温度 

[℃] 

MCCI 生成

物の割合

[%] 

OP 破損 

［年］ 

10 万年以

降の設定 

緩衝材   

厚さ 

［cm］ 

乾燥密度 

[g/cm3] 

混合率 

[Bnt.:Qtz.] 

支保工   

厚さ 

[cm] 

1 

降水系 100～47 0 

4,000  
10万年時

を継続 

70 1.6 7 : 3 60 

2 50,000  

3 100,000  

1deg 4,000  性能が 

喪失した 

状態 

2deg 50,000  

3deg 100,000  

 
 

表 6.2-7 人工バリア変遷シナリオ対象ケース（２） 
 

ケース 
地下水

質特性 

温度 

[℃] 

MCCI 生成

物の割合

[%] 

OP 破損 

［年］ 

緩衝材   

厚さ 

［cm］ 

乾燥密度 

[g/cm3] 

混合率 

[Bnt.:Qtz.] 

支保工   

厚さ 

[cm] 

6 

降水系 

100～47 60 
4,000  

70 1.6 7 : 3 60 
7 50,000  

8 
47 

0 4,000  

12 60 4,000  

 
 

以上のケースについて、各評価への人工バリア変遷解析データの提供を行った。提供するリ

ンケージデータについては以下に示すとおりである。 
 
（a） 核種移行パラメータ評価 
核種移行パラメータ評価へのリンケージは、以下のデータを提供する。 

・間隙水 Na 濃度（オーバーパック接触領域、支保工接触領域、緩衝材平均） 
・間隙水 HCO3

-濃度（オーバーパック接触領域、支保工接触領域、緩衝材平均） 
・間隙水 CO3

2-濃度（オーバーパック接触領域、支保工接触領域、緩衝材平均） 
・間隙水 K+濃度（オーバーパック接触領域、支保工接触領域、緩衝材平均） 
・pH（オーバーパック接触領域、支保工接触領域、緩衝材平均） 
・pe（オーバーパック接触領域、支保工接触領域、緩衝材平均） 
・鉱物組成（緩衝材平均） 
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・間隙率（緩衝材平均） 
・乾燥密度（緩衝材平均） 

 
（b） ニアフィールド地下水流動評価 
地下水流動評価へのリンケージは、以下のデータを提供する。 

・透水係数（緩衝材各セル） 
・間隙率（緩衝材各セル） 
 

（6） 緩衝材変質評価における今後の課題 
本年度、仮想燃料デブリ Ver.1 の設定を基に、デブリ廃棄体に含まれるコンクリート成分に

ついて、溶融燃料との MCCI 反応によって生成された MCCI 生成物として、CaAl2Si2O8（灰長

石・anorthite）および CaSiO3（硅灰石・wollastonite）の鉱物データベースへの追加を実施し解

析を行った。その結果、解析計算上で支保工の OPC に含まれる CSH が wollastonite に変遷する

ケースが見られたが、実際には今回の温度設定においては発生しないとされている。解析計算

上で廃棄体に MCCI 生成物が含まれるケースの再現する方法については今後検討する必要があ

る。 
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6.2.2  核種移行パラメータ 
（1） 溶解度 

6.2.1 の解析によって得られた各解析ケースの緩衝材中の間隙水組成に基づいて、地球化学平

衡計算により放射性核種の溶解度を求めた。計算には、確率論的溶解度解析コード PA-SOL
（Probabilistic Analysis Code of Uncertainty of Solubility Limit for Radioactive Element in Geological 
Disposal）を用いた。PA-SOL は、地下水水質と熱力学データに関する不確かさが溶解度に与え

る影響の定量的評価を目的として、原子力機構が整備したコードであり、PHREEQC(8)などの地

球化学計算コードにモンテカルロ法による確率論的解析機能を追加したコードである。 
解析に使用した熱力学データは、JAEA-TDB（version 100331c2）(9)を基に、山口ら(10)がデー

タ選定プロセスの一貫性や溶解度評価の保守性、最新データの検証の観点からレビューし、選

定したものを使用した。活量係数の補正については、Davies の式を用いた。また、計算におい

ては、上記の JAEA-TDB において、熱力学データが最も整備されている 25℃の条件で計算を

行った。 
なお、Ra、Ac 及び Cm については、熱力学データが十分に整備されていないため、既存の文

献や化学アナログを考慮して設定するものとした。解析の概要を以下に示す。 
 
• C ：有機炭素の化学形態が不明であることから、溶解度制限を考慮しない。 
• Se ：Se(cr、trigonal)を溶解度制限固相として仮定した。 
• Sr ：SrCO3(strontianite)を溶解度制限固相として仮定した。 
• Zr ：Zr(OH)4(am,fresh)を溶解度制限固相として仮定した。 
• Nb ：Nb2O5(s)を溶解度制限固相として仮定した。 
• Tc ：TcO21.6H2O(s)を溶解度制限固相として仮定した。 
• Pd ：Pd(s)を溶解度制限固相として仮定した。 
• Sn ：SnO2(am)を溶解度制限固相として仮定した。 
• I ：易溶性のため溶解度制限を考慮しない。 
• Cs ：易溶性のため溶解度制限を考慮しない。 
• Sm：Am の化学アナログとして設定した。 
• Pb ：PbCO3(cerrusite)を溶解度制限固相として仮定した。 
• Po：Pb-210 と Po-210 の放射平衡より Pb と同値とする。 
• Ra ：RaCO3(cr)を溶解度制限固相として仮定した。 
• Ac：AcCO3OH(am)を溶解度制限固相として仮定した。 
• Th ：ThO2(am、aged)を溶解度制限固相として仮定した。 
• Pa ：Pa2O5(cr)を溶解度制限固相として仮定した。 
• U ：UO2(am)を溶解度制限固相として仮定した。 
• Np ：NpO2(am)を溶解度制限固相として仮定した。 
• Pu ：PuO2(am)を溶解度制限固相として仮定した。 
• Am：AmCO3OH(am)を溶解度制限固相として仮定した。 
• Cm：CmCO3OH(am)を溶解度制限固相として仮定した。 

 
各解析ケースにおける溶解度の経時変化を図 6.2-24 に示す。 
ただし、図 6.2-24 において Pd はスケール範囲外（溶解度は 10-23程度）となっている。 
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case1 

 

  
case6 

 

  
case7 

 
 

図 6.2-24 各解析ケースにおける溶解度の経時変化（1/2） 
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図 6.2-24 各解析ケースにおける溶解度の経時変化（2/2） 
 

（2） 拡散係数 
6.2.1 の解析の間隙水組成条件を平成 25 年度と同様としたことから、平成 25 年に使用した設

定値を参考に表 6.2-8 の値を設定した。 
 

表 6.2-8 拡散係数の設定値 
 

 Se その他核種 

10 万年以前 1.3×10-10 2.0×10-10 

10 万年以降 1.8×10-10 2.7×10-10 
 
（3） 吸着分配係数 

6.2.1 の解析によって得られた各解析ケースの緩衝材中の間隙水組成に基づいて、放射性核種

の分配係数を求めた。各解析ケースにおける分配係数の経時変化を図 6.2-25 に示す。 
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図 6.2-25 各解析ケースにおける収着分配係数の経時変化（1/3） 
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図 6.2-25 各解析ケースにおける収着分配係数の経時変化（2/3） 
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case12 
 

図 6.2-25 各解析ケースにおける収着分配係数の経時変化（3/3） 
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6.2.3  核種移行解析 
6.2.2 では、緩衝材変質・間隙水組成の変遷の進行に伴う溶解度、核種拡散係数、収着分配係

数の核種移行パラメータの変動を 6.2.1(5)で選定したケースについて設定した。これらの核種移

行パラメータの設定結果に基づいて、確率論的安全評価コード GSRW-PSA(11)(12)コード(13)を用い

て人工バリアフラックスを計算した。核種移行解析の解析結果を以下に示す。なお、緩衝材中

の地下水実流速については、平成 25 年度の人工バリア変遷解析のリファレンスケース（case 1、
降水系地下水、緩衝材厚さ 70cm、支保工厚さ 60cm）(14)を参考に、全ケースで時間変化は与え

ず 1×10-6 m/y と設定した。なお、この地下水流速と設定した拡散係数に対するペクレ数は 0.01
程度であり、すべての時間に対して緩衝材における物質移行は拡散支配となっている。 

GSRW-PSA コードによる人工バリアの核種移行解析では、人工バリアの構成要素であるデブ

リ廃棄体、オーバーパック、緩衝材及び岩盤を一次元体系として、これらの連続したコンパー

トメントとして考えることにより核種移行解析を行う。オーバーパックの破損後、デブリの溶

解により溶出した核種の濃度は、溶解度限度よりも高い場合、その溶解度に核種濃度は制限さ

れる。核種の溶解及び沈殿の現象は瞬時／可逆を仮定し、溶解度を制限する固層が沈殿してい

る場合、溶解度を維持するための再溶解が生じる。緩衝材中の核種は移流－拡散により移行す

る。なお、オーバーパックは破損によりバリア機能を失うとし、破損後の核種移行の遅延機能

は考慮しない。また、支保工についても核種移行に対するバリア機能は考慮せず、評価体系に

組み込んでいない。したがって、人工バリア移行フラックスは、緩衝材外側のフラックスであ

る。 
 
（a） 10 万年以降の設定による影響解析 

OP 破損 4,000 年の場合の、10 万年以降の緩衝材に関する設定を 10 万年時の状態を継続させ

る設定（case1）と緩衝材性能が喪失したとする設定（case1deg）のそれぞれについて、6.2.2 で

設定した核種移行移行パラメータを使用して人工バリアからの核種移行フラックスの経時変化

を求めた結果を図 6.2-26 に示す。 
 
4,000 年破損でピークフラックスが高かった核種は、Pu-240、Pu-239 で 105 Bq/y に達してい

た。系列外核種では、Nb-93m、C-14、I-129 が 105 Bq/y 近くまで達していた。ただし、これら

の核種は 10 万年までにフラックスのピークが出現していることから、継続/喪失の設定による

違いは見られなかった。 
上記の核種と比べるとピーク値は低いものの、フラックスの経時変化やピーク値に継続/喪失

の設定の違い（case1 と case1deg）の影響がいくつかの核種で現れている。特に顕著に表れてい

る核種は、4n+1 系列の Np-237 以下の核種（Np-237－U-233－Th-229－Ra-225）、4n+2 系列の

U-238 以下の核種（U-238－Th-234－Th-230－Ra-226）、4n+3 系列の U-235 以下の核種（U-235
－Pa-231－Ac-227－Th-227－Ra-223）であった。これらの系列核種については、系列親核種と

子孫核種が放射平衡にほぼ到達しているため、case1 では、各核種の分配係数の違いにより親核

種のフラックスの相似的なフラックスが人工バリアから放出されているが、case1deg では、全

ての核種に分配係数ゼロを設定したため、親核種と同一のフラックスとなって人工バリアから

放出される結果となった。 
このような要因に伴い、case1deg において 10 万年後に急激にフラックスが上昇した核種には、

Np-237、Th-229、Th-234、Th-230、Pa-231、Th-227 があった。これらの核種は元素としての分

配係数が 10 万年までとそれ以降の喪失設定とで大きく変化したことが、フラックスの大きな変

化として現れたものと考えられる。また、4n+1 系列の Ra-225 では、case1 ではフラックスのピ
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ークが 100 万年以降に出現すること、上記のように親核種の Th-229 が case1deg では 10 万年以

降のフラックスが急上昇したことの相乗効果により、ピークフラックスが case1deg の方が高く

なる結果が見られた。 
Pu-242、Pu-239 は、case1deg で 10 万年以降、フラックスが大きく上昇している。Pu-242 は

放射平衡になる核種ではないため、元素としての分配係数が 10 万年までとそれ以降の喪失設定

とで大きく変化したことによるものと考えられる。 
系列外の核種については、Sn-126 が Np-237 などと同様に 10 万年後に急激にフラックスが上

昇した。この理由も、元素としての分配係数が 10 万年までとそれ以降の喪失設定とで大きく変

化したためと考えられる。一方、case1deg の Nb-93m、Zr-93、Se-79 については、case1 と大き

な変化がないフラックス変化となったが、これは case1 でも分配係数が低い値であり、両ケー

スでの分配係数の違いが大きく変化しなかったためと考えられる。 
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図 6.2-26 10 万年以降の設定を継続/喪失としたときの 
核種移行フラックス（OP 破損 4,000 年）(1/2) 
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図 6.2-26 10 万年以降の設定を継続/喪失としたときの 

核種移行フラックス（OP 破損 4,000 年）(2/2) 
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OP 破損 5 万年の場合の、継続/喪失の設定について、解析した人工バリアからの核種移行フ

ラックスの経時変化を図 6.2-27 に示す。 
OP 破損 5 万年になると、OP 破損 4,000 年の case1 でフラックスのピークが高かった Pu-240

は、case2 で確認できないほど、Pu-239 は 6 桁程度減少した。また、Pu-239 はピーク時間が 1
万年から約 20 万年まで後退した。これは、Pu-240 の半減期が約 6,600 年、Pu-239 の親核種で

ある Am-243 の半減期が 7,400 年と短いため、5 万年の OP 破損までに大きく減衰してしまった

ことによると考えられる。なお、Pu-242 もピーク時間が 1 万年から 100 万年まで後退した。系

列外核種では半減期の短い C-14 のピークフラックスの減少が大きいが、他の 2 核種は半減期が

長い（Nb-93m は親核種の Zr-93）ため、case1 と比較してフラックスの立ち上がり時期が遅れ

たこと、緩衝材性能が I-129 にとって 4,000 年より 5 万年時の方が劣化したことにより高いピー

ク値となったこと以外に大きな違いは見られなかった。 
放射平衡となる各系列核種についての case2 と case2deg との特徴の差違は case1 と case1deg

の特徴の差違について述べた傾向と同じであった。さらに、case1deg において 10 万年後に急激

にフラックスが上昇した Np-237、Th-229、Th-234、Th-230、Pa-231、Th-227 についても同様の

傾向が見られた。 
Pu-242、Pu-239 については case1 と case1deg のフラックスの傾向の違いと異なり、ピーク値

自体が case2 より case2deg が Pu-242 で 1 桁以上、Pu-239 では 4 桁以上高くなるなど大きく異な

る結果となった。 
系列外の核種については、10 万年後に急激にフラックスが上昇した Sn-126 についても case1

とcase1degの特徴の差違について述べた傾向と同様であった。一方、case2degのNb-93m、Zr-93、
Se-79 については case2 と大きな変化がないフラックス変化となったが、これは case2 でも分配

係数が低い値であったことによるものと考えられる。 
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図 6.2-27 10 万年以降の設定を継続/喪失としたときの 
核種移行フラックス（OP 破損 5 万年）(1/2) 
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図 6.2-27 10 万年以降の設定を継続/喪失としたときの 

核種移行フラックス（OP 破損 5 万年）(2/2) 
 
 
OP 破損 10 万年の場合の、継続/喪失の設定について、解析した人工バリアからの核種移行フ

ラックスの経時変化を図 6.2-28 に示す。 
OP 破損 10 万年の、継続/喪失の設定の違いによる case3、case3deg の 4n～4n+3 の系列核種に

ついてのフラックス変化の傾向は、5 万年破損のケース（case2、case2deg）のフラックス変化

から、半減期の短い核種や、ピークフラックスの小さかった核種がより整理された傾向である

ものの、全体的にはほぼ同様の傾向であった。それ以外の核種については、5 万年の OP 破損
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のcase2degで大きなピークフラックスが生じたSn-126以外にも、Nb-93m、Tc-99、Se-79、Cs-135、
I-129 などの長寿命の核種で、10 万年時に case3 と比較して 1 桁程度大きなピークが発生した。

これらは、OP 破損 10 万年時点で既に緩衝材機能が喪失し分配係数をゼロに設定した影響であ

ると考えられる。 
 

 
図 6.2-28 10 万年以降の設定を継続/喪失としたときの 

核種移行フラックス（OP 破損 10 万年）(1/2) 
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図 6.2-28 10 万年以降の設定を継続/喪失としたときの 

核種移行フラックス（OP 破損 10 万年）(2/2) 
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以上の結果をまとめたものを表 6.2-9 に示す。なお、放射平衡核種は、Np-237 以下の核種

（Np-237－U-233－Th-229－Ra-225）、4n+2 系列の U-238 以下の核種（U-238－Th-234－Th-230
－Ra-226）、4n+3 系列の U-235 以下の核種（U-235－Pa-231－Ac-227－Th-227－Ra-223）、他の

系列核種は、Pu-240、Pu-242、Pu-239、Pu-241、Am-241、Cm-246、Am-243 など、その他の核

種は、Nb-93m、C-14、I-129 などを指す。 
 

表 6.2-9 10 万年以降の設定の違いによる OP 破損時間毎の 
人工バリアからのフラックス経時変化の特徴 

 継続設定 劣化設定 
4000年破損 放射平衡核種：分配係数比に応じ親

核種と相似的な経時変化。 
他の系列核種：Pu-240、Pu-239 のピ

ークが特に高い。Pu-242、Pu-239
を除いた短半減期核種は 10万年

までに下降。 
その他の核種： Nb-93m、C-14、

I-129が 105 Bq/y近くまで到達。 

放射平衡核種：Kd ゼロを設定したため

親核種と同一の経時変化。これに伴

い Np-237、Th-229、Th-234、Th-230、
Pa-231、Th-227 は 10 万年時に上昇。

Ra-225 は 100 万年以降に再上昇。 
他の系列核種：Pu-242、Pu-239 は 10 万

年時に再上昇（Kd ゼロによる）。 
その他の核種：Sn-126 は 10 万年時に再

上昇（Kd ゼロの影響）。 
5万年破損 放射平衡核種：分配係数比に応じ親

核種と相似的なより明確な経時

変化。 
他の系列核種：Pu-242 のピークは若

干、Pu-240、Pu-239 は大きく減少。

Pu-239 のピークは 1 万年から約

20 万年に、Pu-242 は 100 万年に

後退。 
その他の核種：C-14 のみピークが減

少。  

放射平衡核種：Kd ゼロを設定したため

親核種と同一の経時変化。これに伴

い Np-237、Th229、Th-234、Th-230、
Pa-231、Th-227 は 10 万年時により

明確な上昇。 
他の系列核種：Pu-242、Pu-239 のピー

クが 10 万年直後に出現。値も継続

設定よりそれぞれ 1 桁、4 桁大きい。 
その他の核種：Sn-126 のピークが 10 万

年直後に出現。値も継続設定より 1
桁大きい。Sn-126 以外には大きなフ

ラックス変化はない。 
10万年破損 放射平衡核種：同上の傾向 

他の系列核種：同上の傾向 
その他の核種：同上の傾向 

放射平衡核種：同上の傾向 
他の系列核種：同上の傾向 
その他の核種：Sn-126 以外にも、

Nb-93m、Tc-99、Se-79、Cs-135、I-129
などの長寿命の核種で 10 万年時に

継続設定より 1桁程度大きなピーク

が発生（Kd ゼロの影響）。 
 

 
 
また、継続/喪失の設定の変更により、人工バリアからの核種フラックスのピーク値が OP の

破損時期の違いにより大きく異なる結果となった核種は、表 6.2-10 のようにまとめられた。 
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表 6.2-10 10 万年以降の設定の変更により OP 破損時間毎の 
人工バリアからのピークフラックス値が高くなった核種 

 継続設定よりも喪失設定でピークが高くなった核種 
4000年破損 放射平衡核種：Np-237、Th-229、Th-234、Th-230、Th-227 

他の系列核種：なし 
その他の核種：Sn-126 

5万年破損 放射平衡核種：Np-237、Th-229、Th-234、Th-230、Pa-231、
Ac-227、Th-227 

他の系列核種：Pu-240、Pu-242、Am-243、Pu-239 
その他の核種：Sn-126  

10万年破損 放射平衡核種：Np-237、Th-229、Ra-225、U-238、Th-234、Th-230、
Ra-226、Pa-231、Ac-227、Th-227、Ra-223 

他の系列核種：Pu-240、Pu-242、Am-243、Pu-239 
その他の核種：Se-79、Zr93、Nb-93m、Nb-94、Tc-99、Sn-126、

Cs-135、I-129 
 
 
これのうち、青字で示した核種が 5 万年破損で追加された理由は、OP 破損時期が 4,000 年の

場合では 1 万年でピーク値が出現しているため両設定で違いが無かった状況が、OP 破損時期

が遅くなることにより、減衰してもなお残った核種（Pu-240、Pu-242、Am-243、Pu-239）およ

び、親核種と放射平衡になっている核種（Pa-231、Ac-227）の移行に、緩衝材設定が 10 万年以

降の設定（特に分配係数設定）へと変更されたことに大きく影響されたものと考えられる。 
また、U-238 を除くアンダーラインで示した核種が 10 万年破損で追加された理由は、それぞ

れの親核種（Np-237、U-238、U-235）の 10 万年時のフラックスの急上昇による増加部分の放

射平衡への寄与が、これらの子孫核種のフラックスを押し上げたことによるものと考えられる。

このフラックスの急上昇は、OP 破損時点で既に緩衝材性能が喪失した状態になっているとい

う設定のためであるが、赤字で示した核種が 10 万年破損で追加された理由も、10 万年時のフ

ラックスの急上昇の影響であり、特に Se-79、Tc-99、I-129、Cs-135 の核種については瞬時放出

インベントリとして設定された 2～4%の成分がパルス状のピークを形成したことによると考え

られる。 
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（b） 廃棄体からの発熱による影響解析 
発熱を考慮した設定と廃棄体からの発熱を考慮せず地温一定とした設定との比較において、

MCCI 成分およびセメント成分を 0%としたケース（case1 および case8）の結果を図 6.2-29 に

示す。ピークフラックスの高かった核種のうち、設定の違いによる影響が大きかった核種は、

Pu-240、Pu-239 で、case1 で約 105 Bq/y であった値が case8 では約 104 Bq/y と、1 桁程度の上昇

が見られた。4n+1 系列核種では、上記核種と比較してピークフラックスは相対的に小さいもの

の Cm-245、Pu-241、Am-241 は case1 が 2 桁程度高かった。4n+2 系列核種では Pu-242、また 4n+3
系列核種では Am-243 は 4n+1 系列と同様に case1 が 1 桁以上高くなる結果となった。一方、系

列外核種においては発熱考慮の有無の設定による違いは見られず、全体的にほぼ同様の傾向で

あった。 
6.2.1（４）（ｂ）で述べたように、case1 と case8 では、case1 の有効モンモリロナイト密度は

初期の 1 万年で case8 より低く、それ以降は case1 が高くなっている以外は、間隙率、pH、Eh
も両ケースでそれほど顕著な違いは見られなかった。Pu-240、Pu-239 で case1 のピーク値が高

かったのは、ピークの出現時期が 1 万年と、上記の有効モンモリロナイト密度の低い時期に合

致したためと考えられる。これに相当する期間について、Pu に対する分配係数と溶解度を比較

してみると、分配係数は case8 の方が 1 桁弱低いものの、溶解度については case8 の方が約 1
桁小さくなっており、溶解度制限がかかっている状態であることが分かった。このため、ピー

クフラックスの値は case1 より case8 の方が小さくなったものと考えられる。また、Cm、Am
については、この期間、分配係数はそれほど差が無いが、溶解度が case8 の方が小さくなって

おり、その影響でピークフラックスに差ができたものと考えられる。 
 
（c） セメント成分による影響解析 
廃棄体に MCCI 生成物およびセメント成分が含まれない設定と MCCI 生成物およびセメント

成分がそれぞれ 30%ずつ含まれる設定との比較において、廃棄体からの発熱を考慮し、OP 破

損時期が 4,000 年の場合の解析ケース（case1、case6）の結果を図 6.2-29 と図 6.2-30 にそれぞ

れ示す。ピークフラックスが高い Pu-240、Pu-239 は、セメント成分を含む case6 が約 1 桁低く

なる結果となった。4n 系列核種では Ra-228 のピークが 1 桁弱低くなっていた。4n+1 系列核種

では Np-237 のピーク値が case6 の方が高くなっており、立ち上がりも早くなっていた。また、

Cm-245、Pu-241、Am-241 については、case6 には現れないほど低いフラックスとなっていた。

Ra-225 については case6 のみ 104～105年にピークが出現する結果となった。4n+2 系列核種では

Pu-242 の case6 の方が約 1 桁低くなる結果となった。U-238 は case6 の方がフラックスピークに

かけて上昇が急になるとともに、ピーク値も高くなっていた。またRa-226は、4n+1系列のRa-225
と同様の変化が見られた。4n+3 列核種では Am-243 が case6 の方が 2 桁以上低くなった。U-235
とRa223については、4n+2系列のU-238、Ra-226と同様な傾向であった。系列外核種では、Sn-126
の case6 におけるピーク値が 1 桁少々高くなり、ピーク位置もやや早くなった。また Cs-135 は、

case6 でピークがやや低くなる結果となった。 
セメント成分がある場合（case6）の方が、Pu のピーク値が低下した原因は、溶解度の 1 桁

低下により溶解度制限がかかったためであると考えられる。また、他の主な放射平衡の親核種

のフラックスについて case6 の方が高くなった原因は、分配係数が case6 の方が U でおよそ 1
桁など、概ね低下したためと考えられる。 
一方、MCCI 生成物およびセメント成分がそれぞれ 30%ずつ含む設定において、廃棄体から

の発熱を考慮した OP 破損時期が 4,000 年破損と 5 万年の場合の解析ケース（case6、case7）の

結果を図 6.2-30 と図 6.2-31 にそれぞれ示す。case6 でピーク値の高かった Pu-240、Pu-239 は、
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case7 では Pu-240 は確認できないほど、Pu-239 は 6 桁程度減少した。また、case6 で既にピーク

が低かった Pu-241、Am-241、Am-243 などは、case7 ではフラックスが確認できないほど低下

した。4n+1 系列、4n+2 系列、4n+3 系列では、OP 破損時期のずれに応じたフラックスの時間ず

れが生じた。また、それぞれの系列の末端の核種となる Ra-225、Ra-226、Ra-223 のフラックス

は、case6 のそれぞれの核種の 5 万年以前のフラックス部分が整理され、case7 の 5 万～10 万年

にわたるピークに集約されるような特徴的な変化を示していた。このような Ra の特徴的なピ

ークは、セメント成分を含まない OP 破損 5 万年の設定である case2 の傾向と異なるもので、セ

メント成分による分配係数の低下によるものと考えられる。 
 
次に廃棄体からの発熱を考慮せず地温一定とした設定において、廃棄体に MCCI 生成物およ

びセメント成分が含まれない設定とMCCI生成物およびセメント成分がそれぞれ 30%ずつ含ま

れる設定（case8、case12）の結果について図 6.2-29 および図 6.2-30 にそれぞれ示す。ピーク

フラックスが高い Pu-240、Pu-239 は、case12 の方が 1 桁以上低くなり、廃棄体からの発熱を考

慮した場合と同様の結果となった。4n 系列核種の Ra-228、4n+1 系列核種の Np-237、Ra-225 に

ついては、廃棄体からの発熱を考慮した場合の case1およびcase6と同様の傾向であった。また、

Cm-245、Pu-241、Am-241 については、case12 が 2 桁以上低くなる結果となった。4n+2 系列核

種では Pu-242 のピークが case6 は 104年に出ていたが、case12 では 104年のピークが 1 桁以上

小さくなったことにより 105～106年のフラックスがピークになった。4n+3 列核種の Am-243、
系列外核種の Sn-126 については、廃棄体からの発熱を考慮した場合の case1 および case6 と同

様であった。また Cs-135 においては、Pu-242 と同様に 104～105にピークがずれる結果となっ

た。 
case1 と比較して Pu-240、Pu-239、Pu-241、Cm-245、Am-241 のピークが低くなった case8 よ

りもさらに case12 でピーク値が低下した原因は、0～1 万年の期間の case8 よりも、Pu の溶解度

がさらに 1 桁低下したため、溶解度制限による液相中濃度がより低下したことによると考えら

れる（図 6.2-32）。その他の違いの影響は、分配係数の違いによるものと考えられる。 
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図 6.2-29 各解析ケースの核種移行フラックス（case1、case8）（1/2） 

 
  

1
0-

2

1
00

1
02

1
04

1
06 1

02
1
03

1
04

1
05

1
06

1
07

1
08

1
09

フラックス（Bq/y）

時
間

（
年

）

c
as

e
1

4
n
+
2
系

列

C
m

2
4
6

P
u
2
4
2

U
2
3
8

T
h
2
3
4

T
h
2
3
0

R
a2

2
6

1
0-

2

1
00

1
02

1
04

1
06 1

02
1
03

1
04

1
05

1
06

1
07

1
08

1
09

フラックス（Bq/y）

時
間

（
年

）

c
as

e
1

4
n
+
1
系

列

C
m

2
4
5

P
u
2
4
1

A
m

2
4
1

N
p
2
3
7

U
2
3
3

T
h
2
2
9

R
a2

2
5

1
0-

2

1
00

1
02

1
04

1
06 1

02
1
03

1
04

1
05

1
06

1
07

1
08

1
09

フラックス（Bq/y）

時
間

（
年

）

c
as

e
1

4
n
系

列

P
u
2
4
0

U
2
3
6

T
h
2
3
2

R
a2

2
8

1
0-

2

1
00

1
02

1
04

1
06 1

02
1
03

1
04

1
05

1
06

1
07

1
08

1
09

フラックス（Bq/y）

時
間

（
年

）

c
as

e
8

4
n
+
2
系

列

C
m

2
4
6

P
u
2
4
2

U
2
3
8

T
h
2
3
4

T
h
2
3
0

R
a2

2
6

1
0-

2

1
00

1
02

1
04

1
06 1

02
1
03

1
04

1
05

1
06

1
07

1
08

1
09

フラックス（Bq/y）

時
間

（
年

）

c
as

e
8

4
n
+
1
系

列

C
m

2
4
5

P
u
2
4
1

A
m

2
4
1

N
p
2
3
7

U
2
3
3

T
h
2
2
9

R
a2

2
5

1
0-

2

1
00

1
02

1
04

1
06 1

02
1
03

1
04

1
05

1
06

1
07

1
08

1
09

フラックス（Bq/y）

時
間

（
年

）

c
as

e
8

4
n
系

列

P
u
2
4
0

U
2
3
6

T
h
2
3
2

R
a2

2
8

ca
se

1 
（
発

熱
考

慮
、

セ
メ

ン
ト

成
分

な
し

、
O

P破
損

:4
,0

00
年

）
ca

se
8 

（
地

温
一

定
、

セ
メ

ン
ト

成
分

な
し

、
O

P破
損

:4
,0

00
年

）



- 6-51 - 
 

 
 

図 6.2-29 各解析ケースの核種移行フラックス（case1、case8）（2/2） 
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図 6.2-30 各解析ケースの核種移行フラックス（case6、12）（1/2） 
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図 6.2-30 各解析ケースの核種移行フラックス（case6、12）（2/2） 
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図 6.2-31 各解析ケースの核種移行フラックス（case7） 
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図 6.2-32 case1、case8、case12 の Pu の溶解度の経時変化 
 
以上の発熱およびセメントによる影響結果をまとめたものを表 6.2-11 に示す。 

 
表 6.2-11 発熱、セメント成分の影響による人工バリアからのフラックス経時変化の特徴 

 発熱を考慮した場合、セメント成分を含むケース側に見られた 

フラックス経時変化の特徴 

発熱による影響 放射平衡核種： 
・発熱による影響は見られなかった。 

他の系列核種： 
・Cm-245、Pu-241、Am-241 はピーク値が 2 桁程度上昇。 
・Pu-240、Pu-239、Pu-242、Am-243はピーク値が 1 桁程度上昇。 
・Cm-246 のフラックスが出現。 

その他の核種： 
・発熱による影響は見られなかった。 

セメント成分によ

る影響 
 

放射平衡核種： 
・Np-237 は立ち上がりが早くなりピーク値がやや上昇。 
・Ra-225 および Ra-226 は 104～105年にピークが出現。 

・Pu-242はセメントを含まないケースで出ていた 104年のピークが

1 桁以上低下し、105～106年のピークが上昇。 

他の系列核種：  

・Pu-240、Pu-239は 1 桁以上低下。 
・Ra-228 は立ち上がりが遅くなり、ピークはやや低下。 
・Cm-245、Pu-241、Am-241のピーク値が 2 桁程度低下。 

・Am-243のピーク値は 2桁程度低下。 

その他の核種：  

・Sn-126 は 1 桁程度上昇。 
・Cs-135 は 104～105年にピークが出現。 
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6.3  人工バリア安全機能に着目した感度解析 
6.3.1  背景・目的 

1F においては、格納容器に落下したと考えられている燃料デブリの回収方法について検討が

進められており、その処分へ向けた処理方法及び処分形態についてはその方針も示されていな

い。燃料デブリの特性に応じた処分形態が今後検討されるものと想定されるが、本検討では燃

料デブリ処分において求められるバリア機能の概略的な把握を目的として、人工バリア安全機

能の各条件に対して、感度解析を実施した。特に、燃料デブリ特性と人工バリアの各安全機能

の関係を把握するため、バリア性能の応答を調べる感度解析を行った。 
燃料デブリからの核種移行フラックスを HLW（ガラス固化体）と比較することで、燃料デブ

リの特徴を整理するとともに、感度解析により得られた結果から、燃料デブリ処分に求められ

る人工バリアの性能に関して検討を行った。 
具体的には、人工バリアの安全機能の不確実性について感度解析ケースを設定し、核種の溶

出特性（燃料デブリ浸出速度、瞬時放出割合）、核種の閉じ込め機能・設計（閉じ込め期間（OP
破損時期）、緩衝材厚さ）及び、 核種移行特性（溶解度、収着分配係数、拡散係数（ともに元

素依存パラメータ））の観点から解析を実施した。標準ケースを設定し、仮想燃料デブリ Ver.1
を対象とした評価を行い、HLW ガラス固化体を対象としたケースと比較するとともに、標準ケ

ースに対して各パラメータの不確実性を考慮したパラメータ変化を与えて、感度の大きいパラ

メータを抽出した。 
 
6.3.2  標準ケース 
標準ケースは燃料デブリを対象とした解析の基本となるケースで、HLW 第 2 次とりまとめ(15)

のレファレンスケースを参考として核種移行解析を行うものである。 
 
（1） 放射能インベントリの設定 

HLW 及び燃料デブリ 1 本あたりの放射能インベントリを表 6.3-1 に示す。HLW については

処分後 100 年時点のインベントリを、燃料デブリについては事故後 50 年時点で埋設処分される

と仮定した仮想燃料デブリVer. 1のインベントリである。表中の-は含まれていないことを示す。 
 

表 6.3-1 HLW 及び燃料デブリ 1 本あたりの放射能インベントリ 

系列 核種 
半減期 (y) HLW（Bq/本） 燃料デブリ（Bq/本） 

ICRP107 処分後 100 年 事故後 50 年 

4n 系列 

Pu-240 6.56E+03 3.93E+11 7.94E+11 

U-236 2.34E+07 4.93E+07 4.79E+08 
Th-232 1.41E+10 3.71E+00 1.24E+00 
Ra-228 5.75E+00 - 1.02E+00 
Th-228 1.91E+00 - 2.66E+07 

4n+1 系列 

Cm-245 8.50E+03 1.22E+10 2.32E+08 
Pu-241 1.44E+01 2.67E+10 1.78E+13 
Am-241 4.32E+02 2.43E+13 6.03E+12 
Np-237 2.14E+06 1.93E+10 4.93E+08 

Pa-233 7.38E-02 - 4.93E+08 
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系列 核種 半減期 (y) HLW（Bq/本） 燃料デブリ（Bq/本） 

4n+1 系列 

U-233 1.59E+05 1.23E+07 1.16E+05 

Th-229 7.34E+03 9.73E+04 5.00E+02 
Ra-225 4.08E-02 - 5.00E+02 
Ac-225 2.74E-02 - 5.00E+02 

4n+2 系列 

Cm-246 4.76E+03 2.63E+09 3.72E+07 

Am-242m 1.41E+02 3.29E+11 1.21E+10 

Cm-242 4.46E-01 - 9.99E+09 

Pu-242 3.75E+05 3.70E+08 2.47E+09 

Pu-238 8.77E+01 5.04E+11 2.65E+12 

U-238 4.47E+09 3.88E+07 7.32E+08 

Th-234 6.60E-02 - 7.32E+08 

U-234 2.46E+05 4.81E+08 5.35E+08 

Th-230 7.54E+04 3.37E+06 1.45E+05 

Ra-226 1.60E+03 1.96E+05 1.20E+03 

Pb-210 2.22E+01 1.55E+05 3.84E+02 

Po-210 3.79E-01 - 3.84E+02 

4n+3 系列 

Cm-243 2.91E+01 - 5.59E+09 

Am-243 7.37E+03 7.83E+11 2.01E+10 

Pu-239 2.41E+04 7.02E+10 6.40E+11 

Np-235 1.08E+00 - 4.02E-08 

U-235 7.04E+08 2.67E+06 8.70E+07 

Pa-231 3.28E+04 8.64E+05 9.63E+04 

Ac-227 2.18E+01 8.57E+05 4.94E+04 

Th-227 5.11E-02 - 4.88E+04 

Ra-223 3.13E-02 - 4.95E+04 

非系列核種 

C-14 5.70E+03 - 1.63E+08 

Se-79 2.95E+05 3.64E+09 6.04E+07 
Sr-90 2.88E+01 7.81E+13 3.77E+13 
Zr-93 1.53E+06 7.38E+10 3.19E+09 

Nb-93m 1.61E+01 5.91E+10 2.71E+09 

Nb-94 2.03E+04 1.88E+08 2.42E+05 
Tc-99 2.11E+05 5.20E+11 2.22E+10 

Pd-107 6.50E+06 4.15E+09 1.52E+08 
Sn-126 2.30E+05 1.30E+10 9.95E+08 

I-129 1.57E+07 - 3.02E+07 
Cs-135 2.30E+06 1.83E+10 4.76E+08 
Cs-137 3.02E+01 1.18E+14 3.20E+13 
Sm-151 9.00E+01 4.82E+12 4.11E+11 
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（2） 廃棄物からの核種放出挙動とソースターム評価 
燃料デブリには、UO2 ペレットとジルカロイ被覆管などの金属材料によって構成される使用済

燃料中と同様に、超ウラン元素、核分裂生成物、放射化生成物など（以下、超ウラン元素を含む一連の

崩壊系列を形成する核種を「系列核種」、核分裂生成物及び放射化生成物をあわせて「FP 核種等」と呼

ぶ。）の多様な放射性核種が含まれる。 
核分裂生成物のうち、Xe、Kr などの希ガス成分や、I、Cs などの揮発性成分は、ガス気泡を

形成しながら、燃焼により生じる燃料内部の粒界（Grain Boundary）やひび割れ（Cracks）を介

して、燃料・被覆管の隙間（Gap）に蓄積する(16)。また、Tc や Pd などの白金族元素は合金を

形成して粒界近傍に析出し、希土類元素（Sm など）や Zr は酸化物として UO2と固溶体を形成

する(16)。 
そのため、使用済燃料では、放射性核種の不均質な存在状態の違いを考慮して、それぞれに

対応した核種溶出挙動が想定される(16) ,(17), (18)。すなわち、燃料部分では、粒界やひび割れ、隙

間に存在する放射性核種のように容器破損時の地下水との接触によって瞬時に放出される「瞬

時放出（IRF：Instant Release Fraction）」成分と、燃料マトリクスの長期的な溶解に伴ってゆっ

くりと放出される「マトリクス溶解」成分に分けられる。 
また、ジルカロイ被覆管などの放射化された構造材金属からの核種放出挙動に関しても、金

属表面に形成される酸化皮膜(19)については、金属相よりも溶出速度が速いことから、第2次TRU
レポート(20)では「瞬時放出」成分として扱われており、残りの金属相については各々の金属材

料の腐食速度と調和的な「金属腐食溶解」成分として扱うことができる。 
 
（a） 核種の瞬時放出成分と溶解律速成分への割り当て 

はじめに、西原ら(21)の 1～3 号機原子炉内インベントリデータから、格納容器内で混合して

いると考えられる放射能インベントリについて、構造材金属と燃料デブリに分類した。そして、

分類したそれぞれの瞬時放出成分と溶解律速成分について、直接処分第一次とりまとめ報告書
(16)に基づき、分配した。その結果を表 6.3-2 に示す。 

 
表 6.3-2 燃料デブリ中の構造材金属と燃料成分に対する瞬時放出と溶解律速の割合 

核種 
割合（%） 

構造材金属 燃料成分 
瞬時放出 溶解律速 瞬時放出 溶解律速 

C-14（有機） 30 70 0 0 
Se-79 0 0 4 96 
Sr-90 0 0 1 99 

Zr-93, Nb-93m 0 5 0 95 
Nb-94 0 1 0 99 
Tc-99 0 0 2 98 

Pd-107 0 0 2 98 
I-129 0 0 4 96 

Sn-126 0 0 4 96 
Cs-135,137 0 0 4 96 

Sm-151 0 0 0 100 
 



- 6-59 - 
 

（b） 燃料マトリクスの溶解速度 
燃料デブリ中の燃料成分については、その状態が不明であることから、溶解速度に関するデ

ータがない。したがって本解析では、燃料マトリクスと同様の扱いとし、Nagra が設定した燃

料マトリクスの溶解速度の時間変化(17)を参考とした。図 6.3-1 に燃料マトリクスに対する溶解

速度の時間変化設定を示す。Nagraでは 10万年以降も溶解速度が減少する設定を与えているが、

直接処分第一次とりまとめ(16)では溶解速度を 1×10-7 (1/y)と与えていることから、これを下限値

として、10 万年以降は 1×10-7 (1/y)が継続するものとした。 
 

 

図 6.3-1 燃料マトリクスに対する溶解速度の時間変化設定 
 
（c） 浸出率 

表 6.3-3 に構造材金属の浸出率設定値を示す。構造材金属であるジルカロイとステンレス鋼

で浸出速度に顕著な差はないので、すべてステンレス鋼の浸出速度を適用した。 
 

表 6.3-3 構造材金属の浸出率設定 

 
 
（3） 人工バリアに関するパラメータ 
人工バリアに関するパラメータ設定（ HLW ）を表  6.3-4 に示す。基本的に

JAEA-Research-2009-034(22)に基づいて設定した。ただし、OP 破損時期については表中の 1,000
年ではなく、地層処分の安全審査報告書(23)に基づいて 4,000 年とした。なお、燃料デブリにつ

いては、仮想燃料デブリ Ver. 1 の容器寸法を反映し、オーバーパック領域および緩衝材の断面

積は、それぞれ 4.93 および 14.18 m2とした。表 6.3-5 に緩衝材中の元素別溶解度を、表 6.3-6
に緩衝材中の実効拡散係数を、表 6.3-7 に緩衝材中の分配係数を示す。溶解度は PHREEQC(24)

で計算し、解析に使用した熱力学データは、JAEA-TDB（version 100331c2）(25)を基に、Yamaguchi 
et al(26)がデータ選定プロセスの一貫性や溶解度評価の保守性、最新データの検証の観点からレ

ビューし、選定したものを使用した。なお、標準ケースで用いた設定値に加え、6.3.3 で実施す

る感度解析のパラメータ設定範囲についても、最小値及び最大値として記載している。 
 

浸出期間[y]  浸出率[1/y]
11400 8.77E-05
8500 1.18E-04

ジルカロイ
ステンレス鋼
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表 6.3-4 標準ケースに適用した人工バリア関連パラメータ（HLW） 
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表 6.3-5 元素別溶解度 

 
 
 

  

間隙水
（降水系）

間隙水
（降水系）

間隙水
（降水系）

間隙水
（降水系）

HLW2 TRU2最大 H18
Yamaguchi

2014 設定値 最小値 最大値

C（有機） 可溶性 可溶性 可溶性 可溶性

Se 3.E-06 5.E-03 3.E-04 7.E-04 7E-04 7E-05 7E-03

Sr 8.E-03 5.E+00 6E-03 6E-04 6E-02

Zr 1.E-03 5.E-02 3.E-03 1.E-01 1E-01 1E-02 1E+00

Nb 1.E-01 5.E+01 7.E-04 2.E-02 2E-02 2E-03 2E-01

Tc 4.E-05 1.E-03 4.E-06 6.E-08 4E-06 4E-07 4E-05

Pd 1.E-06 可溶性 1.E-17 5.E-23 5E-23 5E-24 5E-22

Sn 5.E-03 5.E+02 1.E-04 1.E-04 1E-04 1E-05 1E-03

I 可溶性 可溶性 可溶性 可溶性

Cs 可溶性 可溶性 可溶性 可溶性 可溶性 可溶性

Sm 2.E-04 5.E-06 4.E-03 4E-03 4E-04 4E-02

Pb 2.E-03 5.E+01 1.E-03 1.E-03 1E-03 1E-04 1E-02

Po 2.E-03 5.E+01 1.E-03 1E-03 1E-04 1E-02

Ra 1.E-09 1.E-03 1.E-03 3E-02 3E-03 3E-01

Ac 2.E-04 5.E-06 4.E-03 4E-03 4E-04 4E-02

Th 5.E-03 1.E-03 3.E-04 1.E-04 1E-04 1E-05 1E-03

Pa 2.E-05 5.E-05 1.E-05 2.E+00 2E+00 2E-01 2E+01

U 8.E-06 5.E-06 3.E-03 2.E-02 2E-02 2E-03 2E-01

Np 2.E-05 5.E-06 3.E-04 7.E-05 7E-05 7E-06 7E-04

Pu 3.E-05 5.E-06 5.E-05 6.E-05 6E-05 6E-06 6E-04

Am 2.E-04 5.E-06 4.E-03 4.E-03 4E-03 4E-04 4E-02

Cm 2.E-04 5.E-06 4.E-03 4E-03 4E-04 4E-02

元素
間隙水（降水系）

溶解度 [mol/m3 at 25℃]
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表 6.3-6 緩衝材中の実効拡散係数 

 
  

間隙水
（降水系）

間隙水
（降水系）

HLW2 TRU2 設定値 最小値 最大値
C（有機） － 3.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09 酸化性は無機炭素（TRUレポ）
Se 2.E-10 4.E-11 2.E-10 2.E-11 2.E-09 降水系はHLW及びIida(2011)、酸化性は表6.2-4
Sr － 4.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09 表面拡散は考慮しない（H26核種移行データベース報告書）
Zr 3.E-10 3.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09
Nb 3.E-10 3.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09
Tc 3.E-10 3.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09 表6.2－4
Pd 3.E-10 3.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09
Sn 3.E-10 3.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09
I － 4.E-11 4.E-11 4.E-12 2.E-09 酸化還元影響なし
Cs 6.E-10 4.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09 Csの表面拡散は考慮しない（H26核種移行データベース報告書）
Sm 3.E-10 3.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09
Pb 3.E-10 3.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09
Po － － 2.E-10 2.E-11 2.E-09 同族元素のSeと同値
Ra 3.E-10 3.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09
Ac 3.E-10 3.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09
Th 3.E-10 3.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09
Pa 3.E-10 3.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09
U 3.E-10 3.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09 表6.2－4
Np 3.E-10 3.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09 表6.2－4
Pu 3.E-10 3.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09
Am 3.E-10 3.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09
Cm 3.E-10 3.E-10 3.E-10 3.E-11 2.E-09

元素 備考（出典や設定根拠）間隙水（降水系）

実効拡散係数 [m2/s at 60℃]
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表 6.3-7 緩衝材中の分配係数 

 
 
  

間隙水
（降水系）

間隙水
（降水系）

間隙水
（降水系）

間隙水
（降水系）

HLW2 TRU2
JAEA-

Research
2009-034

H26 設定値 最小値 最大値

C（有機） － 0 0 0 0 TRU2（酸化性は無機炭素）

Se 0 0 0 0.01 0.001 0.1 H26データベース報告書

Sr － 0.001 0.001 0.0001 0.01 海水中のCa、Mg濃度上昇により保守的に0。最大値は降水の設定値。

Zr 10 1 5 1 0.1 10 保守的にTRU2（HLWで間隙水組成に依存しないことから、全ての条件で同じ値）

Nb 1 0.1 1 0.1 0.01 1 保守的にTRU2（HLWで間隙水組成に依存しないことから、全ての条件で同じ値）

Tc 0.1 1 2 0.1 0.01 1 保守的にTRU2（酸化性はHLW）

Pd 0.1 0.05 0.1 0.05 0.005 0.5 保守的にTRU2（酸化性でも化学形変わらず）

Sn 1 1 10 1 0.1 10 HLW、TRU

I － 0 0 0 0 TRU2(最大値として設定上0.0001を与えることも可能）

Cs 0.01 0.05 0.07 0.05 0.005 0.5 H26データベース報告書、TRU2。海水は1桁下(HLW)

Sm 1 － 8 1 0.1 10 HLW

Pb 0.1 0.05 10 0.05 0.005 0.5 保守的にTRU2（HLWで間隙水組成に依存しないことから、全ての条件で同じ値）

Po － － 0.1 0.01 0.001 0.1 同族元素のSeと同値

Ra 0.01 0.001 0.06 0.01 0.01 0.001 0.1 H26データベース報告書、HLW

Ac 1 1 8 1 1 0.1 10 HLW、TRU、H26データベース報告書

Th 1 5 5 1 10 1 100 Iida(2016、印刷中)

Pa 1 5 5 1 1 0.1 10 保守的にHLW

U 1 5 5 1 1 0.1 10 H26データベース報告書

Np 1 5 5 1 1 0.1 10 保守的にHLW

Pu 10 5 5 1 1 0.1 10 保守的にTRU2

Am 10 1 8 10 10 1 100 HLW、H26データベース報告書

Cm 10 1 8 10 10 1 100 HLW、H26データベース報告書

備考（出典や設定根拠）元素

間隙水（降水系）

分配係数[m3/kg]
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（4） 天然バリアに関する核種移行パラメータ 
天然バリアにおける核種移行条件は、第 2 次取りまとめ(15)のレファレンスケースにおける母

岩および断層中での核種移行解析のデータを参照した。ただし、表 6.3-9 に 天然バリア中の

実効拡散係数を、表 6.3-10 に 天然バリア中の分配係数を元素別に示すように設定の見直しを

行った。また、亀裂内の地下水流速は、対数正規分布の累積 75%タイル値を採用し、3.7m/y と

した。なお、標準ケースで天然バリア出口フラックスへの影響を確認するため、天然バリア機

能が低下した設定（対数正規分布の累積 95%タイル値）を与えた。このときの地下水流速は

12m/y とし、分配係数も 1/10 を与えた。 
 
表 6.3-8 第 2 次取りまとめのレファレンスケースにおける母岩および断層中での核種移行解

析のデータ(15) 
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表 6.3-9 天然バリア中の実効拡散係数 

 

 

花崗岩
地下水

（降水系）

花崗岩
地下水

（降水系）

花崗岩
地下水

（降水系）

HLW2 TRU2 設定値

C（有機） － 3.E-12 3.E-12 TRU2

Se 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

Sr － 3.E-12 3.E-12 TRU2

Zr 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

Nb 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

Tc 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

Pd 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

Sn 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

I － 3.E-12 3.E-12 TRU2

Cs 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

Sm 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

Pb 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

Po － － 3.E-12 同族元素のSeと同値

Ra 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

Ac 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

Th 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

Pa 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

U 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

Np 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

Pu 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

Am 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

Cm 3.E-12 3.E-12 3.E-12 HLW, TRU2

元素

実効拡散係数 [m2/s at 60℃]

備考（出典や設定根拠）
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表 6.3-10 天然バリア中の分配係数 

 

 
（5） 標準ケースの解析結果 
標準ケースにおける核種移行フラックスの解析結果（HLW と燃料デブリ）を以下に示す。人

工バリア出口及び天然バリア（母岩）出口の核種移行フラックスを核種別に比較する。なお、

第 2次とりまとめ(15)のレファレンスケースにおける 75%タイル値では天然バリアのバリア機能

が高く（流速が遅く、亀裂開口幅が狭いため、遅延機能が高い）、天然バリア出口の核種移行フ

ラックスが小さいため、人工バリア出口フラックスの影響を確認できない可能性がある。その

ため、天然バリアの機能が低い状態として、地下水流速を 3.7m/y から 12m/y へ上昇させるとと

もに、元素別の収着分配係数を 1/10 を設定した解析もあわせて示した。 
 
（a） 4n 系列核種 
図 6.3-2 に核種別移行フラックスの経時変化を示す。人工バリア出口フラックスについて、

HLW ガラス固化体はガラス溶解モデルにより評価しており、燃料マトリクスの溶解モデルによ

り評価した燃料デブリの挙動と異なる。燃料マトリクス溶解速度が時間経過とともに低下する

ため、U-236 については 10 万年以降フラックスがなだらかに低下し、Ra-228 については 1000
万年にかけてフラックスが増加する傾向となっている。早期に溶出する HLW の方が Pu-240 及

び U-236 で最大のフラックスは 1～2 桁程度高いが、系列の下の核種 Ra-228 及び Th-228 につい

設定根拠

HLW2 TRU2 設定値

C（有機） － 0.0001 0.0001 TRU2
Se 0.01 0.01 0.001 Iida2011
Sr － 0.5 0.5 TRU2
Zr 0.1 0.1 0.1 HLW, TRU2
Nb 0.1 0.1 0.1 HLW, TRU2
Tc 1 1 1 H26データベース報告書、HLW, TRU2
Pd 0.1 0.1 0.1 HLW, TRU2
Sn 1 1 1 HLW, TRU2
I － 0.0001 0.0001 TRU2
Cs 0.05 0.05 0.05 HLW, TRU2、表6.1.3.3-3
Sm 5 － 5 HLW
Pb 0.1 － 0.1 HLW, TRU2、表6.1.3.3-3
Po 0.01 0.01 0.001 同族元素のSeと同値

Ra 0.5 0.5 0.5 HLW, TRU2、表6.1.3.3-3
Ac 5 5 5 HLW, TRU2、表6.1.3.3-3
Th 1 1 1 HLW, TRU2、表6.1.3.3-3
Pa 1 1 1 HLW, TRU2、表6.1.3.3-3
U 1 1 1 H26データベース報告書

Np 1 1 1 HLW, TRU2、表6.1.3.3-3
Pu 1 1 1 HLW, TRU2、表6.1.3.3-3
Am 5 5 5 HLW, TRU2、表6.1.3.3-3
Cm 5 5 5 HLW, TRU2、表6.1.3.3-3

元素
花崗岩

地下水（降水系）

分配係数[m3/kg]
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ては燃料デブリの方がやや高い値を示した。 
天然バリア出口フラックスについては、HLW と燃料デブリの人工バリア出口でのフラックス

の違いが緩和され、ともに 1 億年後に U-236 がピークを示し、HLW の方が高い値となったが、

その差は 2 倍程度となった。人工バリアで燃料デブリの方がピークフラックスの高かった

Ra-228 についても HLW の方が高い結果となった。 
天然バリアの機能が低い条件では、U-236 のピーク出現時間は 1 億年後から 100 万年後とな

り、そのフラックスも 4 桁以上増加した。Ra-228 及び Th-228 についてはピーク出現時間は同

様に早くなるものの、そのフラックスの増加は 1 桁程度であった。 
 

HLW（ガラス固化体 4 万本） 燃料デブリ（4,139 本） 

  
人工バリア 

  
天然バリア（母岩出口） 

  
天然バリア（母岩出口）：低バリア条件（流速高：12m/y、Kd 低：1/10） 

図 6.3-2 4n 系列核種の HLW と燃料デブリの解析結果 
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（b） 4n+1 系列核種 
図 6.3-3 に核種別移行フラックスの経時変化を示す。人工バリア出口フラックスについて、

HLW の方がピークフラックスが高く、全般的にピークフラックスは 3 桁以上高くなった。燃料

デブリは燃料マトリクスの溶解速度に支配され、1000 万年を超えてフラックスが継続的に放出

される。4n 系列核種よりも総じてフラックスは高い。 
天然バリア出口フラックスは、いずれの核種も 10Bq/y 未満となり、第二次とりまとめのレフ

ァレンスケースの天然バリア条件では、相違を明らかにできない結果となった。 
低バリア条件では、ともに 100 万年程度でピークフラックスを生じ、3 桁程度 HLW の方が高

い結果となった。 
 

HLW（ガラス固化体 4 万本） 燃料デブリ（4,139 本） 

  
人工バリア 

  
天然バリア（母岩出口） 

  
天然バリア（母岩出口）：低バリア条件（流速高：12m/y、Kd 低：1/10） 

図 6.3-3 4n+1 系列核種の HLW と燃料デブリの解析結果 
 

いずれの核種も 10Bq/y 未満 いずれの核種も 10Bq/y 未満 
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（c） 4n+2 系列核種 
図 6.3-4 に核種別移行フラックスの経時変化を示す。人工バリア出口については、ピークフ

ラックスは総じて HLW の方が高いが、100 万年までに放出を終えるのに対し、燃料デブリでは

1 億年にかけて継続的にほぼ一定の値を放出する結果となった。 
天然バリア出口では、ピーク出現時間に大きな差はなく、燃料デブリの方がピークフラック

スの値は高くなった。これは U-238 の総インベントリが燃料デブリの方が 1 桁程度高いことを

反映した結果となった。 
低バリア条件では、上記とは異なり、人工バリア出口のフラックスの経時変化を直接反映し、

多くの核種で HLW の方が高いピークフラックスを示した。 
 

HLW（ガラス固化体 4 万本） 燃料デブリ（4,139 本） 

  
人工バリア 

  
天然バリア（母岩出口） 

  
天然バリア（母岩出口）：低バリア条件（流速高：12m/y、Kd 低：1/10） 

図 6.3-4 4n+2 系列核種の HLW と燃料デブリの解析結果 
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（d） 4n+3 系列核種 
図 6.3-5 に 4n+3 系列核種の核種別移行フラックスの経時変化を示す。人工バリア出口につい

ては、これまでと同様に溶解モデルの差が現れており、ピークフラックスは HLW の方が 1～2
桁程度高くなった。燃料デブリでは Am-243 及び Pu-239 が 10～100 万年までで放出を終えるが

それ以外の核種は 1 億年程度まで継続している。 
天然バリア出口では人工バリア出口での差は現れず、ほぼ同一の形状、値となった。 
低バリア条件では、いずれも Pu-239 については 20 万年程度で、それ以外の核種では 100 万

年程度でピークを示し、ピークフラックスも 1～2 桁程度 HLW の方が高い。 
 

HLW（ガラス固化体 4 万本） 燃料デブリ（4,139 本） 

  
人工バリア 

  
天然バリア（母岩出口） 

  
天然バリア（母岩出口）：低バリア条件（流速高：12m/y、Kd 低：1/10） 

図 6.3-5 4n+3 系列核種の HLW と燃料デブリの解析結果 
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（e） FP 核種等 
図 6.3-6 に FP 核種等の核種別移行フラックスの経時変化を示す。人工バリア出口については、

溶解モデルの差が反映されるとともに、溶解度制限により移行フラックスが変化している。ピ

ークフラックスについては、高いもので 3 桁以上 HLW の方が高くなっている。 
天然バリア出口でもその差が反映されており、Se-79 で 4 桁程度、Cs-135 及び Nb-93m で 3

桁程度 HLW の方が高い値を示した。 
低バリア条件では上記核種に加えて、HLW では Nb-94, Sn-126, Tc-99 のフラックスがグラフ

に現れた。燃料デブリと比較すると 3～4 桁程度 HLW のピーク値が高い結果となった。 
 

HLW（ガラス固化体 4 万本） 燃料デブリ（4,139 本） 

  
人工バリア 

  
天然バリア（母岩出口） 

  
天然バリア（母岩出口）：低バリア条件（流速高：12m/y、Kd 低：1/10） 

図 6.3-6 FP 核種等の HLW と燃料デブリの解析結果 
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（f） 燃料デブリ含有 FP 核種等（C-14, Sr-90, I-129, Cs-137） 
図 6.3-7 に燃料デブリ含有 FP 核種（C-14, Sr-90, I-129, Cs-137）の核種移行フラックスの経時

変化を示す。Cs-137 及び Sr-90 については半減期が 30 年程度であり、人工バリア出口フラック

スには出現しなかった。C-14 については瞬時放出成分が大きくオーバーパック破損と同時に高

いピークを示す。I-129 についてもオーバーパック破損と同時にピークを示すが、C-14 よりも

なだらかに減少し 5000 万年程度まで放出を継続する。 
天然バリア出口では 2～5 万年程度にピークフラックスを示した。C-14 の半減期が 5700 年程

度であり、ピーク出現時期には 1 桁以上減衰していることにより、I-129 とのピーク差が 1 桁以

内に収まっている。 
低バリア条件では、人工バリア出口フラックスの経時変化の形状がそのまま現れている。ピ

ーク値については人工バリア出口と比較して C-14 で 1 桁程度、I-129 で 1/2 程度低下している。 
 

燃料デブリ（4,139 本） 

  
人工バリア 天然バリア（母岩出口） 

 

 

天然バリア（母岩出口）：低バリア条件（流速高：12m/y、Kd 低：1/10） 
図 6.3-7 燃料デブリのみに含まれる FP 核種の解析結果 

 
（6） 標準ケースの結果のまとめ 

HLW との比較から、インベントリの大きい U-238 を含む 4n+2 系列核種が人工バリア及び天

然バリア出口のフラックスが大きく、燃料デブリの感度解析においては 4n+2 系列核種への影

響を整理するのが適当と考えられる。また、FP 核種及び燃料被覆の放射化による C-14 は人工

バリア及び天然バリア出口フラックスにおいて大きな値を示すことから、感度解析においてそ

の不確かさの影響を確認するのに重要な核種と考えられる。したがって、以降の感度解析にお

いては 4n+2 核種及び FP 核種（C-14 含む）を対象とする。 
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6.3.3  感度解析 
（1） ケース設定 
標準ケースにおいては、4n+2 系列核種及び FP 核種の核種移行フラックスが大きかったこと

から、感度解析においてはこれらの核種に焦点を絞って評価した。表 6.3-11 に感度解析ケース

とパラメータ設定条件を示す。各ケースにおいて、標準ケースで設定した値に対して、最小値、

最大値の評価を行い、それらの比較を行う。 
 

表 6.3-11 感度解析ケースとパラメータ設定条件 
No 不確実性 分類 パラメータ 最小値 設定値 最大値 単位 

1 
核種溶出特性 

浸出速度 

燃料マトリク

ス浸出速度 
1.0×10-7 時間変化 1.0×10-4 1/y 

構造材金属浸

出速度 
1.18×10-5 1.18×10-4 1.18×10-3 1/y 

2 
瞬時放出

割合 
瞬時放出割合 0 元素ごと 100 % 

3 
核種閉じ込め

機能・設計 
OP 破損

時期 
OP 破損時期 400 4,000 

40,000 
400,000*2 

年 

4 核種移行特性 
元素依存

パラメー

タ 

溶解度 ×1/10 元素ごと ×10 mol/L 
拡散係数 ×1/10 元素ごと ×10 m2/y 
分配係数*1 ×10 元素ごと ×1/10 m3/kg 

5 
核種閉じ込め

設計 
緩衝材厚

さ 
設計厚さ 40 70 100 cm 

*1 分配係数は小さいほど移行しやすくなる×10 を最小値、×1/10 を最大値とした 
*2 OP の素材として銅を想定した場合の値として設定した 
 
（2） 感度解析の結果 
（a） 浸出速度 

図 6.3-8 に浸出速度をパラメータにしたケースの感度解析結果を示す。人工バリア出口フラ

ックスにおいて、4n+2 系列核種の最小値 10-7 /y ではオーバーパック破損時のフラックスの立ち

上がりが緩やかだが、最大値の 10-4 /y では立ち上がりが急峻になっている。標準ケースでは時

間変化を与えており、オーバーパック破損時は最大値の方に近い設定となっているため、立ち

上がりも最大値に近いものになっている。また、標準ケースが 10 万年以降 10-7 /y で一定とし

たため、10 万年以降に出現する系列の下の方核種のピークフラックスについては最小値と標準

ケースはほぼ同じ値を示しているが、Pu-242, U-238, Th-234, U-234 については、浸出速度に律

速されて、最小値のピークフラックスは 1 桁程度減少した。一方、FP 核種では、最小値と標準

ケースはフラックスの時間変化の形状が比較的類似しているが、最大値では 50 万年までにすべ

ての核種の放出が終了している。C-14についてはピークフラックスは1010Bq/yで変化しなった。

Zr-93及びNb-93mについてはピークフラックスは最小値から最大値に向けて 1桁以上増加した。 
フラックスの時間変化の比較では、核種別の特徴を適切に整理できないことから、人工バリ

ア出口及び天然バリア出口のピークフラックスを抽出して、各核種への影響を HLW との比較

を含めて評価することとした。 
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図 6.3-9 に浸出速度に対する最大フラックスの比較グラフを示す。4n+2 系列核種について、

人工バリア出口フラックスでは浸出率最大の場合標準と比較してフラックスは 1 桁以上大きい。

一方、天然バリア出口フラックスでは、燃料デブリはいずれの条件でも HLW よりも数倍程度

高くなったが、浸出速度の違いがフラックスに影響しない結果となった。FP 核種について、人

工バリア出口フラックスで見ると、Zr-93, Nb-93m, Cs-135 は浸出速度が高いほどフラックスが

高いが、Se-79,C-14, I-129 は浸出速度の感度はみられなかった。天然バリア出口フラックスで見

ると燃料デブリの Se-79, Zr-93, Nb-93m, Cs-135 の最大フラックスは、いずれの条件でも HLW を

上回ることはなかった。 
 

 4n+2 系列核種 FP 核種(C-14 含む) 

最
小
値
（10

-7 /y

） 

  

標
準
ケ
ー
ス
（N

agra

デ
ー
タ
）   

最
大
値
（10

-4 /y

） 

  
図 6.3-8 浸出速度をパラメータとした場合の核種移行フラックスの経時変化 
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（b） 瞬時放出割合 
図 6.3-10 に瞬時放出割合に対する最大フラックスの比較グラフを示す。4n+2 系列核種につ

いて、人工バリア出口では、最大値である割合 100%は標準に比べ 1 桁以上フラックスが増加

する。なお、標準と最小値の割合 0 は同条件である。天然バリア出口では、3 つ条件すべてで

同じ最大フラックスであり、瞬時放出割合の違いが天然バリア出口へは影響しない結果となっ

た。一方、FP 核種については瞬時放出割合が大きいほど人工バリア出口の最大フラックスが大

きくなった。なお、C-14 は標準ケースで瞬時放出割合が 30%であるため、最大値の 100%とし

ても増加率は他の核種に比べて小さい。天然バリア出口では、人工バリア出口フラックスの違

いが最大フラックスも影響を与える結果となった。特に Se-79, I-129 の感度が大きい。燃料デブ

リの最大フラックスは、いずれの条件でも HLW を上回ることはない 
 
（c） オーバーパック破損時期 

図 6.3-11 にオーバーパック破損時期に対する最大フラックスの比較グラフを示す。4n+2 系

列核種について、人工バリア出口では OP 破損時期の違いが最大フラックスに影響しない結果

となった。しかし、OP 破損時期が 40 万年後になると系列の下の核種についてはフラックスが

上昇する。天然バリア出口では、この違いも吸収され、同一の値を示した。すなわち 4n+2 系

列核種では OP 破損時期は最大フラックスに影響しない結果となった。一方、FP 核種では、人

工バリア出口で、C-14 は OP 破損時期が 4 万年で最大フラックスが 2 桁、Se-79 は 40 万年で 1
桁程度低下する。C-14 は OP 破損時期が 40 万年になると最大フラックス 10Bq/y 未満となる。

天然バリア出口ではOP破損時期が 4万年の場合C-14のフラックスが人工バリアでの影響を受

けついで低下するとともに、OP 破損時期 40 万年で Se-79 の最大フラックスは 1/3 程度に減少

する。C-14, Se-79 については半減期と OP 破損時期の関係によるものである。半減期の長い

Cs-135 及び I-129 については OP 破損時期が 40 万年に延長されても、天然バリア出口フラック

スには影響を与えない結果となった。 
 
（d） 元素依存パラメータ 
図 6.3-12 に元素依存パラメータに対する最大フラックスの比較グラフを示す。元素依存パラ

メータは溶解度、拡散係数、分配係数の 3 つのパラメータについて、標準ケースに対して核種

移行を促進する方向の組合せ（溶解度 10 倍、拡散係数 10 倍、分配係数 1/10）を最大値、核種

移行を抑制する方向の組合せ（溶解度 1/10、拡散係数 1/10、分配係数 10 倍）を最小値として

評価したものである。4n+2 系列核種について、人工バリア出口では、最小値と最大値の場合の

差は Pu-242 では 3 桁以上、U-238 で 2 桁程度となった。しかし、天然バリア出口におけるフラ

ックスはその違いを吸収し、すべての核種で 3 つの条件で同じ値を示した。一方、FP 核種では、

最小値と最大値の場合の差は、Se-79, Cs-135 で 3 桁以上、Zr-93, I-129 で 2 桁以上となった。天

然バリア出口では各核種ともにわずかな差があるが、明確な傾向性は示されなかった。Zr-94
及び Nb-93m については最小値についてのみ標準、最大値に対して 1/3 程度の値となった。 
 
（e） 緩衝材厚さ 

図 6.3-13 に緩衝材厚さに対する最大フラックスの比較グラフを示す。4n+2 系列核種につい

て、人工バリア出口では緩衝材厚さが増加するにつれて Th-230 までの上位核種については最大

フラックスは減少し、40cm と 100cm の場合の最大フラックスの差は 3 倍以内となったが、系

列の下の核種 Ra-226, Pb-210, Po-210 については最大フラックスは増加した。天然バリア出口で

はすべての核種について最小値から最大値で最大フラックスは同一となり、緩衝材厚さによる
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人工バリア出口フラックスの違いが影響しない結果となった。一方、FP 核種については、人工

バリア出口ですべての核種について緩衝材厚さが増加するにつれて最大フラックスが減少し、

最大値と最小値の差は 1 桁以内となった。天然バリア出口では最大フラックスは各核種ですべ

て同一となり、緩衝材厚さの違いが天然バリア出口の最大フラックスには影響を及ぼさない結

果となった。 
 

 
人工バリア出口（4n+2） 

 
天然バリア出口（4n+2） 

 
人工バリア出口（FP 核種） 

 
天然バリア出口（FP 核種） 

総量（HLW：4 万本、燃料デブリ：4139 本） 
図 6.3-9 浸出速度に対する最大フラックスの比較 
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人工バリア出口（4n+2） 

 
天然バリア出口（4n+2） 

 
人工バリア出口（FP 核種） 

 
天然バリア出口（FP 核種） 

総量（HLW：4 万本、燃料デブリ：4139 本） 
図 6.3-10 瞬時放出割合に対する最大フラックスの比較 

 

 
人工バリア出口（4n+2） 

 
天然バリア出口（4n+2） 

 
人工バリア出口（FP 核種） 

 
天然バリア出口（FP 核種） 

総量（HLW：4 万本、燃料デブリ：4139 本） 
図 6.3-11 OP 破損時期に対する最大フラックスの比較 
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人工バリア出口（4n+2） 

 
天然バリア出口（4n+2） 

 
人工バリア出口（FP 核種） 

 
天然バリア出口（FP 核種） 

総量（HLW：4 万本、燃料デブリ：4139 本） 
図 6.3-12 元素依存パラメータ（溶解度、拡散係数、分配係数）に対する最大フラックス比較 
 

 
人工バリア出口（4n+2） 

 
天然バリア出口（4n+2） 

 
人工バリア出口（FP 核種） 

 
天然バリア出口（FP 核種） 

総量（HLW：4 万本、燃料デブリ：4139 本） 
図 6.3-13 緩衝材厚さに対する最大フラックスの比較 
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（3） 感度解析の結果のまとめ 
表 6.3-12 に人工バリア出口フラックスへの影響の観点から整理した感度解析結果のまとめ

を示す。4n+2 系列核種は OP 破損時期以外のパラメータについては影響が大きく、特に燃料デ

ブリに特有なパラメータである浸出速度及び瞬時放出割合といった廃棄物からの核種溶出に係

る不確実性の影響は重要となる。また、半減期の比較的短い C-14, Se-79 については OP 破損時

期が 4 万年、40 万年になると減衰の効果が認められる。 
次に、表 6.3-13 に天然バリア出口フラックスへの影響の観点から整理した感度解析結果のま

とめを示す。4n+2 系列核種については人工バリア出口のフラックスの違いをすべて吸収してし

まい、すべてパラメータについて、天然バリア出口には影響を及ぼさない結果となった。分配

係数が小さい核種については、人工バリア出口でのフラックスの違いが天然バリア出口にも反

映され、特に浸出速度、瞬時放出割合について感度が大きい。また、半減期の比較的短い C-14, 
Se-79 については OP 破損時期が 4 万年、40 万年になると減衰の効果が認められる。 
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表 6.3-12 感度解析結果のまとめ（人工バリア出口フラックスへの影響） 

分類 
系列核種 
（4n+2） 

Se-79, C-14, I-129 
（分配係数が小さい核種） 

Zr-93, Nb-93m, 
Cs-135 

浸出速度 

人工バリアのフラッ

クスに対して影響が

大きい 

緩衝材への分配係数が小さい核

種では、瞬時放出成分により最

大フラックスが支配されるた

め、人工バリアフラックスに対

する浸出速度の影響は小さい 

影響がみられた 

瞬時放出 
割合 

浸出速度と同様 瞬時放出割合が大きいほど人工バリア出口の最大フラッ

クスが大きくなるため、影響が大きい 

OP 破損 
時期 

影響は小さい C-14（半減期：5700 年）は 4 万

年以上で、Se-79（2.95×105年）

は 40 万年以上で、減衰の効果が

見られる 

影響は小さい 

元素依存 
パラメータ 

浸出速度と同様 人工バリアフラックスに対して

は影響がみられる 
Zr-93 及びその子孫核

種 Nb-93m については

影響あり 

緩衝材厚さ 
浸出速度と同様 人工バリアのフラックスに対し

て影響がみられる 
 

 
表 6.3-13 感度解析結果のまとめ（天然バリア出口フラックスへの影響） 

分類 
系列核種 
（4n+2） 

Se-79, C-14, I-129 
（分配係数が小さい核種） 

Zr-93, Nb-93m, 
Cs-135 

浸出速度 天然バリアにおいて

遅延機能が見込まれ

る場合には、天然バリ

ア出口フラックスへ

の影響は小さい 

天然バリア出口フラックスに対

する影響がみられる（C-14 は瞬

時放出割合が 30%のため影響は

小さい） 

天然バリア出口フラッ

クスに影響がみられた 

瞬時放出 
割合 

浸出速度と同様 瞬時放出割合が大きいほど天然バリア出口の最大フラッ

クスが大きくなるため、影響が大きい 
OP 破損 
時期 

影響は小さい C-14（半減期：5700 年）は 4 万

年以上で、Se-79（2.95×105年）

は 40 万年以上で、減衰の効果が

見られる 

影響は小さい 

元素依存 
パラメータ 

浸出速度と同様 天然バリア出口フラックスに対

する影響は比較的小さい 
Zr-93 及びその子孫核

種 Nb-93m については

天然バリア出口フラッ

クスにも影響 
緩衝材厚さ 浸出速度と同様 天然バリアにおいて遅延機能が見込まれる場合には天然

バリア出口フラックスへの影響は小さい 
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6.3.4 人工バリア安全機能に着目した感度解析のまとめ 
燃料デブリ処分において求められるバリア機能の概略的な把握を目的として、人工バリア安

全機能の各条件に対して、感度解析を実施した。特に、燃料デブリ特性と人工バリアの各安全

機能の関係を把握するため、バリア性能の応答を調べる感度解析を行った。 
燃料デブリからの核種移行フラックスを HLW（ガラス固化体）と比較することで、燃料デブ

リの特徴を整理するとともに、感度解析により得られた結果から、燃料デブリ処分に求められ

る人工バリアの性能に関して検討を行った。 
具体的には、人工バリアの安全機能の不確実性について感度解析ケースを設定し、核種の溶

出特性（燃料デブリ浸出速度、瞬時放出割合）、核種の閉じ込め機能・設計（閉じ込め期間（OP
破損時期）、緩衝材厚さ）及び、 核種移行特性（溶解度、収着分配係数、拡散係数（ともに元

素依存パラメータ））の観点から解析を実施した。標準ケースを設定し、仮想燃料デブリ Ver.1
を対象とした評価を行い、HLW ガラス固化体を対象としたケースと比較するとともに、標準ケ

ースに対して各パラメータの不確実性を考慮したパラメータ変化を与えて、感度の大きいパラ

メータを抽出した。 
 
（1） 標準ケースの解析結果 

4n+2 系列核種の天然バリア出口における最大フラックスにおいて、総インベントリ（U-238）
の差の影響により、燃料デブリが HLW をわずかに上回る結果となった。それ以外の核種では

HLW を超えることはなかった。U-238 は半減期（4.47×109y）が長く、燃料デブリではインベン

トリも多いため、安全評価において重要となる核種であり、4n+2 系列核種について系統的な評

価が必要となる。また、燃料デブリでは有意な量の C-14 や I-129 が含まれており評価上重要で

ある。 
 
（2） 感度解析結果 

4n+2 系列核種及び C-14 を含む FP 核種について感度解析を行った結果、浸出速度及び瞬時放

出割合といった燃料デブリからの核種溶出に係る不確実性の影響は重要となることがわかった。

特に FP 核種に対して重要であり、系列核種は天然バリアの性能に依存し、天然バリアの性能

が低い場合には影響が現れてくる可能性がある。また、半減期が比較的短い核種に対しては OP
破損時期が評価上重要となる。さらに、C-14 や Se-79 に対しては OP の耐久年数を増加させる

ことで有効に減衰させることが可能であることがわかった。 
以上のことから、燃料デブリからの核種溶出に係るモデル及びパラメータの不確実性を低減

することで、より精度の高い評価を行うこと可能となると考えられる。 
 
（3） 今後の課題 
本年度の感度解析では、天然バリアのパラメータについては固定して評価を行った。今後は、

天然バリアのバリア性能との組合せを考慮した感度解析により、どのような天然バリア条件に

おいて人工バリアの不確実性が顕在化するか検討する必要がある。 
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6.4  海水準変動と隆起・侵食を組み合わせたシナリオを対象とした安全評価 
日本原子力研究開発機構では、規制庁受託事業「地層処分の安全審査に向けた評価手法等の

整備（核種移行データベースの整備）」において、処分システムへの影響の要因を以下の 3 タイ

プに分類し、各要因に対するシナリオ設定手法の整備を行った。 
  ・建設・操業・閉鎖段階の事故・人的要因等に係るシナリオ 
  ・人工バリア変遷に係るシナリオ 
  ・地質・気候関連事象に係るシナリオ 
 このうち地質・気候関連事象に係るシナリオとしては、処分システムに対し考慮すべき事象

として「火山・火成活動」、「地震・断層活動」、「隆起・侵食」、「気候・海水準変動」について、

それぞれ個別に評価を行ってきた（図 6.4-1）。 

 
図 6.4-1 処分システムに対し考慮すべき地質・気候関連事象 

 しかし沿岸域のサイトを対象とした場合、「気候・海水準変動」と「隆起・侵食」は両者を組

み合わせて考慮する必要がある。これは、沿岸域では地形変化による汀線位置の変化や、海水

準変動に伴う海食の影響を考慮する必要があるためである。また、「隆起・侵食」はサイトへの

依存性が大きい事象であるため、気候・海水準変動による地形変化への影響を考慮した上で、

各サイトの特性に応じた将来の変遷を考慮する必要がある。 
 そこで本評価では、仮想的な沿岸域のサイトを対象に、気候・海水準変動を考慮した地形変

化シミュ―レーションに基づき、将来十数万年の気候・海水準変動および隆起・侵食による、

天然バリアにおける地下水流動および処分システムからの核種移行への影響を評価することを

目的とする。核種移行への影響評価は、核種移行解析に必要な一連の解析のパラメータをリン

クさせた総合的な安全評価体系により実施する（図 6.4-2）。 

 
図 6.4-2 気候・海水準変動および隆起・侵食に対する影響評価体系 

 

火山・火成活動

地震・断層活動

隆起・侵食
気候・海水準変動

処分施設

① 気候・海水準変動を考慮した地形変化シミュレーション

② 地下水流動解析（天然バリアへの影響評価）

③ 物質移行・変質連成解析
（人工バリアへの影響評価）

移行経路上の
地下水流速

粒子追跡線解析（PASS-TRAC）

地下水流動・塩分濃度解析（MIG2DF）

移行距離
NF岩盤の水質
（降水/塩水）

仮想的な沿岸域サイトを対象とした将来的な地形変化

：パラメータ ：解析手法（括弧内は評価コードを示す）

塩分濃度分布処分場位置 水頭・流速分布

④ 核種移行解析
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6.4.1  気候・海水準変動を考慮した地形変化シミュレーション 
日本原子力研究開発機構では、気候・海水準変動を考慮した地形変化の評価として、平成 21

年度 規制庁受託事業「地層処分に係る水文地質学的変化による影響に関する調査」(1)におい

て房総半島を対象とした 3 次元地形変化シミュレーションを実施している。本評価ではこの結

果を使用して、気候・海水準変動および隆起・侵食を考慮した影響評価を実施した。 
以下に、上記事業での実施内容について簡単に示す。 

 
（1） 評価概要 
房総半島を対象とした 3 次元地形変化シミュレーションは、図 6.4-3 に示す範囲（東西方向

162.30km、南北方向 109.35km）を対象に実施されている。評価の流れを以下に示す。 
 

①代表的な河川における河床縦断形シミュレーション 
房総半島における代表的な河川である夷隅川に対し、過去から現在まで（氷期・間氷期

1 サイクル）の河床縦断形シミュレーションを実施し、現在の地形をシミュレートするパ

ラメータを選定する。選定したパラメータに基づき、現在から将来まで（氷期・間氷期 1
サイクル）に対し同様のシミュレーションを実施し、将来の地形をシミュレートする。 
②代表的な河川周辺領域における 3 次元地形変化シミュレーション 
夷隅川流域（図 6.4-3 の赤枠内）において、①で選定したパラメータに基づき 3 次元地

形変化シミュレーションを実施し、①で求めた将来の地形を再現するように、パラメータ

を調整する。 
③房総半島全域における 3 次元地形変化シミュレーション 

房総半島全域（図 6.4-3 に示す全領域）において、②で選定したパラメータに基づき 3
次元地形変化シミュレーションを実施する。 

 

 
図 6.4-3 3 次元地形変化シミュレーションの試行範囲 

（投影法：UTM（ユニバーサル横メルカトル図法）54 帯、 
左上 UTM 座標：X=367,850, Y=3,970,200、右上 UTM 座標：X=530,150, Y=3,860,850） 

 
3 次元地形変化シミュレーションは、既往の文献等から求めた多くのデータを組み合わせる

ことで実施されている。シミュレーションの手順とデータの流れを、図 6.4-4 に示す。 
  

-100ｍ
夷隅川

-200ｍ

3D_Simﾄﾗｲｱﾙ
対象範囲
(78.75×53.55km)

-100ｍ
夷隅川

-200ｍ

3D_Simﾄﾗｲｱﾙ
対象範囲
(78.75×53.55km)
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図 6.4-4 3 次元地形変化シミュレーションの手順とデータの流れ 
 

 

基盤地質図 
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岩石物性値等 

シミュレーション結果 
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基盤深度 
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隆起に関する文献 

段丘高度 

TT法 
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地形変化シミュレーション
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花粉分析等による古気候

 

出力データ 

入力データ 

期間データ間の演算等 

3次元地形変化シミュレー

ションに与えるデータ 

海水準変動に関する文献 
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（2） 評価手法 
3 次元地形変化シミュレーションは、領域を正三角形（1 辺 150m）のメッシュで区分し、各

メッシュにおける隆起量、および、メッシュ間の侵食・堆積に伴う物質の流入・流出量を足し

合わせることで評価される（図 6.4-5）。 
 

 
図 6.4-5 3 次元地形変化シミュレーションのメッシュモデル 

 
シミュレーションにあたっては、領域を図 6.4-6 に示すように陸域（斜面領域、遷移領域、

河川領域）および海域に分類し、各領域に特有な侵食・堆積作用を考慮したアルゴリズムを使

用している。 

 

  （ａ）シミュレーションの 4 つの場         （ｂ）侵食と標高変化の概要モデル 
   （草野ほか、2009(2)より引用）    （日本原子力研究開発機構、2007(3)より引用） 

図 6.4-6 シミュレーションの基本概念 
  

海

 
沖 積

 

河川領

 

斜面領

 

遷移領

 

S

 
S

 

S1：斜面／遷移領域境界 S2：遷移／河川領域境界 

分水嶺

流入フラックス

流出フラックス

標高低下

注目メッシュ

分水嶺

流入フラックス

流出フラックス

標高低下

注目メッシュ

注）矢印が落水方向で、太い矢印ほど

集水面積が大きいことを表わす。 
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（a） 侵食アルゴリズム 
陸域での侵食量は上流部の斜面領域、中～下流部の河川領域、その間の遷移領域の 3 つの場

によって区分され、それぞれの場の侵食量（流出フラックス）を次の基本式で計算する。 
 
・斜面領域（x＜S1） 
  Outflux = (1/Geo_dd)×DS×DR×GD×W 
・遷移領域（S1≦x＜S2） 
  Outflux = (1/Geo_dd)×{f×DS＋(1-f)}×DR×GD×W 
・河川領域（S2≦x） 
  Outflux = (1/Geo_dd)×DR×GD×W 

ここで、S1：斜面領域/遷移領域の閾値（流下距離）、S2：遷移領域/河川領域の閾値、 
Geo_dd：地質係数、DS：斜面係数、DR：河川領域の拡散係数、 
GD：勾配（下流側の点との勾配）、W：2 点間の距離、 
f：遷移領域での斜面式の重み  [f=(S2－x)/(S2-S1)]  

 ・海域 

  海食の影響を再現するために、海と隣接し基盤が露出している（沖積層厚さが 10cm以下）

メッシュに対してのみ、上式の浸食式を適用する。 

 
（b） 堆積アルゴリズム 
・斜面領域 

斜面領域では流下距離にかかわらず年間の移動量を与え、生産された土砂はこの区間に均

等に移動・堆積させる。 
・河川領域 

河川領域の先頭を基準として年間の土砂移動量を定義し、流下距離に対して指数的に堆積

範囲（運搬距離）を増大させる。堆積範囲は次式によって計算する。 

 
ここで、W：任意点の堆積範囲、Wr：河川先頭で生産された土砂の堆積範囲、 

L：河川域での任意点の流下距離（対数）、Ls：河川先頭の流下距離（対数）、 
Diff_k：礫径係数 

・遷移領域 
基本的に河川領域と同じ方法で計算する。この場合、前式における流下距離の比は 1.0 よ

りも小さくなり、堆積範囲は河川先頭を基準とした堆積範囲よりも短くなる。 
・海域 

Gaussian 関数により、河口からの距離が遠くなるほど堆積量を小さくする方法で拡散堆積

させる。この際、拡散堆積する範囲は流域面積の平方根に比例するモデルを用いている。こ

の方法で堆積させると、楔形の堆積構造をもつ海底堆積物が形成される。 
ただし、東京湾において勾配が緩い底置層（bottomset bed：河口三角州の一番下にあって

沖合まで広がる細粒の泥質物質の地層）と勾配の急な前置斜面（foreset slope：河口三角州の

前面に形成される急勾配の斜面）から構成される沖積構造を見ると、前置斜面基部の水深は

20 m 前後となっている。このような構造は運搬されてきた土砂の砂と泥の篩い分けによって

kDiff

Ls
LWrW

_







×=
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形成される(4)。つまり、前置斜面は砂によって構成され、泥は海水中に長期間浮遊するため

に広範囲に拡散する。 
この堆積方式を 3 次元地形変化シミュレーションに取り入れるため、水深 20 m までは拡

散した土砂の全量が堆積するとし、20 m 以深では 30 m で半値となる Gaussian 関数で堆積量

を減少させ、底地層範囲での堆積量を減少させた。なお、Gaussian 関数により堆積させなか

った土砂は、海流によって沖合（系外）に運搬されることとした。 
シミュレーションで使用する各パラメータの概要を、表 6.4-1 に示す。 

 
表 6.4-1 シミュレーションで使用するパラメータ 

パラメータ名 内   容 

礫径係数 流下距離に対する礫径の変化（分解の程度）を表わすパラメータで、

大きな値ほど細かくなりやすく、堆積区間が長いことを示す。寒冷

期には降水量減少に伴って河川運搬力が低下することにより、礫が

分解されにくくなって凹型度が小さくなるという従来の知見を、礫

径係数の変化で表現できることになる。 

地質係数 沖積層を 1.0としたときの地質の硬さの倍率を表す数値で、シミュ

レーションではその逆数を使用して侵食の受けにくさ（侵食耐性）

を表す。一軸圧縮強度に関連する値と考えられる。 

河川拡散係数 

（河川係数） 

河川領域における侵食力（侵食速度）に相当するパラメータで、こ

れに 2点間の勾配と距離を乗じて侵食量を求める。 

斜面係数 河川領域の侵食力に対する斜面領域の侵食力の割合を表す係数で、

斜面領域ではクリープによる非常にゆっくりとした土砂移動が主

であることから、河川領域における侵食量にこの係数を乗じること

によって侵食量を小さく抑える。 

斜面／遷移／河川境界 クリープによる物質移動領域と、流水による運搬が卓越する領域お

よび両者の遷移領域を区分するための数値で、シミュレーションで

は斜面／遷移境界と遷移／河川境界をそれぞれ上流端からの距離

として与える。 

拡散範囲初期値 

（初期堆積範囲） 

河川領域の先頭で侵食された土砂の堆積範囲を表わす。任意点での

堆積範囲はこの値を基準として、流下距離に応じて指数的に増大さ

せる。 

気候係数 氷期の河川流量減によって、礫径係数および拡散範囲初期値の値を

温暖期(現在)に対してどれだけ減らせばよいかという比率を表わ

す。一般的には 0.6～0.7 程度の値となり、中間期の値は海水準に

応じて比例式で与える。 
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（3） 評価条件 
地形変化シミュレーションを実施するためには、図 6.4-4 に示した入力データ（初期地形、

隆起量、地質係数、沖積層厚さ、海水準変動）が必要となる。以下にそれらの設定を示す。 
 
（a） 初期地形 

日本原子力研究開発機構による 100m メッシュの DEM（Digital Elevation Model：数値標高モ

デル）(5)より、陸域および海域の標高データを作成した（図 6.4-7）。 

 
図 6.4-7 陸域および海域の標高データ（100 m メッシュ DEM） 

 
房総半島における地質については、産業総合技術研究所による縮尺 1/20 万のシームレス地質

図(6)、千葉県の自然史における表層地質図(7)、海上保安庁水路部発行の地質構造図(8)(9)(10)(11)(12)

に基づき、図 6.4-8 のような 6 つの区分から成る基盤地質図を作成した。 

 

図 6.4-8 基盤地質データ 
 

後期更新世 
下総層群上部に相当 

中期更新世 
下総層群下部に相
 
前期更新世 
上総層群上部に相当 

後期中新世～鮮新世 
上総層群下部に相当 

中期中新世 
～後期中新世 
三浦層群に相当 

始新世 
～前期中新世付加帯 
嶺岡・保田・葉山 
層群に相当 
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（b） 隆起量 
陸域においては既往の文献(13)(14)に基づく領域に応じた海成段丘のデータ、海域においては最

終氷期の最大海面低下期に形成された海底谷末端の高度から、隆起速度分布を推定している（図 
6.4-9）(15)。シミュレーションで実際に利用する隆起速度分布は、等高線データから IDW（Inverse 
Distance Weighted：逆距離荷重法）により内挿することで求めている。 

 
図 6.4-9 隆起速度分布データ 

 
（c） 地質係数 

地質係数は岩石の侵食に対する抵抗性の指標であり、この逆数を用いて単位時間当たりの侵

食量が算出される。すなわち、沖積層が年間 10 cm 侵食される地点に地質係数 100 の基盤が現

われている場合、沖積層侵食量の 1/100 となる年間 1 mm が侵食される計算となる。 
河床縦断形シミュレーションの結果により、地質係数は P 波速度との関係性があることが確

認されており、図 6.4-10 に示すように、P 波速度が大きくなる（すなわち固結度が高く、緻密

な岩石である）ほど、地質係数が大きくなる（侵食されにくい）傾向にある。 

 
図 6.4-10 地質係数と P 波速度の関係(5) (16) 

 

三箇・安江(2008)のデータ 

JAEA(2008)のデータ 

河床縦断形シミュレーションで推定された地質係数 

岩
石
の

P
波
速
度
（

km
/s）
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このことから、3 次元地形変化シミュレーションは、P 波速度に応じて設定した地質係数に

基づき実施した（図 6.4-11）。 

 
図 6.4-11 基盤地質の地質係数 

 
（d） 沖積層厚さ 
東京湾や九十九里浜では、氷期に形成された谷が沈水し沖積層に覆われた埋没谷が分布する。

これら埋没谷では沖積層が厚く堆積しており、また、東京湾では埋没谷以外の海底にも厚い沖

積層が堆積している。このような沖積層は未固結状態であり、海水準低下により陸化した際に

は、基盤よりも容易に侵食され、比較的短期間に地形変化が起きると考えられるため、沖積層

の厚さを求めることが必要である。 
沖積層厚さは、現在の地形データから既往の文献(17)(18)より作成した基盤等深度線の値を差し

引くことで算出されている（図 6.4-12）。 

 
図 6.4-12 沖積層厚さ分布データ 

 

80 100
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130

80 100
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注）等高線・等深線は 100 m
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（e） 海水準変動 
海水準変動は、Chappell（1994）(19)による直近の氷期・間氷期 1 サイクルの変動曲線（基準

シナリオ）に加え、Waelbroeck et al.（2004）(20)の海水準変動曲線および EPICA（2004）(21)の酸

素同位体比曲線から算出した海水準変動曲線に基づき、海水準変動規模に応じて選定した 3 つ

のシナリオを設定している（表 6.4-2）。 
 

表 6.4-2 選定した 4 種類の海水準変動シナリオ 

名称 海水準変動

規模 

平均 
海水準 
（m） 

変動幅 
（m） 

期間（ka） 
期間長 
（万年） 開始 終了 

基準シナリオ 中～大 -53.6 120 125 0 12.5 

シナリオ１ 大 -51.6 152 691 574 11.7 

シナリオ２ 中 -53.8 110 823 691 13.2 

シナリオ３ 小 -28.8 66 596 484 11.2 
 

 

図 6.4-13 選定した 4 種類の海水準変動シナリオの年代位置 

 
以下では、このうち最も直近のシナリオである基準シナリオに対する結果について述べる。 

  

（m
 

海

 

水 

  

直近の12.5万年分は 
Chappell (1994) を 利

 

年 代（ka） 
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（4） 評価結果 
 初期状態における房総半島の表層地質図、および、3 次元地形変化シミュレーションによっ

て得られた 12.5万年後（氷期・間氷期 1サイクル経過後）の表層地質と海岸線の変化を、図 6.4-14
に示す。また、12.5 万年間の標高変化量を図 6.4-15 に示す。 

 

（a）初期状態 

（b）12.5 万年後（氷期・間氷期 1 サイクル経過後） 
図 6.4-14 氷期・間氷期 1 サイクルによる表層地質と海岸線の変化

 

下総層群上部に相当 

下総層群下部 
に相当 

上総層群に相当 
 

三浦層群に相当 

嶺岡・保田・葉山

層群に相当 

初期沖積層 

20.5 
 

37.0 
 

12.3 
 

背景は 12.5 万年後の表層地質図 黒線は現在の海岸線  
水色は 10 万年後（海水準-93 m）の海岸線 
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図 6.4-15 12.5 万年間の標高変化量 

 
3 次元地形変化シミュレーションの結果より、房総半島における地形変遷について以下のこ

とがわかった。 
 

 現在よりも海岸線が後退する地域が多く、後退量は海底地形と隆起量に影響さ

れるが、房総南部は 5 km 程度、夷隅川付近で 10 数 km 程度の後退量が推定さ

れる。一方、九十九里浜では海岸線が現在よりも 20 km 程度前進すると予測さ

れたが、この地域では漂砂による土砂供給が考えられるために、それよりは後

退するものと思われる。 
 隆起量の差と沖積層の形成によって東京湾は盆状構造となり、陸化ないし浅海

となる。 
 内陸部の標高は環境（海岸までの距離、隆起量、海底地形等）によって地域的

な違いが現れる。 
 夷隅川南側の海岸部では、隆起および海岸線の後退による標高の上昇が大きく、

100 m 程度上昇する地域も認められ、現在よりも険しい山地が形成される。 
 標高変動幅は房総半島北部で 5 m 程度と小さく、中部付近で 10～20 m 程度、

南部では 30～40 m と、南部ほど大きくなる。また、陸域に比較して海域で大

きい。とくに大きな地域は房総半島南部の西海岸や三浦半島沖であり、100 m
以上の変動幅が推定される。 

 外洋に面した沿岸域では海食による影響により変動幅が大きくなる。 
 
  

（単位：

注）コンターと数値は隆起速度
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6.4.2  地下水流動解析 
 
（1） 解析概要 
気候・海水準変動および隆起・侵食による天然バリアでの地下水流動の変化を調べるために、

6.4.1 の房総半島に対する地形変化シミュレーションの結果に基づき、2 次元非定常浸透流・塩

分濃度解析（密度を考慮）による影響評価を実施した（解析コード：有限要素法による多孔質

媒体中での 2 次元地下水流動評価コード MIG2DF(22)（日本原子力研究開発機構所有））。 
評価は、以下の点に着目して実施することとし、表 6.4-3 に示す解析ケースを設定した。 
 
 サイトの特性による影響の違い 
 沿岸域のサイトを対象とした場合、気候・海水準変動および隆起・侵食による影響は以下   
の観点から分類できると想定される。 
  ①処分システムが、陸側／海側のどちらにあるか 
  ②対象領域が、遠浅／急峻な領域のどちらに対応するか 
   （遠浅：地形的に平坦であり、隆起量が小さい領域 
    急峻：地形的に急峻であり、隆起量が大きい領域） 
 これらのサイトの特性の違いが、結果にどのように反映されるかを調査する。 
 
 評価上重要な項目の検討 
一般に海水準変動を考慮する場合、解析上簡単のために平均化した海水準変動により評価

が行われる場合が多い（図 6.4-16）。これらの解析上の設定の違いが、結果にどのように反

映されるかを調査する。 

 
図 6.4-16 海水準変動の設定 

 
表 6.4-3 解析ケース 

解析ケース モデル 処分場位置 海水準変動 

A-1 
遠浅モデル 

陸側 / 海側 

亜氷期を考慮した海水準変動 

A-2 平均的な海水準変動 

B-1 
急峻モデル 

亜氷期を考慮した海水準変動 

B-2 平均的な海水準変動 

亜氷期を考慮
した海水準変動

平均的な
海水準変動
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 解析の流れを図 6.4-17 に示す。 

 

 
図 6.4-17 地下水流動解析の流れ 

 
 ・地下水流動解析は、現在から 12.5 万年後（氷期・間氷期 1 サイクル経過後）まで実施する

こととした。実際には 12.5 万年後以降も気候・海水準変動／隆起・侵食の影響は継続する。

しかし、地形変化シミュレ－ションは上記期間に対してのみ行われていること、海水準変

動が 12.5 万年以降も同じサイクルを繰り返すとは言えないことから、本評価では解析期間

を 12.5 万年間とした。 
 ・地形変化シミュレーションに基づく地質構造の変化は、解析の都合上、地質構造モデルを

1 万年毎に入れ替えることにより評価した。 
 ・MIG2DF では、塩分濃度解析において経時的に可変境界を設定できないため、2,000 年毎に

海水準変動を考慮し、境界条件を入れ替えることとした。 
 ・計算精度を上げるため、タイムステップは 0.05 年と十分細かく設定した。 
 
（2） 地下水流動解析のための地質構造モデルの構築 
 
（a） 2 次元断面の選定 
 地下水流動解析の対象とする 2 次元断面を選定するために、まず現在の標高および隆起速度

の分布図から、遠浅モデル／急峻モデルに対応する領域として九十九里／鴨川周辺の領域を選

定した（図 6.4-18）。 
 

  
図 6.4-18 遠浅／急峻モデルに対応する領域 

（左図：隆起速度分布図、右図：標高分布図） 
  

初期状態（現在）

12.5万年後
（氷期・間氷期1サイクル）

非定常地下水流動・塩分濃度解析（密度を考慮）

・ 地質構造モデル ： 1万年毎に入れ替え

・ 海水準変動 ： 2,000年毎に考慮

・タイムステップ 0.05年

・許容誤差
圧力水頭：5cm
塩分濃度：1E-3

遠浅 

急峻 

遠浅 

急峻 



- 6-96 - 
 

各領域内での 2 次元断面方向は、断面が各領域における地質分布に直交するように選定した。 
図 6.4-19 に房総半島の地質平面図を示す。図に示されるように、当地域は下位より前～中期

中新統、三浦層群、上総層群、下総層群の順で北に向かうほど地層年代が新しく、一部火山起

源の堆積物を含むがそれ以外は砂岩、泥岩、砂岩/泥岩互層である。前～中期中新統の部分には

東西軸の背斜構造があり、その上に三浦層群が北傾斜で堆積している。さらに黒滝不整合を境

としてその上位に北西傾斜（北東－南西走向）の上総層群、下総層群が分布している。黒滝不

整合を境とし、上下で大きな地質構造の違いが存在するが、上総層群から下総層群にかけては

北西の盆地中心である東京湾に向かって緩やかな単斜構造を呈しており、比較的走向方向に対

して一様な地質が広がっているものと考えられる。以上より、鴨川および九十九里をとおって

地質構造に直交する断面方向として、図 6.4-19 の赤点線位置を選定した。 

 

図 6.4-19 遠浅／急峻モデルに対する断面方向 
（背景：房総半島の地質平面図(5)） 

 
図 6.4-19 に示した各断面方向に対し、2 次元断面の範囲を以下の様に選定した。 
陸域：現在における標高が最も高い位置（分水嶺と仮定） 
海域：氷期・間氷期 1 サイクルにおける最大海退時の汀線位置 

最終的に選定した 2 次元断面を、図 6.4-20 に示す。 
 

遠浅 

急峻 

下総層群 

上総層群 

黒滝不整合 
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図 6.4-20 遠浅／急峻モデルに対応する 2 次元断面の選定位置 

（背景：地形変化シミュレーションによる 12.5 万年間の標高変化量） 
 
 各モデルの断面位置での地表面標高の変化の様子を、以下に示す。 
 

① 遠浅モデル 
 現在（0 年）、5 万年後、12.5 万年後の遠浅モデルに対する地表面標高を、図 6.4-21 に示す。 

 
図 6.4-21 地表面標高の経時変化（遠浅モデル） 

 遠浅モデルでは隆起量が小さいため、12.5 万年間の地形変化はそれほど大きくない。ただし、

陸棚周辺での地形形状は時間経過とともに変化している。5 万年後において 48,000m 前後に階

段状の地形が見られるが、これは 4～6 万年後の急速な海面低下と、その後の 6～9 万年後の海

面の停滞によって、海岸線付近が侵食されたためであると考えられる。また、12.5 万年後にお

いて 5 万年後に見られた段丘地形が消滅し平滑な地形となっているが、これは 10 万年以降の海

進によって沖積層の堆積が進んだためであると考えられる。 
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② 急峻モデル 
 現在（0 年）、5 万年後、12.5 万年後の急峻モデルに対する地表面標高を、図 6.4-22 に示す。 

 
図 6.4-22 地表面標高の経時変化（遠浅モデル） 

 
 急峻モデルでは隆起量が大きいため、遠浅モデルに比べると地形の起伏が大きく、特に太平

洋側の陸棚の標高が時間とともに上昇している。陸棚での隆起速度は 1.6mm/year 程度であるた

め、12.5 万年間の隆起量は約 200m であるが、地表面の上昇量は約 100m であるため、100m 前

後の侵食を受けていることがわかる。また、約 28,000m の位置に海食による高さ 80m 程度の海

食崖が形成されているが、これは海進時に形成されたものと考えられる。 
 
（b） 地質構造の設定 
・現在の地質構造 

房総半島の地質構造は、基本的には日本原子力研究開発機構（2008）(5)によって編集された

地質図を踏襲し、地下深部については浅尾・伊藤（2011）(23)のデータを参照して既往の日本原

子力研究開発機構（2008）による地質図を修正することとした。 
日本原子力研究開発機構（2008）によって編集された断面は北西―南東方向の 4 断面と北東

－南西方向 3 断面であり、海域の一部については図 6.4-24 の断面測線（黒線）の端まですでに

地質図が作成されている。これらは、陸域のボーリング、物理探査など数多くのデータに基づ

いて推定されていることから、地質境界位置に関しては信頼性が高いものと考えられる。一方、

太平洋側の陸棚海域については別途、日本原子力研究開発機構（2008）によって編集された海

域の地質編集図があるが、海底の表層堆積物、露岩等の表層のデータしかなく、地質図はそれ

ら数少ない情報をもとに地質境界が推定されているのが現状である。 
今回の解析対象である鴨川断面については日本原子力研究開発機構（2008）の C-C’断面と一

致する（図 6.4-23）ことから、これをそのまま活用した。一方、九十九里断面に関しては、一

致する断面がないため、陸域については九十九里断面と交差する既往の A-A’断面、①-①’およ

び②-②’断面と③-③’断面および浅尾・伊藤（2011）の反射法地震探査記録と石油公団のデータ

を編集した図 6.4-24 を参考として作成した。 

-300

-200

-100

0

100

200

300

0 10000 20000 30000 40000

地
表

面
標

高
(m

)

距離(m)

急峻モデル

現在

5万年後

12.5万年後

 海食崖の形成 



- 6-99 - 
 

 
図 6.4-23 房総半島における対象断面位置（赤線）と既往反射測線 

（青線：千葉大学、千葉県、石油公団による探査実施測線、東西測線は図 6.4-24 の平面位置、

黒線：日本原子力研究開発機構、2008） 
 

 
図 6.4-24 東京湾-房総半島-九十九里沖の反射法探査断面（東西断面） 

 
図 6.4-25 は、日本原子力研究開発機構（2008）によって編集された房総半島太平洋側の海域

の地質平面図と地質断面図である。図に示すように海底において基盤情報があるのは陸棚の東

端のみであり、九十九里断面延長部にあたる D-D’断面では上総層群相当の B 層と三浦層群相

当のC層との境界が深度 1,000m付近に推定されているが、その他の境界に関する情報はない。

E～G 断面においては、九十九里浜の海岸線沿いのボーリングデータがあり、深度 2,000m～

1,000m の位置に上総層群基底が推定されていることから、その地点と九十九里浜沖合 40～
50km の三浦層群相当の C 層上面と連続するものと解釈されている。したがって、上総層群基

底面位置は、九十九里浜から沖合に向かって浅くなっており、西傾斜である。 
上総層群内部の構造に関する情報はないが、図 6.4-24 の反射法探査断面（東西断面）（浅尾・

伊藤、2011）のうち九十九里沖を見ると上総層群は西傾斜をしつつも黄和田層～黒滝不整合間
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（R9～R10 間）は層厚を増しながら東方に広がっている様子が読み取れる。なお、図 6.4-25
中の日本原子力研究開発機構（2008）の房総半島を横断する A-A’断面東端を見ても三浦層群よ

りも上位の上総層群はやはり層厚を増していることから、海域については日本原子力研究開発

機構（2008）の構造をそのまま東方延長に外挿することとした。 
陸域について浅尾・伊藤（2011）の地質断面図と日本原子力研究開発機構（2008）を九十九

里浜で各地質境界の深度を比較した場合、浅尾・伊藤（2011）のほうが全体的に 200～300m 浅

い傾向にあるが、各層の層厚、地層の傾斜方向等はおおむね一致していることから、これは断

面図位置のオフセットによるずれと判断し、既往の日本原子力研究開発機構（2008）による地

質構造の修正は行わなかった。以上のことを考慮し、現在の九十九里断面および鴨川断面を推

定した結果を図 6.4-26、図 6.4-27 に示す。 

 
図 6.4-25 房総半島海域における地質平面図および断面図 
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図 6.4-26 九十九里断面編集図 

（S:下総層群、KS:笠森層、KA:柿ノ木層、KU:国本層、U:梅ヵ瀬層、O:太田代層、KD:黄和田

層、O-K:大原層～勝浦層、M:三浦層群、PT 古第三系）、▼：海岸線位置） 

 
図 6.4-27 鴨川断面編集図（凡例は図 6.4-26 と同じ） 

 
図中、上総層群は笠森層（KS）～勝浦層(K)までであり、堆積中心である下総層群中央部に

向斜軸を持ち、東の陸棚付近に背斜中心がある。地質構造としては、三浦層群直上に大きな不

整合境界（黒滝不整合）があり、上総層群、下総層群が順次、西傾斜の堆積構造を呈している。

基本的には日本原子力研究開発機構（2008）による地質断面図を反映した形となっているが、

先に述べたように九十九里断面においては、起点から 5,000m～7,700m 間は海域の推定断面（図 
6.4-25）を参照しているため、大原層～勝浦層と三浦層群境界および大原層～勝浦層と古第三

系との境界は、陸域からの西傾斜の構造をそのまま陸棚方向（東方）に外挿している。なお、

両地域とも、下総層群より以浅には第四紀後期の段丘堆積物、沖積層が上載しているが、層厚
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が 20m～30m 以下であり、広域の地下水流動に与える影響は小さいことが予想されるため、図 
6.4-26 および図 6.4-27 には表現しなかった。 
 
・将来の地質構造 
 将来の地質構造は、将来の隆起量（沈降分）だけ現在の地質境界線が上昇（下降）するもの

とした。ただし、隆起した地質境界が地表部分を越えた場合、該当部分を削除し地質境界を居

表面に接合することとした。 
なお、隆起量分布図で示されている隆起量あるいは隆起速度は、年代値の明らかになってい

る段丘面の標高（m）をもとに地形学的に算出された値であるため、地下深部の地質境界にこ

れを適用して良いという保証はない。しかし、ここではそれに代わるデータは知られていない

ため、傾動隆起や褶曲等の水平方向への地盤の移動量は小さいものとし、既往の隆起（沈降）

量は深度方向に同じ値であると見なして、同一地点の地表部の隆起量と地下の地質境界の隆起

量は同じであるとした。 
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（3） 解析条件 
 （2）で作成した地質構造モデルに基づき、地下水流動解析を実施した。以下に、解析に使用

したモデルおよび解析条件について示す。 
 
（a） 解析モデル 
 解析対象は、（2）で作成した遠浅／急峻モデルの 2 つとする（図 6.2-28～図 6.2-31）。各モ

デルにおけるメッシュの大きさは、幅方向：100m（地形変化シミュレーションのデータ間隔）、

深度方向：浅部～深部で 30～200m 間隔で徐々に大きくなるように設定した。 
 
 ①遠浅モデル（幅約 52km×深さ約 3km、要素数 15,420、節点数 15,965） 

 
図 6.4-28 解析領域（遠浅モデル）（背景：地質分布（色区分は表 6.4-4 に準拠）） 

   
図 6.4-29 解析に使用したメッシュ（遠浅モデル） 

 
 ②急峻モデル（幅約 43km×深さ約 3km、要素数 12,849、節点数 13,299） 

 
図 6.4-30 解析領域（急峻モデル）（背景：地質分布（色区分は表 6.4-4 に準拠）） 

     
図 6.4-31 解析に使用したメッシュ（急峻モデル） 

 
（b） 水理定数 
各地層における水理定数は、房総半島を対象とした既往の地下水流動解析(24),(25)に基づき、表 

6.4-4 のように設定した。 
大原～勝浦層の透水係数は、遠浅／急峻モデルで異なる設定としている。大原～勝浦層は、

大原層（泥岩優勢の砂質泥岩）・浪花層（泥岩）・勝浦層（砂質泥岩）から形成されており、透

水係数が高いと想定される勝浦層は勝浦海岸（鴨川周辺）を参考としている。そのため、本評

価では九十九里周辺では勝浦層の分布が少ないと仮定し、遠浅モデルにおける大原～勝浦層の

透水係数として、砂岩と泥岩の幾何平均値 1.0E-6m/s を採用した 
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表 6.4-4 水理定数 
地層 層相 透水係数（m/s） 間隙率（%） 比貯留係数（1/m） 

下総層群 砂岩主体 3.0E-05 50 5.00E-04 

笠森層 泥岩主体 1.0E-07 50 

5.00E-05 

柿ノ木台層 砂岩～砂質泥岩 4.0E-05 45 

国本層 泥岩主体 1.0E-07 45 

梅ヵ瀬層 砂岩主体 4.0E-05 40 

大田代層 砂質泥岩 5.0E-07 45 

黄和田層 泥岩主体 1.0E-07 45 

大原～勝浦層 砂岩～砂質泥岩 
4.0E-05（急峻） 

1.0E-06（遠浅） 
45 

三浦層群 砂岩～泥岩 3.0E-07 40 

古第三系～先第三系 砂岩～泥岩 2.0E-07 40 

 
（c） 海水準変動 
 海水準変動は、図 6.4-16 に示した以下の 2 ケースについて評価する。 
  ・亜氷期を考慮した海水準変動 
  ・平均化した海水準変動 
 
（d） 涵養量 
 房総半島における現在の涵養量は、既往の地下水涵養量の推定例（近藤、1985）(26)を参考に

設定した（図 6.4-32）。既往の評価結果より、地下水涵養量は 262mm/年～905mm/年（平均約

600mm/年）となっていることから、本評価では現在の涵養量を 600mm/年と設定した。 

 
図 6.4-32 房総半島の涵養量に関する評価例 

 
将来の涵養量の変化は、将来の降水量に対する既往の評価（松末他、2000）(27)から推定した。

図 6.4-33 に、花粉データから算出した過去 8 万年間の年間降水量の変化（中日本気候区）と、

推定した涵養量の変化を示す。 

年平均降水量(mm/y)

銚子気象台HP

地下水涵養量の推定例

調査地域の降水の直接流出率（f）を20%と
仮定→房総半島中央部で約600mm/yと推

定。極端な降雨ケースを想定して解析ケー
スには，262mm/y～905mm/yを設定
（近藤1985）
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図 6.4-33 過去 8 万年間の年間降水量の変化と涵養量（推定値）の変化 

 
過去 8 万年間の降水量は、全国的に寒冷期は 1,000mm/年以下（平均約 500mm/年）、2 万年前

から現在にかけて徐々に降水量は増加する傾向にある。これは最終氷期から現在に向かって温

暖期に入り、気温が上昇し湿潤気候に変化するためであると考えられている。涵養量に関する

過去の情報はないが、仮に涵養量の変化が降水量の変化（中日本の場合、涵養量/降水量が寒冷

期は温暖期の約 1/3）と同じ割合で変化すると仮定すれば、現在の房総半島の涵養量 600mm/年
は過去の寒冷期には 200mm/年前後であったものと思われる。ただし、12.5 万年前の最終間氷

期～8 万年前までは、データがないため、図中、12.5 万年前の涵養量を現在と同じ 600mm/年と

し、8 万年前まで直線的に涵養量が低下したと仮定して表示している。 
本評価では、涵養量変化が過去～現在と同じ状態で将来も推移すると仮定し、現在 600mm/

年の涵養量が将来の寒冷期に向かって徐々に低下し、次期氷期に 200mm/年に達した後、10.5
万年後までは一定で、次期間氷期に再び 600mm/年に戻ることと予想した（表 6.4-5）。 
 

表 6.4-5 将来の涵養量変化の設定値 

 

年
間

降
水

量
（

m
m

/y
）

年
間

降
水

量
（

m
m

/y
）

12.5万年前

時間（yr） 涵養量
(mm/yr)

現在 0 600 

現在～次期
氷期

10000 500
20000 400
30000 300
40000 200
50000 200
60000 200
70000 200
80000 200 
90000 200

100000 200
次期氷期 105000 200
次期氷期～
次期間標記

110000 300
120000 500

次期間氷期 125000 600 
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（e） 境界条件・初期条件 
境界条件・初期条件を図 6.4-34、図 6.4-35 に示す。 
 

・境界条件（浸透流解析（不飽和）） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.4-34 境界条件（地下水流動解析） 
 
・境界条件（物質移行解析） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.4-35 境界条件（物質移行解析） 
・初期塩分濃度分布 
 初期塩分濃度分布については、各モデルに対して化石塩水で満たされた状態に対する洗い出

し解析を行い、おおよそ定常となる塩分濃度分布を計算した（遠浅モデル：3 万年間、急峻モ

デル：7 万年間）。洗い出し解析は現在（0 年）の状態に対して行っており、地形変化や海水準

変動を考慮していない。実際にはこれらの影響を考慮する必要があるが、過去から現在に対す

る 3 次元地形変化シミュレーションを行っていないことから、洗い出し解析においては現在の

状態のみを考慮した。ただし計算した塩分濃度分布については、既存井戸データによる観測値

から推定される塩淡境界（日本原子力研究開発機構、2008(5)）との比較を行い、大きく乖離し

ていないことを確認した。 
 房総半島の九十九里／鴨川領域に対し、既存井戸データから推定される塩淡境界を、図 
6.4-36 および図 6.4-37 に示す（青点線）。 

海水準 

陸域表面：涵養量 海域表面：圧力静水圧固定 

海域側面： 

圧力静水圧 

固定 
不透水 

不透水 

海水

 

陸域表面：濃度 0固定 海域表面：濃度 1固定 

海域側面： 

濃度 1固定 

分散フラックス 0 

分散フラックス 0 
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図 6.4-36 九十九里周辺の地下水分布（青○～赤○：淡水，赤●：塩水） 

 
図 6.4-37 鴨川付近の地下水分布（青○～赤○：淡水，赤●：塩水） 
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（4） 解析結果 
 
（a） 現在（0 年）に対する解析結果 

現在（0 年）における全水頭（密度を考慮）、流速分布、および、塩分濃度分布（海水を 1 に

規格化、白点線：既存の井戸データによる推定塩淡境界）を図 6.4-38～図 6.4-43 に示す。 
 
①遠浅モデル 

 
図 6.4-38 現在（0 年）の全水頭（密度を考慮）（遠浅モデル） 

 
図 6.4-39 現在（0 年）の流速分布（遠浅モデル） 

 
図 6.4-40 現在（0 年）の塩分濃度分布（遠浅モデル） 

②急峻モデル 

 
図 6.4-41 現在（0 年）の全水頭（密度を考慮）（急峻モデル） 

 
図 6.4-42 現在（0 年）の流速分布（急峻モデル） 

 
図 6.4-43 現在（0 年）の塩分濃度分布（急峻モデル） 
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流速分布の結果より、流速は主に透水係数に比例していることが確認できる。 
塩分濃度分布の結果より、洗い出し解析により求まった塩淡境界は、既存の井戸データから

推定される塩淡境界と比較的一致していることが確認できる。 
また、全水頭の分布が塩分濃度分布と類似していることから、流れの方向は塩分濃度分布に

依存していることがわかる。急峻モデルに対して、塩淡境界前後での流れの方向を示した図を

図 6.4-44 に示す。 
 

 
図 6.4-44 塩淡境界付近での流れ方向 

（背景：塩分濃度分布） 
 

 これより海水準（塩淡境界）の前後では、塩水と海水の密度差により 
陸側（淡水）：塩淡境界に沿って地表（海水準）へ向かう流れ 

   海側（塩水）：深部に潜り込んだ後に地表（海水準）へ向かう流れ 
 となることがわかった。このことは、海水準変動によって領域全体の流れが大きく変化する

ことを示している。 
  

陸側
（淡水）

海側
（塩水）

0

-0.25

-0.5

標高
(km)

17.5                                                           18.8                                                        20.0 (km)
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（b） 海水準変動に伴う塩分濃度分布の変化 
海水準変動に伴う遠浅／急峻モデル（亜氷期を考慮した海水準変動および平均化した海水準

変動）での塩分濃度分布の経時変化を以下に示す。 
 

① 遠浅モデル 
・亜氷期を考慮した海水準変動 

 
 

現在（0 年） 7 万年後 

  
1 万年後 8 万年後 

  
2 万年後 9 万年後 

  
3 万年後 10 万年後 

  
4 万年後 11 万年後 

  
5 万年後 12 万年後 

  
6 万年後 13 万年後 

  
図 6.4-45 塩分濃度分布の経時変化（遠浅モデル：亜氷期を考慮した海水準変動） 

（※図は深度方向を 2 倍にしたスケールで表示している） 
 

  

0.00                   0.25                   0.50                  0.75                 1.00
：汀線位置 
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・平均化した海水準変動 
 

 
現在（0 年） 7 万年後 

  
1 万年後 8 万年後 

  
2 万年後 9 万年後 

  
3 万年後 10 万年後 

  
4 万年後 11 万年後 

  
5 万年後 12 万年後 

  
6 万年後 13 万年後 

  
図 6.4-46 塩分濃度分布の経時変化（遠浅モデル：亜氷期を考慮した海水準変動） 

（※図は深度方向を 2 倍にしたスケールで表示している） 
 
 図 6.4-45 および図 6.4-46 より、淡水化は海水準変動による汀線位置の変化に追随して起こ

っていることが確認できる。 
亜氷期を考慮した海水準変動と平均化した海水準変動の違いとして、2 万年後における海退

の影響、4～5 万年後および 8～11 万年後における海進時の影響の有無による違いが見られる。 
また、淡水域では地形変化に伴う局所流動系の影響が大きく現れていることが確認された。 

これをわかりやすく見るために、例として 2 万年後と 3 万年後の塩分濃度分布（亜氷期を考慮

した海水準変動）を、深度方向を 30 倍のスケールで表示したものを図 6.4-47 に示す。 
  

0.00                   0.25                   0.50                  0.75                 1.00
：汀線位置 
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(a) 2 万年後 

 
(b) 3 万年後 

図 6.4-47 地形変化に伴う淡水化への影響 
（※図は深度方向を 30 倍にしたスケールで表示している） 

 
2 万年後においては、地形の起伏がそれほど大きくないために、淡水化が比較的なめらかに

進んでいる様子が見られる。一方、3 万年後においては地形の起伏が大きくなり、それに応じ

て淡水化が波状に進んでいる。このとき地表面の起伏は数十 m 程度であるが、遠浅モデルでは

領域全体の起伏が緩やかであるために、局所流動系の影響によって流れが大きく変化している。 
 
また塩分濃度解析の結果より、地下深部において一部斑状に淡水化している領域が見られる

が、これは地質構造に起因するものではなく、解析の精度に起因して起こっているものである。

斑状に淡水化している領域は、地下深部の透水性が低い層（三浦層群以下）のみであるため、

後述する流路解析への影響はそれほど大きくないと想定される。 
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② 急峻モデル 
・亜氷期を考慮した海水準変動 

 
 

現在（0 年） 7 万年後 

  

1 万年後 8 万年後 

  

2 万年後 9 万年後 

  

3 万年後 10 万年後 

  

4 万年後 11 万年後 

  

5 万年後 12 万年後 

  

6 万年後 13 万年後 

  

図 6.4-48 塩分濃度分布の経時変化（急峻モデル：亜氷期を考慮した海水準変動） 
（※図は深度方向を 2 倍にしたスケールで表示している） 

  

：汀線位置 0.00                   0.25                   0.50                  0.75                 1.00
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・平均化した海水準変動 
 

 
現在（0 年） 7 万年後 

  

1 万年後 8 万年後 

  

2 万年後 9 万年後 

  

3 万年後 10 万年後 

  

4 万年後 11 万年後 

  

5 万年後 12 万年後 

  

6 万年後 13 万年後 

  

図 6.4-49 塩分濃度分布の経時変化（急峻モデル：平均化した海水準変動） 
（※図は深度方向を 2 倍にしたスケールで表示している） 

 
急峻モデルでは、亜氷期を考慮した海水準変動と平均化した海水準変動の違いはそれほど見

られない（図 6.4-48、図 6.4-49）。淡水域における地形変化に伴う局所流動系の影響は、遠浅

モデルと同様大きく現れていることが確認された。 
  

0.00                   0.25                   0.50                  0.75                 1.00
：汀線位置 
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（c） 処分場からの移行経路の変化 
 沿岸域のサイトに対する気候・海水準変動および隆起・侵食の影響を評価するために、上で

構築したモデルに対して仮想的な処分場を想定し、処分場からの流路が放出時刻によってどの

ように変化するかを調べた。流路解析は、2 次元地下水流動解析コード MIG2DF と連動した粒

子追跡法による移行時間・移行経路の解析コード PASS-TRAC を用いて行った。 
 
仮想的な処分場の想定位置 
 本評価では、沿岸域のサイト（陸側／海側）に対する影響を評価するために、処分場（幅 2km
と仮定）が現海水準から±2km に設置されると想定した。 
 処分場の設置位置は、深度 300m 以下とする。ただし、房総半島では透水性の高い砂岩と透

水性の低い泥岩が互層構造になっており、高透水性の砂岩（透水係数：10-5m/s 程度）に処分場

が設置される可能性は低いと想定される。そのため、本評価では高透水性の層を避けて仮想的

な処分場の位置を選定した。 
 各モデルに対して想定した処分場の位置を、図 6.4-50 および図 6.4-51 に示す。 
 

 
図 6.4-50 処分場の想定位置（遠浅モデル） 

 

 

図 6.4-51 処分場の想定位置（急峻モデル） 
 
 流路解析は、処分場（幅 2km）に対して等間隔に発生させた 50 点に対して実施した。粒子

追跡開始時刻は 0～13 万年までの 1 万年毎とし、各時刻ごとに非定常な地下水流動解析の結果

に対して流路解析を行った。 
亜氷期を考慮した海水準変動に対して流路解析を行った結果（移行経路、移行距離、地表到

達までの平均速度）を、以下に示す。 
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① 遠浅モデル 
移行経路を図 6.4-52、図 6.4-53 に示す。 

 
粒子追跡開始時刻： 
現在（0 年） 

 
1 万年後 

 
2 万年後 

 
3 万年後 

 
4 万年後 

 
5 万年後 

 
6 万年後 

 
図 6.4-52 処分場からの移行経路（１／２）（遠浅モデル：亜氷期を考慮した海水準変動） 

（赤線：陸側（深度 500m）、緑線：海側（深度 300m）、青線：海側（深度 500m） 
からの移行経路、背景：塩分濃度分布） 
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粒子追跡開始時刻： 
7 万年後 

 
8 万年後 

 
9 万年後 

 
10 万年後 

 
11 万年後 

 
12 万年後 

 
13 万年後 

 
図 6.4-53 処分場からの移行経路（２／２）（遠浅モデル：亜氷期を考慮した海水準変動） 

（赤線：陸側（深度 500m）、緑線：海側（深度 300m）、青線：海側（深度 500m） 
からの移行経路、背景：塩分濃度分布） 
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移行距離を図 6.4-54 に示す。 

  
図 6.4-54 処分場からの移行距離（遠浅モデル：亜氷期を考慮した海水準変動） 

 
平均流速を図 6.4-55 に示す。 

 
図 6.4-55 処分場からの平均流速（遠浅モデル：亜氷期を考慮した海水準変動） 

 
 以上より、遠浅モデルでは以下の特徴が確認された。 
 
  処分場（陸側） 

処分場（陸側）からの移行経路は、地下深部へ潜って地表へ向かう経路である。 
海水準変動に伴う経時的な変化は小さく、処分場内の位置によるばらつきも小さい。 

  処分場（海側） 
処分場（海側）からの移行経路は、地下深部へ潜って地表へ向かう経路と、処分場から

直接地表へ向かう経路の 2 つに大別される。 
深度 300m では海水準変動に伴う経時的な変化、および、処分場内の位置によるばらつ

きが大きく、移行距離で最大 2 桁、平均流速で最大 1 桁程度変化する。 
これらの影響は、深度を 500m 程度に下げることで小さくなる。 
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② 急峻モデル 
移行経路を図 6.4-56、図 6.4-57 に示す。 

 
粒子追跡開始時刻： 
現在（0 年） 

 
1 万年後 

 
2 万年後 

 
3 万年後 

 
4 万年後 

 
5 万年後 

 
6 万年後 

 
図 6.4-56 処分場からの移行経路（１／２）（急峻モデル：亜氷期を考慮した海水準変動） 

（赤線：陸側（深度 800m）、緑線：海側（深度 500m）、青線：海側（深度 800m） 
からの移行経路、背景：塩分濃度分布） 
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粒子追跡開始時刻： 
7 万年後 

 
8 万年後 

 
9 万年後 

 
10 万年後 

 
11 万年後 

 
12 万年後 

 
13 万年後 

 
図 6.4-57 処分場からの移行経路（２／２）（急峻モデル：亜氷期を考慮した海水準変動） 

（赤線：陸側（深度 800m）、緑線：海側（深度 500m）、青線：海側（深度 800m） 
からの移行経路、背景：塩分濃度分布） 
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移行距離を図 6.4-58 に示す。 

 
図 6.4-58 処分場からの移行距離（急峻モデル：亜氷期を考慮した海水準変動） 

 
平均流速を図 6.4-59 に示す。 

 
図 6.4-59 処分場からの平均流速（急峻モデル：亜氷期を考慮した海水準変動） 

 
 以上より、急峻モデルでは以下の特徴が確認された。 
 
  処分場（陸側） 
   処分場（陸側）からの移行経路は、処分場から直接地表へ向かう経路である。 

海水準変動に伴う経時的な変化、および、処分場内の位置によるばらつきは小さい。 
  処分場（海側） 

 処分場（海側）からの移行経路は、処分場から直接地表へ向かう経路である。 
深度 500m では海水準変動に伴う経時的な変化、および、処分場内の位置によるばらつ

きが大きく、移行距離で最大 1 桁、平均流速で最大 2 桁程度変化する。 
平均流速に対する変動は、深度を 800m 程度に下げることで小さくなる。 
 

 以上より、遠浅モデルでは深度 500m、急峻モデルでは深度 800m に処分場を仮定すれば、海

水準変動に伴う経時的変化や処分場内の位置によるばらつきが抑えられることがわかった。 
これらの深度に対し、平均化した海水準変動に対しても同様に流路解析を行い、亜氷期の海

水準変動を考慮した場合の平均流速の結果と比較した。以下にその結果を示す。 
 
 

1E+01

1E+02

1E+03

1E+04

1E+05

0 2 4 6 8 10 12

移
行

距
離

(m
)

粒子追跡開始時刻（万年）

陸側

800m

1E+01

1E+02

1E+03

1E+04

1E+05

0 2 4 6 8 10 12

移
行

距
離

(m
)

粒子追跡開始時刻（万年）

海側

500m
800m

1E-04

1E-03

1E-02

1E-01

1E+00

1E+01

0 2 4 6 8 10 12

平
均

流
速

(m
/y

)

粒子追跡開始時刻（万年）

陸側

800m

1E-04

1E-03

1E-02

1E-01

1E+00

1E+01

0 2 4 6 8 10 12

平
均

流
速

(m
/y

)

粒子追跡開始時刻（万年）

海側

500m
800m

95%点

中央値

5%点

95%点

中央値

5%点



- 6-122 - 
 

 
①遠浅モデル（処分場深度：500m） 

 
図 6.4-60 亜氷期を考慮した海水準変動と平均化した海水準変動の比較（遠浅モデル） 

 
 図 6.4-60 より、陸側では海水準を平均化することによる影響は見られなかった。海側では、

平均化することによって処分場内の位置によるばらつきが大きく変化するものの、中央値の変

動は少なかった。 
 
②急峻モデル（処分場深度：800m） 

 
図 6.4-61 亜氷期を考慮した海水準変動と平均化した海水準変動の比較（急峻モデル） 

 
 図 6.4-61 より、急峻モデルでは陸側・海側の両者とも、海水準を平均化することによる影響

は大きくないことが確かめられた。 
 
 以上より、今回想定した遠浅及び急峻のモデルに対しては、海水準変動のモデル化の違い（亜

氷期を考慮した海水準変動と平均化した海水準変動）による平均流速への影響は小さかった。

これは、海水準変動のモデルに依存した汀線位置が移行経路の空間的な範囲から遠く離れた位

置で現れているためと考えられる。さらに海側に処分場位置を仮定した場合は、モデルの違い

による影響が見られると想定される。 
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海水準変動のモデルに依存した汀線位置が処分場位置からの移行経路に与える影響をより詳

細に調べるため、例として急峻モデル（海側、処分場深度：800m）に対して、処分場位置とし

て現海水準から+1～10km までの範囲を仮定し、1 万年に粒子が放出した場合について同様に流

路解析を行った。平均流速の解析結果を図 6.4-62 に、移行距離の解析結果を図 6.4-63 に示す。 
 

 
図 6.4-62 海水準変動のモデル化による平均流速の違い 

 

 
図 6.4-63 海水準変動のモデル化による移行距離の違い 

 
 図 6.4-62 および図 6.4-63 より、今回想定した急峻モデルに対しては、現在の汀線位置+4km
程度以降から海水準変動のモデルの違いにより結果に違いが見られ、モデルによる汀線位置の

違いが顕著に現れる範囲（現在の汀線位置+7km 前後）においては、特にモデルによる平均流

速・移行距離の違いが大きかった。 
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以上の地下水流動解析結果から沿岸地域における処分の留意事項をまとめると以下のように

なる。 
 沿岸地域の急峻と遠浅地形のモデルによる解析結果の比較から、隆起・侵食による地形・

地質構造の変化のより小さい遠浅地形のほうが、移行経路が長く平均流速が小さくかつ

それらの経時的変化が抑えられる傾向を示し、遠浅地形の処分サイトは天然バリアの長

期的な時間スケールを含めた移行抑制機能の評価の観点からより好ましい条件であると

言える。 
 陸側処分と海側処分の比較からは、陸側処分の方が海水準変動の影響を受けにくい傾向

はあるもの、急峻及び遠浅地形のモデルの違いによらず海側処分において海水準の経時

的変化の影響を受けにくい処分深度の条件があることが示された。さらに、汀線位置の

将来の経時変化が移行経路や流速に影響を受けにくい海側処分の位置があることが解析

より示され、将来の汀線位置との関係で移行距離や流速への影響を抑えた海側処分場の

水平位置や深度を決めることが重要と考えられる。 
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6.4.3  核種移行パラメータ 
人工バリアのパラメータ設定は、包括的感度解析の標準ケースを用いる（6.3 章参照）。 
天然バリアは多孔質媒体近似モデルを用い、房総半島の地下水組成（表 6.4-6）及び地質（表 

6.4-7）に基づきパラメータを設定する。 
 

表 6.4-6 房総半島の地下水組成 

 

 
表 6.4-7 房総半島の地質 

 
  

地下水1 地下水2
ｐH 8.44125 7.5596
Eh 15.83333 -53.7273
Ca（ｐｐｍ） 46.00571 281.152
Na 1700.813 10860.64
Cl 2120.011 18410.12
SO4 11.75462 6.790909
HCO3 768.0337 703.8708
F 0.543158 2.528667
Br 8.895455 117.748
NO3 2.071875 4.95375
K 55.62357 346.552
Mg 28.46667 378.5526
SiO2 51.84545 42.54286

地質 岩相 間隙率(%)
古第三系 砂岩～頁岩 → 泥岩 40
三浦層群 砂岩～頁岩 → 泥岩 40
大原層～勝浦層 砂岩優勢 → 砂岩 45
黄和田層 泥岩優勢 → 泥岩 45
太田代層 砂質泥岩 → 泥岩 45
梅ヵ瀬層 砂岩主体 → 砂岩 40
国本層 泥岩主体 → 泥岩 45
柿ノ木層 砂質泥岩 → 砂岩 45
笠森層 泥岩主体 → 泥岩 50
下総層群 砂岩主体 → 砂岩 50
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6.4.4  核種移行解析 
6.4.2 章の地下水流動解析の結果を受け、遠浅／急峻モデル、処分場位置陸側／海側の違いに

よる影響を確認するため、以下の 4 ケースについて核種移行解析を行った。急峻モデルでは地

層が勾配を持って配置されているため、高透水層までの距離がおおよそ一致するように、陸側

は処分場深度 800m、海側は処分場深度 700m とした。遠浅モデルでは海側、陸側ともに処分場

深度 500m とした。ソースタームを燃料デブリとした場合と比較のため、ソースタームを HLW
とした場合についても同じ天然バリアを設定して解析を行った。6.3 章の人工バリア安全機能に

着目した確率論的評価機能を用いた包括的感度解析の結果、4 種の系列核種のうち燃料デブリ

において特に重要であることが示された 4n+2 系列を対象核種とした。また、FP を代表して

Se-79 および Cs-135 を対象核種とした。1010年までを対象として解析を行った。 
 

 急峻モデル、陸側 800m、亜氷期を考慮した海水準変動 
 急峻モデル、海側 700m、亜氷期を考慮した海水準変動 
 遠浅モデル、陸側 500m、亜氷期を考慮した海水準変動 
 遠浅モデル、海側 500m、亜氷期を考慮した海水準変動 
 

（1） 天然バリア移行経路 
図 6.4-64 に示すように、核種が人工バリアから放出される時間ごとに天然バリアの異なる経

路を移行するものとして、人工バリア出口フラックスを 1～14 の各経路に割り当てて、

GSRW-PSA による核種移行解析を実施した。そして、14 の経路別のフラックスはすべて同じ帯

水層に供給されると仮定して足し合わせたものを天然バリア出口フラックスとして評価した。

6.4.2 章の PASS-TRAC による流路解析の結果のうち、核種移行解析で用いた天然バリア移行経

路を図 6.4-65～図 6.4-68 に示す（2 次元の移行経路図は AppendixⅡ-B に示す）。遠浅モデルに

おいては、地下水流動解析の結果によると折り返して逆行するような経路を取るが、実際にこ

のような長い経路を通ることを保証できないため、核種移行解析上は保守的に逆行する経路を

無視し、太田代層を通過した時点で帯水層下限（地表から 40m 地下）に到達したとみなすこと

とした。 
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図 6.4-64 人工バリア出口フラックスの各経路への割り当て方法 

 

 

図 6.4-65 移行距離（急峻モデル、陸側 800m） 

経路 1 の 4,277～4,289m の 12m 間は地下水 2。それ以外は地下水 1。 
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図 6.4-66 移行距離（急峻モデル、海側 700m） 

 

 

図 6.4-67 移行距離（遠浅モデル、陸側 500m） 
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図 6.4-68 移行距離（遠浅モデル、海側 500m） 
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（2） 人工バリア出口フラックス 
核種移行解析によって求められた人工バリア出口フラックスを図 6.4-69、図 6.4-70 に示す。

燃料デブリあるいはガラス固化体 1 本あたりの評価結果である。この人工バリア出口フラック

スの結果は 6.3 章の人工バリア安全機能に着目した感度解析の標準ケースと同じ結果である。

HLW ではガラス溶解モデルとその溶解速度に支配されてフラックスが変化し、Se-79 及び

Cs-135 では 4 万年程度までに 4n+2 系列核種でも 100 万年までにフラックスの放出を終えてい

る。一方、燃料マトリクス溶解速度の時間変化に応じて、燃料デブリについては Cs-135 で 2000
万年程度まで、4n+2 系列核種は 1 億年程度まで放出が継続されている。 

 
燃料デブリ HLW 

  
図 6.4-69 1 本あたりの人工バリア出口フラックス（4n+2 系列） 

 
燃料デブリ HLW 

  
図 6.4-70 1 本あたりの人工バリア出口フラックス（Se-79 および Cs-135） 
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（3） 天然バリア出口フラックス（急峻モデル） 
急峻モデル、陸側 800m の天然バリア出口フラックスを図 6.4-71、図 6.4-72 に示す。図中に

①で示したピークは移行経路の短い経路 1 からのフラックスである。図中に②で示したピーク

は経路 2～経路 14 からのフラックスが足し合わされたものである。 
天然バリア出口フラックスの最大値は、4n+2 系列では燃料デブリが HLW を上回り、Se-79

および Cs-135 では HLW が燃料デブリを上回った。これはインベントリの大小関係と一致する。 
 
急峻モデル、海側 700m の天然バリア出口フラックスを図 6.4-73、図 6.4-74 に示す。また、

経路ごとのフラックスを足し合わせる前の結果（経路 1、経路 2、経路 14）を図 6.4-75、図 6.4-76
に示す。経路 3～経路 13 のフラックスは、4n+2 系列核種および燃料デブリの Se-79、Cs-135 で

は経路 2 とおおむね同じようなフラックスとなる。HLW の Se-79、Cs-135 の天然バリア出口フ

ラックスは人工バリア出口フラックスの減少とともに減少し、経路 7～経路 14 では、10-10Bq/y
以上のフラックスは出現しなかった。 
経路 1 からのフラックスは、Se-79、Cs-135 では他の経路より先行して出現する一方、U-238

およびその子孫核種では遅れて出現する。これは移行距離が短いために Se-79、Cs-135 のフラ

ックスが早期に出現する一方、上流側 320m の水質が地下水 2 であり、U の分配係数が大きい

ために U-238 およびその子孫核種の移行が遅延されるためである。 
燃料デブリでは、HLW に比べ長い時間人工バリアからの核種放出が継続する。その結果、経

路 14 からのフラックスも長い時間継続し、経路 1 から遅れて出現する U-238 およびその子孫

核種のフラックスと一部重なる結果となった。 
天然バリア出口フラックスの最大値は、4n+2系列核種では燃料デブリがHLWを上回り、Se-79

および Cs-135 では HLW が燃料デブリを上回った。これはインベントリの大小関係と一致する。 
 

燃料デブリ HLW 

  
図 6.4-71 1 本あたりの天然バリア出口フラックス（急峻モデル、陸側 800m、4n+2 系列） 
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燃料デブリ HLW 

  
図 6.4-72 1 本あたりの天然バリア出口フラックス（急峻モデル、陸側 800m、Se-79 および

Cs-135） 
燃料デブリ HLW 

  
図 6.4-73 1 本あたりの天然バリア出口フラックス（急峻モデル、海側 700m、4n+2 系列） 

燃料デブリ HLW 

  
図 6.4-74 1 本あたりの天然バリア出口フラックス（急峻モデル、海側 700m、Se-79 および

Cs-135） 
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燃料デブリ HLW 

  

  

  
図 6.4-75 経路別の 1 本あたりの天然バリア出口フラックス（急峻モデル、海側 700m、4n+2

系列） 
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燃料デブリ HLW 

  

  

  
図 6.4-76 経路別の 1 本あたりの天然バリア出口フラックス（急峻モデル、海側 700m、Se-79

および Cs-135） 
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（4） 天然バリア出口フラックス（遠浅モデル） 
遠浅モデル、陸側 500m の天然バリア出口フラックスを図 6.4-77、図 6.4-78 に示す。遠浅モ

デル、海側 500m の天然バリア出口フラックスを図 6.4-79、図 6.4-80 に示す。 
 
遠浅モデルでは急峻モデルに比べて移行距離が長いため、すべての核種でフラックスは低減

された。また経路上の水質は、急峻モデルでは地下水 1 が主要だったのに対し、遠浅モデルで

は地下水 2 が主要になった。地下水 2 の分配係数は地下水 1 に比べ、U では大きくなり、Cs で
は小さくなる。このため、U-238 およびその子孫核種の移行はさらに遅延される一方、Cs-135
のフラックスの低減効果は他の核種に比べ小さかった。 
陸側と海側を比較すると、海側の移行距離が陸側よりも長いため、より核種の移行が抑えら

れた。 
4n+2 系列核種は 1010年までの解析では、陸側ではフラックスの立ち上がり部分のみ出現し海

側では 10-10Bq/y 以上のフラックスは出現しなかった。Se-79 は 10-10Bq/y 以上のフラックスは出

現しなかった。Cs-135 は海側の燃料デブリを除き、107～108年付近にフラックスが出現した。 
天然バリア出口フラックスの最大値は、4n+2 系列核種および陸側の Cs-135 で燃料デブリが

HLW を上回る。4n+2 系列核種はインベントリの大小関係と一致するが、陸側の Cs-135 ではイ

ンベントリの大小関係とは逆転している。燃料デブリとHLWの核種浸出モデルの違いにより、

燃料デブリでは経路 14 のフラックスが主要となる一方、HLW では経路 1～3 のフラックスが主

要となっている。遠浅モデル陸側の経路 14 の移行距離が経路 1～3 よりも短いため、燃料デブ

リのフラックスが HLW を上回ったと考えられる。 
 

燃料デブリ HLW 

  
図 6.4-77 1 本あたりの天然バリア出口フラックス（遠浅モデル、陸側 500m、4n+2 系列） 
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燃料デブリ HLW 

  
図 6.4-78 1 本あたりの天然バリア出口フラックス（遠浅モデル、陸側 500m、Se-79 および

Cs-135） 
燃料デブリ HLW 

  
図 6.4-79 1 本あたりの天然バリア出口フラックス（遠浅モデル、海側 500m、4n+2 系列） 

燃料デブリ HLW 

  
図 6.4-80 1 本あたりの天然バリア出口フラックス（遠浅モデル、海側 500m、Se-79 および

Cs-135） 
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（5） 核種移行解析のまとめ 
6.4.2 章の地下水流動解析の結果を受け、遠浅／急峻モデル、処分場位置陸側／海側の違いに

よる影響を確認するため、核種移行解析を行った。隆起・侵食に伴う地形変化及び海水準変動

により核種移行経路が時間経過とともに変化することから、核種が人工バリアから放出される

時間ごとに天然バリアの異なる経路を移行するものとして評価した。ソースタームが燃料デブ

リの場合と HLW の場合について解析し、その結果を比較した。 
核種移行解析の結果、陸側、海側ともに急峻モデルに比べ、遠浅モデルでは移行距離が長く

なるのに加えて、地下水流速も小さくなり、さらに 4n+2 系列核種に対して分配係数の大きく

なる水質（地下水 2）を長距離移行するため、天然バリア出口フラックスを低減できることが

示された。また、燃料デブリと HLW の核種浸出モデルの違いを反映して、天然バリア出口フ

ラックスでもフラックスの形状に違いが現れる場合があることが示された。人工バリアから放

出される時間ごとに経路を変えることにより、経路の設定によっては燃料デブリと HLW の天

然バリア出口フラックスの大小関係はインベントリの大小関係と必ずしも一致しないことが示

された。 
以上のことから、地形変化の大きい領域の沿岸地域を対象とした核種移行評価では、地形変

化と汀線位置の変動によって、移行経路（移行距離、流速、地質・水質）が大きく変動して、

天然バリア出口における核種移行フラックスの経時変化に大きな影響を与えることから、将来

の地形変化と海水準変動を適切に組み合わせて、評価する必要がある。 
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6.5  まとめ 
6.5.1  天然バリアに関する留意事項 
第二次とりまとめのレファレンスケースの天然バリア条件であれば、系列核種については人

工バリアの核種移行パラメータの不確かさによる人工バリア出口フラックスの変動を吸収して、

その違いが現れない結果となった。一方、C-14 を含む FP 核種、特に天然バリアにおける分配

係数の小さい核種については、人工バリア出口フラックスの違いが天然バリア出口にも現れた。

系列核種についても、天然バリア機能が低下した設定では、天然バリア出口に人工バリア出口

フラックスの影響が現れた。以上のことから、系列核種は天然バリア機能に大きく依存するた

め、地質・水質調査によって、現時点でバリア機能が十分であることはもとより、その性能を

長期間維持することが見込まれる必要がある。 
遠浅あるいは急峻領域の 2 か所の沿岸域のサイトを対象として、海水準変動と隆起・侵食の

両者を考慮し、処分場を陸側あるいは海側に設置した場合について地下水流動解析を行った結

果、海水準変動および隆起・侵食による影響は、遠浅なサイト（陸側）が最も小さかった。ま

た、今回の解析条件では、海側に処分場を設置した場合、海水準変動に伴う経時的なばらつき

が陸側より大きく見られた。透水性の高い層を避けて処分場を設置したとしても、深度が浅け

れば（今回の評価モデル：遠浅 300m、急峻 500m）、処分場からの平均流速や移行経路の結果

は、海水準変動に伴う経時変化や処分場内の位置によるばらつきが大きいことが確認された。

以上のことから、処分場サイトを選定する際、同じ領域内でも、地形変化と海水準変動を適切

に組み合わせて評価することにより、その影響を受けにくい処分場位置を選定することが可能

であり、将来の地形変化及び海水準変動の不確かさを考慮しつつ、地下水流動及び塩分濃度解

析を行うことが重要である。 
地下水流動から得られた移行経路に基づく核種移行解析の結果、今回解析した条件では、遠

浅のサイトは移行距離も長く、U の収着分配係数の大きい地下水 2（塩水系）の移行経路に占

める割合が大きいため、移行時間が非常に長く、長寿命核種を多く含む燃料デブリの処分に有

利と考えられる。一方、急峻領域では地形及び海水準が大きく変動することで、移行経路及び

距離が大きく変動して、時間的にあとで人工バリアから放出された核種が先に放出された核種

よりも先に天然バリア出口に到達することがあることがわかった。したがって、地形変化の大

きい領域の沿岸地域を対象とした核種移行評価では、地形変化と汀線位置の変動によって、移

行経路（移行距離、流速、地質・水質）が大きく変動して、天然バリア出口における核種移行

フラックスの経時変化に大きな影響を与えることから、将来の地形変化と海水準変動を適切に

組み合わせて、評価する必要がある。 
 
6.5.2  人工バリアに関する重要な設計要件 
緩衝材変質・間隙水組成の変遷評価では、デブリ廃棄体－緩衝材－支保工－EDZ 地下水の体

系で、緩衝材性能の変化に対する地下水水質による影響解析、発熱・セメント成分による影響

解析、緩衝材－EDZ 地下水の体系で海水成分による影響解析を実施した。 
地下水水質による影響解析においては、ガラス固化体の場合と同様に、降水系地下水で緩衝

材の支保工側で間隙率が低下する結果となり、地下水および支保工側から物質移行が抑制され

たため、海水系地下水と比較して緩衝材全体としての有効モンモリロナイト密度が 10 万年まで

保たれる結果となった。なお、海水系地下水の場合には、全ケースで時間に線形的な減少を示

し、10 万年までにモンモリロナイトは消失する結果であった。このような違いは、間隙率の局

所的な低下に起因するものであり、本検討の場合には、地下水組成、支保工、緩衝材の相互の

関係、各種モデリング（鉱物モデル、モンモリロナイト溶解速度モデル、拡散モデルなど）が
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重畳的、相関的に影響し合った結果である。間隙が低下する現象自体は、自然界にも現れる現

象であるため、人工バリアの変遷中にこのような現象が生じるか、その影響はどの程度なのか

をより科学的に確認することは重要な設計要件になると考えられる。 
発熱・セメント成分による影響解析においては、発熱自体がガラス固化体よりも少ないこと、

影響が廃棄体埋設後短期間に限定されること、そして影響解析の結果から示されたこと等から

も、緩衝材－支保工境界の非常に局所的かつ短期間の影響にとどまり、緩衝材全体の性能への

影響は小さかった。このことから、臨界やガス発生などの他の要件と比較して、相対的重要度

は低いと考えられる。一方、セメント成分については、少量のセメント成分の混入でも、緩衝

材性能の低下に影響していたことから、廃棄体の設計、製作、廃棄物の処理、充填等について、

適切な要件を設定する必要性が高いと考えられる。 
海水成分による影響解析においては、今年度は予察的な解析にとどまったため、海水成分が

緩衝材の変質に影響を与えるという結果は得られたものの、より現実的なシナリオ設定に基づ

く解析を継続することが課題となった。 
 
緩衝材変質・間隙水組成の変遷の設定に基づく核種移行解析から、人工バリアからの核種移

行フラックスに対する 10 万年以降の設定による影響解析、発熱・セメント成分による影響解析

を実施した。 
10 万年以降の設定による影響解析においては、人工バリア材の変質挙動に対するシナリオ設

定について、10 万年時の緩衝材の状態設定を継続するケースと 10 万以降は緩衝材性能が喪失

した状態を設定するケースとで、人工バリアからの核種フラックスについて OP の破損時期の

違いによる影響を検討した。ガラス固化体に対する基本ケースとして OP 破損 4000 年、10 万

年以降も状態設定を継続するケースにおいては、Pu-240、Pu-239、Nb-93m、Tc-99、C-14、I-129
のピークが 104 Bq/y 以上と高かった。これらのうち、Pu-240、Pu-239、C-14 については、OP
寿命を 5 万年以上に長くすることで大幅にピーク値を低減できるため、重要な設計要件となる

と考えられる。 
10 万年以降の人工バリアの変遷を継続/性能喪失としたことにより、多くの核種がフラック

スへの影響を大きく受ける結果が得られた。特に、性能喪失に伴い保守的に分配係数をゼロと

設定したことにより、特に OP 破損 5 万年、10 万年の設定でピーク値が大きく変化した核種が

見られた。分配係数は、有効モンモリロナイトの減少、緩衝材中溶液の組成、pH、Eh に大き

く影響される。燃料デブリのインベントリ元素には、Eh、pH で価数が変化する元素が多く、

価数の変化で分配係数は大きく変化する。ガラス固化体と同じ設計とした場合、OP の鉄が溶

解することで、高い還元環境が維持されるものの、鉄が完全に溶解した後は、緩衝材中溶液は

周囲の地下水の pH、Eh に徐々に置き換えられるものと考えられる。今回の設定では 10 万年で

完全に切り替わる設定としたが、この設定によるフラックスへの影響は大きかったため、どの

程度の時間で切り替わるのかという観点が、重要な設計要件になると考えられる。 
 
発熱・セメント成分による影響解析においては、人工バリア材の変質挙動に対する発熱のシ

ナリオ設定について、ガラス固化体相当の緩衝材の熱変遷を設定するケースと発熱は無く処分

深度の地温一定と設定するケース、また、セメント成分のシナリオ設定について、デブリ廃棄

体内にMCCI生成物、セメント成分を含まないケースとそれぞれ30％ずつ含むケースを設定し、

これらを組み合わせて解析を実施した。セメント成分を含まず発熱の影響を考慮しないケース

では、発熱の影響を考慮するケースと比べて、緩衝材の変質に対しては前述のとおりほとんど

違いが無かったものの、人工バリアからの核種移行フラックスについては、Pu、Am、Cm につ
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いて、発熱の影響を考慮しないケースで溶解度制限によりピークフラックスが 1 桁以上低減さ

れた。一方で、U-238、U-235、Cs-135、Ra-226、Ra-223 のフラックスは分配係数が低下するこ

とにより上昇するなど、元素、核種により傾向に違いが見られた。また、発熱の影響を考慮し、

セメント成分を含むケースでは、セメント成分を含まないケースと比べて、緩衝材の変質に明

確な影響があったが、その影響は人工バリアからの核種フラックスには、上記の発熱の影響と

同様に、核種により相反する影響となって現れた。なお、影響の大きさは、「熱影響あり＋セメ

ントなし」→「熱影響なし＋セメントなし」→「熱影響あり＋セメントあり」→「熱影響なし

＋セメントあり」の順で大きくなった。これらのことから、特に、デブリ廃棄体に含まれる核

種を対象として、10 万年までの人工バリアからの核種移行フラックスのピーク値や変化の傾向

に影響を及ぼすパラメータとして、緩衝材中の核種分配係数、核種溶解度が挙げられる。した

がって、これらに影響を与える緩衝材中の溶液組成、固相組成を合理的に求める手法を提示す

ることは、重要な設計要件になると考えられる。 
 
4n+2系列核種及びC-14を含むFP核種について人工バリア安全機能に着目した感度解析を行

った結果、浸出速度及び瞬時放出割合といった燃料デブリからの核種溶出に係る不確実性の影

響は重要となることがわかった。特に FP 核種に対して重要であり、系列核種は天然バリアの

性能に依存し、天然バリアの性能が低い場合には影響が現れてくる可能性がある。以上のこと

から、燃料デブリからの核種溶出に係るモデル及びパラメータの不確実性を低減することが、

重要な設計要件になると考えられる。 
 
6.6  燃料デブリ処理・処分への留意事項 
本年度の予察的調査における成果より、燃料デブリ処理・処分の際の留意事項について、以

下に整理した。 
 
（1） 燃料デブリ諸性状の調査に基づく仮想燃料デブリの設定 
• 廃棄体中の水分量について、1F の廃棄体容器は TMI-2 と同様にベントがなされた状態で保

管されると想定されるが、処分までには密封することが必要となる。乾燥処理により完全

に水を除去して密封することが可能なのか、ある程度の水の残留（内圧上昇、腐食）を許

容することが必要なのかは、今後検討されると考えられる。 
• 燃料デブリ中の U が U3O8に酸化されていた場合、核分裂生成物（FP）の地下水への溶出

速度が大きくなり、地下水シナリオへの評価に影響がある。分析による U3O8の同定は難し

く、又 U3O8以外の酸化物形態の可能性もある。 
• 1F 燃料デブリにおいて TMI-2 同様にフィルターキャニスターの目詰まり防止のために有

機凝集剤を使用する場合、デブリに有機物が含まれることになり、無機化処理をしない限

り、有機物影響（化学反応、核種移行への影響等）を考慮する必要が生じる。 
 
（2） 燃料デブリの特性を踏まえたシナリオ設定および予察的解析 
• ガス発生においては、初期に燃料デブリに含まれる水分量などが限定的であれば、ガス発

生による内圧上昇がオーバーパックの設計圧力を超えることはなく、燃料デブリに含まれ

る水の量や燃料デブリの容器に対する充填率をコントロールすることで、オーバーパック

内側での内圧上昇による早期破損の可能性をさらに低減可能であると示唆された。 
• オーバーパック破損後における廃棄物の地下水との接触に伴う水の放射線分解によるガ

ス発生を考慮すると、ガス発生速度が溶存水素ガスの拡散移行速度を上回り、オーバーパ
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ックと緩衝材の界面に蓄積する可能性が示唆されたことから、今後の課題として、それら

の力学的影響を含め、ガスが緩衝材を破過するときの間隙水の押出しの影響評価を行って

いく必要がある。 
• ガス蓄積量またはその影響を減弱するため、オーバーパック破損後の水の放射線分解によ

るガス発生に関し、廃棄体 1 本あたりに放出される放射線量（特にα線）を減らすこと（例

えば、廃棄体 1 本あたりの放射性廃棄物量の減量や、放射性崩壊による放射能量減衰の効

果を期待したオーバーパックの長寿命化）である程度コントロールすることが可能である

と考えられる。 
• 処分容器内における臨界可能性については、濃縮度 5%の新燃料で構成される燃料デブリ

を収納し、オーバーパック破損後地下水が浸入しても、未臨界を維持できる容器直径は

22.5cm 以下となった。処分環境においても収納容器から流出しない中性子吸収材の配置や

濃縮度を下げる効果のある劣化ウランの混合などによって、容器直径を大きくすることな

ど工学的な対策に応じた臨界解析が必要となる。 
• 天然バリア中での臨界可能性については、移行経路中のある領域のウラン溶解度が処分場

領域での溶解度よりも小さくなる場合に、臨界量を超えて濃集する可能性があるが、これ

が直ちに臨界となって核分裂連鎖反応が生じるわけではない。地質媒体中でのウランの沈

澱やそれに伴う地下水流動の変化など、今後、ウランの配置体系について検討を行う必要

がある。また、酸化性環境においては、ウランの溶解度が上昇して溶出しやすくなること

から、酸化性環境に移行する可能性の低い処分サイトを選定する必要がある。 
 
（3） 核種移行データ取得 
• 高炭酸塩濃度の地下水が存在する地質環境下では、岩石及びその構成鉱物に対する Pu の

Kd が小さくなる可能性があり、サイト選定においては上記観点からの調査が必要と考えら

れる。 
 

（4） 燃料デブリの処分時の評価に対応した総合的安全評価の整備 
• セメント成分については、少量のセメント成分の混入でも、緩衝材性能の低下に影響して

いたことから、廃棄体の設計、製作、廃棄物の処理、充填等について、適切な要件を設定

する必要性が高いと考えられる。 
• 海水成分による影響解析においては、より現実的なシナリオ設定に基づく解析を継続する

ことが課題となった。 
• OP 破損 4000 年で 10 万年以降も状態設定を継続するケースにおいては、Pu-240、Pu-239、

Nb-93m、Tc-99、C-14、I-129 のピークが 104 Bq/y 以上と高かった。これらのうち、Pu-240、
Pu-239、C-14 については、OP 寿命を 5 万年以上に長くすることで大幅にピーク値を低減

できるため、重要な設計要件となると考えられる。 
• 10 万年以降の人工バリアの変遷を継続/性能喪失としたことにより、多くの核種がフラック

スへの影響を大きく受ける結果が得られた。特に、性能喪失に伴い保守的に分配係数をゼ

ロと設定したことにより、OP 破損 5 万年、10 万年の設定でピーク値が大きく変化した核

種が見られた。燃料デブリのインベントリ元素には、Eh、pH で価数が変化する元素が多

く、価数の変化で分配係数は大きく変化する。鉄が完全に溶解した後は、緩衝材中溶液は

周囲の地下水の pH、Eh に置き換えられるものと考えられる。今回の設定では 10 万年で完

全に切り替わる設定としたが、設定によるフラックスへの影響は大きいため、どの程度の

時間で切り替わるのかという観点が、重要な設計要件になると考えられる。 
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• デブリ廃棄体に含まれる核種を対象として、10 万年までの人工バリアからの核種移行フラ

ックスのピーク値や変化に影響を及ぼすパラメータとして、緩衝材中の核種分配係数、核

種溶解度が挙げられた。したがって、これらに影響を与える緩衝材中の溶液組成、固相組

成を合理的に求める手法を提示することは重要な設計要件になると考えられる。 
• 燃料デブリに多く含まれる 4n+2 系列核種については、核種溶出率、瞬時放出割合、元素

依存パラメータ、緩衝材厚さによって人工バリア出口フラックスが変動したが、天然バリ

ア（第二次とりまとめレファレンスケース）ではその違いをすべて吸収してしまい、天然

バリア出口には影響を及ぼさない結果となった。天然バリア機能が低い環境であれば、核

種溶出率および瞬時放出割合の影響が大きく、これらのパラメータの不確実性を低減する

必要がある。 
• 燃料デブリに多く含まれる I-129, C-14, Zr-93 などについては、人工バリア出口フラックス

の違いが天然バリア出口にも現れ、系列核種と同様に核種溶出率、瞬時放出割合の不確実

性を低減する必要がある。 
• 海水準変動と隆起・侵食の両者を考慮した解析を行うことで、核種移行への影響が小さい

領域を選定することが可能であることが確かめられたため、処分場選定時には解析によっ

て適切なサイト位置や処分場深度を選定することが望ましい。 
• 核種移行解析の結果、今回解析した条件では、遠浅のサイトは移行距離も長く、U の収着

分配係数の大きい地下水 2（塩水系）の移行経路の占める割合が大きいため、移行時間が

非常に長く、長寿命核種を多く含む燃料デブリの処分に有利と考えられる。 
• 地形変化の大きい領域の沿岸地域を対象とした核種移行評価では、地形変化と汀線位置の

変動によって、移行経路（移行距離、流速、地質・水質）が大きく変動して、天然バリア

出口における核種移行フラックスの経時変化に大きな影響を与えることから、将来の地形

変化と海水準変動を適切に組み合わせて、評価する必要がある。 
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Ⅰ-A  緩衝材中拡散モデルおよび物質移行-変質連成解析コードの整備 
Ⅰ-A-1 平成26年度に実施した新拡散モデルの導入に係る検討内容 
（ａ）ベントナイト内におけるイオン種の拡散に係る評価方針 

放射性廃棄物処分の分野では一般的に、ベントナイト系緩衝材中における放射性核種の移

行は、収着を伴いながら、間隙を満たす水の中を拡散するという細孔拡散モデル(1)で評価さ

れている。当該モデルにおいて、核種に依存する見かけの拡散係数（Da [m2/s]）、有効拡散

係数（De [m2/s]）および収着分配係数（Kd [m3/kg]）は、核種の移行を決定するパラメータ

であり、その関係は式(Ⅰ.A-1)のように表される。 
 

= + = G+  (Ⅰ.A -1) 

 
ここで、 

ε：拡散媒体の間隙率 [-] 
ρ：拡散媒体の乾燥密度 [kg/m3]  
Dv：自由水中の拡散係数 [m2/s]  
Gf：形状因子 [-] 

である。また、フィックの第 1 法則形で Da と De の定義を示せば、それぞれ式(Ⅰ.A-2)、式

(Ⅰ.A-3)である。 
 

= −  (Ⅰ.A-2) 

= −  (Ⅰ.A-3) 

 
ここで、 

J  ：拡散フラックス [mol/m2/s] 
C ：拡散媒体単位体積あたりで示した拡散種の濃度 [mol/m3] 
cp：拡散媒体の間隙水中における拡散種の濃度 [mol/m3] 
x ：拡散距離 [m] 

である。細孔拡散モデルを用いた核種移行評価においては、イオン種毎に De と Kd が設定さ

れるが、De を定義する際に使用される cp は便宜的に設定された仮想的な濃度であり、また、

一部の陽イオンや陰イオンの拡散は細孔拡散モデルでは説明できないことがしばしば確認さ

れている(2),(3)。具体的には、実験で得られた De が、Dv を用いて当該モデルにより想定され

る De よりも、前者では大きくなり、後者では小さくなるというものである。この原因とし

ては、表面拡散や陰イオン排除が起こっていると解釈されており、評価の上では、De にこれ

らの効果を考慮した改変を行い、実現象に合うようにしている研究事例もある(4),(5)。しかし

ながら、これらの現象が実際にベントナイト中で起こっているかどうかについては現在のと
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ころ不明である。 
Sawaguchi et al.は、種々の溶液を用いて、ベントナイト中における Cs の透過拡散試験を

実施し、その拡散は De ではなく Da で拡散していること、すなわち、収着状態での拡散が支

配的なメカニズムであることを示している (6)。主要な核種に係る既往の De(3),(6)～ (12)と

Da(6),(7),(10),(13)～(15)の比較においても、（特に陽イオン種および陰イオン種の）De はイオン強度

に依存し、変動幅が大きいのに対して、Da はイオン強度に依存せず、ほぼ一定の値を示した

（図Ⅰ.A-1、図Ⅰ.A-2）。この結果は、Sawaguchi et al.の考えを支持するものであり、本質

的な評価を行うためには、Da で拡散現象を評価するのが合理的であると考えられる。また、

式(Ⅰ.A-2)に示した通り、Da は単位体積あたりの濃度勾配による拡散であり、実測可能な濃

度データを使用して導出できるという点でも、現実的なパラメータであると考えられる。 
 

  
図 Ⅰ.A-1 有効拡散係数（De）とイオン強度依存性の関係(3),(6)～(12) 

（有効モンモリロナイト密度ρm：1,000 kg/m3程度※、温度：25℃程度） 
※Sr2+の De は乾燥密度 1,750 kg/m3のデータ 
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HTO、ρm＝1000、佐藤治夫（2004）

HTO、ρm＝1040、佐藤治夫（2004）

HTO、ρm＝900、Suzuki, S. et al.（2007）

HTO、ρm＝910、Yamaguchi, T. et al.（2007）

HDO、ρm＝900、鈴木覚ら（2002）

I-、ρm＝910、石寺孝充ら（2004）

I-、ρm＝1140、石寺孝充ら（2004）

I-、ρm＝900、鈴木覚ら（2002）

Cl-、ρm＝910、石寺孝充ら（2004）

Cl-、ρm＝1140、石寺孝充ら（2004）

Sr2+、ρ＝1750、MUURINEN, A. et al.（1987）

Sr2+、ρ＝1750、MUURINEN, A. et al.（1987）

Cs+、ρm＝950、佐藤治夫（1998）

Cs+、ρm＝950、Sawaguchi, T. et al.（2013）
5

陽イオン種と陰イオン種
のDeの変動幅は大きい。
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I-,Cl- cpJ De
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図Ⅰ.A-2 見かけの拡散係数（Da）のイオン強度依存性の関係(6),(7),(10),(13)～(15) 
（有効モンモリロナイト密度ρm：1,000 kg/m3程度、温度：25℃程度） 

 
 

一方、ベントナイト系緩衝材中の化学環境解析においても、ベントナイト中のイオン種の

拡散現象は、鉱物の変質やそれに伴う物理的特性、間隙水組成等の変遷を決定する重要な評

価項目である。ただし、核種移行評価とは異なり、化学環境解析における拡散評価では、緩

衝材中の電荷バランスを取る必要があること、保守的に大きな拡散係数を用いることが出来

ないこと、通常の化学環境解析コード（例えば、PHREEQC-TRANS(16)やRAIDEN 3(17)等）

では、（イオン交換※1、表面錯体を考慮した吸着相の設定はあるが）Kdの設定がないこと等、

両者には違いがある。また、上述したようにMC-BUFFERを用いた緩衝材の化学環境解析に

おける拡散評価では、OH-の透過拡散試験結果から構築した拡散評価式を用いて導出したDe
を全てのイオン種に対して一様に設定し、間隙水中の濃度勾配を駆動力として、間隙水中に

溶けているイオン種のみの移行を評価している。 
以上を踏まえ、現行の MC-BUFFER を用いた化学環境解析における圧縮ベントナイト中

のイオン種の拡散評価の問題点を整理すると、 
 ①全てのイオン種に対して同じ有効拡散係数が設定されていること 

②評価に使用する間隙水中の濃度の定義が明瞭ではないこと 

                                                   
※1 ベントナイト層間にある交換性陽イオンの置換は、圧縮ベントナイトの膨潤性、ひいては

物質移行特性に影響を及ぼす重要な変質現象と考えられる。一般的に化学環境解析では、

イオン交換選択係数を用いたモデルでこの現象が評価されているが、当該係数は紛体試料

を用いた試験から得られた値であることから、圧縮状態のベントナイトに対しても適用で

きるかは不明である。 

1E-12

1E-11

1E-10

1E-09

1E-08

0 1 2 3 4

見
か

け
の

拡
散

係
数

Da
[m

2 /
s]

イオン強度 [mol/L]

HTO、ρm＝770、嶺達也ら（1999）

HTO、ρm＝1350、嶺達也ら（1999）

I-、ρm＝900、佐藤治夫（2004）

I-、ρm＝1000、佐藤治夫（2004）

I-、ρm＝910、石寺孝充ら（2004）

I-、ρm＝1140、石寺孝充ら（2004）

Cl-、ρm＝910、石寺孝充ら（2004）

Cl-、ρm＝1140、石寺孝充ら（2004）

Na+、ρm＝1000、Kozaki et al.（1998）

Na+、ρm＝1000、Kozaki et al.（2008）

Sr2+、ρm＝770、嶺達也ら（1999）

Sr2+、ρm＝1350、嶺達也ら（1999）

Cs+、ρm＝950、Sawaguchi, T. et al.（2013）
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イオン種毎に対するDaの
変動幅は小さい。

Cs+

I-,Cl-

HTO

Sr2+

Na+

CJ Da
x
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 ③収着状態の陽イオンの拡散※
2F
2が評価されていないこと。 

が挙げられる。そこで、本研究では、より現実的、適切なベントナイト内の拡散評価を実施

するため、Sawaguchi et al.の研究結果(6)を参考とし、これら問題（特に②、③）に影響され

ず、かつ、フィックの第一法則に則った本質的な拡散係数である Da をベースとしたシンプ

ルで科学的に合理的なベントナイト内拡散モデル（以下、「新拡散モデル」）を作成し、

MC-BUFFER に導入することとした。 
 
（ｂ）新拡散モデルの MC-BUFFER への導入方針 

単位体積あたりのベントナイト中イオン種濃度を Cbi [mol/m3]とすると、x 方向の拡散フラ

ックス Jxi  [mol/m2/s]、y 方向の拡散フラックス Jyi  [mol/m2/s]は、それぞれ式(Ⅰ.A-4)、式

(Ⅰ.A-5)となる。 
 

bi
xi ai

CJ D
x

 (Ⅰ.A-4) 

bi
yi ai

CJ D
y

 (Ⅰ.A-5) 

 
ここで、Dai はベントナイト中におけるイオン種の見かけの拡散係数 [m2/s]である。また、

Dai は拡散源からの距離に依存せず一定であると仮定した場合、式(Ⅰ.A-6)に示すフィックの

第 2 法則を式(Ⅰ .A-4)、式(Ⅰ .A-5) を用いて展開すると式(Ⅰ .A-7)となり、この式が

MC-BUFFER に取り込む新拡散モデルの基本方程式となる。 
 

yibi xi JC J
t x y

 (Ⅰ.A-6) 

2 2

2 2
bi bi

ai
C CD
x y

 (Ⅰ.A-7) 

  
境界条件となるベントナイト-液相境界におけるCbi は、液相中のイオン種濃度Cli [mol/m3]

と保持因子αi [-]を用いて式(Ⅰ.A-8)の形で表すことができる。また、陽イオンについてはαi

を式(Ⅰ.A-9)に示す形で表せられると仮定した。 
  

                                                   
※2 現行の MC-BUFFER を用いた化学環境解析では間隙水中に溶けたイオン種の移行しか評価

しておらず、交換性陽イオンは移行しないとしている。しかしながら、圧縮モンモリロナ

イト中における Ca の拡散は層間拡散が支配的であるという報告(18)もあることから、この

「収着状態の陽イオンの拡散」には、ベントナイト表面に収着した陽イオンのみではなく、

交換性陽イオンの拡散も含まれると考えられる。 
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bi i liC C  (Ⅰ.A-8) 

( )b di liK C  (Ⅰ.A-9) 

 
ここで、 
ρb：ベントナイトの乾燥密度 [kg/m3] 
Kdi：イオン種のベントナイトに対する分配係数 [m3/kg] 

である。以上より、イオン種固有の（イオン種に依存する）因子は、Dai およびαi（または

Kdi）であり、新拡散モデルを用いた評価を MC-BUFFER で行うためには、これら因子の設

定について検討する必要がある。さらに、上述したように、化学環境解析では解析体系中の

電荷バランスを取る必要があることから、各イオン種が各々の Dai で拡散する場合、

MC-BUFFER 内において電荷バランスを取る方法（例えば、ベントナイト中に多量にある

Na+イオンで調整する等）についても考慮することが重要である。 
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Ⅰ-A-2 Ca2+イオンを用いた透過拡散試験後に分割した試料片の分析データ（ケース1～3） 
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Appendix –Ⅱ 燃料デブリ処分時の評価に対応した総合的安全評価手法の整備 
 
 
Ⅱ- A 人工バリアの変遷のシナリオを対象とした安全評価 
 
Ⅱ- B 海水準変動と隆起・侵食を組み合わせたシナリオを対象とした安全評価 
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Ⅱ-A 人工バリアの変遷のシナリオを対象とした安全評価 
Ⅱ-A-1 人工バリアの変遷シナリオを対象とした緩衝材変質解析結果 
 

  
 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

図 App.Ⅱ. A-1 緩衝材領域における経時変化（ケース 1） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後  

図 App.Ⅱ. A-2 全領域における固相空間分布（ケース 1） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-3 全領域における液相空間分布（ケース 1） 

 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-4 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 1） 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

図 App.Ⅱ. A-5 緩衝材領域における経時変化（ケース 4） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-6 全領域における固相空間分布（ケース 4） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-7 全領域における液相空間分布（ケース 4） 

 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-8 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 4） 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

図 App.Ⅱ. A-9 緩衝材領域における経時変化（ケース 5） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-10 全領域における固相空間分布（ケース 5） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-11 全領域における液相空間分布（ケース 5） 
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図 App.Ⅱ. A-12 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 5） 
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図 App.Ⅱ. A-13 緩衝材領域における経時変化（ケース 6） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-14 全領域における固相空間分布（ケース 6） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-15 全領域における液相空間分布（ケース 6） 
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図 App.Ⅱ. A-16 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 6） 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

図 App.Ⅱ. A-17 緩衝材領域における経時変化（ケース 7） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-18 全領域における固相空間分布（ケース 7） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-19 全領域における液相空間分布（ケース 7） 
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図 App.Ⅱ. A-20 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 7） 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 
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図 App.Ⅱ. A-21 緩衝材領域における経時変化（ケース 8） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-22 全領域における固相空間分布（ケース 8） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-23 全領域における液相空間分布（ケース 8） 
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図 App.Ⅱ. A-24 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 8） 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 
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図 App.Ⅱ. A-25 緩衝材領域における経時変化（ケース 10） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-26 全領域における固相空間分布（ケース 10） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-27 全領域における液相空間分布（ケース 10） 
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図 App.Ⅱ. A-28 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 10） 

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

-0.368 0.61

液
相
濃
度

[m
o
l/

l]

Al

C

Ca

Cl

Fe

K

Mg

Na

S

Si

B

OH-

OP BUFFER SUPPORTDEBRI

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

-0.368 0.61

液
相
濃
度

[m
o
l/

l]

Al

C

Ca

Cl

Fe

K

Mg

Na

S

Si

B

OH-

OP BUFFER SUPPORTDEBRI

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

-0.368 0.61

液
相
濃
度

[m
o
l/

l]

Al

C

Ca

Cl

Fe

K

Mg

Na

S

Si

B

OH-

OP BUFFER SUPPORTDEBRI

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

-0.368 0.61
液
相
濃
度

[m
o
l/

l]

Al

C

Ca

Cl

Fe

K

Mg

Na

S

Si

B

OH-

OP BUFFER SUPPORTDEBRI

Kw

De

ρmont

Porosity

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1E-15

1E-14

1E-13

1E-12

1E-11

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

-0.368 -0.09 0.188 0.466 0.744 1.022 1.3

有
効
ﾓ
ﾝ
ﾓ
ﾘ
ﾛ
ﾅ
ｲ
ﾄ密

度
[g

/
c
m

3
]・
間
隙
率
［
-
］

透
水
係
数

[m
/
s]
・
拡
散
係
数

[m
2
/
s]

OP BUFFER SUPPORTDEBRI

Kw

De

ρmont

Porosity

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1E-15

1E-14

1E-13

1E-12

1E-11

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

-0.368 -0.09 0.188 0.466 0.744 1.022 1.3

有
効
ﾓ
ﾝ
ﾓ
ﾘ
ﾛ
ﾅ
ｲ
ﾄ密

度
[g

/
c
m

3
]・
間
隙
率
［
-
］

透
水
係
数

[m
/
s]
・
拡
散
係
数

[m
2
/
s]

OP BUFFER SUPPORTDEBRI

Kw

De
ρmont

Porosity

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1E-15

1E-14

1E-13

1E-12

1E-11

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

-0.368 -0.09 0.188 0.466 0.744 1.022 1.3

有
効
ﾓ
ﾝ
ﾓ
ﾘ
ﾛ
ﾅ
ｲ
ﾄ密

度
[g

/
c
m

3
]・
間
隙
率
［
-
］

透
水
係
数

[m
/
s]
・
拡
散
係
数

[m
2
/
s]

OP BUFFER SUPPORTDEBRI

Kw

De

ρmont

Porosity

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1E-15

1E-14

1E-13

1E-12

1E-11

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

-0.368 -0.09 0.188 0.466 0.744 1.022 1.3

有
効
ﾓ
ﾝ
ﾓ
ﾘ
ﾛ
ﾅ
ｲ
ﾄ密

度
[g

/
c
m

3
]・
間
隙
率
［
-
］

透
水
係
数

[m
/
s]
・
拡
散
係
数

[m
2
/
s]

OP BUFFER SUPPORTDEBRI



 - App.Ⅱ-15 - 

  
 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

図 App.Ⅱ. A-29 緩衝材領域における経時変化（ケース 11） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-30 全領域における固相空間分布（ケース 11） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-31 全領域における液相空間分布（ケース 11） 
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図 App.Ⅱ. A-32 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 11） 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

図 App.Ⅱ. A-33 緩衝材領域における経時変化（ケース 12） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-34 全領域における固相空間分布（ケース 12） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-35 全領域における液相空間分布（ケース 12） 
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図 App.Ⅱ. A-36 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 12） 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

図 App.Ⅱ. A-37 緩衝材領域における経時変化（ケース 13） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-38 全領域における固相空間分布（ケース 13） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-39 全領域における液相空間分布（ケース 13） 

 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-40 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 13） 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

図 App.Ⅱ. A-41 緩衝材領域における経時変化（ケース 14） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-42 全領域における固相空間分布（ケース 14） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-43 全領域における液相空間分布（ケース 14） 
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 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-44 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 14） 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

図 App.Ⅱ. A-45 緩衝材領域における経時変化（ケース 16） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-46 全領域における固相空間分布（ケース 16） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-47 全領域における液相空間分布（ケース 16） 
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図 App.Ⅱ. A-48 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 16） 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

図 App.Ⅱ. A-49 緩衝材領域における経時変化（ケース 17） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-50 全領域における固相空間分布（ケース 17） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-51 全領域における液相空間分布（ケース 17） 
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図 App.Ⅱ. A-52 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 17） 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

図 App.Ⅱ. A-53 緩衝材領域における経時変化（ケース 18） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-54 全領域における固相空間分布（ケース 18） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-55 全領域における液相空間分布（ケース 18） 
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図 App.Ⅱ. A-56 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 18） 

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

-0.368 0.61

液
相
濃
度

[m
o
l/

l]

Al

C

Ca

Cl

Fe

K

Mg

Na

S

Si

B

OH-

OP BUFFER SUPPORTDEBRI

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

-0.368 0.61

液
相
濃
度

[m
o
l/

l]

Al

C

Ca

Cl

Fe

K

Mg

Na

S

Si

B

OH-

OP BUFFER SUPPORTDEBRI

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

-0.368 0.61

液
相
濃
度

[m
o
l/

l]

Al

C

Ca

Cl

Fe

K

Mg

Na

S

Si

B

OH-

OP BUFFER SUPPORTDEBRI

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

-0.368 0.61
液
相
濃
度

[m
o
l/

l]

Al

C

Ca

Cl

Fe

K

Mg

Na

S

Si

B

OH-

OP BUFFER SUPPORTDEBRI

Kw

De

ρmont

Porosity

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1E-15

1E-14

1E-13

1E-12

1E-11

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

-0.368 -0.09 0.188 0.466 0.744 1.022 1.3

有
効
ﾓ
ﾝ
ﾓ
ﾘ
ﾛ
ﾅ
ｲ
ﾄ密

度
[g

/
c
m

3
]・
間
隙
率
［
-
］

透
水
係
数

[m
/
s]
・
拡
散
係
数

[m
2
/
s]

OP BUFFER SUPPORTDEBRI

Kw

De

ρmont

Porosity

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1E-15

1E-14

1E-13

1E-12

1E-11

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

-0.368 -0.09 0.188 0.466 0.744 1.022 1.3

有
効
ﾓ
ﾝ
ﾓ
ﾘ
ﾛ
ﾅ
ｲ
ﾄ密

度
[g

/
c
m

3
]・
間
隙
率
［
-
］

透
水
係
数

[m
/
s]
・
拡
散
係
数

[m
2
/
s]

OP BUFFER SUPPORTDEBRI

Kw

De

ρmont

Porosity

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1E-15

1E-14

1E-13

1E-12

1E-11

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

-0.368 -0.09 0.188 0.466 0.744 1.022 1.3

有
効
ﾓ
ﾝ
ﾓ
ﾘ
ﾛ
ﾅ
ｲ
ﾄ密

度
[g

/
c
m

3
]・
間
隙
率
［
-
］

透
水
係
数

[m
/
s]
・
拡
散
係
数

[m
2
/
s]

OP BUFFER SUPPORTDEBRI

Kw

De

ρmont
Porosity

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1E-15

1E-14

1E-13

1E-12

1E-11

1E-10

1E-9

1E-8

1E-7

1E-6

-0.368 -0.09 0.188 0.466 0.744 1.022 1.3

有
効
ﾓ
ﾝ
ﾓ
ﾘ
ﾛ
ﾅ
ｲ
ﾄ密

度
[g

/
c
m

3
]・
間
隙
率
［
-
］

透
水
係
数

[m
/
s]
・
拡
散
係
数

[m
2
/
s]

OP BUFFER SUPPORTDEBRI



 - App.Ⅱ-29 - 

 
 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

図 App.Ⅱ. A-57 緩衝材領域における経時変化（ケース 19） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-58 全領域における固相空間分布（ケース 19） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-59 全領域における液相空間分布（ケース 19） 

 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-60 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 19） 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

図 App.Ⅱ. A-61 緩衝材領域における経時変化（ケース 20） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-62 全領域における固相空間分布（ケース 20） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-63 全領域における液相空間分布（ケース 20） 

 

  
 1,000 年後 50,000 年後 
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図 App.Ⅱ. A-64 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 20） 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

図 App.Ⅱ. A-65 緩衝材領域における経時変化（ケース 22） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-66 全領域における固相空間分布（ケース 22） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-67 全領域における液相空間分布（ケース 22） 
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図 App.Ⅱ. A-68 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 22） 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 
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図 App.Ⅱ. A-69 緩衝材領域における経時変化（ケース 23） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-70 全領域における固相空間分布（ケース 23） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-71 全領域における液相空間分布（ケース 23） 
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図 App.Ⅱ. A-72 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 23） 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

図 App.Ⅱ. A-73 緩衝材領域における経時変化（ケース 24） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-74 全領域における固相空間分布（ケース 24） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-75 全領域における液相空間分布（ケース 24） 

 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-76 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 24） 
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 透水係数・拡散係数・有効ﾓﾝﾓﾘﾛﾅｲﾄ密度・間隙率 酸化還元電位・pH 

  
 炭素種・硫黄種・溶存水素・溶存酸素濃度 

図 App.Ⅱ. A-77 緩衝材領域における経時変化（ケース 25） 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

  
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-78 全領域における固相空間分布（ケース 25） 
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 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-79 全領域における液相空間分布（ケース 25） 

 

  
 1,000 年後 50,000 年後 

   
 10,000 年後 100,000 年後 

 
図 App.Ⅱ. A-80 全領域における Kw・De・ρm・Eps 空間分布（ケース 25） 
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Ⅱ-B 海水準変動と隆起・侵食を組み合わせたシナリオを対象とした安全評価 
Ⅱ-B-1 核種移行解析で用いた移行経路 
 
 
粒子追跡開始時刻： 
現在（0 年） 

 
1 万年後 

 
2 万年後 

 
3 万年後 

 
4 万年後 

 
5 万年後 

 
6 万年後 

 
図 App.Ⅱ. B-1 処分場からの移行経路（１／２）（急峻モデル：陸側（深度 800m）、 

背景：塩分濃度分布） 
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粒子追跡開始時刻： 
7 万年後 

 
8 万年後 

 
9 万年後 

 
10 万年後 

 
11 万年後 

 
12 万年後 

 
13 万年後 

 
図 App.Ⅱ. B-2 処分場からの移行経路（１／２）（急峻モデル：陸側（深度 800m）、 

背景：塩分濃度分布） 
 
  



 - App.Ⅱ-43 - 

 
 
粒子追跡開始時刻： 
現在（0 年） 

 
1 万年後 

 
2 万年後 

 
3 万年後 

 
4 万年後 

 
5 万年後 

 
6 万年後 

 
図 App.Ⅱ. B-3 処分場からの移行経路（１／２）（急峻モデル：海側（深度 700m）、 

背景：塩分濃度分布） 
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粒子追跡開始時刻： 
7 万年後 

 
8 万年後 

 
9 万年後 

 
10 万年後 

 
11 万年後 

 
12 万年後 

 
13 万年後 

 
図 App.Ⅱ. B-4 処分場からの移行経路（１／２）（急峻モデル：海側（深度 700m）、 

背景：塩分濃度分布） 
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粒子追跡開始時刻： 
現在（0 年） 

 
1 万年後 

 
2 万年後 

 
3 万年後 

 
4 万年後 

 
5 万年後 

 
6 万年後 

 
図 App.Ⅱ. B-5 処分場からの移行経路（１／２）（遠浅モデル：陸側（深度 500m）、 

背景：塩分濃度分布） 
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粒子追跡開始時刻： 
7 万年後 

 
8 万年後 

 
9 万年後 

 
10 万年後 

 
11 万年後 

 
12 万年後 

 
13 万年後 

 
図 App.Ⅱ. B-6 処分場からの移行経路（１／２）（遠浅モデル：陸側（深度 500m）、 

背景：塩分濃度分布） 
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粒子追跡開始時刻： 
現在（0 年） 

 
1 万年後 

 
2 万年後 

 
3 万年後 

 
4 万年後 

 
5 万年後 

 
6 万年後 

 
図 App.Ⅱ. B-7 処分場からの移行経路（１／２）（遠浅モデル：海側（深度 500m）、 

背景：塩分濃度分布） 
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粒子追跡開始時刻： 
7 万年後 

 
8 万年後 

 
9 万年後 

 
10 万年後 

 
11 万年後 

 
12 万年後 

 
13 万年後 

 
図 App.Ⅱ. B-8 処分場からの移行経路（１／２）（遠浅モデル：海側（深度 500m）、 

背景：塩分濃度分布） 
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Ⅲ- A 平成 27 年度「燃料デブリの処理・処分に関する予察的調査」検討委員会 
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Ⅲ-A 平成 27 年度「燃料デブリの処理・処分に関する予察的調査」検討委員会 
委員名簿 

 
 
 

 氏名 所 属 ・ 職 位 

委員長 大江 俊昭 東海大学 工学部 原子力工学科 教授 

委員 稲垣 八穂広 九州大学大学院 工学研究院 エネルギー量子工学部門 准教授 

〃 小崎 完 北海道大学大学院 工学研究院 エネルギー環境システム部門 教授 

〃 高橋 知之 京都大学 原子炉実験所 原子力基礎工学研究部門 准教授 

〃 藤本 愼司 大阪大学大学院 工学研究科 マテリアル生産科学専攻 教授 

〃 山崎 晴雄 首都大学東京 大学院 都市環境科学研究科 地理環境科学域 教授 

 
 

 
検討委員会開催日 
第 1 回 平成 27 年 7 月 30 日 
第 2 回 平成 28 年 1 月 22 日 
第 3 回 平成 28 年 3 月  3 日 
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